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緒 論
現在においても、先進諸国で農産物過剰の国がある一方で、世界では12億 の人々が栄養不良
状態にあると言われている。 さらに、地球の人口は21世紀半ばに90億人に達するとも予測 され
ているが、耕地面積の増加 も単位面積当た りの収量の増加 も期待できず、食糧生産は頭打ちにな
るとい う指摘があ り、この人 口をどう養 うのかとい う大きな課題が目前にある。
一方、わが国の食料 自給率は主要先進国の中で最低の水準であり、食料の多くを輸入農産物に
依存 している。従って、将来の 日本の食料安全保障を論 じるならば、自給率の向上が不可欠な課
題 といえる。
農業は、本来、その生産の過程で、土、水、動植物などの自然環境を形成 ・保全す ると同時に、
こうした自然環境において生産される資源を持続的に循環利用することを可能にす る自然循環的
な機能を持っている。 しか し、安価に入手できる輸入資源やエネルギーを多量に投入 して生産効
率を追求してきた近代の農業は本来の姿を失い、有機物や栄養塩による環境汚染源 ともなってい
る。
近年、環境汚染の一因 といわれる資源浪費型農業から、環境負荷の低減を目指 した持続的な循
環型農業への転換が求められ、平成11年7月に 「食料 ・農業 ・農村基本法」が制定されるととも
に、「持続性の高い農業生産方式導入の促進に関する法律」、「肥料取締法の一部を改正する法律」、
「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関す る法律」のいわゆる農業環境三法が施行さ
れた。
「食料 ・農業 ・農村基本法」は、国内の農業生産の増大を図ることを基本 とした食料の安定供
給の確保 と、農村で農業生産活動が行われることにより生ずる食料その他の農産物の供給の機能
以外の多面にわたる機能が、将来にわたって適切かつ十分に発揮 されることを目標 として制定さ
れた。また、農業環境三法は、(1)環境負荷を低減する農業を実践 しよ うとしている人を 「エコフ
ァーマー」として認定し、(2)堆肥などの適切な利用を図るため、成分含量表示などを義務づけて
品質の保全を図 り、(3)畜産糞尿を堆肥化 して有機資源としての利用を促進させ る、ことを主旨と
するものである。すなわち、農薬や化学肥料の使用を減 らし、畜産糞尿等有機物の堆肥化による
土づくりで環境負荷を低減 させ、農地の生産力を維持し、後の世代に良い環境と生産力の高い農
地を残 していくことを目標 としたものである。
一方、食品関連産業から排出される生ごみや残飯などの食品廃棄物について、平成12年6月
制定、平成13年5,月1日より施行された 「食品循環資源の再利用等の促進に関す る法律」(食品
リサイクル法)に よって飼料や肥料、その他への再資源化が進められつつある。
しかし、本来の姿を失い有機物や栄養塩による環境汚染源 となっているわが国の農業を持続的
な循環型農業に転換 してい く中で、農業から分断 され廃棄物 として処理 されてきた食品廃棄物を
リサイクルすることがどのよ うな影響を及ぼすのかについての検討や、持続 的な循環型農業にお
ける食品廃棄物の望ましい循環 とはといった議論や合意形成が十分に行われないまま、食品廃棄
物の堆肥化やメタン発酵処理が進められているのが現状である。本来は、望ま しい食料供給 と環
境保全対策を融合させ るための十分な考察や合意形成が不可欠であるといえる。
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食品リサイクル法によって、食品廃棄物 とは、1)食品が食用に供された後に食用に供されずに
廃棄されたもの、2)食品の製造、加工又は調理の過程において副次的に得られた物品のうち食用
に供することができないもの、食品循環資源 とは、「食品廃棄物の うち有用なもの」をいうと定義
されている。 しか し、食料 として生産、供給された食品に対する有用か否かの判断でさえ、社会
経済情勢によって変化 してきたものである。実際に廃棄されている食品廃棄物のほとんどが、そ
の食品を所有 し、利用する人びとが 「不要」と判断して廃棄したものであるが、「要、不要」の判
断は食品として有用であるか否かだけに基づくものではなく、まして資源 として有用であるか否
かにっいて判断 されたものではない。また、実際に廃棄 されている食品をごみ として排出されて
いる状態そのままで有用な資源 として利用できるものでもない。廃棄 と循環利用には大きな溝が
あり、食品廃棄物を食品循環資源 として利用するためには、排出する人々の循環を意識 した分別
とい う行動と、資源 として再生利用するシステムが不可欠である。すなわち、食品循環資源 と呼
び方を変えても、人々が食品廃棄物を廃棄物 として見る限り循環資源にはな りえず、そこには食
品廃棄物を食:品循環資源に転換することを明確に意図した社会システムの構築 と合意形成が不可
欠である。そのためには、まず都市域での食品利用に関連 して発生する副産物、売れ残 り、食べ
残 しなど、廃棄物 として処理 されているものの有用性を把握 して、資源に転換できる方策を確立
するための検討が必要である。そこで、食品廃棄物ではないものの食品循環資源にもなっていな
い発生した段階での食品製造副産物、売れ残 り、食べ残 しなどをここでは食品残渣 と呼び、これ
を廃棄物にするのではなく、資源 として循環利用するための望ましいシステムについて、事業 と
しての実現可能性をも含めて検討することとした。
本論文では、都市域か ら多量に発生する食品残渣の中でも、再生利用が遅れ一般廃棄物 として
処理 されている食品残渣の望ましい資源循環システムの構築に向けて、多面的に循環システムの
あり方を考察し、その中から選抜 された資源利用効率が高く環境負荷が小 さい飼料への再生利用
システムと、飼料化できない食品残渣を利用したメタン発酵によるエネルギー ・資源回収システ
ムにっいて、その技術的特徴を整理するとともに事業採算性等を把握することによって、食品残
渣の飼料への再生利用システムを組み込んだ望ましい食品資源循環システムを実現するために克
服すべき社会 ・経済面における課題を検討 している。本論文の構成は、以下の とお りである。
第1章 では、わが国の食料生産、流通、消費のプロセスから排出される食品廃棄物の発生 と再
生利用状況、及び大阪府内における食品残渣の発生と再利用状況を把握 し、食品残渣の再生利用
を進めるために検討すべき対象 とその課題を整理している。
第2章 では、地球規模の環境利用によって成 り立っているわが国の食料供給システムが窒素 ・
リン循環に及ぼす影響 と課題を概括 し、窒素・リン及び炭素循環の適性化による環魔負荷の低減、
資源利用効率向上の視点から食品残渣の再生利用技術の特徴を把握 し、都市域から多量に発生し
一般廃棄物 して焼却処理 されている食品残渣の望ましい循環システムの方向性について考察 して
いる。
第3章 では、飼料の流通状況や求められる品質等を把握 し、都市域から発生する食品残渣を飼
料 として再生利用することを念頭にして食品残渣の排出特性等の調査結果を整哩し、現存する食
品資源循環システムの事例を参考として、食品残渣の飼料への再生利用を組み込んだ望ま しい食
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品資源循環システムを具体的に提案 している。
第4章 では、食料品小売業等から排出される容器包装類に入った食品残渣を飼料化するために、
高速で異物がまったく混 入しない精度に容器包装類を分離する技術について検討 し、モデルシス
テムにおける処理コス トを試算 している。
第5章 では、飼料経費が高騰 し、多くの魚粉代替蛋白質源が検索 されている養魚用飼料への再
生利用が可能な食品残渣をz択 し、分別排出、乾燥、副資材混合による飼料への加工からなる一
連のペ レット飼料化技術 とその課題について検討 し、飼料製造コス トを試算 している。
第6章 では、卸売市場やスーパーマーケットなどか ら排出される食品残渣の一部である野菜 ・
果実屑を乳牛の飼料 として有効利用するための分別排出、選別 した野菜 ・果実屑の乳酸発酵によ
るサイ レージ化技術 とその課題について検討 し、サイ レージ製造コス トを試算 している。
第7章 では、都市域で多量に発生 している残飯類を豚 ・鶏の飼料 として広域的に流通 ・再生利
用するために必要な乾燥処理や脱油処理技術について、既存の技術やシステムにおける課題を把
握するとともに、より良質な飼料を生産するために試作 した乾燥 ・飼料化設備を用いた乾燥飼料
化実験によって得 られた知見を基に、最適システムを設計 して製造 コス トを試算 し、残飯類の乾
燥飼料化システム実現における課題を把握 している。
第8章では、異物混入が避けられない食品残渣や腐敗 したものなど飼料化できない食品残渣を
対象とする資源 ・エネルギー回収システムとして、エネルギー回収効率が高い中温メタン発酵処
理方式を採用した食:品残渣のメタン発酵等処理実験によってメタン発酵特性を把握するとともに、
消化液の硝化 ・脱窒素処理、汚泥の堆肥化処理等について実験的に検討 し、さらに消化液中の栄
養塩類を利用 したバイオマス生産の可能性について考察している。
第9章 では、第4章 から第8章 で検討 した各システムを有機的に結合 し、多様な食品残渣の排
出特性に応 じて資源利用効率を高めた飼料への再生事業を食品資源循環事業モデル として提案 し、
その事業採算性 を把握す ることによって、望ましい食品資源循環システム実現に向けての社会経
済面における課題を考察 している。
第10章 では、飼料化を組み込んだ食品資源循環システムの成立にとって不可欠な分別する市
民、事業者を増やすためには、経済的インセンティブのみではなく、より直接的に市民、事業者
の共感 と実践に結びつく働 きかけやしくみが必要であるとの認識から、市民、事業者が食品残渣
をはじめとする廃棄物/資源の分別排出や循環利用を意識 し、実践す るきっかけとなるしくみづく
りや働きかけについて、活動する市民コンサルタン トとして得られた経験を基に考察 している。
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望ましい食品資源循環システムの提案
第1章 都市域で発生する食品残渣の循環 ・再生利用における現状と課題
第2章 環境負荷の低減等を軸とした食品残渣の望ましい再生利用システムの方向性
第3章 食品残渣の飼料システムを組み込んだ望ましい食品資源循環システムの提案
第1章 都市域で発生する食品残渣の循環 ・再生利用における現状と課題
わが国の今 日の豊かな生活は、海外 からの輸入を含めた大量の資源を投入 した大量生産による
経済社会活動によって支えられてきたが、一方、大量消費の結果として発生する廃棄物は、自然
の浄化能力を超えて環境中に排出され、環境汚染、環境破壊 を引き起 こしてきた。
わが国の食料自給率は、供給熱量自給率で40%、穀物 自給率で28%(平成14年度)1)でしかな
く、海外からの大量の食料や飼料の輸入、空気中の窒素固定などによる大量の化学肥料の投入に
よって支えられてきた食料供給システムにおいても、生産、流通、消費のプロセスから大量の廃
棄物が発生 している。
本章では、わが国の食料生産、流通、消費のプロセスから排出され る食品廃棄物の発生 と再生
利用状況、及び大阪府内における食品残渣の発生と再生利用状況を把握 し、都市域で発生する食
品残渣の再生利用を進めるために検討すべき課題を把握 している。
第1節 わが国における食品廃棄物の発生と再利用状況
農林水産省の推計2)によると、平成8年 度の食温廃棄物の排出・処理状況は、一般廃棄物5,300
万 トンの うち家庭系1,000万トン、事業系600万トンが食品廃棄物であり、産業廃棄物 として340
万 トンの合計1,940万トンの食:品廃棄物が排出されているとしている(表1-1)。また、食品製造
業から排出された動植物性残渣の48%が再資源化 されているが、一般廃 棄物中の食品残渣の再資
源化率はわずかに0.3%にとどまっているとしている。
表1-1平成8年 度の食品廃棄物の発生 ・処理状況
発生量
処 ・分
焼却埋立 再生利用
肥料化 飼料化 その他 計
一般廃棄物
(うち事業系)
(うち家庭系)
1600万トン
(600万トン)
(1000万トン)
1595万トン
(99.7%)
5万 トン
(0.3%)
一 一
5万 トン
(0.3%)
産業廃棄物 340万トン
(ioo%)
177万トン
(52%)
47万トン
(14%)
104万トン
(31%)
12万トン
(3%)
163万トン
(48%)
事業系の合計
(合計から家庭系一般
廃棄物を除いたもの)
940万トン
(ioo%)
775万トン
(83%)
49万トン
(5%)
104万トン
(1i%)
12万 トン
(1%)
165万トン
(17%)
合 計 1940万トン
(10Q%)
1772万トン
(91%)
52万トン
(3%)
104万トン
(5%)
12万トン
(1%)
168万トン
(9%)
平成14年度に農林水産省が実施 した実態調査の結果3)によると、表1-2に示す ように食:品産業
全体からの食品廃棄物等の発生量は11,314千tで、平成8年 度推計の事業系の合計940万トンと
比べると120%に増加 している。発生量の業種別割合は、産業廃棄物 として処理され る食品製造
業から発生する量が4,834千tで43%、外食産業からの発生量が3,132千tで28%、食品小売業
が2,602千tで23%、食品卸売業が746千tで7%と推計されている。一般廃棄物 として処理さ
れる外食産業、食品小売業、食品卸売業からの発生量の合計は6,480千tで、平成8年度の事業
系一般廃棄物 と比較すると109%に増加 してお り、食品廃棄物の発生量が増加 し続けていること
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を示している。
一方、平成14年度の食品産業における再生利用率は45%となってお り、平成8年 度の17%か
ら大きく増加 している。特に、食品製造業の再生利用率が73%と平成8年 度(48%)からが大きく
前進 したことを示 している。 しかし、外食産業、食品小売業では平成8年 度に比べると再生利用
が進んでいるものの、再生利用率は平成14年度でも15～29%にとどまっている。また、再生利
用の用途を見ると、食品産業全体では、 「肥料化」が37%と最も高 く、次いで 「飼料化」の36%
の順となっている。業種別にみると、食品製造業では 「飼料化」が41%と最も高く、食品卸売業
及び食品小売業では 「肥料化」がそれぞれ39%、42%と最も高 くなっている。
このように、食品産業では食品廃棄物の減量化の進展が未だ十分ではなく、特に平成14年 度
の食品廃棄物発生量の57%を占め事業系一般廃棄物 として処理 されている食品卸売業、食品小売
業及び外食産業における食:品残渣の再生利用率は低く、その再生利用方法として肥料化がすすめ
られている状況となっている。
表1-2平成14年度の食品廃棄物の発生 ・再生利用状況
発生量 再生利用量 再生利用方法の内訳(%)
千 トン % 千 トン % 肥料 飼料 メタン その他 不明
食品製造業 4,834 43 3,514 73 38 41 0 16 5
食品卸売業 746 7 340 46 39 s1 7 23
食品小売業 2,602 23 744 29 42 21 25 12
外食産業 3,132 28 461 15 18 25 20 37
発生量合計 11,314 100 5,060 45 37 36 0 16 i1
注:発生量の%は、発生量合計に対する割合。再生利用量の%は発生量に対する割合。
第2節 大阪府内における食品残渣の発生・再利用状況
1)既存調査の結果
一般廃棄物として処理 されている食品残渣の多量発生源である水産物卸売 ・小売業,スーパー
マーケット,百貨店,外食産業(食堂,レ ス トラン等),給食産業,ホテル,病 院などに関する大
阪府の調査4)によると、平成5年 度(1993年)のこれ らの事業所から発生する動植物性食品残渣は、
1300t/日程度で、その内訳は廃食用油が50t/日程度,魚あらが350t/日程度,その他の動植
物性食品残渣が900t/日程度 と推計 されている。業種別の発生量は、外食産業、給食産業での
発生量が多くなっている。業種 ごとの1事 業所当た りの発生量を表1-3に示すが、1つの事業所
で1日に30～800kgの食品残渣が発生している。
発生する食品残渣の うち魚 あらは,府 内発生量の約40%,140トン/日程度が回収 され再利用
されてお り、廃食用油も8割程度が専門業者によって回収、再利用 されている。 しかし、その他
の食品残渣は80トン/日程度が回収されて飼料に利用されているが、91%が廃棄物として焼却処
理 されていると推定 されている。
一方、食品製造業から発生す る食品残渣は、570t/日程度で、おからが100t/日、魚あらは
9t/日、廃食用油が6t/日程度で、再資源化率は82.9%と推計 されている5)。
このように平成5年 度の大阪府内においても、食品製造業から発生する食品残渣の再資源化は
進んでいるが、さまざまな食品が混合 して排出される食品残渣の再生利用は進んでいない状況で
あった。
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表1-3大阪府内の1事 業所当た りの食品残渣の平均排出量(kg/日)
魚あら 廃食用油 その他の残渣 合計
最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均
水産物卸売業 2 140 32 0 10 0 0 0 0 a 140 32
水産物小売業 5 lsoo 166 0 0 0 0 0 0 5 1,500 166
総合スーパー 0 400 77 o: 100 19 202,500 408 50a,slz 504
食料品スーパー 5 160 47 0 50 6 2 3,750 241 7 3,780 294
百貨店 3 140 123 0 100 26 302,300 671 452,680820
外食産業 0 20 rs o 100 7 3 1,080101 3 1,220121
給食産業 0 50 4 0 98 7 1sr,000 182 171,000 193
病院 0 200 12 0 63 8 2 600 244 2 583 264
ホテル 0 59 0 279 49 102,300 530 152,540 638
次に、最近の大阪府の事業系一般廃棄物に関する調査6)によると、平成12年度における府内
の事業系ごみ総発生量は約3,120千トンであり、再生利用率は約26%(約810千トン)、ごみ処
理として許可業者または委託収集が約53%(約1,630千トン)、市町村の処理施設への直接搬入
が約10%(約320千トン)、市町村の家庭 ごみ収集に約5%(約200千トン)と推定されている。
この うち、食品残渣は府内全体で42,234トン/年(116トン/目)が再生利用され、許可業者また
は委託収集 ごみに585,530トン/年(1,604トン/日)の厨芥類が排出 されていると推定されてい
る。すなわち、平成12年 度の大阪府内では、家庭系ごみに混入 して排出される事業系の食品
残渣を除くと、事業系一般廃棄物に分類 される食品残渣が約627,764トン(1,720トン/日)発生
し、その7%である約42,234トン/年(116トン/日)が再生利用されていると推定されている。
2)最近の発生 ・再利用状況の推計
平成5年 度の調査以来、発生源別の食品残渣の品目ごとの発生量や再生利用状況に関する調査
がなされていないため、平成5年 度の大阪府調査4>による原単位(表1-4)を摘要 し、平成11年事
業所統計調査結果における事業所の従業者数より、多量に食:品残渣を排出する事業所である水産
物卸売 ・小売業、スーパー、百貨店、外食産業(食堂,レ ス トラン等)、給食産業、ホテル、病院
などの事業所等から発生す る動植物性食品残渣の排出量を推計 した。なお、水産物卸売 ・小売業
は事業所統計の鮮魚卸売業、鮮魚小売業 とし,総合スーパー と百貨店は商業統計表、業態別統計
編の百貨店、総合 スーパー とし、食料品スーパーは事業所統計における各種食:料品小売業,外食
産業(食堂,レス トラン等)は 事業所統計の日本料理店、食堂 ・レス トラン、す し店、料亭 とし、
給食産業は事業所統計における仕出 し・弁当、料理品小売業とし、ホテルは事業所統計における
ホテルとし、病院は大阪府統計年鑑における病院としている。
推計方法は、小規模事業所の廃棄物が家庭系廃棄物 と分離 されずに収集 される状況等を考慮 し
て、以下の2ケースとした。
ケース①:上記業種の全事業所を対象 として推定 した場合。ただ し、ホテルはレス トラン等 を
有する施設に限るために従業者30人以上 とした。
ケース②:ホ テルは従業者30人以上、外食産業(日本料理店、食堂 ・レス トラン、す し店、料
亭)は従業者5人 以上の規模;で推定した場合。
なお、大量:に食品残渣 を排出する業種であって、この大阪府調査に含まれていないものとして
青果卸売業がある。青果卸売業は大阪府中央市場、大阪市中央市場(本場及び東部)の3中央市揚
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と、府内25か所程度の地方卸売市場内にあり、野菜 ・果実屑などが廃棄物 として処理されている
と推察 される。大阪府中央市場での生ごみ調査7)、大阪市中央市場本揚から排出される生ごみに
関する調査8)、及び大阪市中央市場東部でのヒヤ リング調査によると、魚あら、段ボールや発泡
スチロールの トロ箱などが分別、回収 され、1カ所当た り1日平均40～48トンの廃棄物が焼却処
理されている。大阪市中央市場東部での視認調査によると、廃棄物 として処理 されているものの
半分程度は梱包材で、残 りのほとん どが野菜 ・果実の売れ残 りであった。従って、市場1ヶ 所か
ら1日に20トン、3市場合計で60トン程度の野菜 ・果実屑が廃棄 されていることになる。また、
近畿農政局大阪統計 ・情報センターの農林水産統計9)によると、大阪青果物卸売市場の入荷量と
して、地方卸売市場の合計 と大阪府中央市場、大阪市中央市場(本場及び東部)のそれぞれが1/4
程度ずつであることから、大阪府内の卸売市場で廃棄されている食品残渣の量は1日 に80トン程
度と推計できる。
表1-4推計に用いた従業者一人当た り発生量原単位(kg/人・日)
魚腸骨 廃食用油 その他の食品残渣
水産物小売 iz.s1 0.07 0.02
水産物卸売 16.1s 0 0
総合スーパー 0.38 0.09 2.02
食料品スーパー 0.99 0.12 5.11
百貨店 0.1 o.oa 0.56
給食産業(料理品小売業) o.i 0.19 4.79
ホテル 0.13 o.os 1.53
日本料理店 0.47 0.25 3.75
レス トラゾ 0.1 0.25 3.75
す し店 1.35 0.18 5.36
料亭 0.13 o.os 1.53
その他の飲食店 0.1 0.25 3.75
病院綿 0.02 o.01 0.42
*:日本料理店以外 の レス トラン
**:病院 は、一病床 当た りの発生量原単位(kg/病床 ・日)
以上の事業所からの食晶残渣の発生量の推計結果を表1-5、1-6に示すが、ケース①では1,947
トン/日、ケース②では1,774トン/日と推計された。
1)で述べたように、大阪府の事業系一般廃棄物に関する調査6)では、家庭系ごみに混入 して排
出される事業系の食品残渣を除くと、事業系一般廃棄物に分類 される食品残渣が約627,764トン
(1,720トン/日)発生 していると推定されており、ケース②の推定値は、これ とよく一致した結果
になっている。
一方、発生する食品残渣の再生利用状況 は、魚あら、廃食用油の回収実態は平成5年 度以降に
大きな変化がないことか ら、大阪府調査の平成5年度の回収量 と同様に魚あらは140トン/日程
度、廃食用油は40t/日が回収 されていると考えられる。また、平成11年の養豚農家数は平成5
年頃か ら半減 し、 さらに食晶残渣を飼料 として利用 している養豚農家はその半分 となっているこ
とから、その他の食品残渣の回収量は平成5年 度の1/4の20トン/日程度 と推定した。
以上によって、回収 ・再生利用されずに事業系一般廃棄物 として処理されている食品残渣の量
は、廃食用油が20トン/日程度、魚あらが220トン/日程度、その他の動植物性残液が約1,340
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トン/目程度 の合計1,580トン/日と推計された。
平成11年度の大阪府の一般廃棄物発生量10)は4,309,414トン、日平均11,807トンであり、う
ち焼却量は3,937,475トン/年、 日平均10,788トンであった。市町村 ごとの焼却量及び焼却対象
ごみ質より、乾燥べ一スでの厨芥量を算出し合計すると、焼却ごみに含まれる厨芥類は、610ト
ン/日となった。廃棄 されている食品残渣の含水率を80%とすると3,050トン/日、含水率を81%
とすると3,210トン/日となる。また、農林水産省2)による平成8(1996)年度の全国の食品廃棄物
発生量は一般廃棄物 として1,600万トン、 うち家庭系が1,000万トンと推計 されているが、この
全国の一般廃棄物の発生量から人 口比(8831390/125864000=0.07)で府内の発生量を推計する
と、一般廃棄物中の食品廃棄物発生量は年間112万トン、日量3,070トンと推計されることから、
平成8(1996)年度以降の増加傾向等を考慮 して、平成11(1999)年度に大阪府内で焼却処理されて
いる食品残渣の量を3,200トン/目と推定 した。その うち、事業系が1,580トン/日であるとする
と、家庭系として1,630トン/日が発生、廃棄 されていると推定される。
以上によって、平成11年 度に大阪府内では、家庭及び飲食店等の事業所において発生する食
品残渣は3,400トン/日で、家庭及びごく小規模な事業所から排出される一般廃棄物が1,620トン
/目、小規模な事業所を除く飲食店等の事業所から発生する食品残渣が事業所1,780トン/日で、
そのうち200トン/日が再生利用されていると推定 された(表1-7)。
すなわち、平成11年 度の大阪府内においても、一般廃棄物 として焼却処理 されている食品残
渣が3,200t/日もあ り、特にさまざまな食品が混合 して事業系一般廃棄物 として排出される売れ
残 り、調理屑、残飯等 との食品残渣の再生利用が進んでいない状況が把握できた。
なお、平成13年5月1日 より施行された 「食品循環資源の再利用等の促進に関する法律」(食
品 リサイクル法)を きっかけとして、大阪府内の事業所においても堆肥化設備の導入等による試
行が行われつつある。 しか し、食品リサイクル法が、年間排出量100トン以上の事業所を対象と
して、法施行後5年 以内に排出量を20%削減するとい う目標を示 していることから、大阪府内で
は現時点でも実効的な循環システムが構築されないまま推移 している状況がある。
表1-5大阪府内における事業所からの食品残渣発生量の推計結果(ケー ス①)
事業所数 従業者数(人)
発生量(t/日)
魚あら 廃食用油 その他 合計
水産物小売 1,420 5,024 64 0 0 64
水産物卸売 1,048 11,057 179 0 0 r7s
総合スーパー 118 24,778 9 2 50 s1
食料品スーパー 1,026 48,763 48 6 249 303
百貨店 25 16,510 2 0 9 11
料理品小売業 2,947 29,517 14 7 111 132
病院 5,394 52,093 5 10 250 265
ホテル 580 117,435 2 1 49 52
日本料理店 138 21,315 3 2 33 38
レス トラン等* 15,355 116,009 12 29 435 476
すし店 3,676 21,709 29 4 116 149
料亭 557 4,54? 1 d 7 8
その他の飲食店 5,323 31,367 3 8 118 129
青果卸売業 80 80
合 計 371 69 1,507 1,947
*:目本料理店以外のレス トラン
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表1-6大阪府内における事業所からの食品残渣発生量の推計結果(ケー ス②)
事業所数 従業者数
(人)
発生量(t/日)
魚あら 廃食用油 その他 合計
水産物小売 ユ,420 5,024 64 0 0 64
水産物卸売 1,048 11,057 179 0 0 179
総合スーパー 118 24,778 9 2 50 61
食料品スーパー 1,026 48,763 48 6 249 303
百貨店 25 16,510 2 0 9 11
料理品小売業 1,686 26,326 12 z 99 118
病院 5,394 52,093 5 10 250 265
ホテル 580 117,435 2 1 49 52
日本料理店 1sa 21,315 3 2 33 38
レス トラン等* 6,018 94,544 9 24 355 388
すし店 1,113 15,786 21 3 85 109
料亭 253 3,700 0 0 6 6
その他の飲食店 1,196 24,452 2 6 92 100
青果卸売業 80 80
合 計 356 61 1,357 1,774
*:日本料理店以外のレス トラン
表1-7大阪府内における食品残渣の発生 ・処理状況の推計結果
発生量 回収量 焼却処理量
家庭系 r,6ao 一 1,620
事業系 廃食用油 60 40 20
魚あら 360 140 220
その他の残渣 i,360 20 1,340
小計 1,780 200 1,Sao
合 計 3,400 200 3,200
注:製造業から発生する食品残渣を除く。
第3節 小括
平成8年 度では、わが国の一般廃棄物5,300万トンの うち、家庭系1,000万トン、事業系600
万 トンが食品廃棄物であり、産業廃棄物340万トンとの合計1,940万トンの食品廃棄物が排出さ
れている。一方、食品製造業から排出された食品廃棄物の48%が再資源化されているが、一般廃
棄物中の食品残渣の再資源化率はわずかに0.3%にとどまっている。
平成14年度では、食品産業全体からの食品廃棄物等の発生状況は、1,131万トン、平成8年 度
の120%となり、食品廃 棄物の発生量が増加 し続けていることを示 している。一方、平成14年度
の食品産業における再生利用率は45%と平成8年 度の17%から大きく増加 しているものの、外食
産業、食品小売業での再生利用率は平成14年度でも15～29%にとどまっている。また、再生利
用の用途は、食品卸売業及び食品小売業では 「肥料化」の割合が最 も高く、再生利用方法として
肥料化がすすめられている状況がある。
平成11年 度の大阪府内では、家庭及び飲食店等の:事業所において発生する食品残渣は3,400
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トン/日で、家庭及びごく小規模な事業所から排出される一般廃棄物が1,620トン/日、小規模な
事業所を除く飲食店等の事業所から発生する食品残渣が事業所1,780トン/日で、その うち200
トン/日が再生利用 されているが、一般廃棄物 として焼却処理 されている食品残渣が3,200t/日
にもなる。特に、事業系一般廃棄物 として焼却処理されている食品小売業、外食産業等の事業所
から排出される食品残渣は、売れ残 り、調理屑、残飯等 さまざまな食品が混合 して排出されるた
めにその再生利用が遅れていることが推察され、これ らの食品残渣の再生利用方法の確立が課題
であることが明らかとなった。
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第2章 環境負荷の低減等を軸とした食品残渣の望ましい再生利用システムの方向性
わが国の経済社会活動に起因する環境汚染、環境破壊のうち、食に関わる有機性資源の利用に
よって生ずる環境汚染には、主 として有機物系(BOD、COD)の水域環境汚染、窒素 ・リンに
よる水域の富栄養化に加 え、これらの焼却処理による二酸化炭素濃度の上昇による温暖化問題な
どが挙げられる。 こういった環境汚染への負荷を低減 しうる手法は多数提案されているが、その
一つに都市域で多量に発生する食品残渣を有効利用するための資源循環システムの構築が挙げ ら
れる。従って、そのシステムの構築には、少なくとも窒素、 リンや炭素循環の適性化への考察が
不可欠である。
本章では、地球規模で食料 資源を輸入するとともに、高収率、高付加価値を求めるために過剰
施肥に陥りがちな農業を内包するわが国の食料供給システムが、特に国内の窒素 ・リン循環に及
ぼす影響 と課題を概括 し、環境負荷を低減する持続的な循環型農業の実現に寄与する窒素、リン
循環の適正化 と資源利用効率の向上の両視点から、これまで提案 された食品残渣の再生利用シス
テムを評価 し、都市域か ら多量に発生 し一般廃棄物して焼却処理されている食品残液の望ましい
資源循環システムの方向性について考察している。
第1節 農産物の生産と貿易に伴う世界的な栄養塩の偏在
近年、世界的に化学肥料の使用量が著 しく増加 し、栄養塩による閉鎖性水環境の富栄養化が顕
在化 している。UNEP(1999)は、全世界の窒素循環量は、人間活動の影響が顕在化する前の循
環量の2倍に達し、その内訳は60%が化学肥料由来、25%が豆科植物由来、12%が化石燃料燃焼
で、さらに全量の85%以上が農業活動に由来 していると報告 している1)。
一方、国際的な農産物貿易に伴 う栄養塩:(N、P、K)の移動によって、図1-1に示すよ うに栄
養塩の地域偏在が起こっていることが分かる2)。さらに、図から、農産物輸入 と過剰施肥によっ
て成 り立っているわが国の食料供給システムは、地域 ・地球規模での資源の偏在と環境汚染にっ
ながっていることが示唆 される。
一300000 一200000 一100000 0 100000 200000 300000 4000001
_J
図2-1主要農産物貿易における栄養塩の地域偏在(単 位:ト ン/年)2)より引用
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窒素は、エネルギー ・資源を投入 した大気中の窒素固定による工業的な窒素肥料の製造や、窒
素を固定するマメ科植物や藻類による農地、水域への窒素固定があ り、一方で生物的脱窒素によ
る窒素ガスへの変換がある。また、人為的に生物的脱窒素を増大させるシステムを構築すること
などにより、環境への負荷が変化する。 しかし、 リンについては、鉱石の採掘から供給されるリ
ンそのものの貿易 と農産物貿易に伴 う人為的な移動が、リンの地域偏在へと繋がる。太平洋島喚
地域における島そのものの破壊によるリン鉱石採掘事業の歴史3)を見るまでもなく、 リン鉱石の
採掘は自然環境の破壊そのものである。また、言 うまでもなくリン鉱石の埋蔵量は有限であ り、
枯渇するとの予測からすでに肥料価格が上昇 している、持続可能な資源循環共生型社会を築くた
めには、リンを使い捨てる生産システムから、利用効率を高めた循環利用システムに転換するこ
とが不可欠である。
第2飾 わが国の食料供給と消費に伴う栄養塩の収支
食料、飼料の多くを輸入農産物に依存 し、食料 自給率が主要先進国の中で最低の水準となって
いるわが国において、農業基本法等によって資源浪費型農業から環境負荷の低減 を可能にする持
続的な循環型農業への転換が図られつつある。その方向性は、農地への窒素、 リンの過剰な施肥
量を削減 し、畜産糞尿の堆肥化により有機農業を推進 し、作物、飼料を増産するものである。そ
こで、農耕地を中心とした窒素、 リン循環を把握することによって、環境負荷の低減を可能にす
る食品残渣の循環システムのあり方を考察する。
1)窒素の動向
水谷は、1992年度を対象 として、持続可能な栄養物質循環構築の基礎となる食料の輸入、生産、
流通、消費に伴 う窒素 とリンの循環図を様々な統計資料を網羅 して提示 している4)。これにより
作成 した1992年度のわが国における窒素収支を表2-1に、国内における窒素の移動を図2-2に示
す。わが国に流入する窒素は輸入資源が979,700トン、無機質肥料が899,000トン(ア ンモニア
合成による空気中の窒素固定)、漁獲が253,200トン、自然の窒素固定が280,000トン 儂 耕地で
の固定:155,000トン)で合計2,410,000トンである。一方、流出は、輸出に18,800トン、在庫
40,400トンで、大気に266,500トン脱窒素 されているものの、農地や し尿、下排水 として沿岸海
域へ880,800トン流出し、農耕地から土壌、地下水に750,000トン浸透、廃 棄物処分地に448,000
トン固定されていると推計されている。
次いで農耕地での窒素収支を表2-2に示す。畜産糞尿は水路や土壌に廃棄 されていると推察さ
れるが、推計では一旦農地に入るものとしている。農耕地への窒素流入量は1,903,000トンであ
り、その内訳は無機質肥料が899,000トン(アンモニア合成による空気中の窒素固定)、生物的窒
素固定:155,000トン、畜産糞尿が712,700トン、有機質肥料 ・他が136,000トンである。一方、
作物として258,000トン、飼料 として200,000トンが生産に利用され、266,500トンが脱窒素さ
れて大気へ戻っているが、429,000トンが河川や海域へ、750,000トンが土壌や地下水に浸透 して
いる。 このようにわが国では、農業への投入窒素量過多で水域等に大量の窒素が流出し、汚染を
引き起こしている。
その対策 として、まず化学肥料の投入量を減らす こと、及び農地還元がほぼ唯一の利用方法で
ある畜産糞尿の堆肥化利用が不可欠という認識から、農業環境三法を制定 してその対策が進めら
れている。 しか し、農耕地か ら収穫 される作物と飼料が持っ窒素量 及び土壌からの脱窒素量の合
計は724,QQOトンで しかなく、畜産糞尿 とその肥料から発生する窒素量 と生物的窒素固定量の合
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計881,000トンより少ない。畜産糞尿中の窒素、 リンの再利用は、現時点では堆肥化がほぼ唯一
の方法であることから、作物の自給率を高めるとしても、肉の消費量=生 産量の維持を前提とす
れば、農地では畜産糞尿に起因する窒素の利用促進を図らなければならない。 このような見地か
ら、食品残渣に起因す る窒素を農地に投入することは農地の窒素過剰をさらに進めることになり、
環境負荷の低減化 とい う面から見れば望ましい方向性 とはいえない。わが国への窒素投入量を低
減するとい う点において、食料や飼料の輸入量低減は有効な方策であり、都市域で発生する食品
残渣即ち食品循環資源の飼料利用は飼料 の輸入拗制に寄与することか ら、窒素循環の適正化にお
いて有効な方策と考えられる。
表2-1日 本 の窒素収支(1992年度)(文献4)よ り作成) (単位:千 トン)
input output
輸入
(979.7)
有機質肥料 71.2輸 出
(ls.s)
作物 o.i
特殊肥料 0.5 肉類 0.2
T 748.6 海産物 18.3
肉類 76.8 油脂類 0.2
海産物 r40.z在庫 在庫 40.4
油脂類 1.9
海洋より 漁獲 253.2大気へ 脱窒素 266.5
空気より 無機質肥料 899.0水 域等 へ
(1637.4)
し尿等海洋還元 6.6
生物的固定 155.3 河川,海へ(排水) 880.8
自然 より 有機質肥料へ 2.2 土壌 ・地下水へ 750.0
特殊肥料へ 0.1舗 廃棄物処分場 447.6
河川へ 121.2
合計 2410.7合計 2410.7
表2-2農耕地での窒素収支(1992年度)(文献4)よ り作成)(単 位:千 トン)
input output
輸入 有機質肥料 11.2作物 257.9
特殊肥料 0.5飼料 199.6
作物より コンポス ト、有機質肥料等 35.7 (利用量計) (457.5)
肉類 特殊肥料+有機質肥料 7.8
海産物 特殊肥料+有機質肥料 3.2 河川へ 429.3
油脂類 有機質肥料 0.1 土壌・地下水へ 750.0
汚泥 コンポス ト 1 大気へ脱窒素 266.5
家畜より 特殊肥料+有機質肥料 13.1
家畜より 糞尿 712.7
自然 より 窒素固定菌による固定 155.3
有機質肥料 2.2
特殊肥料 0.1
し尿、汚泥 61.4
大気 アンモニア合成(化学肥料) 899
合 計 1903.3 合 計 1903.3
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2)リンの動向
水谷の総 リン物質循環図4)より作成 した1992年度のわが国におけるリン収支を表2-3に、国
内におけるリンの移動 を図2-3に示す。 リン流入量は674,030トンで、その内訳は輸入資源が
558,290トン、漁獲が108,780トン、自然より6,960トンである。輸入資源の558,290トンのう
ち、無機質肥料が最大で341,590トンである。一方、流出は、輸出に7,400トン、在庫25,880
トンであるが、作物、肉などの生産、消費を通 じてし尿、下排水として地下水や河川、沿岸海域
へ81,900トン流出 し、農地に482,200トン、廃棄物処分地に45,310トン固定されていると推計
されている。
次いで農耕地でのリン収支を表2-4に示す。水路や土壌に廃棄されていると推察 される畜産糞
尿は、窒素と同様に推計では一旦農地に入るものとしている。農耕地への リン流入量は604,620
トンであり、その内訳は輸入 された無機質肥料が341,590トンと61%を占めている。また、畜産
糞尿と糞尿から作 られた肥料 として256,910トンが農地に投入 されている。一方、作物に64,270
トン、飼料に約30,000トンが利用 されているが、28,150トンが河川や海域に流出 し、482,200
トンもが農地に残留し固定されている。このようにリンについても、農業への投入量過多となっ
ているが、リンは土壌に固定されることによって水域等への流出が抑えられている。土壌のリン
固定能は非常に高いといわれているが、その挙動は十分に解明されてお らず、現在の閉鎖1生水域
の富栄養化問題を見れば、土壌に固定されたリンが新たな環境汚染負荷 とならないように農地へ
の投入量を減少 させる対策は不可欠である。
リンについてもまず輸入 されている無機質肥料の投入量を減 らすこと、作物 自給率の向上、及
び農地還元がほぼ唯一の利用方法である畜産糞尿の堆肥化利用が不可欠である。 しかし畜産糞尿
とその肥料の リン量は農耕地から収穫される作物 と飼料が持つリン量より多 く、また畜産では家
畜にリンを給与す る必要があり、農地で リンが過剰 となる状況の改善はむずか しい。いずれにせ
よ、 リンについても窒素と同様に、農耕地においては畜産糞尿に起因するリンをまず利用すべき
であり、都市域で発生す る食品残渣に起因するリンを農地に投入することは、環境負荷の低減化
とい う面においては望ま しい方向性ではないことは明かである。
なお、畜産糞尿の年間発生量及び窒素、リンの排泄量が見直され、1996年度の畜産糞尿の年間
発生量は94,770,000トン/年、窒素排泄量は744,000t/年、 リンの排泄量は118,200t/年と見積
もられてお り5)、畜産糞尿からのリンの発生量は上記図表の半分程度 となっている。 しかし、い
ずれにせよ畜産糞尿からの リン発生量が作物や飼料に循環利用 される量より多い状況に変わりは
なく、農耕地への リン投入量を減 らす必要があることは明らかである。
わが国への リン投入量を低減するとい う点において、窒素投入量の低減化におけると同様に、
輸入食料や飼料の低減が有効であり、食品残渣即ち食品循環資源の飼料利用は、 リン循環の適正
化においても有効かつ不可欠な方策である。
一16一
表2-3わ が国の リン収支(1992年度)(文 献4)よ り作成) (単位:千 トン)
input output
輸入
(558.29)
無機質肥料 341.59輸 出
(7.4)
T 0.02
有機質肥料 12.26 肉類 o.01
特殊肥料 7.38 海産物 7.34
働 124.39 油脂類 0.03
肉類 6.94工業用 不明 31.34
海産物 65.63横 在庫 25.88
油脂類 0.1
海洋より 漁獲 108.78水域へ
(s1.90)
海洋還元(し尿等) 0.93
自然 よ り
(6.96)
有機質肥料 0.63 河川、海へ(排水) 80.97
特殊肥料 o.os蓄積 廃棄物処分場 45.31
河川へ 6.25 土壌固定(農耕地) 482.2
合 計 674.03合 計 674.03
表2-4農 耕地で の リン収支(1992年度)(文 献4)よ り作成)(単 位:千 トン)
input output
輸入 無機質肥料 304.5 作物 64.27
有機質肥料 12.26飼料 30
特殊肥料 7.38利用量計 (94.27)
作物より コンポスト}特殊肥料+有機質肥料 6.57
肉類より 特殊肥粋 有機質肥料 6.33河川へ 28.15
海産物より 特殊肥料+有機質肥料 0.76土壌固定 482.2
油脂類より 有機質肥料 0.01
汚泥より コンポス ト 0.41
家畜より 特殊肥料+有機質肥料 5.91
糞尿 251.0
自然 より 特殊肥粋 有機質肥料 0.71
し尿、汚泥よ り 8.78
合 計 604.62 合 計 604.62
注=・家畜に入る作物の輸入量は、1992年度の飼料需給表の濃厚飼料に占める輸入割合
90%より推定
・文献4)に 農地 より家畜に入る リン量が欠落 していたため、飼料成分2)の牧草の
平均N/P比15%よ り推定 して加 え、その リンを糞の リンに加算 した。
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第3節 食品残渣の再生利用における資源利用効率
食品もその残渣も生物体であり、そのほとんどが、太陽エネルギーを利用 した光合成によって
太陽エネルギーが蓄えられた有機化合物を直接あるいは間接的に摂取 して生命活動を行ってきた
ものである。 これ らの生命活動 とは、炭酸ガスの有機物への変換と、有機物の二酸化炭素への変
換による炭素を中心 とした循環であり、人間社会もまたその循環の中にある。地球人口の増加が
避けられない中で食:料生産の頭打ちが指摘 される今 日、植物などが固定 した炭素化合物である食
品が持つエネルギーの利用効率を高めることは持続可能な共生社会の構築に向けての重要な課題
である。また、炭酸ガスの増加による温暖化現象は、地下資源の過剰な採掘利用が主原因である
が、植物な どが固定した炭素化合物であるバイオマスの有効利用 と、その利用効率の向上は、地
下資源への過度な依存を是正するためにも有効な対策であり、バイオマス ・日本総合戦略6)にお
いても、変換効率の高い技術の開発の重要性が示 されている。 このように、食品残渣の循環利用
においては、有機物が持つエネルギーの利用効率を高めること、すなわち炭素利用効率向上への
認識が不可欠である。
また、生物体を構成す る主要元素には、炭素、酸素、窒素、水素の他に、カルシウム、硫黄、
リン、ナ トリウム、塩素、マグネシウム、鉄、銅、マンガン、コバル トなどの微量元素が含まれ、
これらも生命活動によって循環 している。再生利用方法によってこれ らの利用効率や環境中に放
出される負荷量が異なることから、食品残渣の循環利用システムの検討においては、食品残渣を
構成する有機物等に含まれる有効成分の利用効率への認識が不可欠である。ここでは食品残渣の
主要な再生利用方法における資源利用効率を考慮 して望ましい循環のあり方を考察する。
1)炭素の利用効率
食品残渣の循環利用においては、有機物質中の炭素をエネルギー放出しなが ら最終的に二酸化
炭素に変換す るプロセスの中で、有機物が持つエネルギーを人間社会がいかに効率的に利用する
かとい うことが大きな課題 となる。
現在、食品残渣の再生利用方法 として、食品化、飼料(エサ)化、肥料化、堆肥化、メタン回収、
その他が進められている。ここではこれ らの再生利用方法ごとの人間社会が利用する再生品レベ
ルで残存する炭素量を利用可能量 として、前述の有機物中の炭素の利用効率を概略的に把握する。
食品化や飼料化においては、一部の不適なものの排除や加工によるロスが見込まれるが、概ね
80%から全量の炭素が製品となる。メタン回収では、メタン発酵処理の条件等によって有機物の
分解率や分解有機物当たりの生成ガス量、生成ガス中のメタン濃度が異なるが、有機物の分解率
を75%、生成ガス中のメタン濃度を60%とすると45%の炭素がメタンとなるので、メタンだけ
の炭素利用効率は約45%となる。さらに、消化液の農地還元が可能であれば、炭素利用効率は70%
に上昇する。堆肥化では、好気性発酵の過程で有機性炭素は分解 されて二酸化炭素になるが、20
～40%の炭素が残存する。 このように、食品残渣に含まれる有機物中の炭素の残存率は、再生利
用方法によって大きく異なることから、各システムを多段に組み合す ことによって食品残渣が持
つ有機物の炭素利用効率を高めたシステムが構築できる。例 えば、食品残渣を飼料利用 し、その
飼料によって肥育 した家畜の糞尿をメタン発酵処理によってエネルギー回収 し、消化液を肥料利
用し、或いは消化液の処理汚泥を堆肥化す るといったように食品残渣をカスケー ド利用すること
が炭素の利用効率をより高めることになる。 このような食品残渣のカスケー ド利用システムの構
築においては、飼料への再生利用システムが有効かつ不可欠である。
2)窒素 ・リンの利用効率
食品化や飼料化においては、食品残渣中の窒素や リンは炭素 と同様に若干のロスが見込まれる
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が、炭素と同様に概ね80%から全量が製品となる。
堆肥化においては、発酵初期にアンモニアが大気環境中に放出されるが、その量は少なく、概
ね80～100%の窒素が利用可能であり、 リンは100%堆肥中に残存する。
メタン回収では、消化液の利用状況によって窒素 ・リンの利用効率は大きく異なる。液肥 とし
て利用できれば、堆肥化 と同様80～100%の窒素 ・リンが利用できる。 しかし、消化液の液肥利
用が困難な場合、消化液の処理が必要 となる。公共用水域への排水にっいては水質汚濁防止法の
排水基準に従って、1日 当た りの平均的な排水量が50m3以上である特定事業場の排水は、全窒
素として120㎎/L(日間平均60㎎/L)以下、リンとして16㎎/L(日間平均8㎎/L)以下に処理する必
要がある。一方、都市域の下水処理区域内でメタン発酵処理を採用する場合、下水道放流を前提
とすると、下水道法の水質規制に従 うことになり、全窒素として通常の水質基準である380mg/L
以下に処理す る必要がある。さらに、平成15年に下水道法施行令が一部改正になり、下水道放流
水の高度処理が進められようとしている。このような状況においては、水処理によって消化液中
の窒素の一部は脱窒素によって大気に還元されるが、一部は水域環境に放出されることになる。
またリンは凝集処理などによって汚泥に移行するが、下水処理によって生 じた汚泥の循環利用方
法が未だ確立されていないことから、下水処理における窒素、 リンの利用効率は低い。なお、消
化液の脱窒素処理による窒素の大気還元は投入窒素過多のわが国においては望ましい方向である
が、消化液や汚泥の処理な どを含むメタン回収プロセス全体からの窒素、リンなどの負荷は、都
市からの新たな環境負荷 として上積みされる可能性 もある。食品残渣からのメタン回収は、消化
液や汚泥の循環利用システムを確立 した上で採用すべき再生利用方法であると考えられ る。すな
わち、窒素、リンの利用効率は、概ね、食品化・飼 料化≧肥料化=メ タン回収(液肥利用)》メタン
回収(水処理)とな り、食品中に含まれるカリウムやその他の ミネラル分の利用効率についても同
様であると考えられる。
なお、1)炭素の利用効率で述べたように、食品残渣を飼料利用 し、その飼料によって肥育した
家畜の糞尿をメタン発酵処理によってエネルギー回収 し、消化液を肥料利用するといったように
食品残渣をカスケー ド利用す る多段の再生利用システムを構築することによって、窒素、リン、
その他のミネラルについても、その利用効率をより高めることができる。
このように、資源の利用効率の向上 とい う点においても、食品残渣の飼料への再生システムを
組み込んだ食品資源循環 システムの構築が望ましい方向性であると言える。
第4節 小括一食品残渣の望ましい再生利用システムの方向性と課題
近年、世界的に化学肥料の使用量が著 しく増加 し、栄養塩の流出による水環境の富栄養化が顕
在化している。また、国際的な農産物貿易等に伴 う栄養塩(N、P、K)の移動によって栄養塩の
地域偏在が起こっている。中でも資源 としてのリンは近い将来枯渇することが予測されている。
輸入農産物に多くの食料、飼料を依存 し、食料自給率が主要先進国の中で最低の水準となって
いるわが国においても、有機物や栄養塩による環境汚染が進み、農業基本法等によって農地への
窒素、 リンの過剰な施肥量を低減 し、畜産糞尿の堆肥化により有機農業を推進して、作物、飼料
を増産する方向性で、資源浪費型農業か ら環魔負荷の低減を可能にする持続的な循環型農業への
転換が図られつつある。
しかし、わが国の農耕地から収穫 される作物と飼料が持つ窒素、リン量は、畜産糞尿か ら発生
する窒素、 リン量の半分以下で しかない。畜産糞尿の循環利用がほぼ堆肥化、肥料化に限定され
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ることから、畜産糞尿の農業利用を優先 して促進する必要があ り、農地に食品残渣 を肥料 として
投入することは農地への窒素、リンの過剰投入をさらに進めることにな りかねず、望ましい循環
とは言えない。一方、わが国への窒素、 リンの投入量を低減するとい う点において、食料や飼料
の輸入量低減は有効な方策であ り、都市域で発生する食品残渣の飼料利用は、窒素、 リン循環の
適正化において有効かつ不可欠な方策である。
また、食品残渣中の有機物に含まれる炭素や窒素、リン、その他 ミネラル分の利用効率を高め
るとい う点においても、食品残渣を飼料 として再生し、これによって肥育した家畜のふん尿のメ
タン発酵処理によってエネルギー回収 し、消化液を液肥利用するなど、飼料化を組み込んだ食品
残渣のカスケー ド利用システムを構築す ることは優れた方策である。
以上の考察によって、わが国における環境負荷の低減化、資源利用効率の向上、さらには食料
安全保障に寄与するためには、食品残渣の飼料への再生利用を組み込んだ食品資源循環システム
の構築が望ましい方向性であることが明らか となった。
しか し、第1章 で述べたように、食品小売業、外食産業などから排出される食品残渣の用途 と
して、現実には肥料化が進められている状況は、従来は養豚農家などによって維持 されていた都
市近郊での飼料化システムが消滅 し、それに代わる新たなシステムが形成 されていないことを示
してお り、都市域から大量に発生する食品残渣のカスケー ド利用を可能にす る飼料化システムを
中心とした再生利用システムの確立が喫緊の課題である。
なお、食品残渣の飼料化システムの実現には発生源において異物混入のない食:晶残渣が分別排
出されることが不可欠である。すなわち、市民の分別排出への協力が不可欠であ り、市民の意識
を高めることが重要な課題 となる。 しか しながら一朝一夕でその意識を変えることは難 しく、一
っの方法 として身近な リサイクル活動を組み込み、その中で自然に意識を醸成 しつつ、協力体制
を確立することが考えられ る。その意味で家庭や地域における食品残渣の堆肥化、農業利用等の
活動は、循環共生農業への意識の醸成や新 しい循環型食文化、廃棄物管理/資源循環型コミュニテ
ィの実現を可能にす る活動 として積極的に持続すべき方向性であると考えられる。
都市域から発生す る食品残渣については、飼料への再生利用を組み込んだ多段の再生利用シス
テムを中心 として、堆肥化 と食料生産を結ぶ地域循環を組み込んだ多様な循環システムを確立す
ることが望ましい方向性であり、まず都市域での食品利用に関連 して発生する副産物、売れ残 り、
食べ残 しなど、廃棄物 となっている食品残渣の有用性を把握 して、資源に転換できるシステムを
確立するための調査や技術開発が不可欠である。
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第3章 食品残渣の飼料化システムを組み込んだ望ましい食品資源循環システムの提案
食品資源循環システムが社会的に成立するためには、食品残渣の回収効率、エネルギー ・資源
の投入量、運搬 ・保管の難易度等を含 めた経済性と、排出、回収、再資源化及び再生資源に対す
る事業者や市民の衛生観uや 感性を満足 し、共感が得られるシステムであることが求められる。
特に、飼料化を進めるためには、腐敗 していない、異物が混 入していない原料が必要であり、廃
棄物としてではなく食品残渣、即ち残った食品や食べ残しとして新鮮なものを異物が混入しない
ままで回収し、需要側が必要 とす る品質の再生品を生産する必要がある。このためには、食品の
利用形態にまで遡って排出される食品残渣の質を把握 し、その有用性への認識を市民や事業者が
共有しつつ、それぞれの事情を尊重しながらシステムを構築するという視点が不可欠である。
本章では、資源利用効率の優れた飼料化を組み込んだ望ま しい食品資源循環シテスムを提案す
ることを目的に、飼料の流通状況や飼料に求められ る品質等を把握 し、都市域から発生す る食品
残渣を飼料 として循環利用することを念頭にして食品残渣の排出成分等の調査結果を整理してい
る。さらに現存する食品資源循環システムの事例を参考 として、飼料化を組み込んだ望ましい食
品資源循環システムを提案 している。
第1節 飼料の供給 ・流通状況
飼料需給表1>によると、表3-1に示すように平成13年度のTDN(可消化養分総量)べ一スでの
飼料需要量は2537万トンあるが、国内供給は1024万トンと自給率は40.4%でしかない。粗飼料
の供給量557万トンのうち国内供給は435万トンで自給率78%であるが、濃厚飼料では1980万
トンの うち国内供給は200万トンでわずかに10.1%であり、飼料の総需要量に占める純国内産飼
料の供給量はわずかに25%と低い状況である。これ らの飼料は、平成13年度では88%が配 ・混
合飼料 として供給されてお り、配 ・混合飼料の割合は年々高まっている。ここで、配 ・混合飼料
原料は、表3-2に示すように、その約30%は食品製造副産物となっているが、原料の半分以上が
とうもろこしや穀物である2)。
平成8年 度推計3)の一般廃棄i物中の食品廃棄物1600万トン(うち、家庭系から1000万トン、事
業系 として600万トン)は、その含水率を80%とすると乾物換算で320万トンである。また、平
成14年度実態調査4)で食品廃棄物の再生利用があまり進んでいないことが把握 されている外食産
業、食品小売業食品卸売業から発生 している食品廃棄物の量は合計648万トンで、その含水率を
80%とすると乾物換算で130万トンであり、TDN換 算するまでもなくこれ らの全てが飼料化で
きたとしても濃厚飼料の5%程度で しかない。
平成11年7,月制定の 「食料 ・農業 ・農村基本法」の中で、食料の安定供給を確保するため、
国内農業生産を基本として、可能な限りその維持 ・増大を図ることとされた。平成12年には、食
料安全保障、食:料自給率の向上、安定的な畜産経営、資源循環等の観点から 「飼料増産推進計画」
が策定され、その推進方策の中に 「7,あらゆる地域資源の畜産的活用の推進」が謳われている5)。
こういった状況は、食品残渣の再生飼料への需要が十分大きいことを示 しているが、実際の流通
においては、需要家が求める品質 と価格 を実現できるかどうかによるところが大きく、多様な食
品残渣から配合飼料及び混合飼料生産に用いられている原料に代替できる品質や、需要側が求め
る付加価値を高めた飼料等を製造、加工する技術の確立が不可欠である。
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表3-1飼料の需給状況
区 分 昭和60 平成2 1i 13 14年度
(概算)
総需要量(TDN千 トン)A 27,596 28,517 26,003 25,373 25,529
供
給
区
分
T
D
N
(
千
ト
ン
)
国
内
供
給
粗飼料B 5,278 5,310 4,290 4,350 4,272
濃飼
飼料
国内産原料C 2,310 2,187 2,039 1,995 1,905
輸入原料D 3,454 3,509 3,982 3,894 4,076
小 計E 5,764 5,696 6,021 5,889 5,981
計(B+E)F 1r,042 11,006 10,311 10,239 10,253
輸
入
粗飼料G 430 932 1,305 1,223 1,269
濃厚飼料H 16,124 16,579 14,387 1s,sl1 14,007
小 計1 16,554 17,511 15,692 15,134 15,276
供
給
計
粗飼料(B十G)J 5,708 6,242 5,595 5,573 5,541
濃厚飼料(E+H)K 21,888 22,275 20,408 19,800 19,988
合 計A 27,596 28,517 26,003 25,373 25,529
濃厚飼料(実量)(千トン)L 29,574 29,858 28,184 27,294 27,481
うち配 ・混合飼料(実量)(千トン)M
濃厚飼料に 占める割合M/L(%)
25,232
(85.3)
5,862
(86.6)
4,392
(84.7)
24,099
(88.3)
24,414
(ss.s>
飼料 自給率:F/A×100(%) 40.0 38.6 39.7 40.4 40.2
純 国内産飼料 自給 率:(Bk(;)/A×100(%) 27.5 26.3 24.3 25.0 242.
純国内産濃厚飼料 自給率:C/KX100(%) 10.6 9.8 10.0 10.1 9.5
純国内産粗飼料 自給率:B/J×100(%) 92.5 85.1 76.7 7a.1 77.1
注:1.TDN(可消化養分総量)とは、エネルギー含量を示す単位であり、飼料の実量とは異なる。
2.供給量の国内産の濃厚飼料のうち 「国産原料」とは、国内産に由来する濃厚飼料(国内産飼料用小麦 ・大麦
等)で、輸入食料原料から発生した副産物(輸入大豆から搾油した後発生する大豆油かす等)を除いたもので
ある。
表3-2配合飼料及び混合飼料生産に係る原料使用量2)
平成12年度 平成13年度 平成14年度
数 量
(千トン)
割 合
(%)
数 量
(千トン)
割 合
(%)
数 量
(千トン)
割 合
(%)
とうもろこし 11,346 47.2 11,633 48.2 12,03? 49.2
こうりゃん z,10s 8.9 i,s4s 7.7 1,683 6.9
穀類(大麦など) 1,728 7.2 1,665 6.9 1,618 6.8
アルファルファ 260 1.1 254 i.o 250 1.0
*ふすま 833 3.5 854 3.5 854 3.5
*糟糠類 1,305 5.4 1,230 5.0 1,286 5.4
*ビー トパルプ 107 0.4 107 0.4 110 0.5
*大豆油かす 2,995 12.5 3,298 13.7 3,548 14.5
*菜種油かす 860 3.6 822 3.4 799 3.3
*油かす類 194 o.s 202 0.7 181 o.z
魚かす ・魚粉 203 o.a 209 0.9 204 o.s
*肉骨粉 419 1.7 181 o.s 30 0.1
*動物性飼料 475 2.0 609 2.5 509 2.1
飼料添加物 73 0.3 74 0.3 78 0.3
特殊飼料 818 3.4 881 3.7 936 3.8
その他 304 1.2 272 1.1 323 1.3
合 計 24,026 100.0 24,128 100.o 24,446 100.o
うち食品製造副産物*の計 7,188 29.8 7,292 30.2 7,317 29.9
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第2節 飼料化において考慮すべき食品残渣の条件
「飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律」(通称:飼料安全法)によって飼料の安全
性が確保 され、飼料の製造等に関する基準 ・規格が 「飼料及び飼料添加物の成分規格等に関する
省令」(昭和51年)によって定められている。通常、わが国における使用の経験が少ない新飼料等
は、飼料製造業者による届出 と、動物試験や含有成分の分析試験等にっいてのデータの提出によ
って、飼料の安全性が確認 されている。対象 となる家畜によって飼料 として必要な条件は異なる
が、平成13年の 「飼料及び飼料添加物の成分規格等に関する省令」の一部改正により、牛を対象
とする飼料は、家きん由来たん 白質(家 きんに由来するたん白質をいい、卵及び卵製品その他農
林水産大臣が指定するものを除 く)を含んではならない とされ、動物性残渣やその混合物は給与
できないことが明確に示された。従って、様々な食品が混合 した残渣は、豚 ・鶏の飼料 として利
用する方法を検討 しなければならないことになる。
ここで、食品残渣を主として豚 ・鶏用の飼料に利用するために考慮すべき質的条件を整理する
と以下のようらなる。
○安全陸の確保
・異物混入がないこと。(重金属、化学物質などを含む。)
・カビ、病原性細菌、及びその代謝物による汚染がないこと。
○栄養価値があること。
○嗜好性がよいこと。
○肉質等生産物に悪影響を及ぼさないこと。
影響要因:脂質酸化物、高粗脂肪含量等
次にこれ らの条件を具体的に示す。
1)安全性
配合飼料等の有害物質は 「飼料の有害物質の指導基準」(昭和63年農水賞通知63蓄B2050号)
によって、鉛:3.Oppm、カ ドミウム:1.Oppm、水銀:0.4ppm、ひ素:2.Oppm以下 と定められてい
る。異物混入がないように分別 されれば、通常の食品残渣中に重金属や化学物質などが上記基準
を超えて含有され ることはないと報告 されている6)。従って、食品残渣の飼料利用は、異物の混
入がないよう分別排出 されることが前提であ り、最大の課題である。
食品や飼料に繁殖するカビは好気性微生物であり、大部分のカビの最適温度は25～30℃である
が、一10℃とい う低温や60℃の高温でも生育できるカビもある。微生物が生息す る水分について
は、細菌類が約50%以上であるのに対 してカビの生育範囲は15～50%程度と低水分でも生育でき
るため、水分を低下させ るだけではカビの増殖を防ぐことは難 しい。特にカ ビによる中毒はその
多くがカビの代謝物であるマイコ トキシンによって引き起こされ、その1種 であるアフラ トキシ
ンにっいては、「飼料の有害物質の指導基準」(昭和63年農水賞通知63蓄B2050号)では、配合
飼料中では20ppb以下(乳用牛では10ppb以下)とされている。 さらにアフラ トキシンをはじめと
してマイコ トキシンの多くが耐熱性であ り、通常の調理加熱程度では分解 されないことから、食
品残渣の保存、処理 ・加工、飼料の流通、保存において、カビの生育を防ぐ対策が最大の要件と
なる7)。
2)栄養価値
飼料安全法によって、配合飼料等の品質(栄養成分)について、粗蛋白質の成分量の最小値、粗
脂肪の成分量の最小値、カルシウムの成分量の最小値、リンの成分量の最小値、粗繊維の成分量
の最大値、可消化粗蛋白質の最小値(牛、豚)、可消化養分総量の最小値(牛、豚)、代謝エネルギ
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一の最小値(鶏)の公定規格が定められ、成分の表示が義務付 けられている。食品残渣の飼料利用
においてもこれ ら栄養成分の含有量が一定化 され、表示 される必要があるとされている。
また、配合飼料等の公定規格は、昭和51年農林省告示第756号によって定められたのち平成
6年農林水産省告示第745号まで改正が重ね られ、現在の公定規格は表3-3に示すようになって
いる。食品残渣の飼料利用においても、副資材等との混合調整を含めて最終的にこの規格を満足
す る必要があり、この規格を指標の一っ として加工方法等を検討することになる。
特に、蛋白質の消化性は、加工方法によって大きく低下する可能性がある。すなわち、100℃を
大きく超える高温で乾燥 した揚合には蛋白質の熱変性が起こり、消化性が低下することが示 され
ている。なお、租脂肪やNFE(可溶無窒素物)の消化率は乾燥方法によっても差が見られなかった
と報告 されている8)。
表3-3(1)飼料の公定規格
成分量:の最小量(%) 成分量の最大量(%) 代謝エネルギ
ーの最小量
1kg中のkca1粗蛋白質 糊 旨肪 カルシウム りん 縢 粗灰分
鶏用
12.5
^一20.5
5^一8 8^一14.5
0.45
～0 .6
5^一8 8^一14.5
2600
^一3000
注:採卵鶏の週齢、プロイラ鶏等により異なるものを範囲で示 している。
表3-3(2)飼料 の公定規格
成分量の最小量(%) 成分量の最大量(%) 可消化
粗蛋白質の
最小量(%)粗蛋白質 糊旨肪 カルシウム りん 灘 粗灰分
豚用 11.5～17 1.5^3
0.45
～0 .7
0.35
^一〇.55
4^一10 9^一10.5
9.5
^一15.5　
(肉豚肥育用) 12 1.5 0.45 0.35 6.5 9 10
牛用 9^,17 1～7
0.35
～0 .8
0.3
^一〇.4
1～11.5 9^一10.5
7.5
^一14.5
養殖魚用 37^一50 3～4 1～5 15^一17
注:育成期、肥育期等によって異なるものを範囲で示 している。
養殖魚用飼料の規格は淡水魚(うなぎ、こい、に じます 、あゆ)用のみ。
3)その他の条件
嗜好性の面において、食品残渣の飼料利用が有効であることは、過去において都市周辺で残飯
養豚が維持 されてきたことか らも明らかである。一般に、肉質等生産物に影響を与える要因とし
て、糊 旨肪含量、脂質酸化物含量がある。飼料中の脂肪は栄養成分 として重要な役割を果たすが、
脂質酸化物や脂肪の過剰摂取は家畜や肉質に悪影響を与える可能性がある。脂質酸化物は、脂質
を構成する脂肪酸の不飽和部分に酸素が結合 して生 じるものであり、脂質酸化物を大量に摂取す
ると下痢、嘔吐などの急性毒性を呈することや発育障害を起こす ことが知 られている。家畜にお
いても同様であり、さらに脂質酸化物が体脂肪に移行することによって脂肪が黄色の性状を示す
黄豚や風味の低下が起こると報告 されている9)。
一般の食品でも保存や加工によって新鮮な状態から比べると脂質が劣化す るため、人の食品で
は、食品衛生法施行規則及び食品、添加物等の規格基準の一部改正(昭和52年 ・環食第五二号)
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によって、めんを油脂で処理 した即席めん類を対象として、含まれる油脂の酸価が3を超え、又
は過酸化物価が30を 超えるものであつてはならないとされている。また、厚生省通達(昭和52
年環食第248号)によって油菓子に含まれる脂質の過酸化物価が30以下でかつ酸価が5以下であ
ること、または、酸価が3以 下でかつ過酸化物価が50以下であることと定められている。
酸価、過酸化物価に関 して飼料としての基準はないが、飼料用 として流通 している動物性油脂
の酸価は1～50程度,平 均10程度で,魚粉は15～80程度で、家畜飼料用 として流通 している動
物性油脂の過酸化物価はおおむね0.5～20の範囲で,魚粉は2～30であると報告 されている9)。
水分の高い食品残渣の加熱による乾燥処理等によって脂質の酸化が進みやすいことから、その加
工において考慮すべき指標である。
飼料中の脂肪分が多いほど、またその構成脂肪酸に不飽和脂肪酸}特 に リノール酸(C18:2)な
どの多価不飽和脂肪酸が多いほど、給与された豚の脂肪が軟 らかくなる。冷蔵状態の枝肉におい
て脂肪にしまりがないものは軟脂 と呼ばれ、肉の市場価値が低下する。一方、飼料中の残飯には、
他の食品残渣 と比べて、粗脂肪含有量の高いものが多く、風乾飼料中の糊 旨肪を7%以 下にする
ことが望ましいと報告 されている10)。残飯をはじめとする食品残渣の加工や飼料の混合調整等に
おいて考慮すべき指標である。
第3節 都市域から発生する食品残渣の特性
食品残渣の再利用には、排出源での分別が重要であり、廃棄物 として処理 されているものでも、
排出源で分別すれば安定 した良質の食品残渣をえることができるものがあり、魚あらや廃食用油
がその代表的な食品残渣である。
事業系一般廃棄物 として処理 されている食品廃棄物の排出源は、その排出特性によって大きく
3つに分類できる。
スーパー,コ ンビニエンスス トア、百貨店などの食料品の小売業では、さまざまな食品の売れ
残 りや惣菜の調理屑など、販売される多様な生鮮食料品のすべてが期限切れ、売れ残 りとして廃
棄 されることになる。
ホテル、 レス トラン等の外食産業、給食産業や病院、学校など食事を提 供す る事業所からは、
調理屑 と食べ残 しの残飯類が排出される。これらは、さまざまな食品が混合 した状態で排出され、
排出時点以降の分別や選別は困難であるが、例えば寿司 レス トランのように取 り扱 う食品の品目
が限られ、ある程度一定であれば、排出される食品残渣の質は単純で安定 したもの となる。
食品卸売業、特に大規模な卸売市場では、生鮮食料品即ち魚介類、野菜 ・果実類を中心とした
食品残渣が大量に排出される。
このように業種に加 えて個々の事業所の特性、例えば取 り扱 う食品や調理の有無などによって
排出される食品残渣の質が決定 される。 これ らの食品残渣の飼料化を中心とした再生利用を進め
るためには、飼料化を念頭において排出状況や分別の可能性、それぞれの成分等を把握する必要
がある。 ここでは、魚あらや廃食用油以外の食品残渣の飼料化を進めるにあたって求められる条
件を考慮しながら、文献調査 と実態調査を含めて排出特性、成分等を把握する。
1)スーパーマーケッ トから排出される食:品残渣
総合スーパーにおける夏季、秋季、冬季の各1週間に廃棄 される食品残渣の内容と量について
調査 した結果を表3-4～表3-6に示す11)。このスーパーマーケッ トでは、魚あらを分別 して回収
業者に再生処理を委託 しているため、食品残渣に魚あらは含まれていない。魚あら以外の食品残
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渣は、廃棄物として許可業者が収集 している。廃棄物として処理 される食品残渣は、袋やダンボ
ール箱に入れた状態で、冷蔵貯蔵庫に保管されている。ほとんどの食品残渣が容器 ・包装類に入
ったままの状態で排出されてお り、容器 ・包装類の除去が必要である反面、排出時点や回収後に
分別、選別することは比較的容易であると考えられた。野菜 ・果実屑は、包装された商品の売れ
残 りと、商品の外見を整 えるために廃棄された例えばキャベツや白菜の外葉なども多く排出され
ていることが観察された。
魚あらを除く食品残渣の排出状況は、曜 日や季節によって異なっているが、平均すると野菜、
果実屑の排出量が夏季では65%、秋季では79%、冬季では82%を占めていた。
惣菜類は、容器包装類を除去すれば、いずれ も食品として廃棄 される直前まで販売 されていた
ものであり、鶏や豚の飼料に再生利用す る場合に衛生上の問題が生ずるものはほとんど含まれて
いないことが把握できた。また、排出源において、袋や箱ごとに概ね野菜 ・果実屑、パン類、麺
類、その他に分けられてお り、この程度に分別することは容易であることを確認 した。
野菜 ・果実屑、パン類、麺類、その他の惣菜類等に分けた場合のそれぞれの成分を表3-7に示
す。野菜屑や果実屑は水分が高いが、野菜は乾物基準では粗蛋 白が高 く、果実屑は可溶無窒物の
割合が高い。野菜 ・果実屑は水分が高いため、乾燥処理が必要な飼料化や堆肥化においては乾燥
用エネルギーや調整材の使用量が増えることになるが、分別すれば野菜 ・果実屑の特性を活かし
た飼料に再生することができる。
食パン、麺類は、可溶無窒素物すなわちでんぷん質の割合が高く、肥育豚の肉質を向上させる
こと、水分が比較的低 く保存のための加工が容易であることなどから、パン製造業のようにまと
まった量が排出される場合は最 も好まれる飼料原料である。また、動物性食品が含まれていない
とい う点で、牛の飼料 としても利用可能である。一方、菓子パンや惣菜類は、多様な食品で構成
された動植物性混合残渣であ り、鶏、豚用の飼料原料に限 られ る。食品の構成内容によって成分
が異なると考えられるが、概ね粗脂肪が高い傾向にあり、これ らの飼料利用においては成分調整
や加工が必要 となるが、いずれも飼料原料 として有効分であると考えられる。
表3-4ス ーパーマー ケ ッ トで発生す る食品残渣(夏 季)(単位:kg)
種類/曜 日 月 火 水 木 金 土 日 週合計 日平均 構成比(%)
野菜屑 145.0 98.5 68.0 95.0 120.5 98.0 一 625.0104.2 52
果実屑 16.0 11.0 14.0 28.5 31.0 19.5 一 1ao.o20.0 10
蒲鉾 一 2.5 1.5 0.5 0.5 r.o 『 6.0 1.0 i
練 り物 1.5 5.5 一 1.0 一 1.5 一 9.5 1.6 1
漬け物 一 5.5 9.0 14.5 3.0 7.0 一 39.0 6.5 3
纐 2.0 13.5 2.5 6.0 4.0 r.o 一 29.0 4.8 2
肉 3.0 7.5 一 15.0 一 rs.o 一 44.5 7.4 4
惣菜 30.0 4.5 16.5 11.5 8.0 3.5 一 74.0 12.3 6
彌 8.0 5.0 7.0 ii.a 3.5 7.0 一 41.5 6.9 3
食パン 一 4.5 0.5 0.5 一 1.0 一 6.5 1.1 1
菓子パン 27.5 6.0 2.5 6.5 一 9.0 一 51.5 8.6 4
ご飯 7.0 一 58.0 16.5 一 一 一 81.5 13.6 7
魚類 一 7.0 14.0 一 一 一 一 21.0 3.5 2
食品残さ合計 240.0171.0193.5206.5170.5167.5 } 1149.0is1.s 96
除去袋 5.0 10.5 12.5 rz.o 5.0 5.0 } 50.0 8.3 4
排出量合計 245.0181.5206.0218.5175.5172.5 } 1199.0199.8 100
袋の割合(%) 2.0 5.8 6.1 5.5 2.8 2.9 一 4.2 4.2
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表3-5ス ーパーマーケ ッ トで発生す る食品残渣(秋 季)(単位:kg)
種類/曜 日 ,月 火 水 木 金 土 日 週合計 日平均 構成比(%)
野菜屑 174.5197.5 193 138 128.5 81.5 一 913 152.2 70.1
果実屑 32 25.5 15 27 10 4.5 一 114 19 8.8
蒲鉾 1 一 一 一 一 一 一 1 0.2 0.1
練り物 } 一 一 一 一 一 一 0 0 0
漬け物 一 15 一 一 一 7.6 一 22.6 3.8 1.8
纐 0.5 43 一 一 3 1.5 一 48 8 3.7
肉 3 8.5 8 10.5 9.5 18 一 57.5 9.6 4.4
惣菜 } 4 22 r 1s 9 一 51 8.5 3.9
彌 1.5 0 0 0 0 1 一 2.5 0.4 o.a
食パン 一 一 26 1.5 一 一 一 27.5 4.6 2.1
菓子パン 4 21 0 17.3 12.5 9 一 63.8 10.s 4.9
ご飯 一 一 一 一 一 一 一 0 0 0
魚類 一 一 } 一 一 一 } 0 0 0
食品残さ合計 216.5314.5 264 195.3178.5132.1 一 1300.9216.8 ioo
除去袋 3 21 4.5 12 3 4 一 47.5 7.9
排出量合計 219.5335.5268.5207.3is1.5136.1 一 1348.4224.7
袋の割合(%) 1.4 6.3 1.7 5.8 1.7 2.9 一 3.5 3.5
表3-6ス ーパーマーケ ッ トで発生す る食品残渣(冬 季)(単位:kg)
種類/曜 日 月 火 水 木 金 土 日 週合計 日平均 構成比(%)
野菜屑 115 122 94.5 117 110.5 137 一 696 116 63.6
果実屑 33.5 34 49.9 38.5 22.5 24.5 一 202.9 33.8 18.5
蒲鉾 一 一 一 一 一 『 一 0 0 0
練り物 一 一 一 一 一 一 一 0 0 0
漬け物 3 一 3.1 5.5 12.5 2 一 26.1 4.4 2.4
顯 一 一 一 一 一 一 一 0 0 0
肉 6 3.5 12.9 i1 9.5 12 一 54.9 9.2 5
惣菜 8.5 11.4 9 5 1s.5 5.5 一 58.9 9.8 5.4
醐 一 一 3 一 一 一 一 3 0.5 0.3
食パン 一 一 0.4 } 一 一 一 0.4 o.i 0.1
菓子パン 14 2 7.1 8.2 4 15.5 一 50.8 8.5 4.7
ご飯 一 一 一 一 一 一 一 0 0 0
魚類 } 一 } 一 一 一 一 0 0 0
食品残さ合計 180 172.9179.9185.217a.5196.5 一 1093 182.3 100
除去袋 2 2.5 9.5 3.5 1.5 4.5 一 23.5 3.9
排出量合計 182 175.4ras.4188.7 rso 201 一 1116.5186.1
袋の割合(%) 1.i 1.4 5 1.9 o.8 2.2 一 z.1 2.1
一28一
表3-7スーパーで発生する食品残渣の栄養成分の一例(%)
品 目 水 分 乾物 粗蛋白質 粗脂肪 鎌 粗灰分 NFE*
野菜屑 82.4 17.6 3.3 0.4 1.8 2.2 9.9
果実屑 85.4 14.6 o.s 0.3 0.9 0.4 12.2
食パン 37.8 62.2 8.5 3.9 o.z 1.7 47.9
菓子パン牌 35.1 64.9 7.5 8.5 1.7 1.2 46.0
うどん 76.3 23.5 2.6 0.5 o.i 0.1 20.4
和そば 68.2 31.8 5 1 0.2 o.a 25.4
中華そば 65.3 34.7 4.9 0.8 o.i 0.3 28.6
その他惣菜類牌 66.9 33.1 8.1 4.1 o.s 1.4 18.7
豚検定用飼料i13.7i86.3i14.8}3,5 2.814.3160.9
乾物換算
野菜屑
一 ioo
18.8 2.3 10.a 1a.5 56.2
果実屑 5.5 2.1 6.2 2.7 83.5
食パン 13.7 6.3 0.3 2.7 77.0
菓子パン紳 11.5 13.1 2.6 1.8 71.0
うどん r1.i z.1 0.4 0.4 86.0
和そば 15.7 3.1 0.6 0.6 80.0
中華そば 14.1 2.3 0.3 0.9 82.4
その他惣菜類林 24.5 12.4 2.4 4.2 56.5
豚検定用飼料 17.24.03.35.070.5
*NFE:可溶無窒素物
糟:内容物の構成例を基にした推計値
2)外食産業等から排出される食品残渣
ホテル、 レス トラン等の外食産業、給食産業などからは、調理屑 と食べ残 しの残飯類が排出さ
れるが、調理屑と残飯類が混合 して排出されている場合と分かれて排出されている場合がある。
また、こういった事業所においても魚 あらや廃食用油が回収 されている事例が多くある。
大阪市の調査12)によると、1日 の利用者が1700人である市役所食堂での食品残渣発生量は
187kg/日で、利用者1人 当た りの発生量原単位は0.llkg/人・目であった。また、分別排出を行
っていないことから、排出される食品残渣中に含まれる異物は表3-8に示す ように、主にプラス
チック類 と紙類で、食品残渣の8%程度の異物が混入 していた。
表3-8市役所食堂か ら排出され る食品残渣の特性
発生量
(kg/日)
原単位 異物混入率(重量%)
kg/校kg/人・日 木類 プラ類 紙類 ガラス類 金属類 計
市役所食堂 187.0 一 o.ii 0.4 2.5 5 0 0 7.9
一方、養豚農家が回収 している食堂 ・飲食店からの残飯類には、目で見る限 り異物はまった
く混入していなかった。分別排出の可能性は事業者の意識によることが明 らかであり、事業者
の協力によって分別排出は可能 と考えられる。
養豚農家が回収 している食堂 ・飲食店からの残飯類の成分を表3-9に示すが、個々のサンプ
ルごとにバラツキは大きいが、季節ごとの平均値に大差はなく、季節的な変動はあま りないこ
とが示 されている10)。表3-10に示すように、ミネラル含量も同様の傾向を示すことが報告さ
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れている10)。年平均の乾物換算値 と表3-7に示 した豚検定用飼料 とを比べると、棚 旨肪が高く、
粗蛋自と租灰分は若 干高く、粗繊維が若干低い状況 となっている。
また、養豚農家が回収 している食堂 ・飲食店からの残飯類の成分を冬季に1週間ずつ2週分析
した成分を表3-11に示す。いずれの成分も日変動は大きいが、14日間の平均では水分が74%、
乾物べ一スでの租蛋白質が15%、租脂肪が17%程度で、豚検定用飼料 と比べると粗蛋白は同程度
であるが糊 旨肪が高い状況 となっている。 このように一般に、食堂 ・飲食店等の残飯類は粗脂肪
が高い傾向にある。しか し、表3-12に示すように、回転寿司レス トランから排出される食品残渣
の成分は、飲食店等の食品残渣 としては高蛋白質、低脂肪 となっている。なお、回転寿司レス ト
ランから排出される食品残渣 には、お茶パ ック、おはしが混入 していたが、分別を依頼すること
によって、異物の混入はまった くない状態 となった。
表3-9養豚農家が回収 している食堂 ・飲食店の残飯類の栄養成分 正o)(単位:%)
水分 粗蛋白質 粗脂肪 蹴 粗灰分 NFE
平均 範囲 平均 範囲 平均 範囲 平均 範囲 平均 範囲 平均 範囲
春 75.9
71.2
^一80.0
6.0
4.2
^一9.4
4.8
3.3
～8 .9
0.5
o.a
～0 。8
2.2
o.s
^一4.8
10.6
4.0
^一15.5
夏 73.466.3
^一80.9
5.5
1.9
^一7.8
5.1
2.3
^一8.8
0.6
0.4
^一1.3
r.9
1.0
^一4.0
13.5
7.9
^一18.6
秋 77.2
72.3
^一83.7
5.7
2.0
^一9.5
4.0
1.8
^一8.6
0.6
0.3
～1 .1
1.6
0.5
^一4.1
11.1
6.8
～14 .7
冬 75.967.4^80.5 5.5
2.6
～8 .1
4.7
3.2
^一9.7
0.7
0.3
^一1.5
1.7
1.1
^一3.5
11.4
8.7
^13.5
平均 75.666.3
～83 .7
5.7
1.9
^一9.5
4.6
7.8
^一9.7
20.6
0.2
～1 .5
1.s
0.5
^J4.8
11.6
4.0
^一18.6
乾物
換算:
一 一 23.3
s.r
^一38.0
18.8
9.5
^一32.8
2.4
o.z
^一5.1
7.6
0.5
^一20.5
47.9
28.1
～7L2
表3-10養豚農家が回収 している食堂 ・飲食店の残飯i類の ミネラル含量1。)
原物 乾物 風乾物 豚要求量平均 範囲 平均 範囲 平均 範囲
Ca % 0.390.06～1.77 1.590.20^一7.241.400.17^6.37 0.50
P % 0.190.03^一〇.62 o.7s0.12^一2.530.690.20^一2.24 0.20
Mg % 0.020.OI^一〇.05 o.os0.04^一〇.21 o.070.03^一〇.19 0.04
K o/ao.oa0.04^0.160.320.14^,0.650.300.12^0.57 o.i7
Na 0.240.13^一〇.46 1.000.53^一1.82 o.ss0.47^一1.60 0.10
Fejppm41 7^一185 0.69 36^一699 149 32^一614 40
Cu ppm 1.8 0.7^一5.7 7.5 2.6^一26.2 6.6 2.3^一23.1 3
…Z
nppm 13 13^150 54 15^一150 47 13^132 50
量Mn!ppm 2 2^一3 10 6^一17 9 5^一15 2.0
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表3-11養豚農家が回収 しているレス トラン残飯の栄養成分の 日変動例
現物(%) 乾物換算(%)
水分 粗蛋白 粗脂肪 聯 粗灰分 NFE 粗蛋白 粗脂肪 鱗 粗灰分 NFE
1 75.4 3.8 4.1 1.1 r5.s 15.3 16.5 4.4 63.8
2 73.8 4.2 5.9 0,6 15.5 16.1 22.6 2.2 59.1
3 76.3 4.0 7.5 o.z 1i.s 17.0 31.8 3.1 48.1
4 75.1 3.5 7.7 o.z 1s.o 14.2 s1.o 2.9 51.9
5 71.7 3.0 1.9 0.6 22.8 10.a 6.6 2.0 80.6
6 76.5 2.4 o.z o.z 1s.z 10.o 3.0 2.9 s4.1
z 75.3 4.2 7.6 1.1 i1.8 17.0 30.7 4.4 47.9
8 76.5 2.9 5.2 1.0 14.4 r2.z 22.3 4.1 61.4
9 76.7 2.5 1.5 0.5 18.8 10.9 6.6 2.2 80.3
10 75.3 5.1 2.2 o.z 16.7 20.6 9.0 3.0 67.4
i1 70.0 6.3 6.6 1.3 15.8 ar.o 22.0 4.3 52.7
12 76.6 4.0 5.2 0.9 13.3 17.2 22.2 3.8 56.8
13 73.2 11.2 7.4 (1.5)2.3 4.4 41.6 27.7 (5.5)8.7 22.0
14 69.0 6.0 3.4 (1.5)1.2 18.9 19.5 10.8 (4.8)3.7 66.0
最大 76.7 11.2 7.7 2.3 22.8 41.6 31.8 8.7 84.1
最小 69.0 2.4 0.7 0.5 4.4 10.0 3.0 2.0 22.0
平均 74.4 4.5 4.8 i.o 15.2 17.4 18.8 3.7 60.2
注:粗 繊維 をNFEに含 む。
表3-12その他の食堂 ・飲食店か らの食品残渣の成分 (単位:%)
水分 乾物換算
粗蛋白}棚 旨肪}粗 繊維 1粗 灰分lNFE
す し レス トラン13) 62.3 1s.s 2.9 0.3 3.? 74.8
市役所食堂12) 71.s 14.2 12.9 1.8 5.7 65.4
3)病院
大阪市が実施 した調査iz)による病院における食品残渣iの発生状況を表3-13に示す。調査した
病院や食堂は、現状では分別排出を導入 していない。従って、残飯以外の異物 としていずれもプ
ラスチックと紙類の混入が数%程 度確認 されてお り、容器包装由来の混入物が多い。ただ し、D
病院の給食残渣には異物の混入がまった くなく、このことは病院で発生する給食残渣については、
分別の協力を依頼すれば混 入物をかなり除去できることを示 している。
一方、その成分を表3-14に示すが、調理くずでは野菜くずなどが集中的に排出されることな
どによって、水分が90%を越えるものがある。乾物べ一スでの粗蛋 白質は、10～20%の広い範囲
で変動してお り、たまに突出 した値が出現 している。糊 旨肪は、変動 しているもののおおよそ6
～13%の範囲内にあり、平均8.5%と飲食店等の残飯類に比べて低い値になっている。ただ、病
院調理くずの変動は大きく、3%以下の野菜くずを中心 としたものがある一方で、15%以上の高い
ものもある。調理 くずは、その排出形態の特性か ら組成のかたよった物が集中的に排出されるた
めと考えられる。
なお、塩素イオンは調理の食塩 由来であると考えられ るが、まれに高いものがある。豚は食塩
中毒を起こしやすいことか ら、食品残渣飼料の給与においては注意を要するとされてお り10)、飼
料化システムにおいても塩濃度についての配慮が必要である。
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表3-13病院での食品残渣の発生状況12)
発生量
(kg/日)
原 単位
(kg/床・日)
異物混入率(重量%)
木類 プラ類 紙類 ガラス類 金属類 計
A病院
(1063床)
給食残飯 253.0 0.24 0 4.7 2.5 0 0 7.2
調理くず 315.7 0.30 0.9 5.3 4.9 0 0 11.1
食堂残飯 39.9 0.04 0 6 3 0.6 0 9.6
計 608.6 0.5? 0.3 5.3 3.5 0.2 0 9.3
B病院
(1000床)
給食残飯 357.0 0.36 1 4.6 1.5 0.6 1.8 9.5
調理 くず 185.4 0.19 0.4 4.7 2.4 0 1.2 8.7
計 542.4 0.54 o.8 4.6 1.9 0.3 1.5 9.1
C病院
(280床)
給食+調理 157.4 0.56 0.5 1.9 2.6 0 0.6 5.6
食堂残飯 15.8 0.06 1.s 9.2 6.1 0 0 16.9
計 173.2 0.62 o.$ 3.9 3.5 0 0.4 8.6
D病院
(331床)
給食残飯 142.1 0.43 0 0 0 0 0 0
調理くず 30.5 0.09 0 1.7 8.5 1.1 1.3 12.6
計 172.6 0.52 0 0.4 2.1 0.3 0.3 3.1
E病院
(295床)
計 168.4 0.57 0.9 4.4 0.9 o.a 1.1 8.1
5病院計 1665.2 0.56 0.6 4 2.4 0.3 o.a 8.1
表3-14病院で発生す る食品残渣の栄養成分12)
水分
(%)
乾物換算値
粗蛋白質
(%)
糊 旨肪
(%)
鱗
(%)
灰分
(%)
NFE
(%)
塩 素 イ オ ニ
(mg/kg)
給食残飯
(患者用)
76.3 17.5 9.2 2.2 5.0 66.1 14,900
76.8 13.6 7.3 2.8 8.4 67.9 7,700
80.3 56.1 14.5 1.0 10.5 17.s 5,510
82.2 14.4 8.9 o.z 4.5 71.5 13,500
76.8 12.2 7.4 0.4 4.0 76.0 7,940
平均 78.5 22.8 9.5 1.4 6.5 59.8 9,910
最小 76.3 12.2 7.3 0.4 4.0 17.9 5,510
最大 82.2 56.1 14.5 2.8 10.5 76.0 14,900
給食調理くず 74.3 22.9 16.8 0.7 9.4 50.2 7,930
89.1 14.7 2.? 8.7 9.2 64.7 2,780
81.8 19.5 12.9 1.4 4.3 61.9 9,610
92.8 9.6 1.7 11.1 9.0 68.6 2,050
平均 84.5 16.7 8.5 5.5 8.0 61.3 5,593
最小 74.3 9.6 1.7 o.7 4.3 50.2 2,050
最大 92.8 22.9 1s.s 11.1 9.4 68.6 9,610
病院食堂残渣 71.4 9.1 3.3 1.2 8.8 77.6 2,490
71.9 12.6 9.0 1.9 5.0 71.5 13,000
平均 71.7 10.9 6.2 1.6 6.9 74.4 7,745
病院平均 79.4 18.4 8.5 2.9 7.1 63.1 7,950
最小 71.4 9.1 1.7 0.4 4.0 17.9 2,050
最大 92.8 56.1 16.8 11.1 10.5 76.0 14,900
一32一
4)学校
大阪市調査12)によると、幼稚園、中学校、高校からは弁当の食べ残 しが1校 当たり1日に4～
6kg程度排出されていた。小学校は給食の食べ残 しで、1校当たり1日に25kg程度が排出されて
いた。いずれの学校でも分別排出を導入 してはいないため、残飯以外の異物 として小学校でわず
かなプラスチックと紙類が確認されているものの、異物の混入はあまりない(表3-15)。
小学校の給食残渣では、水分60%に満たないものが排出されてお り、含水率の極端に低い排出
があることで水分変動が大きくなっている。ほとんどがパンで占められるような場合には水分が
著 しく低 くなる。48校を4つ のグループに分け、混合 した残渣の成分を表3-16に示すが、10校
程度の食品残渣を混合 したサンプルの変動は小さい。
表3-15学校等での食品残渣の発生状況12)
発生量
(kg/日)
原単位 不純物混入率(重量%)
kg/校kg/人・日 木類 プラ類 紙類 ガラス類 金属類 計
幼稚園(2園) 12.3 6.2 0.03 0 4.4 2.4 0 0 6.8
小学校(48校)1175.524.5 0.06 0 0.3 0.3 0 0 0.6
中学校(2校) 8.5 4.3 o.02 0 a 0 0 0 0
高校(2校) 1r.o 5.5 o.01 0 0 0 0 0 0
表3-16小学校から排出される食品残渣の栄養成分等12)
水分
(%)
乾物換算値
粗蛋白質
(%)
棚 旨肪
(%)
鱗
(%)
灰分
(%〉
NFE
(%)
塩 素 イ オ ン
(mg/kg)
0 9校 71.9 11.7 5.9 3.8 7.8 70.8 9,100
OO11校 78.4 z1.4 10.7 2.6 7.4 57.9 i7,000
O 11校 72.1 19.5 7.9 1.1 3.4 68.1 9,630
④ 12校 79.0 23.7 7.0 2.0 3.8 63.5 11,500
平均 75.4 19.1 7.9 2.4 5.6 65.0 11,800
最小 71.9 11.7 5.9 1.1 3.4 57.9 9,100
最大 79.0 23.7 10.7 3.8 7.8 70.8 17,000
5)卸売市場
大規模な中央卸売市場は大阪府下に4ヶ所あるが、うち1ヶ 所は食肉市場であ り、3ヶ所の中
央卸売市場で青果や鮮魚が取 り扱われている。青果や鮮魚を取 り扱 う3ヶ所の中央卸売市場では、
魚あらが回収 され、段ボールや発泡スチ ロールの トロ箱なども分別排出されているが、1カ所当
たり1日平均40～48トンの廃棄物が排出され、焼却処理 されている。
視認調査によると、廃棄物 として処理 されているものの半分程度は梱包材であるが、残 りのほ
とんどが野菜 ・果実の売れ残 りで、わずかに花卉類が混入 していた。すなわち、これ らの市場の
1ヶ所から1日に20トン程度の野菜 ・果実屑が廃棄 されていることになる。この大量の野菜 ・果
実屑はそのほとん どが段ボール箱やビニル袋に入れた状態で排出されていることから、事業者の
意識の醸成により分別排出は比較的容易であると考えられた。再利用方法の確立が求められる。
6)食品残渣の成分に関する考察
食品残渣の排出特性 と栄養成分を把握 したが、栄養成分から見ると、表3-17に示すように大
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きく3っに分類できる。すなわち、A:食 パンや麺類の売れ残 り、す しレス トランの残飯など排
出状況や成分が安定 した食品残渣、B:食 品小売業や卸売市場などから排出される水分が高い野
菜 ・果実屑、C:食 堂、学校給食などから排出される成分が変動 しやすい食品残渣である。
A群は量がまとまれば飼料 として活用しやすい食品残渣であるが、一般廃棄物 として排出され
るものを量としてまとめるためには、広い地域からの回収が必要になる。B群 の野菜 ・果実屑は
水分が高く、乾燥などによる飼料化はエネルギーコス ト面か ら不利であ り、その活用方法を開発
する必要がある。C群 は食堂 ・飲食店、病院、学校給食など排出源 も排出量ももっとも多いが、
飼料 として活用する場合には排出源での確実な分別が必要であること、糊 旨肪含量が高いことが
再生利用における制限因子 となる。 さらに、食塩濃度に対する配慮も必要である。
しかし、いずれの食品残澄 も栄養成分か ら見れば有用なものであり、それぞれの排出特性や栄
養成分に応 じた飼料化再生利用システムやそれを構成する要素技術が開発 されれば、有効な食品
資源 となる。
なお、栄養成分としては以上の3群 の食品残渣 と同 じであっても、異物が混入 したものやカビ
が生えたものなどが排出され る可能性があり、飼料化できない食品残渣の有効利用方法の確立も
不可欠である。
飼料化以外の堆肥化、メタン回収などを検討する場合の基礎となる成分組成を表3-18に示す。
炭素の変動はそれほど大きくないが、まれに粗蛋白質の含有量が高い残渣では窒素の割合が高 く
なっている。従ってC/N比は窒素含有量に大きく影響 されるが、おおよそ10～25の範囲にあり、
堆肥化、メタン回収においても有効な原料である。
表3-17食:品残渣の栄養成分による分類
排出源 ・品目＼成分 水分 乾物換算値 出典
粗蛋白 粗脂肪 騰 粗灰分 NFE
A
食品小売 食パン 37.8 13.7 6.3 0.3 2.7 77.0 11)
うどん 76.3 1i.1 2.1 0.4 0.4 86.0 li)
和そば 68.2 15.7 3.1 0.6 0.6 80.0 11)
中華そば 65.3 14.1 2.3 0.3 0.9 82.41i)
おから 80.1 28.6 13.1 13.6 3.5 41.2 13)
飲食店 すし残渣 62.3 18.3 2.9 0.3 3.7 74.8 13)
B 食品小売
卸売市場
野菜屑 82.4 is.s 2.3 10.2 rz.5 56.2 11)
果実屑 85.4 5.5 2.1 6.2 2.7 83.5 11)
C
小学校 給食 75.4 19.1 7.9 2.4 5.6 65.0 12)
病院 給食(患者用) 78.5 22.8 9.5 1.4 6.5 59,8 12)
調理屑 84.5 16.7 8.5 5.5 8.0 6i.s 12)
食堂 71.7 10.s 6.2 1.6 6.9 74.4 12)
食品小売 市役所食堂 71.6 14.2 12.9 1.8 5.7 65.4 12)
調理 ・菓子パ ン 35.1 11.5 13.1 2.6 1.8 71.0 11)
その他惣菜類 66.9 24.5 12.4 2.4 4.2 56.5 11)
食堂 ・
飲食店
市役所食堂 71.6 14.2 12.9 1.8 5.7 65.4 12)
養豚農家回収 75.6 23.3 1s.s 2.1 7.6 47,910)
82.0 21.4 18.2 2.2 5.0 53.214)
73.9 26.4 18.8 5.6 5.6 43.6 15)
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表3-18食 品残渣 の成分組成12)
水分
(%)
乾物換算値
C/N比塩 素 イ オ ン
(㎎/kg)
炭素
(%)
水素
(%)
窒素
(%)
酸素
(%)
病院 給食残飯
(患者用)
76.3 14,900 45.2 6.9 2.8 40.1 16.1
76.8 7,700 39.7 6.7 2.2 43.0 18.s
80.3 5,510 49.4 6.5 9.0 24.6 5.5
82.2 13,500 45.4 6.8 2.3 41.0 19.7
76.8 7,940 44.7 6.6 2.0 42.7 22.9
平均 78.5 9,910 44.9 6.7 3 7 38.3 16.5
最小 76.3 5,510 39.7 6.5 2 0 24.6 5.5
最大 82.2 14,900 49.4 6.9 9 0 43.0 22.9
給食
調理くず
74.3 7,930 41.4 5.9 3.7 39.6 1i.s
89.1 2,780 43.4 5.5 2.3 39.6 18.5
s1.s 9,610 48.2 6.8 3.1 37.6 15.4
92.8 2,050 41.4 5.8 1.5 42.3 26.9
平均 85.0 5,593 44.0 6.0 3.0 40.0 18.0
最小 74.3 2,050 41.4 5.5 1.5 37.6 i1.s
最大 92.8 9,610 48.2 6.8 3.7 42.3 26.9
食堂残渣 71.4 2,490 42.4 6.3 1.5 41.0 a9.r
71.9 13,000 43.0 7.3 2.0 42.7 zr.s
平均 71.7 7,745 42.7 6.8 1.8 41.9 25.2
病院平均 79.4 7,946 44.0 6.5 2.9 39.5 18.6
最小 71.4 2,050 39.7 5.5 1.5 24.6 5.5
最大 92.8 14,900 49.4 7.3 9.0 43.0 29.1
小学校
給食
0 9校 71.9 9,100 44.7 6.7 1.9 38.9 23.8
0 11校 78.4 17,000 47.1 6.5 3.4 35.6 13.8
0 11校 72.1 9,630 45.0 6.8 3.1 41.7 14.4
④ 12校 79.0 11,500 45.1 6.7 3.8 40.6 11.9
平均 75.4 11,$00 45.0 7.0 3.0 39.0 16.0
最小 71.9 9,100 44.7 6.5 1.9 35.6 11.9
最大 79.0 17,000 47.1 6.8 3.8 41.7 23.8
市役所食堂 71.6 7,970 45.5 6.3 2.3 40.2 20.0
全体 平均 77.9 8,910 44.5 6.5 2.9 39.5 18.1
最小 71.4 2,050 39.7 5.5 1.5 24.6 5.5
最大 92.8 17,000 49.4 7.3 9.0 43.0 29.1
第4節 現存する食品残渣の リサイクルシステム
一般廃棄物 として処理されている食品残渣の多量発生源である水産物卸売 ・小売業,スーパー,
百貨店,外食産業(食 堂,レ ス トラン等),給食産業,ホ テル,病 院などにおいて分別排出され、
回収 され、再生利用 されている食品残渣 として魚あらと廃食用油がある。また、ごく一部である
が、前述 したように残飯類が養豚農家によって回収 され飼料 として活用 されている。食品残渣の
飼料化再生利用システムの構築 に向けて、現存す る食品残渣の リサイクルシステムをモデル事例
としてその状況を把握す る。
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1)魚あらの リサイクルシステム
魚あらは、主として水産物卸売 ・小売業から発生す るが、その他にスーパー、外食産業からの
発生量も多い。大阪府の調査is)によると、水産物卸売業では1事 業所当た り5～1500kg/日、平
均170kg/日排出されている。水産物小売業では、1事業所当た り2～140kg/日、平均32kg/日
排出されている。また、スーパーマーケ ットやデパー ト、外食産業、ホテルなど様々な事業所か
らも排出 されている。
魚腸骨 とも呼ばれるこの魚あらは、含水率が75～80%と高く、腐敗 しやすい性状であるが、関
東、東海、近畿、九州の大都市圏では、魚あらのみを対象 とした回収システムが存続 している。
大阪府下の事業所等で発生す る魚あらは、全大阪魚蛋白事業協同組合によって140t/日程度が
回収され、岸和田市にあるフィッシュミールエ場に搬入されている。フィッシュミール工場に搬
入された魚あらは、水分、固形物、油分を分離す るように加工され、固形物はフィッシュミール
に乾燥 され、家畜の飼料として売却、流通 している。
大阪府の事例では、回収業者 と再生業者の主導により再資源化システムを構築 し、大阪府下の
市町村で構成する魚腸骨対策委員会の出資によって建設 されたフィッシュミールプラン ト(平成
8年度完成)を民間に運営委託す るといった形の行政支援 により維持 されている。
回収された魚あらか ら製造 されたフィッシュミールの成分を表3-19に示すが、鰯原料のフィ
ッシュミール と比べると粗灰分が高 く粗蛋白質が低いが、魚の加工残渣を原料 とする他のフィッ
シュミールと同程度の成分 となっている16)。近年では、異常気象等によって漁獲量が激減 した鰯
原料の輸入フィッシュミールの価格が高騰 していることもあって、魚あら原料のフィッシュミー
ルへの需要は多い。
表3-19回 収魚 あ らか ら作 られた フィッシュ ミール と他の ミール成 分(%)正)
項 目 日本海鰯 道東地区鰯 加工残渣 スケソウ残渣 都市魚腸骨
水 分7.5～8.5
粗 蛋 白 質70～71
粗 脂 肪7.5～8.0
粗 灰 分14～15
7.5^一8.5
67^一68
8.0^一9.5
14^'15
8～9
58^59
8～9
22～25
g,.,.,g
57～58
8^'9
23～25
8～9
59^一61
9^一10
22^25
2)廃食用油のリサイクルシステム
家庭から排出される廃食用油は、ボランティア団体等の活動により集められたものだけが専門
の再生業者等によって回収 されているが、回収システムが一般に普及、確立されていないため回
収量はごく少ない。 しかし、家庭系の廃食用油の回収システムは地域や活動団体の特性に応 じて
団体が自発的に創 り上げたものであり、行政支援の方法を含めて様々な形態があるが、住民主導 ・
参加型システムとして貴重な事例 となっている。愛東町で女性団体が主導 して家庭から廃食用油
を回収 し、石鹸原料や肥料原料 として再利用 していた活動を町が支援 し、BDF(バイオディーゼ
ルフ.z`一一エル)化、公用車での利用 とい うシステムへと発展 してきた17)。
京都市では市の主導によって廃食用油を回収 し、公用車やごみ収集車の燃料 しとして活用する
というシステムを構築、現在も回収量が増えつつあるとい う。 しか し、京都市では、市が関与す
る廃食用油の回収システムによって家庭から回収 されるものはわずかに5%程度で しかなく、回
収量の95%が従来は業者が回収 ・再生 していた事業系の廃食用油である。これを無償で回収して
いるため、既存の回収再生利用システムが壊滅的打撃を受けているとい う指摘もあ り、行政主導
型 リサイクルシステムのあ り方への課題が示されている。
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平成3年度の大阪府の調査is)によると、主にレス トラン、食堂等、給食センター、惣菜業等の
外食産業と、食品工業等から排出 される事業系の廃食用油を、無償～700円/20リットル程度の手数
料を徴収 して専門の再生業者等が回収し、用途別に加工して売却 している。府下の推定廃食用油
量は2,200トン/月程度のうち、1,300トン/月程度(年間15,600トン程度)が回収されている
が(回収率59%)、99%以上が業務用であり、家庭用は1%以下である。従って平成3年 頃では、
事業系の廃食用油は推定発生量1,500トン/月程度 に対 して87%程度の回収率 となっている。な
お、回収業者による廃油の再利用方法は、その質により用途が異なるが、概ね45%が飼料化、45%
が石鹸に再生されていたが、近年では塗料原料など新たな再生利用方法が開発 されている。
・動物油:良質なものは飼料に再生
・植物油:飼料、肥料、石鹸、樹脂、塗料、燃料等
その後、安価なパーム油が大量に輸入されるなど廃食用油の回収 ・再生利用システムを取 り巻
く社会経済情勢は厳 しく、システムの存続は予断を許さない状況にあるが、そ ういった状況の中
で、現在でも回収再生業者により回収が維持 されている。事業系廃棄物の処理手数料の見直し、
食品リサイクル法の施行などの社会経済情勢の変化によって、回収の手数料が徴収 しやす くなっ
たこと、新たな廃食:用油の再生利用方法が開発 されてきたことなどが、システムの存続を可能に
していると考えられる。
3)残飯類の養豚飼料化システム
大阪府下の養豚農家は昭和37年の640戸をピークに年々減 りつづけ、平成16年現在ではわず
かに9戸 となっている。現存する養豚農家のほとんどが肥育豚1000頭未満の家内規模経営である
が、こういった状況の中でも、多かれ少なかれ食品残渣を飼料 として利用 し、肉質向上への努力
が行われている。
大阪府下の養豚農家の一つである有限会社関紀産業は泉佐野市にあり、母豚90頭 で出荷頭数
は年に1500頭以上、飼料は哺乳期の人工乳以外はすべて自家配合飼料でまかなっている。
食品残渣の飼料化には、何 よりも異物の混入のない良質な食品残渣を得ることが大切で、排出
者の協力によりスムーズな収集体制をつ くることを目的 として、泉州地域の養豚農家が 「和泉食
品残渣利用組合」を設立 し、排出事業者が協力金 とい う形で収集費用を負担することなどを含む
収集上の取り決めを作っている。一方で 「和泉食品残渣利用組合」の中に 「肉質向上研究会」を
設置 し、肉質成績や経営データなどを公表、農業改良普及センター、農林技術センター、家畜保
健衛生所、畜産会の支援 を受けて養豚経営の改善努力をつづけている。
平成8年4月 より 「食肉処理業、販売業」の許可を得て、リサイクル豚肉 「ブー トン」の販売
をはじめた。それ以来、 リサイクル飼料の収集先である病院、給食販売業などを中心に販路を広
げ、平成9年 からはリサイクル飼料を収集 している学校給食センターへの納入が始まるなど、販
売、納品先はさらに広が りっつある。
ここでは、泉佐野市にある食品コンビナー トのうち7社から日量3トン、学校給食センター、病
院などから2トンの合計5ト ン/日 の食品残渣が和泉食品残渣利用組合によって集められ、図3-1
に示す加工、処理工程によって飼料等に有効利用 されている。
この リサイクル養豚システムは、以下のサブシステムで構成されている。
①収集 した食品残渣の選別、飼料化 システム
②加工した 「リサイクル飼料」による養豚システム
③飼料化不適物 と養豚場で発生す る糞尿混合物(液状)のメタン発酵処理によるエネルギー
利用システム
④飼料化不適物 と養豚揚で発生する糞尿混合物(固形物)及びメタン発酵処理から発生する
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汚泥の堆肥化による農地還元
集められる食品残渣の内容は、食品工場から出るうどん、ラーメン及びそれ らの生地、ちくわ
などの練 り製品、菓子パン、ケーキ及び生地、ギョーザの皮や残飯類である。集められた食品残
渣は、飼料 として利用できるものと、そ うでないものに選別 される。
飼料 として不適な物は糞尿 と混合 して圧縮脱水機で固液分離 され、液状物はメタン発酵処理さ
れる。メタンガスは一 日当た り約250m3発生 しているが、これはメタン発酵処理施設の保温 と冬
場の豚舎の暖房、飼料乾燥な どに利用 されている。一方、固形物は、堆肥舎で切 り返 して堆肥に
し、近 くの田畑に還元されている。
飼料は、子豚、肉豚、母豚 と用途に合わせて調整、加工され、給与 されている。例えば、子豚
用には、スポンジケーキ、ラーメン、肉団子などの栄養価の高いものを乾燥 し、これに大豆蛋 白、
魚粉、生のラーメン、 うどん、残飯などの水分の多いものを加 え、牛乳 と発酵菌を添加 して混合
し、24時間発酵 させたのち乾燥 されている。
リサイクル養豚の最大の欠点は軟脂にな りやすいことで、残飯類に多く含まれる不飽和脂肪酸
(リノール酸やリノレイン酸)が原因で起こるとされている。こういった問題を解決するために、
肉豚用の飼料は子豚用 と異なり、肉質の締 りを目的として、でんぷんを多く調整 し、同様に発酵
処理 されている。
発酵処理することで、品質が安定 し、保存性、作業性、豚の嗜好性がよくな り、豚舎の臭気が
少なくなるなどのメリットがあるとい う。
以上の施設建設費用は1億 円程度、維持管理費は年間700万円程度であるが、出荷までの飼料
費は一頭当たり8,000円程度に抑えられているとい う。 これは、配合飼料による養豚に比べて安
価な飼料費であり、その結果飼養期間を長くできることにっながっている。 こういった努力によ
って生産されている豚肉への評価は高 く、配合飼料を給与した豚肉より高く取引されている。
図3-1リ サイクノL養豚システム概略図
4)現存する食品残渣の リサイクルシステムの処理料金
排出事業所が支払っている処理料金は、事業所ごとの回収作業の難易度、回収量、輸送距離等
によって異なっている。大阪府調査1)によると平成4年 度では、魚 あらの リサイクル業者の処理
一38一
料金は平均6.33円/kg、養豚業は平均12.2円/kg、廃棄物処理業者は平均18.32円/kg、市町
村処理は平均12.53円/kg、廃食用油の処理料金は、平均4.96円/kgとなってお り、 リサイク
ル業者に支払われる処理料金が概ね安い状況であった。過去においては、食品残渣が有価物 とし
て売却できていた経緯があることなどか ら、一部では処理料金を払 うことへの理解を得 ることが
難 しい状況や、また分別に手間をかける必要があることか ら処理料金を低 く設定 しなければ分別
回収できない状況などが、この背景にあると推察された。処理コス トが安 くなることが排出事業
所の分別意欲のインセンティブ となっているが、一方で処理料金を安 くすることが食品残渣再生
事業の採算性を悪化 させることから食品残渣の再生事業が民間で拡大 しなかった一つの要因とな
っていると推察 された。
一方、 リサイクル業者等へのヒヤリング調査によると、最近の処理料金は平成4年 時点の1.2
～1.5倍程度に上昇 しているが、 リサイクル業者に支払われる処理料金が廃棄物処理業者に支払
われる処理料金より安い状況にあることは変 りないとのことである。ただ し、京都府下において
民間で事業化 されている飼料化施設においては、事業 としての採算が成 り立つ処理料金(30円/k
g程度)が設定されている。こういった状況は、食品 リサイクル法によって食品関連事業者の再生
利用への取 り組みが義務付けられたことによって可能となったものである。
第5節 小括一望ましい食品資源循環システムの提案
都市域から発生 し事業系一般廃棄物 として焼却処理 されている大量の食品残渣にっいて、窒
素 ・リン循環及び炭素循環を適正化 し、環境負荷のT威、資源利用効率の向上を可能にし、食料
安全保障に寄与する食品残渣の望ましい循環システムとして、飼料化を組み込んだ多段の循環シ
ステムの確立が望ま しいことを第2章 において明らかとした。
本章では食品残渣由来の再生飼料への需要が十分大きいこと、飼料化において考慮すべき飼料
の安全性や栄養価値、その他について把握 した。また、食品残渣を需要側が必要 とする品質の飼
料に再生するためには、排出源において異物が混入しないよう分別 した食品残渣が排出される必
要があり、市民や事業者の分別排出への意識の醸成が不可欠であるが、事業系一般廃棄物として
排出されている食品残渣についても、事業者が意識することによって異物の混入がない状態に分
別され食品残渣 として回収できること、これ らの食品残渣が栄養成分から見て十分に飼料として
有用なものであることを排出特性の調査 ・検討により明らかにした。
そこで、異物の混入がないように分別排出されることを前提 として、食品残渣の排出状況、栄
養成分等を基に、飼料化を組み込んだ食品資源循環システムを検討 し、図3-2に示す望ましい食
品資源循環システムを提案する。そのシステムの概要は以下のとお りである。
従来より分別回収、再生利用 されている魚 あら、廃食用油については、そのシステムが健全に
維持されることが望まれる。
第3節 では食品残渣をその成分によって大きく3つに分類 したが、成分が安定 したA群の食品
残渣の中でも、食パンや麺類など炭水化物が多く糊 旨肪が低い食品残渣は、豚の飼料 として好ま
れるものである。また、す しレス トランの残飯やおからは粗蛋白質の含有量が高く、成分が安定
していることから、より価値の高い飼料への有効利用が可能であり、副資材 との混合調整によっ
て流通価格が高価な養魚用飼料への利用の可能性がある。また、食パンや麺類は、牛の飼料への
利用も可能である。
B群の食品小売業や卸売市場な どから排出される水分が高い野菜 ・果実屑は、飼料利用におい
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ても堆肥化においても利用方法が難 しい食品残渣であるが、特にビタミン類をは じめとする有用
な栄養成分を含んでいる。卸売市場やスーパーマーケッ トなどの生鮮食品小売業からまとまった
量が排出されるが、こういった事業所では排出時点で動物性食品残渣 と確実に分別できることか
ら、牛の飼料として有効利用できる可能性が高い。
C群の食堂、学校給食などから排出される残飯類は、成分が変動 しやす く糊 旨肪含量が高いた
め、その飼料利用においては飼料成分の安定化や、粗脂肪、食塩濃度への配慮が求められる。 し
か し、豚や鶏の飼料 として十分な栄養価値があ り、排出源が多様で数多 く存在することから、多
量に回収 して成分を均質化、安定化することを前提 として、従来か らの活用方法である豚や鶏の
飼料への有効利用方法を検討する。
一方、カビが生えたものや異物分離が困難な生ごみ等については、メタン発酵処理によるエネ
ルギー回収を検討する。第2章 第3節 で述べたように、メタン発酵処理によるエネルギー回収で
は消化液の利用方法によって資源利用効率が大きく変る。消化液を肥料 として農地還元できる場
合や、消化液中の栄養塩類を利用 したバイオマス生産ができれば資源利用効率が大きくなるが、
大都市近郊での大規模な消化液利用は困難であろ う。その場合は、消化液が都市か らの環境負荷
として新たに上積みされることがないよう、消化液の脱窒素処理や凝集処理 とその汚泥の堆肥利
用が不可欠である。また、食品残渣に含まれるリンはメタン発酵処理によって リン酸にまで分解
されていると考えられ、これをリン酸マ グネシウムアンモニウム(ASAP)やヒドロキシアパタイ ト
(HAP)などへ結晶化 し回収できれば、飼料添加物 として再利用できる可能性もある。
なお、食品残渣の飼料化システムに不可欠な発生源における市民の分別排出への意識によって
進められてきた家庭や地域における食品残渣の堆肥化、農業利用等の活動は、循環共生農業への
意識の醸成や新 しい循環型食文化や廃棄物管理/資源循環型コミュニティの実現を可能にする活
動 として積極的に持続すべきあると考えられる。従って、分別収集の実現が容易ではない家庭系
の生ごみの有効利用方法 として、現在進められているコンポス ト化に加えて、家庭でメタン発酵
処理によるエネルギー回収と液肥利用ができれば、二酸化炭素の排出量を削減 し資源利用効率を
さらに高める方法 として有効であり、その可能性にっいて検討することが望まれる。
本章では、食品残渣の飼料化を軸 とした再生利用システムと、食品残渣の再生飼料の利用を組
み込んだ畜産、及び畜産糞尿等を利用 した農業か ら生産される食料の供給システムからなる循環
システムを望ましい食品資源循環システムとして提案したが、本システムを実現するためには、
食品残渣の飼料化技術の確立 と、食品残渣の分別排出への市民の合意形成が課題 となる。
本論文では、望ましい食品資源循環システムを現実に近づけるための個別の技術的課題を解決
し、飼料化システムが事業 として成 り立つための社会経済面における課題を把握することを目標
としてお り、次章以下においては、主 として技術的課題を解決するための取 り組みについて述べ
る。
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望ましい食品資源循環システムを構成する
再生利用システムとその技術課題
第4章 飼料化のための容器包装類の除去システム
第5章 食品残渣のマダイ用飼料化システム
第6章 野菜 ・果実屑を利用した牛の飼料化システム
第7章 残飯類の乾燥飼料化システム
第8章 メタン発酵処理等エネルギー ・資源回収システム
第4章 飼料化のための容器包装類の除去システム
第3章 で提案 した望ましい食品資源循環システムに組み込む食品残渣の飼料化を実現するため
に克服すべき課題の一つに、異物分離、容器包装材の除去技術の確立がある。
スーパーマーケッ ト、百貨店、コンビニエンスス トアなど、食料品小売業か ら排出される食品
残渣は容器包装類に入ったものが多く、異物がまったく混入しない精度でこの容器包装類を除去
することが大きな課題となっている。その方法としては、人手による容器類の除去がもっとも確
実な方法ではあるが、処理コス トの上昇につながることなどから容器包装類に入った食品残渣の
再生利用の大きな障害となっている。
そこで、本章では、容器 包装類から食品残渣を分離ずるモデルシステムを検討 し、その処理コ
ス トを試算 している。
なお、本章は、(社)食品需給研究センターの平成12年 度食品製造業ゼロエ ミッションシステ
ム構築事業で、大阪府立農林技術センター(現、食 とみ どりの総合技術センター)の指導を受けて、
株式会社 コスモが実施 した 「スーパー等小売業から排出され る期限切れ食品残さの包装袋除去及
び飼料化 ・堆肥化技術の実証」研究事業i)に、研究協力者 として参加 し、一部の実験 とデータ解析、
及び報告書の作成 を担当して得た研究成果を基に検討 したものである。
第1節 容器包装類の分離方式の選定
食品残渣の飼料化 を目的として容器包装類 と内容物を分離する場合は、分離 した食品残渣に容
器包装類が混入することがない方法を確立する必要があり、堆肥化などを対象 として開発 されて
いる容器包装を粉々に破砕 して分離する方式では、その破片が分離側に混入する可能性が高く、
飼料化を目的 とした容器包装類の除去技術 として適用できないことは明らかであった。
従来から食品残渣の飼料化を行っている養豚農家では、特に飼料に適 したパンや麺類などを多
量に利用する場合にはカッターなどで袋を切断 して人手による除去作業を行っているが、カッタ
ーなどに内容物が付着 して効率が低下する状況が多 く見 られた。そこで、容器包装類を粉砕せず、
内容物に接触せずに容器包装類を切断、分離できるシステムが検索され、選択 された圧縮式袋除
去機 とCO2レー ザー切断機の性能を実験によって把握 している。
第2節 圧縮式袋除去機による容器包装類の除去実験
圧縮式袋除去機は、本来、蟹の肩肉を採取するために使われていたものであり、孔の明いた ド
ラム(網目ローラ)とゴムベル トの隙間に対象物を入れ、圧縮することにより肉と異物(蟹がら)
を分離する大変シンプルな構造をした機 賊である。実験では、この機械を容器包装に入った食品
を容器包装から分離する目的で使用できるよう、本来の機械に新たにインバータを付けて回転数
を可変できるように改良 し、分離性能や運転条件等 を検討 している。
1)実験方法
実験装置の構造図 と外観を図4-1、写真4-1に示す。実験は、回転数 と3種類の異なった目幅
の網 目ローラの組み合わせを変えることによって、16種類の容器包装入 り食品を対象に、運転条
件の把握 と袋除去効率の測定を行った。
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使用機械:(株)ア ブコ製 、網 目ロー ラ式採 肉機
ドラム径:φ405㎜、ベル ト幅:210㎜、
動力:2。2kW×200V×60Hz
設定回転数:10～30rpm
網 目ロール 目幅:φ3、 φ5、φ8㎜
図4-1圧縮式袋除去機構造図 写真4-1圧縮式袋除去機
2)実験結果
品目ごとの袋除去の状況を写真4-2～22に、実験条件ごとの結果を表4-1に示す。
実験結果によると、回転数による除去率の変化はなかった。処理能力は回転数に比例す るため、
回転数を上げれば処理量が増えるが、30rpmで運転すると機械構造上ベル トに負担が掛か りすぎ、
時々高い電流値を示すことがあった。
このことから、回転数20rpm、目幅 φ5㎜を最適運転条件として、この条件における処理能力
を次式によって算出した。算出した処理能力を表4-2に示す。
処理能力(袋/時 間)=πD×60n/(L×1.1)
D:網 ロール径(φ405㎜)
n:回転数(20rpm)
L:対象品の大きさ(㎜)
ただし、ここで算出した処理能力はベル トスピー ドと対象品の大きさ(=長辺)での計算値であ
り、実際はおにぎ りなどの小 さな形状のものは一度に数個処理できるが、ここではこの点を考慮
していない。
①こんにゃく
除去状態:前 処理のカッ トをしないで機械にかけたが、
蘂驚 二欝隷撫 謙 囲 圏圏琵幽
注:「前処理のカ ット」について
こんにゃく ・豆腐 ・乳酸飲料 ・プ リンや牛乳のよ
うなパ ックが密閉 されていて、なお且つ液状若 しく
は液が満たされている物については、圧縮 した際、
容器が破裂 し内容物が飛散するため、あらかじめ前
処理 として、容器に切 り目を入れた。
写真3-2実 験前 ・後
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②ねり製品
除去状態:回転数お よび
目幅にかかわ
らず分離 した。
③豆腐 与・真4-3実験前 写真4-4実験後
除去状態:前処理のカットをしないで機械にかけたが、全 く問題なく処理できた。
但 し、圧縮 して袋がは じける際、水がまわ りに飛び散った。
また、容器の角部分にわずかではあるが、内容物が残った。
写真4-5実験前 ・後
④サラミ・チーズ
除去状態:回転数および目幅にかかわ らず分離 した。ただ、チーズは網 目ローラ穴部に残った。
網 目ローラに入 り込んだチーズは次の除去対象物に押 し出されたため、目詰まりは
しなかった。
写真4-6実験前 写真4-7実験後
⑤焼き鳥
除去状態:串 があるのにもかかわ らず、全く問題なく処理できた。
写真4-8実験前 写真4-9実 験後
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⑥弁当
除去状態:焼き鳥 と同様に、容:器の上からラップフィルムの包装があったが問題なく分離した。
目幅 φ8㎜では、ちぎれたバランが分離側に入ってしまった。また、容暑韻llローラ
部に米粒が少 し残った。
⑦す し
除去状態:回転数にかかわ らず分離 した。
⑧おにぎ り
除去状態=回転数および 目幅にかかわらず分離 した。ただ、米粒および海苔は網 目ローラ穴部
にあたった部分に残った。
⑨プリン 写真3-14実験前 写真3-15実験後
除去状態:前処理のカットをしないで機械にかけたが、全く問題なく処理できた。但 し、容器
の角部分にわずかではあるが、内容物が残った。
写真4-16実 験前 写真4-17実 験後
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⑩食パン
除去状態:ス ポンジのように圧縮 されただけで網 目ロールによってせん断 されず、そのまま排
出された。また、ちぎれた袋の残骸が分離側に入ってきた。回転数および 目幅を変
えても同じ結果だった。
写真4-18実 験前 写真4-19実 験後
⑪牛乳
除去状態:前 処理のカ ットをして機械にかけたが、全 く問題なく処理できた。但 し、圧縮して
袋がはじける際、液がまわ りに飛び散った。
⑫厚揚げ
除去状態:回 転数および 目幅にかかわらず分離 した。
⑬乳酸飲料
除去状態:前 処理のカ ットをして機械にかけたが、全く問題なく処理できた。但 し、容器の角
部分にわずかではあるが、内容物が残った。
⑭ ソーセージ
除去状態:小 さなアル ミの口金が付いていたが、
分離側に入 ることなく除去できた。
但 し、袋側に内容物が意外 と残った。
与 具4-LU夷 駅 彼
⑮ロースハム
除去状態:真 空パックの薄切 りロースハムは、条件にかかわらず問題な く分離できた。
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⑯めん類(う どん)
除去状態:一 部は分離 されたが、袋の中に多く(20～30%重量比)の めんが圧縮 された状態で
残った。回転数および目幅を変えても同じ結果だった。
表4-1圧 縮式袋除去機 の実験結果一覧表
試 験 品 重 量(9) 回転数(rpm) 目 幅(㎜) サイズ(㎜)
Net Grossし渣 10 20 30 φ3 φ5 φ8
0 こんにゃく 300 312 1z 0 0 0 OX OX OX 160×80×25
0 ねり製品 150 161 i1 0 0 0 0 0 0 78×150×25
0 繭 340 36? 20 0 0 0 OX OX OX 115x115x35
④ サ ラ ミ ・チー ズ 40 45 5 0 0 0 0 O ▲ 160×90×20
C 焼き鳥 120 i4a 20 O 0 0 0 0 0 150×90×35
⑥ 弁当 480 510 45 0 0 0 0 0 ● lsoxrsox40
0 すし 300 330 45 0 0 0 0 0 0 155×110×38
⑧ おにぎり 90 100 22 0 0 0 0 0 0 70×70×32
0 プ リン80×3ヶ 240 290 40 0 0 0 0 0 O 180x60x65
10 食パン 350 365 一 X X X X X X 120x115x135
⑪ 牛乳 1000 1075 40 0 0 0 0 0 0 70×70×240
12 厚揚げ 230 250 20 0 0 0 0 0 0 90×90×70
0 乳酸飲料 70 75 8 0 0 0 0 0 0 40×80
⑭ ソーセ ー ジ 35 37 4 0 0 0 0 0 ▲ φ15×160
⑮ ロー スハ ム 50 57 7 0 0 0 0 0 0 100×100×20
⑯ うどん 217 220 3 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 130×130x25
◎:完 全に分離できた。 ○:概 ね分離できた。 ▲:袋 に多くの内容物が付着 していた。
×:全 く除去できなかった。 ●:容 器が混入 した。 ※:液 が飛散 した
表4-2圧 縮式 袋除去機 の処 理能力
品 目
処理能力
(袋/時間)
処理能力
(kg/時間)
品 目
処理能力
(袋/時間)
処理能力
(kg/時間)
0 こんにゃ く 17,350 5,413.20 プリン@80×3ヶ 23,134 6,708.7
0 ねり製品 17,795 2,865.0io 食パン
0 繭 12,070 4,429.7⑪ 牛乳 19,829 21,316.2
④ サ ラ ミ ・チ ー ズ 15,422 694.0 12 厚揚げ 15,422 3,855.5
0 焼き鳥 15,422 2,189.913 乳酸飲料 34,700 2,602.5
⑥ 弁当 7,711 3,932.6⑭ ソーセージ 92,534 3,423.8
O すし 12,618 4,163.9⑮ ロー スハ ム 13,880 7sr.a
⑧ おにぎり 19,829 1,982.9⑯ うどん
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3)考察
圧縮式袋除去機の実験では、網 目ロール 目幅が最大のφ8㎜使用時に弁当のバランが一切れ混
入 したが、それ以外の異物混入はなく、網 目ロール 目幅 φ5㎜の最適条件での運転において異物
の混入はないことを実験によって確認できた。
圧縮式袋除去機は、特に弁当 ・す しなど容器の上にラップフィルムで包装されたものや串に刺
さった焼き鳥など、従来、分離に困難を極めたものにも優れた除去性能を示 した。また、その処
理速度は、少なくとも人手による容器包装除去速度の10～20倍程度になることが把握できた。
さらに、牛乳及び乳酸飲料のような液体でも分離することができた。ただし、流動性のある液
状物の分離では、原料がホ ッパーから網 目ロール とベル トにかみ込まれてい く過程で圧縮されて
後部に移動 し、こらえきれなくなった密封容器が破裂、投入ホッパー側に液が勢いよく飛散した。
実験では、人手により対象品を網 目ロールに対しほぼ直角に入れたが、自動供給の場合、斜めに
入ることも予想され、広い範囲での飛散防止カバーが必要と思われた。
パン類はスポンジのように圧縮 されただけで分離できなかった。圧縮式袋除去機は、網 目ロー
ル とベル トにより圧縮 しながら内容物を後部に押 し出し、網 目ロールの外周面 と穴部との圧縮力
の違いにより内容物をせん断し、穴から押出す構造である。生地の内部に多量の空気を含むパン
類はスポンジのような物性であるため、圧縮されても袋から後部にスムーズに移動せず、容器 と
生地が複雑に絡みせん断に至らないと考えられた。
また、麺類は圧縮 され、一旦穴部に入 り込むが、袋との付着力が強 く、ベル トエン ドの加圧部
を過ぎると袋側に戻ってきた。 これは、めん類のフィルム状の袋に柔軟性や伸縮性があり、内容
物が入った状態で圧縮 されると変形 して一部の(あ る程度の)内容物を保持 してしま うためと考
えられた。しかし、フィルム状の袋に入ったこんにゃくはまったく問題なく分離できたことから、
内容物と袋が簡単にはがれるかどうかが除去性能を決定する一つの要因 と考えられた。
従って、フィルム状の袋に入ったものの うち、内容物 と袋が簡単に剥離するものは圧縮式袋除
去機によって分離できるが、袋と内容物 との付着性が高い場合や内容物がスポンジのように圧縮
されて しまう場合には圧縮式袋除去機による袋除去は難 しいと考えられた。
以上の検討により、圧縮式袋除去機は、伸縮性の少ない硬めの容器に入った食品残 さや、内容
物 と袋が簡単に剥離するフィルム状袋入 り食品残 さの分離に適 した機械 と考えられた。
このように、適用できない食品残 さや容器包装類が一部あるものの、現状の人手による袋除去
作業を考えると、圧縮式袋除去機は非常に価値がある機械と言える。
今後の導入に付いては、安全カバー兼用液飛散防止カバーと、原料 自動供給機 を設置すること
で連続運転が可能であるが、洗浄 しやすい構造への改良が課題である。
第3節CO2レ ーザーによる袋類の切断実験
CO2レー ザーは、CO2ガスを封じ込めたチ
ューブ内でRF放 電 された光が端部に設けられ
た全反射 ミラー と反射出力カプラーにより増幅
され ビームとなり出力 される。この光の共振に
際してチューブ長が重要な要素 となる(図4-1)。
樹脂の加工に特に適 していて、そのほとんどの
ビームエネルギーは樹脂に吸収 されて切断、融
図3-1CO2レ ーザー発振器構 造図
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着、穴明け、接合、蒸発、重合などの作用を起こす。集光レンズにより光東を0.05㎜程度に絞 り
込むと、3000℃以上の熱でセラミックのような高温材料でも蒸発 させ切断することができ、外部
の ミラーを動かすことによって自由な形状に非接触で加工す ることが可能であるとされている。
そこで、CO2レーザーデモ機によって袋の切断性能について試験を行い、最適運転条件 と処
理能力を求めた。
1)実験方法
レーザーデモ機(図4-2)を使用 して、そ
の切断スピー ドを変えなが ら、包装材質の種
類別に効率的な切断スピー ドを確認 した。
使用レーザー:米 国シンラッド社製
CO2レーザー 空冷式
波 長:10.6,um
出 力:0～25W
設定可能切断スピー ド:10～1000mm/s
なお、使用 したデモ機の レーザー冷却装置が
万全ではなかったため、出力を60%(15W)に固 図4-2レーザーデモ機イメージ
定 して実験をおこなった。
レーザーによる袋類の切断スピー ドは、主としてレーザー出力と切断対象物の材質によって決
まる。実機設計に向けて、以下の(a)～(e)の実験対象品の切断スピー ドをレーザーデモ機によ
って確認 した。
(a)麺類(う どん ・そ ば ・ラー メン)
サイズ:130×130×25(max)
160×150×25(袋)
重 量:220g(表 示200g)
袋材質:PP(ポ リプ ロピ レン)
(c)菓子パ ン(あ んパ ン)
サイズ:φ100～115×45(max)
180×145×45(袋)
重 量:1159
袋材質:PE(ポ リエチ レン)
(b)食パ ン
サイ ズ:120×115×135(max)
重 量:3659
袋材質:PE(ポ リエチ レン)
(d)その他 トレー
材 質:発 泡 スチ ロール
(e)ラップ フィル ム
材 質:ポ リ塩化 ビニル
2)実験結果
品目ごとの切断結果を表4-3に示す。レーザー出力15Wにおける切断スピー ドは トレーについ
ては20mm/s、それ以外のフィルム状の袋類では50mm/sであることが把握できた。
以上の実験結果から、次式により実機(25W)における切断速度推定値を求め、実機の切断速
度を決定した。ただ し、プラズマ放電の変動率が±2%であるため連続安定出力を95%として算
出した。 レーザー出力25Wでの切断速度換算値を表4-4に示す。
切断速度(㎜/s)=25(W)×95(%)÷15(W)×V(㎜し/s)
V(㎜/s):15W出力時の最適切断スピー ト
次に、以上によって求めた切断速度により、それぞれの袋を切断する実験を行ったところ、す
べての袋は問題なく切断できた。
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表4-3CO2レ ーザー切断ス ピー ド実験結果(レ ーザー出力:15W)
No
品 目
切断速度:V(㎜/s)
10 20 30 40 50 100 200 300 400 500
(a)麺類 ・うどん・そば・ラーメン
材質:ポ リプロピレン
0 0 O 0 0 △
(b)食パン
材質:ポ リエチ レン
O 0 0 O 0 △
(c)
菓子パン(あ んパン)
材質:ポ リエチ レン
O 0 O 0 0 △
(d)その他の トレー
材質:発 砲スチロール
0 0 X X
(e)
ラツプフイルム
材質:ポ リ塩化 ビニ リデン
0 0 0 O 0 0 0 0 0
◎:完 全に切断 された。 △:一 部切 り残 しがあった。
×:レ ーザー ビームが貫通 しなかった。
表4-4実機における切断スピー ド
最適切断速度
(mm/s)
(a)麺類(う どん ・そば ・ラーメン)
材質:ポ リプ ロピレン
75(79.2)
(b)食パ ン
材質:ポ リエチ レン
75(79.2)
(c)菓子パ ン(あ んパ ン)
材質:ポ リエチレン
75(79.2)
(d)
その他の トレー
材質:発 砲スチロール
30(31.7)
(e)
ラ ップフィルム
材質:ポ リ塩化 ビニ リデ ン
600(633.3)
()内:計 算値
第4節 最適容器包装除去システムと処理コスト
実験結果か ら、圧縮式袋除去機で分離できなかったパン類 と麺類の袋除去ではCO2レーザー
によって袋に切 り目を入れ、圧縮式袋除去機で分離するというように2種の袋除去機を組み合わ
せることによって、スーパーのみならず一般に流通、販売されているほぼすべてのプラスチック
製、紙製の容器包装に入った食品残渣の分離が可能であると考えられた。
すなわち、飼料化を目的とした食品残渣の容器包装類の除去方法 として、COZレーザー切断 ・
圧縮式袋除去機が、最適モデルの一つであると考えられる。
そこで、CO2レーザー切断 ・圧縮式袋除去機によって容器 包装類 と食:品残渣 を分離するとし
て、袋除去工程のみの処理コス トを試算する。試算の条件は、以下のとお りである。
稼動時間:6時 間/日 ×25日/月(年間300日稼動)
作 業 員:4,500,000円/年・1人
1)圧縮式袋除去機の処理コス ト
CO2レー ザー切断 ・吸引式袋除去機 と同様にして圧縮式袋除去機の品目別の処理費を算出し
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た ところ、0,14～4.15円/kg、平均1.25円/kgとなった(表4-5、4-6)。圧縮式袋除去機 は時間
当た りの処理 量が大 きい ことか ら、処理 コス トは非常に低い もの となる。
表4-5①電力料金
電力量
(kWh)
単 価
(円/kWh)
襯
(円/日)
醗
(円/年)
1.76 12.s 130 38,966
表4-5②機械償却費
機械価格
(円)
償却率
(10年)
償却費
(円/年)
7,200,000 0.100 648,000
表4-5③処理原単価
円/年
5,186,966
円/時
2,882
表4-6圧縮式袋除去機の品目別処理費
品 目
コス ト
(円/kg)
品 目
コス ト
(円/kg)
こんにゃ く 0.53 おにぎり 1.45
ねり製品 1.01 プ リ ン@80×3ヶ 0.43
繭 0.65 牛乳 0.14
サ ラ ミ ・チー ズ 4.15 厚揚げ 0.75
焼き鳥 1.32 ヤクル ト 1.11
弁当 0.73 ソーセ ー ジ 0.84
すし 0.69 ロー スハ ム 3.64
2)CO2レーザー切断 ・圧縮式袋除去機の処理コス ト
圧縮式袋除去機での袋除去が困難であったパン、麺類の袋にCO2レーザーによって切 り目を
入れ、その後に圧縮式袋除去機で袋を除去するとした場合のそれぞれの処理量を表4-7に、作業
員が1名で対応するとした処理 コス トを表4-8に示す。また、レーザー切断機の袋に切 り目を入
れる作業を人手によって行 うとした場合の処理コス トを作業員2名 として試算 した。
試算結果より、レーザーによって切 り目を入れ、その後に圧縮式袋除去機で処理すれば、人手
によって切 り目を入れる場合より処理費が低減できることが分かった。
表4-7レーザ切断 ・圧縮式袋除去方式の処理能力
品 目
レー ザー 圧縮式
(袋/時間) (kg/時間) (袋/時間) (kg/時間)
うどん 2,077 457 10,672 2,348
そば 2,077 457 10,672 2,348
食パン 2,348 857 12,064 4,403
あんパン 1,862 214 9,568 1,100
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表4-8レーザー切断 ・圧縮式袋除去方式の処理費(単位:円/kg)
レーザー切 目 圧縮式袋除去 合計 人手切目+圧縮式
うどん o.z i.a 1.9 2.3
そば 0.7 1.2 1.9 2.3
食パン 0.4 0.7 1.1 1.a
あんパン 1.5 2.6 4.1 4.9
第5節 小括
スーパーマーケッ ト等から排出される容器包装類に入った食品残渣を、異物がまったく混入し
ない精度で、容器包装類 を分離す るシステムについて、CO2レーザーによる切断機 と圧縮式袋
除去機 を用いた実験結果 を基に検討 した結果、次の点が明らかとなった。
圧縮式袋除去機の最適運転条件は、回転数20rpm、目幅 φ5㎜であり、この条件において分離
した食品残渣に異物の混入はまったくなく、特に弁当 ・す しなど容器の上にラップフィルムで包
装 されたものや串に刺 さった焼き鳥など、従来、分離に困難 を極めたものにも優れた除去性能を
示 してた。 しか し、パ ン類は分離できず、麺類は内容物の一部が袋に残った。このように適用で
きない食品残 さや容器包装類が一部あるものの、現状の人手による袋除去作業 と比較すれば圧縮
式袋除去機の処理速度は少なくとも10～20倍程度は大きいことが分かった。
パン類や麺類の袋のように袋 と内容物 との付着性が高い場合や内容物がスポンジのように圧
縮 されて しま う場合にはCO2レーザーによって切 り目を入れ、圧縮式袋除去機で分離するとい
うように組み合わせることによって、スーパーのみならず一般に流通、販売 されているプラスチ
ック製や紙製の容器包装に入 った食品残渣が、ほぼ全て高速で分離できると考えられた。
人件費、機械 の減価償却費、電力費を含む袋除玄工程のみの処理 コス トは、圧縮式袋除去機の
みで分離可能なものは高 く見積もっても0.53～4.15円/kgで、パンや麺類のようにCO2レーザ
ーによって切 り目を入れ、圧縮式袋除去機で分離するものでは、1.9～4.1円/kgと計算された。
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第5章 食品残渣のマダイ用飼料化システム
我が国の養殖業は昭和40年 代に始まり急速に発展、近年ではハマチ、マダイ、その他フグや
エビ、クエなどの高級魚 も養殖 されている。これ らの餌は主にイワシの魚粉を主原料 とする配合
飼料が給与されてお り、わが国での需要量は年間約50万トン程度で、タイ用はその1/3程度 と推
定されている1:)。近年、養魚用飼料原料であるイワシの漁獲量が激減 し、飼料経費が高騰 してい
るため、多くの魚粉代替蛋白質源が検索 されている。
マダイについては完全な肉食性ではなく海藻類も食べることから、エネルギー源 として植物性
蛋白質や炭水化物をある程度利用できると考えられてお り、マダイ用飼料に適 した成分の食品残
渣を選択することによって、食品残渣のマダイ用飼料への再生利用が可能であると考えられる。
また、養魚用飼料は、他の飼料 と比べて流通価格が高価なことから、食品残渣の再生利用が可能
であれば事業 としての採算性も期待できる。
そこで、本章では、第3章 で提案 した望ましい食品資源循環システムに組み込む食品残渣の飼
料化システムの一つ として、食品残渣をマダイ用飼料 として再生利用するシステムを確立するた
めに、食品残渣の排出状況や成分を基にマダイ用ペレット飼料の原料に適 した食品残渣を選択 し、
保存1生、加工性等を高める乾燥技術 と、栄養的にバランスの とれた高品質の養魚用飼料を製造す
るための原料 と副資材の配合による加工技術を明 らかにし、マダイ用ペ レッ ト飼料の製造コス ト
を試算 して、システムの実用化への課題について検討 している。
なお、本章は、(財)食品産業センターの平成12年 度中小食品産業 ・ベ ンチャー育成技術開発
支援事業において、大阪府立農林技術センター(現、食 とみ どりの総合技術センター)、大阪府水
産試験場の指導を受け、近畿環境興産㈱が実施 した 「食品残渣の高品質加工処理による養魚用餌
料の開発」研究事業2)に、研究協力者 として参加 し、一部の実験、データ解析、及び報告書の作
成を担当する業務を通 じて得た研究成果を基に検討 したものである。
第1節 養魚用飼料原料に適した食品残渣
養魚用飼料には、蛋 白質が多く、脂肪分が少なく、比較的発生量 と質が安定 していて回収 しや
すい食品残渣が適 してお り、実験では食品製造業から排出される練 り製品残渣 と、事業系一般廃
棄物として処理されている寿司残渣やおから、及び魚あらから再生 されているフィッシュミール
(以下、あらミール と呼ぶ)と再生時に副生するソリュブルを主原料に選択 した。
大阪府の調7,IC3,4)によると、府下の魚あら発生量は360t/日程度であり、約40%が回収 されフ
ィッシュミールに加工 ・再利用 されている。また、府下のおからの発生量は250t/日程度あり、
排出段階での異物混入の可能性は極めて少ない。寿司残渣は回転寿司チェーン店から時間切れで
廃棄 される寿司で、府下に広 く展開 している3社127店舗で1店舗 当た り平均45kg/日、計5t
/日程度廃棄 されている。飼料 として再利用す るための分別協力を依頼 し、異物(はし、お茶パ ッ
ク等)混入のない寿司残渣を回収することができた。食品コンビナー トの練 り製品製造業から製品
残渣が概ね1t/日 発生 しているが、その分別状況は良好であった。回収 したおから、寿司残渣、
練 り製品残渣の一般成分組成を表5-1に示す。水分は常圧加熱乾燥法、粗蛋白質はケルダール法、
棚 旨肪はジエチルエーテル抽出法、粗繊維はろ過法、灰分は直接灰化法による5)。
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表5-1原料の一般成分組成(%)
水分 粗蛋白質 粗脂肪 礫 粗灰分
豆腐粕(おから) 80.1 5.7(28.6)2.6(13.1)2.7(1s.6)0.7(3.5)
練 り製品残渣 71.4 9.5(33.2)0.9(3.1)0.1(o.s)2.1(7.3)
寿司残渣 62.3 6.9(18.3)1.1(2.9)0.1(0.3)1.4(3.7)
注:O内は乾物換算値
第2節 乾燥処理技術の検討
食品残渣 を含水率が充分に低 く蛋白質変性等が少ない状態に乾燥するための機器の選択を目
標に、 ドラム ドライヤ、気流乾燥機な ど数種類の乾燥機の性能調査を目的 とした実験が行われて
いる6-8)。蒸気循環利用による気流乾燥方式は乾燥品の品質やエネルギー効率面で優れていたが、
"ごはん"を多く含むと団子状になり
、団子状にならないように乾燥品を循環 して混合すると焦
げが生じやすくなるなど運転面に課題が残っていた。そこで、本研究では、上記の中で目的に適
した装置 と予測された汚泥乾燥に利用されている解砕機付き気流乾燥機を採用 し、その機能と対
象 とした食品残渣に適 した運転条件等を把握するとともに、伝熱解析によって食品残渣ごとの乾
燥特性を把握 し、"ごはん"を多 く含む食品残渣や練 り製品残渣の乾燥に適 した気流乾燥機の設計
諸元を得た。
1)乾燥設備の仕様
実験に用いた気流乾燥機は、LPGを 燃料 とした熱風(LPG排 ガス十空気)に より直接加熱
乾燥するもので、解砕機はデ ィスクとバーを組み合わせ、高速で回転 させ ることによって被乾燥
物を粉砕する機能 を持つものである。被乾燥物は熱風を吹き込んでいる解砕機に投入 され、解砕
と同時に受熱乾燥 し、所定粒度まで繰 り返 し解砕機に降下 して粉砕乾燥 されるため、解砕機の運
転条件、上昇管高さと気流速度を適切に設定すれば所定粒度に粉砕 しなが ら乾燥することができ
る。実験に使用 した気流乾燥設備の概略図を図5-1に、主要機器仕様を表5-2に示す。
投入機
1バグフ・ルタ1
乾燥管
サイク ン
誘引プアン
排ガス処理施設へ
且
乾燥製品
0 鱗 岸機
バーナー 熱風発生炉
図5-1気流乾燥設備の概略図
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2)乾燥機の運転条件と処理結果
各種実験を通 じ、選択 した食品残渣の乾燥に適 した熱風温度は125℃前後で、140℃を超える
と減率乾燥域にな り乾燥品温度が上がって熱効率が悪くな り、また、100℃以下では解砕機内での
乾燥が不十分で、原料が上昇管に飛出さず解砕機内に堆積することが明らか となった。解砕機回
転数が遅い場 合(500rpm以下)は、投入量に関係なく原料の詰ま りなどが発生 した。実験機の最適
運転条件は解砕機回転数600rpm、熱風温度125℃、64m3/minで、その条件での処理状況を表5-3
に示す。おか らの含水率は10%以下となったが、練 り製品残渣や寿司残渣では気流管長さ不足の
ため25%程度 となった。
表5-2実験プラン ト主要機器 リス ト
機器名称 麟 仕様 電動機(kW)
投入機
熱風発生炉
バーナ
解砕機
乾燥管
サイクロン
サイクロンロータ リーバルブ
バグフィルター
バグフィルタースクリュー コンベヤ
バグフィルター ロータ リーバルブ
誘引プアン
制御ダンパ
コンプ レッサ
1
1
1
1
1
1
1
i
1
1
1
1
1
ホ ッパ付スク リューコンベヤ
内 容 積3.6m3内面 耐 火 キ ャ ス タ ブ ル 張 り
LGP用 バーナ20Nm3/h
ロータ径900㎜ インバータ
上向管 φ700下降管 φ620
単槽サイクロン 胴径 φ1、700
ロータリーバルブ
ろ過面積323m2パル スジェ ッ ト洗浄式
スクリューコンベヤ
ロータリーバルブ
ターボファン350m3/田in700㎜H20
コン トロールモータ付ダンパ
レシプロタイプ 圧力 タンク付
1.5
1.1
11
0.4
0.75
0.4
55
0.4
表5-3原 料別 の処理状況(解 砕機600rpm、熱風125℃×64m3/min)
原料 処理量
(kg/h)
原料含水率
(%)
製品量
(kg/h)
製品含水率
(%)
蒸発水分
(kg/h)
豆腐粕 57 80 13 io 44
練り製品残渣 73 70 29 25 44
寿司残渣 94 60 50 25 44
3)伝熱解析
食品残渣は解砕機で解砕 ・乾燥されながら上昇管に飛出すが、大きな粒子は解碑機 に降下して
解砕 ・乾燥を繰 り返す。伝熱解析では、冷間で求めた解砕機の回転数に対する各原料の粒度分布
関数 と熱収支よ り解砕機か ら排出される粒子の個数、密度、粒子径、水分率を計算 し、気流管の
微小高さ方向での粒子径分布(微 小 ピッチの粒子径に対する水分率、個数、密度)変化 と蒸発量
を微小時間で逐次計算 して気流管での定常状態の熱収支と一致させた。以上の計算を繰 り返 し、
乾燥品の物理的性状、乾燥域の滞留時間分布が測定値:と一致する係数を用いて乾燥特性を把握 し
た。伝熱解析に用いた測定値及び解析式は以下のとおりである。
3)一1乾燥品の物理的性状
乾燥品の性状を表5-4に、レーザー干渉法による球形近似フー リエ級数演算による測定器で
の乾燥品の粒度分布を図5-2に示す。おか らは0.5㎜をピークとする広い範囲に分布 したが、
練 り製品残渣は殆 どが0.3～0.6㎜間に分布 し、寿司残渣は0.3㎜付近を中心に0.2～α4㎜に
85%が分布 した。
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表5-4製品の物理的性状
項目1単 位1豆 腐粕1練 り製品残渣1寿 司残渣
重量 b 75 98 122
容積 cm3 302 298 380
嵩比重 g/cm3 0.25 0.33 0.32
空隙率 一 0.55 0.55 o.z
真比重 g/cm3 0.55 0.73 1.07
含水率 % 8.70 25.10 25.75
60
50
ま40
30
細20
10
0
a o.z
+豆 腐粕
0.40.60.8
粒 径(皿m)
… 置 ・・練 り製 品 残 渣
正 1.2
一圭 一一寿 司残渣
図5-2乾燥品の粒度分布
3)_Z乾燥域(解砕機+上 昇管)での滞留時間
実装置の設計基礎データとして乾燥域の滞留時間を知る必要がある。乾燥実験での立上げ、
停止時の乾燥品排出量分布か ら乾燥域の滞留時間分布を求めたものを図5-3に示す。おから、
練 り製品残渣、寿司残渣の平均値を示 しているが、3原料ともほぼ同じ分布で、投入 してから
乾燥1或を出るまでの平均滞留時間は15～20分であり、解砕機と上昇管内はかなり濃い濃度の
原料が滞留している事がわかった。
a.zs
0.2
a.is
妻 ・1
o.os
0
a 5 10 152025
滞留時 間(分)
30 35 40
図5-3乾燥域(解砕機+上昇管)での滞留時間分布
3)一3伝熱解析式
① 解砕機の伝熱式
解砕機の伝熱 では、下記の解砕機の伝熱式9)を用 いた。
ha=250{Ion〈Nグdp)一1.8},
ha=熱容量係数(kca1/m3h℃)v:解砕機 容積(m3) w:無水原料重量(kg/h)
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d:粒子径(m)p:密 度(kg/m3)
②気流 管中の粒子速度の計算
ス リップ速度=0と して仮 定粒径のRedを 計算 し、それぞれのRedに 対応 した3式(ス
トークス式、 ア レン式、 ニュー トン式)で 粒子速度 を計算 した。
③気流乾燥部 の伝熱式
気流乾燥部の伝熱で は、下記の伝熱式9)を用いて伝熱係数hを 計算 した。
240<(Rθ)rel<1300(ノ>1こ1)=4.35>く10-4(Rθ)1,L.95el
O.05<(ノぞθ)rel<240(Nu)=1,44(Re)■θP・47
(Re)ref:熱風 と粒子 の相対速度基準のReC:d'(㎏一吻 ρ岬ノμ岬、
d':粒子径(m)vg:熱 風速度(`fuS)Ym:粒 子速度(1iUS)
ρ岬S:熱屈し密度(kg/m3)μ 韻S:鰍 占度(kg/m。s)
(Nu):乃4グ毎S
h:伝熱係数(kcal/m2h℃)d':粒 子径(m)
脳S:熱風 の熱伝導度(kcal/mh℃)
④ 物質 ・熱収支
実験測定デー タか ら物質 、熱 収支計算 を行った。熱風物性値 は、LPG排 ガス と空気組成
を計算 し、化 学工学便 覧 に記 載 され てい る物性定数 を使用 した。
3)一4伝熱解析結果
伝熱解析 によって把握 した主な乾燥特性は以下の とお りである。
①解砕機 と上昇管での伝熱
解砕機の解砕 ・伝熱計算 に よる原料の伝熱 代表径 を表5-5に、熱容量係 数 を表5-6に、各原
料 に対す る総伝熱量 の解砕機 と上昇管での伝熱量の比 を表5-7に示す。比重 の軽いおか らは
上昇管での乾燥率 が大き く、比重の重い寿司残渣は解 砕機での乾燥率 が高い く、上昇管 か ら
の落下に よる解砕機 での再解砕 ・伝 熱が各原料 とも15分程度繰 り返 され てい る計算結果 とな
った。
表5-5原料別の伝熱代表径
原料 豆腐粕 寿司残渣 練り製品残渣
伝熱代表径(㎜) 0.05 o.i 0.5
表5-6解砕機の原料別熱容量係数
原 料 豆腐粕 寿司残渣 練り製品残渣
熱容量係数(kca1/m3h℃) 900 550-650 325
表5-7解砕機 と上昇管の伝熱量
原料 豆腐粕 寿司残渣 練 り製品残渣
角覇畷
上昇管
合計
14%
86%
100%
28%
72%
100%
20%
80%
100%
②上昇管中の粒径 と滞留時間
おからは、細かく解砕 された粒子はガスの平均滞留時間 と同 じ約2秒 で排出されるが、0.5
～0.9㎜では20秒以上、1㎜ 程度では上昇管を降下して解砕機で さらに解砕される。練 り
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製品残渣は、細かい粒径(0.1㎜以下)で約3秒 、0.6㎜以上になると解砕機へ降下 し、そ
の間の粒径では5～20秒程度の滞留時間である。寿司残渣も、細かい粒径(0.1㎜以下)は約
2秒の滞留時間であ り、0.4㎜では30秒程度、0.5㎜以上は解砕機へ降下す る計算:結果とな
った。
4)乾燥機の最適化
乾燥実験および伝熱解析を基に、おから、練 り製品残渣、寿司残渣を含水率10wt%に乾燥
する解砕機付き気流乾燥機を設計 した。設計機では上昇管及び下降管を長 く、解砕機の電動機
を大きくし、原料の投入をプ ッシャー方式、除塵をスクラバーによる方式 とした。燃料コス ト
低減と乾燥品への排ガス臭の付着を避けるため、重油ボイラで発生 させた蒸気で加熱 した熱風
により乾燥する方式 とし、蒸気を循環 させるとともに、熱風用空気を排ガスと熱交換 して熱効
率を高める方式 とした。その設備概要を表5-8に示す。なお、設計 した乾燥機による単位時間
当たりの処理量は、おか ら283kg/h、練 り製品残渣330kg/h、寿司残渣396kg/hとなる。
表5-8最 適プラン トの主要機器仕様
機器名称 鱗 仕 様
投入機
蒸気式空気加熱器
蒸気ボイラ
ドレン回収装置
軟水装置
解碑機
乾燥管
サイクロン
脱臭設備(ス クラバー)
誘引送風機
制御ダンパ
循環ダンパ
1
1
1
i
1
1
1
1
1
1
i
1
ホ ッパ付電 動 プ ッシ ャー2.2kW
フ ィンチ ューブ式 、伝熱 面積163m2
A重 油501/h、1、000kg/h×10kgf/cm2
1t/h3kgf/cm2ドレ'ンライ ンポ ンプ
1,000kg/h
ロー タ径900㎜ イ ンバー タ制御15kW
上向管 φ1、000×12mH、下降管 φ800×5mH
単筒 サ イ クロ ン胴 径 φ1、700、
ロー タ リーバル ブ:0.4kW
処 理 ガス量120m3/min
ター ボフ ァン350m3/min×350㎜H20、35kW
コン トロール モー タ付 ダンパ0.4kW
コン トロール モー タ付 ダンパ0.4kW
第3節 マダイ用ペ レット飼料の作製
マダイ養殖において、餌の安定供給、肉質の改善、作業性の改善、海洋の汚染防止などから、
生餌から配合飼料への転換について古くから研究 されているm2)。また安価で安定 した蛋白質供
給の面から魚粉代替飼 料の研究 も多 くなされている13-15)。
魚の生命を維持 し、成長を促進するために、養魚用飼料にはエネルギー源のみな らず、充分量
の必須アミノ酸、必須脂肪酸などが含まれるとともに、魚に悪影響を及ぼす可能性がある脂質酸
化物の含有量が低いこと、マダイが効率的に捕食する形状であるとともにその嗜好性を満たすこ
となど、品質面での様々な課題を克服する必要がある。そこで、3.で乾燥 した食晶残渣及び回収
された魚あらか ら再生されたフィッシュミール(以 下あらミール と略す)等 を主原料 として上記
の観点から必要な副資材 を添加 してペ レット飼料を製造 し、その栄養成分、脂質酸化物等につい
て分析 した結果を市販配合飼料 と比較 した。
1)飼料原料の混合調整
給餌試験によるリサイクル飼料の有効性の実証を目的として2種 のペ レッ ト飼料(以 下、1区
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用、1区用)を作製 した。原料の一般成分組成を表5-9に、配合率を表5-10に示す。1区用ペ レ
ット飼料では、おから乾燥物、練 り製品残渣乾燥物、寿司残渣乾燥物の等量混合物を36%、あら
ミール とソリュブル(回収魚 あら再生時の副産物)をそれぞれ20%ずつ配合 し、粗蛋白含量が約
50%となるようにイワシ原料のフィッシュミールを20%添加 した。II区用ペレット飼料では食品
残渣乾燥物の等量混合物を20%、あらミールを20%とし、イワシ原料のフィッシュミールを55%
添加 した。1、II区用 とも市販のビタミン、 ミネラル類製剤を添加 して撹伴混合 し、ペ レッター
で直径10㎜、長 さ約15㎜のペ レット飼料に成形、平板乾燥機で水分約10%になるように乾燥 し
た。従って1区用ペ レット飼料は原料の76%が、II区用ペ レット飼料は原料の40%が食品残渣に
よって構成されている。なお、対照とした市販のマダイ用ペ レット飼料はフィッシュミール65%、
穀類17%、植物性油粕類5%、米糠2%及びその他から構成 されている。
表5-9ペ レッ ト飼料の主原料の成分組成(%)
項目
水分
粗蛋白質
棚 旨肪
灘
灰分
乾 燥 品
豆腐粕
9.8
20.7(22.9)
6.2(6.9)
13.0(14.4)
4.1(4.5)
練 り製 品残 渣
21.9
21.9(28.0)
5.4(6.9)
10.5(13.4)
5.2(6.7)
すし残渣
7.5
26.9(29.1)
8.9(9.6)
5.6(6.1)
5.0(5.4)
あ ら ミー ル*1
7.4
64.1(69.2)
lo.o(lo.s)
0.4(0.4)
is.r(1s.5)
ソ リュブル*2
56.6
38.0(87.6)
1.5(3.5)
ofo)
5.3(12.2)
ホール ミール
9.7
67.2(74.4)
9.6(ro.6)
0.2(0.2)
14.8(16.4)
あらミール*1;回収魚あらか ら作 られたフィッシュ ミール
ソリュブル*2:魚あ らか らフィッシュ ミール を作 るときに出る副産物
():乾 物換算値
表5-10ペレット飼料の原料配合率(%)
原 料 1区用 II区用 対照区用
豆腐粕乾燥品
練 り製品乾燥品
す し残澄乾燥品
あらミー ル
ホールミール
ソリュブル
CMC
穀類
植物性油粕類
糠
その他
12
12
12
20
20
20
4
6.7
6.7
6.7
20
55
1
3.9
65
17
5
2
11
2)ペレット飼料の成分
作製した食品残渣配合ペ レッ ト飼料の一般成分組成 とア ミノ酸組成、抽出油の理化学的性状を
測定した。一般成分組成は、2.に述べた分析方法5)により、可溶無窒素物(NFE)は100一(水
分+粗 蛋白質+粗脂肪+粗 繊維+灰分)と した。ア ミノ酸組成は過ギ酸酸化処理後、塩酸で加水
分解 し、アミノ酸自動分析法により分析 した。なお、 トリプ トファンは加水分解後、高速液体ク
ロマ トグラフ法により分析 した。各飼料から脂質をクロロホルム ・メタノール混液で抽出し、抽
出油の酸価、過酸化物価、 ヨウ素価を基準油脂分析法(日本油化学会編)に より測定した。
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作製 したペレット飼料の一般成分を表5-11に示すが、いずれの飼料も蛋白質を主体 としたも
のとなっている。魚類の栄養素に対する要求量についての研究の歴史は浅く、養魚用飼料の公定
規格にっいては、ウナギ、コイ、ニジマス、アユの育成用、稚魚用餌付用飼料について粗蛋白質、
糊 旨肪では最:小成分量、粗繊維 と粗灰分では最大成分量が定められているが、海産魚用飼料にっ
いては未だ公定規格は定まっていない16)。淡水魚の公定規格(養 殖水産動物用配合飼料の公定規
格)に よれば、上述の魚種や成長によって異なるが、粗蛋白質では37.0～50.0%以上、棚 旨肪で
は3.0～4.0%以上、粗繊維では4.0～1.0以下、粗灰分では15.0～17.0%以下となっている。一
般に、海水魚は淡水魚に比べて蛋白質の要求量が多いといわれている。マダイの至適蛋白質含量
については約55%とい う報告17)や、40%が適当ではないか とい う報告IS)があり、これらのこと
から食品残渣配合ペ レット飼料の蛋白質含量についてはほぼ満足のゆく水準であると考えられた。
また、ペ レッ ト飼料の粗脂肪含量は12%、粗繊維は2,1%以下、灰分含量13%以下で、淡水魚の
基準をほぼ満たすものであった。
表5-11マダイ用ペ レット飼料の一般成分(%)
項 目 1区用 II区用 対照区用
水 分
粗蛋 白質
粗 脂 肪
粗 繊 維
粗 灰 分
可溶無窒素物
13.8
45.8
12.4
2.1
ro.4
15.5
12.1
52.5
12.3
1.2
13.0
8.9
6.6
46.6
13.7
1.0
15.3
1s.s
摂取された蛋白質は消化管内でアミノ酸まで分解、吸収 され、体内で蛋白質に再合成されるが、
必須ア ミノ酸の種類は動物によってそ う異ならないとされ、動物体 を構成する蛋白質の必須アミ
ノ酸組成 は、動物が要求する必須ア ミノ酸のパターンを示すもの と考えられている。表5-12に食
品残渣配合ペ レット飼料のア ミノ酸組成 と、 トリプ トファンを1.0として計算 したマダイの筋肉
ならびに飼料における必須アミノ酸比率を示 した。調査 したすべての必須アミノ酸が食品残渣配
合ペ レッ ト飼料中に含まれ、各種アミノ酸含量は1区用 とII区用で異なるものではなかった。ま
た、 トリプ トファンを1.0として計算 したマダイの筋肉ならびに食品残渣配合飼料における必須
アミノ酸比率は、1区 用 とII区用でほぼ同様な値 を示 し、タイ肉に比べて大きな差はなかった。
この比較からすれば、2種の食品残渣配合ペ レット飼料のアミノ酸組成は、極端な過不足はなく、
そのバランスは、ほぼ満足できるものであった。
次に食品残渣配合ペ レット飼料の脂質中の脂肪酸組成を表5-13に示 した。ペ レット飼料中の
主な脂肪酸は、パル ミチン酸(C16:0)、オレイン酸(C18:1)、リノール酸(CI8:2)、アラキ ド
ン酸(C20:4)、エイコサペンタエン酸(C20:5;EPA)、および ドコサヘキサエン酸(C22:6;
DHA)であった。ペ レット飼料1区 用 とII区用では脂肪酸組成に多少の違いはあるものの、ほ
ぼ類似 した結果であった。また対照区用飼料 と比較 しても脂肪酸組成に顕著な違いはみ られなか
った。近年、魚の脂質の栄養価についての研究が進み、脂肪のエネルギー源 としての価値、必須
脂肪酸等が各魚種について明 らかにな りつつある。特に必須脂肪酸については、初期餌料のワム
シ、および稚魚を用いた研究の結果、海産魚類の必須脂肪酸は、陸上動物の必須脂肪酸である リ
ノール酸、リノレン酸ではなく、炭素数20以上の高度不飽和脂肪酸、すなわちEPA(C20:5)、
DHA(C22:6)などであることがわかった。このEPAお よびDHAは 海産の魚介類に多く含
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まれ、イワシ等の生餌給与の場合は十分量含まれているのであまり問題 はないが、配合飼料の場
合は不足気味なため添加する必要がある。これ らの脂肪酸の飼料中含量は、マダイの揚合、飼料
の0,5～1.0%とされている。食品残渣配合ペ レッ ト飼料中のEPAとDHAの 割合は、EPAが
1区用1.0%、II区用0.7%、DHAが1区用1.2%、II区用0.9%とな り、充足 されていた。
表5-12ペ レッ ト飼料 のア ミノ酸組成(%)と トリプ トファンを1と した各種 ア ミノ酸 の比率
組成(%) トリプ トファンを1と した比率
19)
項目 1区用 ∬区用 マダイ筋肉 1区用 II区用
アルギニン 2.3 2.7 5.6 5.9 5.0
リジン 3.0 3.8 8.8 7.5 7.0
ヒスチジン i.4 1.7 2.5 3.4 3.2
フェニルアラニ ン 1.6 1.9 3.7 3.9 3.6
チ ロシン 1.1 1.5 3.1 2.8 2.7
ロイシン 2.8 3.5 7.5 7.1 6.5
イ ソロイシン 1.5 1.9 4.4 3.9 3.6
メチオニン 0.9 1.3 2.8 2.3 2.3
バ リン 1.9 2.3 5.0 4.7 4.3
アラニン 2.7 3.2 5.4 6.8 5.9
グ リシン 3.3 3.4 4.4 8.2 6.2
プロリン 2.1 2.2 3.2 5.3 4.1
グルタミン酸 5.8 6.7 13.5 14.5 1z.s
セ リン 1.7 2.0 3.5 4.4 3.7
ス レオニン 1.7 2.1 4.3 4.2 3.9
アスパラギン酸 3.8 4.5 9.7 9.5 8.3
トリプ トファン 0.4 0.5 1.0 1.0 1.0
シスチン 0.4 0.5 1.0 1.1 0.9
表5-13供試飼料の脂肪酸組成(%)
種 類 1区用 II区用 対照区用
C14:0
C16:0
cr6:i
C18:0
C18:1
C18:2
C18:3
C18:4
C20:1
C20:4
C22:1
C20:5(EPA)
C22:5
C22:6(DHA)
4.9
19.9
5.5
4.6
21.8
7.9
1.3
1.5
1.5
10.3
1.5
8.4
1.4
10.0
3.5
18.8
4.3
5.1
25.0
13.7
z.r
1.0
1.s
9.4
1.5
5.3
1.1
7.6
5.2
18.5
6.1
4.0
20.4
5.2
1.1
1.7
2.0
10.3
1.8
10.8
1.5
11.3
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次に抽出油脂におけるヨウ素価 と酸価、過酸化物価を表5-14に示 した。 ヨウ素価は136～150
と高く、食品残渣配合ペ レット飼料の抽出油脂の不飽和度が高いことを示 している。このことは
表5-13で示 したように脂肪酸組成からも明 らかである。脂質酸化物は飼料の安全性 として重要な
要因であるため、酸価、過酸化物価を測定 したが、魚では明確な基準がなく、ヒトや家畜、実験
動物では脂質酸化物が大量に含まれる、あるいは、ひどい酸化物を含む飼料を与えると、下痢、
嘔吐などの急 性毒性を呈 し、重症の場合には死に至ることもある。慢性毒性の場合でも発育や飼
料効率が低下 したり、生産物に悪影響を与える20)。1、II区用ペ レッ ト飼料の抽出油脂の酸価は
13～15の範囲であった。酸価の基準はヒ ト食品のJASにおける植物油脂で5.0以下と定められ、
飼料用 として流通 している動物性油脂では1～50程度、平均10程度で、魚粉は15～80程度であ
る。つまり、酸価において食品残渣配合ペ レット飼料は家畜飼料の平均的な値であった。食品残
渣配合ペ レッ ト飼料中の過酸化物価は9～12の範囲であった。過酸化物価は油脂の初期の酸敗を
知る指標である。参考までに、ヒトの油菓子では50を越えてはな らない と通達されてお り、家畜
飼料用 として流通 している動物性油脂の過酸化物価はおおむね0.5～20の範囲で、魚粉は2～30
である。つまり、過酸化物価においても食品残渣配合ペ レッ ト飼料は問題のない値であった。
表5-14飼料から抽出された油脂のヨウ素価、酸価、過酸化物価
項 目 1区用 II区用
ヨウ素価
酸 価
過酸化物価(meq/kg)
1ss
14.3
1i.i
150
13.5
9.7
第4節 養殖マダイへの給餌試験
作製 した食品残渣配合ペ レット飼料を養殖マダイに給与して、マダイの成長、肉の化学成分お
よび色調に対する影響等について、市販配合飼料 と比較検討 した。ここでは成長について報告す
る。
1)試験方法
試験用の生け寳は、黒色ポ リエチレン5節3.6m角(3.6×3.6×3.6m)を6面用い、1面にマダイ
2歳魚205尾を収容 した。また、生け賛の上面は遮光率90%の寒冷紗で覆った。試験区は1区:
食品残渣配合ペ レット飼料(ソ リュブル入 り)、II区:食品残渣配合ペ レッ ト飼料(ソ リまブル無
し)、皿区:市販配合飼料(対照区)とし、隣接 しない2面 を1組 とした。 試験前の8日間の内5
日間は予備飼育 として食品残渣配合ペ レッ ト飼料2種 と市販配合飼料の混合飼料(1:1:1)を魚体
重の1%給餌 した。
試験期間の給餌量は、魚体重の1%を 目処 とし、6日 間連続給餌後、1日 無給餌 とした。給餌
は1日1回 、午前中に手撒きによったが、摂餌の不良時には、午後にも分けて行った。試験期問
は2000年9,月13日～11,月15日までの63日間で、期間中の給餌量の補正は供試魚の成長、驚死
に対 しては行わず、21日目の中間測定のための尾数の減少とその時点での成長にあわせてのみ行
った。
2)試験項 目
試験開始時の測定には、生け賓各面か ら5尾ずつ計30尾 を、中間及び最終測定には生け賛各
面から20尾ずつ試験区毎に40尾を標本 とした。なお、サンプ リングの前日は餌止めし、試験当
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日に現地で活 け締 め した後、氷冷 にて運搬、測定に供 した。マダイ の成長 は、全長、体長 、体重、
内臓 重量、肝膵臓重 量を計測 し、雌雄、肝膵臓の色調 な どを記録 した。成長測定結果 はThompson
の棄却検 定の後、飼 料の種 類 を因子 とした一元配置分散分析法 によ り処理 した。また、有意差の
み られた場合はTukey21)の方法 に より多重比較 を実施 した。
3)試験結果
試験期 間中の水温は9,月では25.5～24.8℃、10月では23.6～21,6℃、11,月で は21.6～9.6℃
で、9月 と11,月は平年並 み、10月はやや低めに推移 した。塩 分量は32.2～32,9%。で安定 してお
り、水温、塩 分共 に、マダイの飼 育に大 きな影響 を与 えるものではなか った。飼 育密度 は試験終
了時で約6.3Kg/m3とな り、一般 的な出荷前の飼育密度例22,23)7～17Kg/m3などよ り小 さく、特 に
問題 はない もの と考え られ る。
各区 とも摂餌 は良好 で、ほ とん どの場 合残餌 はな く、残餌 がある場合 にも、午後 か らの給餌 で
全てを摂食 した。試 験期 間中の艶 死は、1区 で3尾(艶 死率0.75%)、II区で2尾(同0.5%)、皿区
で5尾(同1.25%)と僅かで あった。試験 開始時の平均魚体重 は1115.7±24.6gで、終 了時のそれ
は1区1411.1±29.3g、■区1488.5±35.3g、皿区1353.2±23,4gであ り、II区の成長が良 く、
1区がそれに次ぎ、II区とm:区の間に有意な差 がみ られ た。体長 の成長 では、試験終 了時のII区
に良い傾向があったが、他 区 との間に有意差はなかった。比 内臓 重では、1区 が他 の区に比べ高
く、内臓 の重量が増加 していた。これ は、主に腹腔内の脂肪塊 の増加 に起 因す る もの と思われ た。
肥満度(=体 重/(体長)3×1000)では、1、II区が皿区に比べ有意 に高か った。天然マ ダイの肥
満度24～26に比較 し、試 験開始時の供試魚 の肥満度(33.6)は高い値 であったが、各 区 とも試験終
了時にはさらに大 きな値(34。0～35.5)を示 した。 中村24)は、固形飼料の給餌率 として、水温20
～21℃で魚体重1Kg以上 に於 いて、0.7～1.5を適当 としてい る。我妻%)は 高油脂含有飼料の給
餌例 として、水温20℃で給餌 率0,5、22℃で同0.6としている。本試験 におけ る給餌率1.0は過
給餌 であった と考 え られ る。市販配合飼 料に比べ、試 験飼料 で さらに肥満 度が増加 したのは、過
給餌 のほかに、試験 飼料が 高カ ロリーで あった ものか、効率 よ く栄養 が取 り込 まれ た ものかは明
らかでない。
日間成長率、飼料転換効率 、増 肉係数is)を表5-15に示すが、食:品残渣配合ペ レッ ト飼料2種
は市販飼料 との比較 におい ていずれの値 も優れ ていた。マ ダイ1kgサイズでの市販配合飼 料の増
肉係数は2.3～2.5と示 され てい るが26)、試験 結果はそれ に比べ遜色はなかった。以上の ことか
ら、試験で使用 した食 品残渣配合ペ レッ ト飼 料は、マダイへの63日 間給餌 において、市販マダイ
用配合飼料に劣 らない効果 を持 ち、十分実用的で あることが判 った。
表5-15マダイ給餌試験結果
前期 後期 鋼
日間成長率
(%)
1区
II区
皿区
0.75
0.68
0.50
0.18
0.34
0.21
0.37
0.45
0.31
飼料転換効率
(%)
1区
II区
皿区
70.40
63.38
45.13
19.23
36.92
21.28
35.82
45.31
28.97
増肉係数 1区
II区
皿区
1.44
1.64
2.45
5.61
2.71
4.85
2.88
2.25
3.69
一64一
〈参考〉
日間給餌率(%)B=F/[{(No十Nt)/2}×{(Wo一}一Wt)/2}×t]×100
日間成長率(%)1=(Wt-Wo)/[{(Wo+W、)/2}×t]×100
飼料転換効率(%)E=1/B×100
増肉係数R=F/(W,一Wo)
N。:養成開始時の尾数(尾)
N,:t期間養成後の時の尾数(尾)
Wo:養成開始時の魚体の平均体重(g)
W、:t期 間養成後の時の魚体の平均体重(g)
F:養 成期間中の総投餌量(g)
t:養 成期間(日)
第5節 マダイ用ペ レッ ト飼料の製造コス ト
実験で得られた知見から、熱効率を高めコス ト低減を図った最適乾燥システムにおける物質収
支や熱収支から、2つ のモデルケースにおいて1時間当たりの用役費及び乾燥品当たりの製造コ
ス ト等を試算した.
モデルケース①
設計 とおりの重油ボイラで発生させた蒸気で加熱 した熱風により乾燥 し、蒸気を循環 させ
るとともに、熱風用空気を排ガスと熱交換 して熱効率を高める方式である。用役条件、公害
防止条件等は実験ケース と同 じとし、脱臭設備排水は下水道放流 として、下水道料金を積算
した。
モデルケース②
既設工場等の余剰蒸気 と脱臭設備が利用できる場合。用役条件、公害防止条件は実験ケー
スと同 じとした。
1)乾燥コス トの試算:
試算にあたっての条件は以下のとおりである.
○用役条件(用 役単価)
プロパン:412円/Nm3、重油:35円/L、
電力料金:電 力量料金12.3円/kWh、
65%硫酸:32円/kg、24%苛性 ソーダ:32円/kg、12%次亜塩素酸ソーダ:36円/kg
O公害防止条件
排ガス、騒音、振動、悪臭防止は法規に従 う.脱臭設備の処理目標 を表5-16に示す。
○その他:一一目6時間、月25日、年300日稼動 とす る.
表5-16脱臭設備による処理 目標臭気成分
臭気成分 処理後濃度(ppm)
硫化水素
メチルメルカプタン
硫化メチル
ニ硫化メチル
酢酸
アンモニア
トリメチルアミン
o.oz
O.002
0.of
O.009
3
1
0.005
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試算結果を表5-17～5-26に示すが、モデルケース①では乾燥製品1kg当た りの用役費は、豆
腐粕で35円、練 り製品残渣で24円、寿司残渣では13円となった.
モデルケース②の余剰蒸気や脱臭設備の支援があるケースでは、乾燥製品1kg当たり用役費と
して豆腐粕で12円、練 り製品残渣で8円 、寿司残渣では5円 とな り、余熱利用などによる乾燥エ
ネルギーの支援策があれば、乾燥コス トが大きく低減できることが把握できた。
○モデルケース①の試算
表5-171時…問当た り処理量及び製品量(kg/h)
豆腐粕 練 り製品残渣 寿司残渣
処理量
水分割合(%)
283
80
280
70
395
60
製品量
水分割合(%)
63
10
93
io
176
10
注:試算は25℃における結果
表5-18乾 燥伝熱 量(kcal/h)
豆腐粕 練り製品残渣 寿司残渣
騰
上昇乾燥管
伝熱割合(%)
伝熱割合(%)
28,467
22
103,376
78
9,540
9
102,471
91
15,528
12
116,175
88
表5-19製品粒度(代表粒径)の重量割合(wt%)
代表粒径(㎜φ) 豆腐粕 練 り製品残渣 寿司残渣
0.1
0.5
合 計
14
86
100
20
80
100
22
78
100
表5・判20用 役 費:使 用電 力(kWh/h)及び電力 料金(円/h)
豆腐粕 練 り製品残渣 寿司残渣
プラント
合 計(kWh/h)
33
33
33
33
39
39
使用電力料金(円/h)
契約電力料金(円/h)
合 計(円/h)
406
320
726
406
320
726
480
320
800
製品当た り(円/kg) 11.5 7.8 4.5
注:脱臭設備及び給排水に要する電力量はプラント電力量に含む.
表5-Zl用役費:燃 料費(重油使用)
豆腐粕 練り製品残渣 寿司残渣
使用量(kg/h)
使用量(㍑/h)
単価(円/㍑)
燃料費(円/h)
33
38.4
35
1,344
33
38.4
35
1,344
33
38.4
35
1,344
製品当た り(円/kg) 21.3 14.5 7.6
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表5-22用 役費:薬 品使用:量(kg/h)と薬品費
豆腐粕 練り製品残渣 寿司残渣
65%硫酸
24%苛性 ソーダ
12%次亜塩素酸 ソー ダ
o.os
O.53
1.36
o.os
O.52
1.35
o.os
2.02
1.35
薬品費(円/h) 68.5 67.8 1is.8
製品当た り(円/kg) 1.1 o.z o.z
表5-23用役費:給 排水費
豆腐粕 練り製品残渣 寿司残渣
給水量(kg/h)
排水量(kg/h)
198
199
199
200
198
199
給排水費(円/h) 79.4 79.8 79.4
製品当た り(円/kg) 1.3 0.9 0.5
表5-24用役費合計(円/h)と乾燥製品1kg当た り用役費(円/kg)
豆腐粕 練り製品残渣 寿司残渣
電力料金(円/h)
燃料費(円/h)
薬品費(円/h)
給排水費(円/h)
726
1,344
68.5
79.4
726
1,344
67.8
79.8
800
1,344
115.8
79.4
合 計(円/h) 2,218 2,218 2,339
製品当た り(円/kg;) 35 24 13
○モデルケース②の試 算
1時間当た り処理量及び製品量(kg/h)、乾燥伝熱量(kcal/h)、製品粒度(代表粒径)の重量
割合(wt%)は、モデルケース① と同じであり、燃料費(重油使用)、薬品使用 量(kg/h)と薬品
費、給排水費は不要 となる。
表5-25用 役費:使 用 電 力(kWh/h)及び電力料金(円/h)
豆腐粕 練り製品残渣 寿司残渣
プラン ト
合 計(kW/h)
33
33
33
33
39
39
使用電力料金(円/h)
契約電力料金(円/h)
合計(円/h)
406
320
726
406
320
726
480
320
800
製品当た り(円/kg) 11.5 7.8 4.5
注:脱臭設備及び給排水に要する電力量は微小であり、
プラン トに要する電力量に含まれるとした.
表5-26用 役費合 計(円/h)と乾燥製品1kg当た り用役費(円/kg).
豆腐粕 練 り製品残渣 寿司残渣
電力料金(円/h)
燃料費(円/h)
薬品費(円/h)
給排水費(円/h)
726
0
0
0
726
0
0
0
800
0
0
0
合 計(円/h) 726 726 800
製品当た り(円/kg) 12 8 5
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2)ペレッ ト飼料製造の製造コス トの試算
次に、豆腐粕、練 り製品残渣、寿司残渣の乾燥品を用いて調整用の添加物を混合 し、ペ レット
飼料に成形す るのに要する用役費を試算 した。
食品残渣の乾燥 とペ レット飼料の製造における用役費は、乾燥工程の用役費に加えて、調整用
の添加物の材料費及びペ レッ ト飼料の製造工程での電力費を加算する必要がある.ペ レット飼料
の原料 と添加物の材料費を表5-27に示す.
食品残渣配合ペ レッ ト飼料製造における用役費の算出は、乾燥工程における用役費の算出条件
と同様に、モデルケース①及び②の乾燥プロセスによって乾燥 した食品残渣乾燥物 と調整用添加
物を1区用及びII区用の配合比率で混合 してペ レッ ト飼料を製造したとしている.ケース と配合
区分ごとの用役費の試算結果を表5-28～表5-31に示すが、試算結果は、モデルケース①1区用
ペ レット飼料製造の用役費はペ レット飼料1kg当た り46円、モデルケース①II区用ペレット飼
料製造の用役費は70円、モデルケース②1区 用ペ レット飼料製造の用役費は40円、モデルケー
ス②II区用ペ レッ ト飼料製造の用役費は67円となった.
表5-27飼 料原料 と原料コス ト
単価1
1区用 II区用
餌原料
(円/kg)
配合割合 原料量
(%)(kg/日)
材料費
(円/日)
豆腐粕乾燥物
練 り製品乾燥物
寿司乾燥物
あらミール
ホール ミール
ソリュブル
魚油
プレミックス
ビタ ミンーC
コ リン
トリム ミネ ラル1
マグ トップ
リジン
CMC
合計
1kg当た り単価
50
65
1
r60
1,200
2,400
150
550
300
250
550
12
12
12
20
20
20
3
0.z
o.a
O.05
0.05
0.04
0.3
180
180
180
300
300
300
45
3
3
0.75
0.75
0.s
4.5
15,000
19,500
300
7,200
3,600
7,200
113
413
180
1,125
0
1497.654,630
36.5
配合割合 原料量 材料費
(%)(kg/日)(円/日)
6.?
6.7
6.7
20
55
3
0.2
0.2
0.05
0.05
0.04
0.3
1
180
180
1ao
537.3
1477.6
80.6
5.4
5.4
1.3
1.3
1.1
8.1
26.9
26,865
96,044
0
12,896
6,480
rz,960
195
715
330
2,025
14,795
2,685173,305
64.5
以上の用役費にプラン トの施設建設費の減価償却(表5-32)と人件費(表5-33)を加えて製造コ
ス トを試算した(表5-34)。試 算結果は、モデルケース①1区用ペ レット飼料の製造コス トはペレ
ッ ト飼料1kg当た り115円、モデルケース①II区用ペ レット飼料製造コス トは109円、モデルケ
ース②では1区用、II区用 ともペ レット飼料1kg当た りの製造コス トは96円となった.
養魚用ペ レッ ト飼料は比較的高価で、市販価格は1kgあた り140円程度となっている。試算 し
た製造コス トから、食品残渣を原料 とする養魚用ペ レット飼料が流通する可能性は十分にあるこ
とが把握できた。
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表5-28モデルケース①1区 用ペ レッ ト飼料 表5-29モデルケース①II区用ペ レッ ト飼料
製造の用役費:1日 当た り製品量1,500kg/日 製造の用役費:1日 当た り製品:量2,685kg/目
電力料金
気流乾燥機
擬搾混合機
ペレッタ
平板乾燥機
小 計
契約電力
合 計
プラン トi電 力
'J(kWh)i(kWh/目)
35':.198
3.85i3.85
11,02511.025
z.i10.5
51.975214.945
齢
(円/日)
一
「翻繍)i藷 目)
2,435
47
136
129
2,748
気流乾燥騨35
垂豊鮒r機i3,85
ペ レッタ11.025
平 板乾燥 機2.1
小 計51.975
60kw 2,880
5,628
契約電力i60kw
合 計i
198
6.93
19.845
18.9
243.675
盤
(円/日)
2,435
85
244
232
2,997
2,880
5,877
用役費 用役費
鎌
薬品費
給排水
ペレツト
材料費
1,500
kg/目
36.5
円/㎏
8,064
446
463
縢
薬品費
給排水
54,750ペ レ ッ ト1
ヨ
材料費i
8,064
446
463一
2,685
kg/日
64.5;173,183
ミ
円/kgi
合 計 69,351合 計 188,033
ペ レッ ト1kg当た り 46円/kgペ レッ ト1kg当た り 70円/kg
表5-30モデルケース②1区 用ペ レッ ト飼料
製造の用役費:1日当た り製品量1 500kg/日
表5-31モデルケース②II区用ペ レッ ト飼料
電力料金
気流乾燥機
撹絆混合機
ペレツタ
平板乾燥機
小 計
契約電力
合 計
用役費
ペレット
材料費
プラン ト
電力(kWh)
35
3.85
1i.oz5
a.r
51.975
60kw
1,500
kg/日
勧
(kWh/日)
198
3.85
11.02s
10.5
214.945
36.5
円/kg
製造の用役費:1日当たり製品量2
縫
(円/日)
電力料金
2,435
47
136
129
2,748
気流乾燥機
掩絆混合機
ペレッタ
平板乾燥機
小 計
2,880
5,628
契約電力
合 計
0 用役費
54,750ペ レッ ト
材料費
プラン ト
電力(kWh)
35
3.85
11.025
2.1
51.975
60kw
2,685
kg/日
勧
(kWh/日)
198
6.93
19.845
18.9
243.675
64.5
円/㎏
合 計
685kg/日
醗
(円/日)
2,435
85
244
232
2,997
2,880
5,877
0
173,183
60,378合 計 179,060
ペ レッ ト1kg当た り 40円/kgペ レッ ト1kg当た り 67円/kg
表5-32施設建設費と減価償却費(単位:円)
項 目 事業費(円) 償却年 償却率 償却費(円/年)
ケース①
建築設備一式 70,297,000 22年 0.046 2,910,000
機械設備一式 41,543,000 10年 0.1 3,739,000
合 計 111,840,000 6,649,000
ケース②
建築設備一式 60,792,000 22年 0.046 2,517,000
機械設備一式 30,13,000 10年 0.1 2,773,000
合 計 91,605,000 5,290,000
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表5-33人 件費
職 種 単 価(円/年・人)
ケース① ケース②
人 数
(人)
金 額
(円/年)
人 数
(人)
金 額
(円/年)
管理者 8,000,000 1 8,000,000 i 8,000,000
運転員 4,500,000 3 13,500,000 2 9,000,000
補助員 3,000,000 1 3,000,000 1 3,000,000
合 計 5 24,500,000 4 20,000,000
表5-34製 造 コス ト
ケース 飼料区別 製造単価
0 1 115
0 亙 109
0 1 96
0 II 96
第6節 小 括
養魚用飼料に適 した食品残渣 として、排出特性や成分を基に食品製造業から排出される練 り製
品残渣と、事業系一般廃棄物 として処理 されている寿司残渣 とおか らを選択 し、これ らを乾燥処
理 して回収 した魚 あらか ら再生されているフィッシュミール等を加 え、養魚用ペ レット飼料を製
造する技術について検討 した。
"ごはん"を多 く含む食品残渣を含水率が充分に低く蛋 白質変性等が少ない状態に乾燥する技
術 として、汚泥乾燥に利用 されている解砕機付き気流乾燥機を採用 した乾燥実験によって対象と
した食品残渣に適 した運転条件等を把握 し、伝熱解析によって食品残渣ごとの乾燥特性を把握 し
た。 この実験結果から"ごはん"を多く含む食品残渣や練 り製品残渣の乾燥に適 した気流乾燥機
の設計諸元を得て、これを基に重油ボイラ利用の熱風乾燥方式の解 碑機付き気流乾燥機を設計 し、
それぞれの食品残渣の乾燥 コス トを試算 した。
乾燥 した食品残渣 を原料 として副資材を混合 して製造 されたマダイ用ペ レット飼料は、蛋白質
含量についてはほぼ満足のゆく水準で、アミノ酸組成や脂肪酸組成にも極端な過不足はなく、抽
出油脂の酸価、過酸化物価 においても問題のない値であることを把握 した。
このペ レット飼料 による63目 間の養殖マダイの給餌試験結果は、市販マダイ用配合飼料に劣
らない効果を示 してお り、食品残渣由来マダイ用ペ レッ ト飼料が十分実用的であることが分かっ
た。
マダイ用ペ レット飼料を製造する場合の用役費、施設建設費の減価償却費 と人件費を含む製造
コス トは、製品1kg当たり115円とな り、熱や脱臭設備などの支援があれば製品1kg当たり96
円程度 となった。マダイ用ペ レット飼料は比較的高価で、市販価格は1kgあたり140円程度 とな
っていることから、食品残渣を原料 とするマダイ用ペ レット飼料が流通す る可能性は十分にある
ことが把握できた。
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第6章 野菜 ・果実屑を利用した牛の飼料化システム
卸売市揚やスーパーマーケッ トなどか ら排出される食品残渣の一部である野菜 ・果実屑は含水
率が高いため、乾燥による飼料化ではエネルギーコス トを増大させ、堆肥化では発酵を阻害する
要因にな りやすいなど、いずれの処理においてもこれ らが除かれていることが望ましい。一方、
これ らの野菜 ・果実屑は、適切に分別されれば牛の飼料として利用できるものが多く、本章では、
第3章で提案 した望ま しい食品資源循環システムに組み込む食品残渣の飼料化システムの一っと
して、これらの野菜 ・果実屑を長期保存や広域的な流通が可能な牛の飼料 として有効利用する技
術にっいて検討 している。
一般に大規模 な畜産農家では、牧草類を乳酸発酵 させてサイレージとして貯留 ・保管 した り、
機械設備によって配合飼料 と牧草を混合 してTMR(TotalMixedRation:必要な栄養成分がすべ
て配合 されている飼料)を自家製造するが、都市近郊の小規模な畜産農家では、その作業を人手に
よって行 うため、老齢化 と相まって農家にとって大きな負担 となってお り、質のよいサイレージ
やTMRに 対する需要は大きい。
そこで、食品残渣に含まれる野菜 ・果実屑に副資材を混合 して発酵処理することにより、サイ
レージやTMRと して牛の飼料に有効利用する技術を確立するために、(社)食品需給研究センタ
ーの平成12年度食品製造業ゼロエ ミッションシステム構築事業において、大阪府立食 とみどりの
総合技術センターの指導を受けて、株式会社コスモが実施 した 「スーパー等小売業から排出され
る期限切れ食品残 さの包装袋除去及び飼料化・堆肥化技術の実証」研究1)において、乳牛の飼料(サ
イレージ)化を対象 として、精度の高い選別を実現する排出源における野菜 ・果実屑の分別排出実
験、乳酸発酵等による牛の高品質飼料(サイレージ)化実験を実施 している。さらに、(社)食品需
給研究センターの平成13年度食品リサイクル技術開発事業において、ヤンマー農機株式会社、釧
路技研株式会社、株式会社モ リプラン ト、株式会社コスモ、株式会社タクマが共同で実施 した 「食
品廃棄物の高付加価値飼料化等再資源化システム技術の開発」研究2)において、野菜 ・果実屑を
利用した実プラン トによる高速嫌気発酵 ・飼料化実験を行い、サイレージの品質、牛の嗜好性等
を把握 している。
本章では、上記2つ の研究事業に研究協力者 として参加 し、実験、データ解析、及び報告書の
作成等の業務を通 じて得た知見を基に、野菜 ・果実屑を牛の飼料として再生利用す る技術 と課題
にっいて整理し、実機 レベルでの処理 コス トを試算 している。
第1節 スーパーマーケッ ト等における野菜 ・果実屑の排出状況
スーパーマーケ ットの食品売 り場から発生する食品残 さの内容を第2章第3節 に示 したが、魚
あらを分別 して回収業者に再生処理を委託 しているこのスーパーマーケ ットでは、夏季には1日
当たり173～245kg、平均200kgの食品が排出され、野菜屑が52%、果実屑が10%を占めていた。
秋季は1日当た り136～336kg、平均225kgで野菜・果実屑が79%、冬季は1日 当た り173～197kg、
平均182kgで野菜 ・果実屑が82%を占めていた。また、卸売市場では1ヶ 所で1日 に20トン程
度の野菜 ・果実屑が廃棄 されていた。これ らの調査によって、スーパーマーケットの食品売り場
や卸売市場か ら排出される食品残渣の中には、乳牛の飼料(サ イレージ)へ の再利用が可能な野
菜屑、果実屑が多く含まれていることが明らかとなった。同時に、排出される野菜 ・果実屑には、
乳牛の飼料(サイ レージ)と して不適当なものも含まれているため、野菜 ・果実屑の分別排出と
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ともに、牛の飼料に適 さないものを選別する必要があることが分かった。
次に牛の飼料化の原料から除外すべきものの一般的な条件を示す と以下のとお りである。
腐 ったものやカビの生えたもの(腐敗菌やカビの代謝産物によって牛の消化器や肝臓の機能
低下が起こる可能性があるため)
1牛の嗜好性の低いもの
・高脂肪含有物
1物理的形状によってルーメン内微生物の活動に障害を起こす可能性があるもの
,臭いのあるもの(臭 いが牛乳に移ることがあるため)
・高含水率のものや塩分濃度が高すぎるもの
乳牛の飼料化対象物 とした野菜 ・果実屑についても、以上の条件に合致するものがあ り、排出
状況や仕入れ品目を参考に分別 リス ト(表6-1)を作成 した。また、これ らの辱菜 ・果実屑は、従
来からごみとして廃棄 されていたため、梱包用テープや紙 ビニル袋などが混入 した状態で排出
されていた。そこで、飼料 として有効利用することを伝え、廃棄物を分別 して排出する協力をス
ーパーマーケットに依頼 し、排出時に飼料化不適物を分別する可能性を検討 した。
分別排出への協力依頼によって廃棄物の混入はなくなり、さらにごく少量の牛の飼料に不適な
野菜の混入はあるものの、良好な分別状況 となった。このことから、分別排出によれば回収後の
選別作業効率を大幅に高められ ることが示唆された。ただ し、より完全な選別状況を実現するた
めには回収後の再選別が不可欠であると考えられた。
冬季、及び秋季に1週間ずつ実施 した分別排出、選別実験において、排出される野菜 ・果実屑
の うち牛の飼料に適 した野菜 ・果実屑の量を表6-2及び表6-3に示す。牛の飼料に適 した野菜 ・
果実屑は、秋季は平均122kg/日で、野菜 ・果実屑の排出量の55～86%、平均71%であり、冬季
は平均125kg/日、野菜 ・果実屑の排出量の77～85%、平均84%であった。秋季の曜 日変動は大
きいが、平均排出量は冬季 と大差なかった。
表6-1牛の飼料に適 した野菜 ・果実屑
飼料化できる野菜 飼料化できる果実 飼料に適さない野菜 飼料に適さない果実
サニー レタス 桃 生椎茸 レモン
レタス バナナ えのき茸 すいか
きゅうり りん ご ぶなしめじ カビが生えている物
とまと みかん 大根
枝豆 グレープフルーツ カイ ワレ
スイー トコー ン オレンジ ねぎ
キヤベ ツ メ ロン ふき
なす デラ ウェア もやし
ホー レン草 キー ウィ ピー マ ン
小松菜 なし 玉ねぎ
は くさい 男爵
人参 メークイン
かぼちや 春菊
長芋 に ら
いんげん お くら
ブ ロ ッコ リー モロヘイヤ
チンゲン菜 にんにく
アスパラ パセ リ等ハーブ類
カビが生えている物
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表6-2牛 の飼料化に適 した野菜 ・果実屑の排出量(秋季) (単位:kg)
種類/曜 日 月 火 水 木 金 土 日 週合計 日平均
野菜屑計 174.5 197.5 193 138 128.5 81.5 913 152.1
飼料化可能野菜 152 146 153 78.5 70 44.5 644 107.s
飼料化不適野菜 22.5 51.5 40 59.5 58.5 37 269 44.8
飼料化可能率(%) 87 74 79 57 54 55 71 71
果実屑計 32 25.5 15 27 10 4.5 114 19
飼料化可能果実 26 23 6 27 6 i 89 14.8
飼料化不適果実 6 2.5 9 4 3.5 25 4.2
飼料化可能率(%) 81 90 40 100 60 22 78 78
野菜 ・果実屑計 206.5 223 208 165 138.5 86 1027 171.1
飼料化可能物 178 169 159 105.5 76 45.5 733 122.1
飼料化不適物 28.5 54 49 59.5 62.5 40.5 294 49
飼料化可能率(%) 86 76 76 64 55 53 71 71
表6-3牛の飼料化に適 した野菜 ・果実屑の排出量(冬季) (単位:kg)
種類/曜 日 月 火 水 木 金 土 目 週合計 日平均
野菜屑計 115 122 94.5 117 1io.5 137 696 116
飼料化可能野菜 95 98 78 101 92.5 102 一 566.5 94.4
飼料化不適野菜 20 24 16.5 1s 18 35 } 129.5 21.6
飼料化可能率(%) 83 80 83 86 84 74 81 81
果実屑計 33.5 34 49.9 38.5 22.5 24.5 202.9 33.8
飼料化可能果実 31.5 33 42.7 34.5 20 23 } 184.7 30.8
飼料化不適果実 2 1 7.2 4 2.5 1.5 一 18.2 3
飼料化可能率(%) 94 97 86 90 89 94 91 91
野菜 ・果実屑計 148.5 156 144.4 155.5133 1si.5 898.9 149.8
飼料化可能物 126.5 131 120.7 135.5 112.5 125 751.a 125.2
飼料化不適物 22 25 23.7 20 20.5 36.5 147.7 24.6
飼料可能率(%) 85 84 84 87 85 77 84 84
第2節 乳酸発酵による高品質飼料化実験
水分率が高い野菜 ・果実屑と穀類や糟糠類を混合して乳酸発酵に適する水分含量に調整 してサ
イ レージ化 し、乳酸菌添加の必要性や発酵条件等を把握するとともに牛の嗜好性を調査 した。
1)実験方法
野菜 ・果実屑の成分の分析値を表6-4に示すが、野 菜 ・果実屑の水分が80%以上 と高いため、
野菜 ・果実屑等100kgに対 して加熱圧ペン トウモロコシ20kg、皮付 き大麦圧ペン20kg、専管フス
マ30kg、大麦外皮20kg、乾燥豆腐粕20kgの割合 とし、この原料 を擬拝機で混合 してフレコンバ
ッグに詰め、バッグ内の空気を電気掃除機で吸引 した後保管 した。
サイレージ化にあたって野菜 ・果実屑などの破砕 と乳酸菌の添加の必要性を検討するため、店
舗から回収 され、飼料用に販売されている回収乳酸飲料(pH1.96)を添加する揚合は、全飼料
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重量の1.5%を添加 した。また、乳酸菌を添加する場合は混合物1kg当た りグラスサイ レージ用
乳酸菌 加o励ヨoガ1α3ρ!∂η孟ar㎜を9.9×108CFU添加 した。また、野菜 ・果実屑等を破砕する
場合は破碑機でおよそ5～10㎜に破砕 した。なお、使用 した主要機器の仕様は以下のとおりであ
る。
破砕機:3相200V3.7kW
擬撒:3木 目200V2.2kW
混合 したサンプルの一部をビニノレ袋に1kgずつ詰め、冬場を想定 した5℃、春 と秋を想定 した
20℃、夏場を想定 した35℃で保存 した。
5gのサイ レージ試料をビーカーに取 り、50mlの蒸留水を加えて5℃で30分間保存後pHメー
ターを用いてサイレージのpHを測定 した。フレコンバッグに詰めた飼料の有機酸組成 とビタミン
AおよびEを 高速液体クロマ トグラフィで調べた。また、乳酸、酢酸、酪酸を分析 し、その割合
か ら発酵の品質を評価す るフ リーク法でサイ レージの発酵品質を把握 した。 さらに作製 した野
菜 ・果実屑サイ レージ中の農薬残留を調べるため、野菜や果実の収穫に近い時期に使われる代表
的なバ リダマイシンAと べノミルを高速液体クロマ トグラフ法で測定 した。
また、野菜 ・果実屑サイ レージへの牛の嗜好性を調査するため、乳用育成牛と黒毛和種繁殖牛
に野菜 ・果実屑サイ レージと市販の濃厚飼料を1kgずつ給与 し、摂取状況や残飼量を調べた。
表6-4野菜 ・果実屑の成分(%)
品 目 水 分 乾 物 粗蛋白質 棚旨肪 牒 粗灰分 NFE
野菜屑 82.4 17.6 3.3 0.4 1.8 2.2 9.9
果実屑 85.4 14.6 o.s 0.3 0.9 0.4 12.2
2)実験結果
5℃、10℃、35℃の3温 度で保存 したサイレージは、保存温度が高いほど速やかにpHが下降し
た。35℃で野菜 ・果実屑サイ レージを保存した場合、乳酸菌を添加することによって保存1日 目
と3日目に最 も低いpHを示 した。これは、乳酸菌の添加によってサイ レージ中の糖類が速やかに
有機酸に代謝 されたためと考えられる。5℃と20℃での保存では乳酸菌の添加効果が明らかでは
なかった。
野菜 ・果実屑を破砕 しないで混合 した場合、見た目が悪いこと、材料が均一に混ざらないため
カビが生えることがあったので、野菜 ・果実屑をサイレージ化するには破砕することが必要であ
ることがわかった。
水分調整後、回収乳酸飲料 と乳酸菌を添加 し、フレコンバックに詰めた野菜 ・果実屑サイ レージ
の35日後(1)と79日後(2)のサイ レー ジの一般分析値を表6-5に、有機酸組成を液体クロマ トグ
ラフィで調べた結果を表6-6に示した。その結果、乳酸菌を添加したサイ レージ(1)と(2)のブ リ
ーク法の評点はそれぞれ95点と100点でいずれも良好なサイレージであることがわかった。また、
サイレージ中のビタミンAとEの 含量を調べた結果 β一カロテンが0.09mg/100g、ビタミンEが
2.1㎎/100g含まれていることがわかった。さらに、サイレージ中の農薬残留を調べたところ、バ
リダマイシンAは検 出され なかった(検 出限界0,05ppm)。一方、ベノミルはサイ レージ中に
0.08ppm検出された。
作製 した野菜 ・果実屑サイレージを濃厚飼料 と同時に牛に給与 したときの嗜好性を調べた結果
を表6-7に示す。すべての牛がまず野菜 ・果実屑サイ レージを食べ、そのあとで濃厚飼料を食べ
た。従って、嗜好性の面では、野菜 ・果実屑サイ レージは濃厚飼料 と同等またはそれ以上の有効
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性があることを確認できた。 また、野菜 ・果実屑サイ レージの中では野菜 ・果実屑を破砕 し、乳
酸菌を添加して作製 したサイ レージに対する嗜好性が最 も良好であった。
表6-5サイ レージの一般分析値(%)
試 料 水 分 乾 物 粗蛋白贋 粗脂肪 粗繊維 粗灰分NFE
サ イ レー ジ(1)51.9
サイ レー ジ(2)47,3
平 均49.6
48.1
52.7
50.4
8.5
9.8
9.2
2.4
2.9
2.7
4.8
5.0
4.9
2.7
2.9
2.8
29.7
32.1
30.9
値は全飼料中の%
表6-6回収乳酸飲料 と乳酸菌 を添加 した食品残渣サイ レージの有機酸組成(%)
試 料 乳酸 酢酸 プロピオン酸 イソ吉草酸 酪酸 フリー ク法評点
サイ レージ(1)2.370.69検 出せず 検出せず 検出せず
構 成比(%)(77.5)(22,5)
サイ レー ジ(2)3.820.66
構成 比(%)(85.3)(14.7)
_一 『
検出せず 検出せず 検出せず
一 一 一
95点
100点
値は全飼料中の割合、()内は総有機酸にしめる割合
表6-7食晶残渣サイレー ジの牛の嗜好性に及ぼす残さ破砕と乳酸菌添加の影響
調 査 飼 料 嗜好性
非破砕食品残渣サイレージ △
破砕食品残渣サイレージ(無添加) 0
破砕食品残渣サイレージ(乳酸菌添加) 0
濃厚飼料 0
0
0
△
X
すぐに喰いついて全量摂取した。
すぐには喰いつかないが、全量摂取した。
すぐに喰いつかず、食べ残した。
全く食べなかった。
3)考察
野菜屑 と果実屑に乾物である穀類や糟糠類 と混合 して含水率 を概ね5(瑞程度に下げることでブ
リーク法の評点で95点と100点の良質なサイ レー ジが作製できた。35℃保存の場合、乳酸菌を添
加することによってpHが速やかに下がった。この結果は豆腐粕のサイレージ化における夏場の乳
酸菌添加によって品質が改善されることを示 した森 らの結果3)と一致する。夏に乳酸菌を添加す
ると良質な食品残さサイ レージができるが、春…秋と冬には200円/gと高価な乳酸菌を必ずしも
添加する必要がない と考えられた。pH1.96で、糖類含量が高い回収乳酸飲料の食品残 さサイレー
ジへの添加はpHの変化に明 らかな影響を示 さなかったが、1.5%の糖蜜添加によって総有機酸に占
める乳酸の割合が増えること3)から糖分の多い回収乳酸飲料を添加した方が良いと考えられる。
野菜 ・果実屑サイレージを作製する場合、野菜 ・果実屑を予め破砕することは トウモロコシや
大麦などの飼料と粒の大きさを同 じにすることによって混合 しやすくなるほか、混合 した飼料を
フレコンバ ックに詰めて電気掃除機で吸引する際に嫌気状態を作 りやすいと考えられる。
35℃で3週間保存 した場合、pHが4.2に下がった。 したがって、品質の安定 した良質な野菜 ・
果実屑サイレージを作製するには、夏では3週 間の保存期間が必要であり、その他の季節にはも
っと長い保存期間、もしくは保温が必要であると思われた。
野菜や果実の収穫に近い時期に使われる代表的な農薬であるバ リダマイシンAとべノミルにっ
いて、野菜 ・果実屑サイ レージ中の濃度を調べた結果、バ リダマイシンAは検出されず、ベノミ
ルは0.08ppmであった。ベ ノミルの平成11年度12月現在の環境庁農薬登録保留基準値がお茶で
5ppm、野菜で0,8ppm、果実で0,7ppmであり、野菜 ・果実屑サイレージ中の濃度はこれらよりず
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っ と低かった。 このこ とか ら野菜 ・果実屑サイ レー ジが比較的安全であ る可能性が示唆 された。
作製 した野菜 ・果実屑サイ レー ジの乾物 中のTDN(可消化養分総量)は85.96%、DCP(可消化蛋 白
質)が15.46%、粗繊 維が9,62%で市販配合飼料(TDN83,9%,DCP16.09%,粗繊維10.34%)と同等
の栄養価 があるこ とがわか った。配合飼料並の水分含量:13%に換算 した場 合、TDNが74.79%、DCP
が13.45%、粗繊維8.37%で、原物 中に β一カ ロテ ンが0.09mg/100g、ビタ ミンEが2.1㎎/100g含
まれてい ることと、嗜好性 が よい ことか ら、牛の濃厚飼料 として有効 に活用でき る可能性が高い。
スーパー等 の小売業 か ら排 出 され る野菜 ・果実屑 の種類 と量 は季節変動が大きいので、安定 し
た野菜 ・果実屑 サイ レー ジを作製す るには野菜 以外 の飼料原料 の混合割合 を季節別 に調製す る必
要があろ う。
第3節 高速嫌気発酵 ・飼料化実験
野菜 ・果実屑に乾牧草、穀類、糟糠類を混合 して水分含量:を調整 し、乳酸菌やパン酵母を添加
して高速嫌気発酵す る装置 を考案 し、その装置を用いて高速嫌気発酵 した飼料の品質にっいて検
討 し、飼料の安全性 と牛の嗜好性 を調査 した。
1)実験方法
野菜 ・果実屑と乾牧草、穀類、糟糠類 を混合、乳酸菌やパン酵母を添加 して高速嫌気発酵する
装置を図6-1に示す。 この高速嫌気発酵システムは、原料を投入するためのベル トコンベア、食
品残渣 と乾牧草等を混合するための突起がついた螺旋状の撹絆スクリュー3本及び加温のための
ヒーターを備 えた撹拝混合装置、この槽 を嫌気状態に保つための窒素発生装置、野菜 ・果実屑サ
イ レージを取 り出すベル トコンベア、野菜 ・果実屑サイレージをフレコンバッグに詰めるパ ッキ
ング装置(フレコンバッグを膨 らませる送風機付き)、及びサイ レージ充填後にフレコンバッグ中
の空気を抜 く吸引装置から成 る。主劉 幾器の仕様を表6-8に示す。
.スー パーマーケット等か ら回収 してきた野菜 ・果実屑を選別 し、牧草、穀類や糟糠類等を添加
して含水率を調整 し、撹絆混合装置で30分間混合した後、撹絆混合装置内を嫌気状態に保つため
に窒素ガスを封入 して約24時間静置 して培養した。培養終了後、フレコンバッグに詰めて空気を
抜き、室温で保存 した。
図6-1高 速嫌気発酵 ・飼料化システム概略図
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表6-8高速嫌気発酵 ・飼料化システム機器仕様
機器名称 数量 仕様、容量、動力
提絆混合装置 1 横 型3rn3、 所要動 力200V/5.5kW
ス ク リュー:ボ トム Φ490*530回転 数11,7rpm
リター ン Φ430*430(左)4。2rpm、(右)3。5rpm
搬 送 ベ ル トコンベ アー 1 投入 用:200V/1.OkW400mm45m/分
移 送用:200V/1.5kW500mm53m/分
パ ッキング装置 1 送 風機:200V/400W346rpm20m3/分
吸引装置 1 バ キ ューム ク リーナ ー:200V/1.OkW2.4m3/分
タンク容量50L
窒素発生装置 1 200V/0.75kW発生量1.3m3/時、ガ ス圧0.6MPa
発酵飼料の品質や保存性を左右す る培養条件 として、含水率、有用菌添加の有無、培養温度、
窒素封入の有無などがあり、この培養条件を変化させて発酵飼料化に適 した条件を求めた。
野菜 ・果実屑の水分は84%前後であり、発酵条件や保存状況を考慮 して含水率が32.3%と
43.5%になるように牧草、穀類や糟糠類 を添加 した。それぞれの飼料の混合割合と投入順序を表
6-9、表6-10に示す。混合飼料 を発酵 させ る乳酸菌(Lactobacilltrsplantarum)とパン酵母
(Saccharomycescerevisiae)添加の有無、撹絆混合装置への窒素ガス封入の有無、培養時の温度
の組み合わせ を変えて24時間培養 し、その後フレコンバッグに詰めて室温で保存 した発酵飼料の
pHの変化を調べた。 このpH測 定値 と、高速液体クロマ トグラフィによる有機酸含量測定値を
基にしたフ リーク法で飼料の発酵品質を評価 した。飼料中のアフラ トキシンを酵素抗体法(FAST
アフラ トキシンキッ ト:r-Biopharm社製:ア ヅマックス(株))で測定した。乳用育成牛と黒毛和
種繁殖牛に野菜 ・果実屑サイレージと市販の濃厚飼料を1kgずつ給与し、摂取状況や残飼量を調
べた。また、野菜 ・果実屑サイレージ作製に要する資材、積算電力、作業時間等を把握 した。
表6-9水分32.4%の野菜 ・果実屑サイ レージ原料の混合割合
飼料
混合
順
飼料名
混合量
(kg/日)
乾物
fig)
可消化
粗蛋白
(g)
可消化
養分総量
fig)
棚 旨肪
fig)
粗
飼
料
1 ルーサンアル ファル ファ 40 36,720 5,236 20,800 720
3 ヘイキユーブ 60 53,520 6,240 29,580 i,560
4 野菜 ・果実屑 100 17,600 2,310 11,iso 400
2 オーツヘイ 40 33,640 2,840 20,240 1,360
小 計 240 141,480 16,626 81,750 4,040
濃
厚
飼
料
5 トウモ ロコシ圧片 20 17,300 1,380 15,980 780
10 大麦圧片皮付き 40 35,280 3,040 29,640 840
z 大豆(加熱処理) 20 18,860 7,260 20,060 3,860
6 専管フスマ 15 13,035 1,590 11,085 450
11 糖蜜 3 2,181 27 1,815 15
8 バイ ミルク i 920 0 0 0
9 塩 1 850 0 0 0
小 計 100 88,426 13,297 78,580 5,945
合 計 340 229,906 29,923 160,330 9,985
現物中の組成割合(%) 67.6% 8.8% 47.2% 2.9%
乾物中の組成割合(%) 13.0% 69.7% 4.3%
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表6-10水分43.5%の野菜 ・果実屑サイ レージ原料の混合割合
飼料
混合
順
飼料名
混合量
(kg/日)
乾物
fig)
可消化
粗蛋白
(g)
可消化
養分総量
fig)
粗脂肪
fig)
粗
飼
料
1 ルーサンアル ファル ファ 20 ra,400 2,620 10,800 420
3 ヘイキユーブ 30 26,760 3,120 14,790 780
4 野菜 ・果実屑 100 17,600 2,310 1i,1so 400
2 オーツヘイ 20 16,szo 1,420 10,120 680
小 計 170 79,580 9,470 46,840 2,280
濃
厚
飼
料
5 トウモ ロコシ圧片 10 8,650 690 7,990 390
10 大麦圧片皮付き 20 17,640 1,520 14,s20 420
7 大豆(加熱処理) 10 9,430 3,630 10,030 1,930
6 専管フスマ 7.5 6,518 795 5,543 225
11 糖蜜 3 a,rs1 27 1,815 15
8 バイ ミル ク i 920 0 0 0
9 塩 0.6 510 0 0 0
小 計 52.1 45,849 6,662 40,198 2,980
合 計 222.1 125,42916,132 87,038 5,260
現物中の組成割合(%) 56.5% 7.3% 39.2% 2.4%
乾物中の組成割合(%) 1z.9% 69.4% 4.2%
2)実験結果
野菜 ・果実屑を、牧草、穀類や糟糠類を添加 して30分 間混合 した場合、レタスやキャベツな
どの軟弱野菜はほとん ど原型をとどめていなかった。ジャガイモ、 リンゴ、ニンジンなどは破砕
されて細かくなっていた。乾牧草は10cm程度に裁断されて十分に混合されてお り、野菜 ・果実屑
サイ レージは外見的に商品として十分に流通できるものになっていると思われた。
野菜 ・果実屑サイ レージの水分を32.4%に設定し、10℃、22.5℃および35℃で24時間培養 し
た後、20日室温で保存 した場合、10℃よりも22.5℃と35℃培養でのpHが下降 した。水分を43.5%
に調整 した場合、35℃で窒素封入 し、乳酸菌とパン酵母を添加することによって21日目にpHが
4.0以下に下降 した。
フリーク法による品質評価の結果を表6-11に示すが、フリーク法評点は高水分で乳酸菌 と窒
素封入 したものが良いことがわかった。水分32.4%の場合、水分43.5%のサイ レージと比べて、
有機酸の生産量は少なかった。低水分の野菜 ・果実屑サイ レージは乳酸菌 と窒素封入するとブリ
ーク法評点が100点と高 くなることがわかった。
作製 した野菜 ・果実屑サイ レージを牛に給与 したときの嗜好性を調べた結果を表6-12に示 し
た。野菜 ・果実屑サイ レージに対する牛の嗜好性は非常に良く、特に乳酸菌を添加することで濃
厚飼料並の飼料 となることがわかった。また表6-13に作製 した飼料 中のアフラ トキシン濃度を示
すが、すべての飼料のアフラ トキシン濃度が10ppb以下であった。
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表6-11保稜 副斐、微生物添加、窒素封入が野菜 ・果実屑サイ レージの有機酸組成 に及ぼす影響
水分
保存
7
乳酸菌
添加
パン
酵母
添加
窒素
封入
フ リーク
法
評点
サイレージに占める有機酸組成(%)
乳酸 酢酸 プ ロピオン
酸
酪酸 イソ吉草
酸
43.5%10ｰC X x 0 roo 2.15 0.43 0 0 0
10ｰC 0 X 0 100 2.82 0.38 0 0 0
10ｰc 0 0 x 100 3.91 0.46 0 0 0
10ｰc 0 0 0 0 0 0 0 0 0
22.5ｰCX X 0 100 2.28 0.27 0 0 0
22.5ｰC0 X 0 100 3.2 o.i7 0 0 0
22.5ｰC0 0 X 100 4.05 0.25 0 0 0
22.5ｰC0 0 0 95 5.1 1.45 0 0 0
35ｰC x X O 100 2.43 0.18 0 0 0
35ｰC O X 0 100 3.84 0.41 0 a 0
35ｰC 0 0 X 100 2.8 0.23 0 0 0
35ｰC 0 0 0 100 3.78 0.45 0 0 0
32.4%10ｰC X X X roo 0.69 0.06 0 0 0
10ｰC X X 0 100 o.of 0 0 0 0
10ｰC O X X 95 0.24 0.01 0 0 0
10ｰC 0 X 0 100 o.of 0 0 0 0
22.5ｰCX X X 70 0.26 0.33 0 0 0
22.5ｰCX X 0 100 0.41 0.04 0 0 0
22.5ｰC0 X X roo 0.41 0.04 0 0 0
22.5ｰC0 X 0 100 0.58 0 0 0 0
35ｰC X X X 100 1 0 0 0 0
35ｰC x X 0 88 o.4r 0.27 0 0 0
35ｰC 0 X X 95 0.86 0.25 0 0 0
35ｰC 0 X 0 100 0.21 0 0 0 0
表6-12野菜 ・果実屑サイレージの牛の嗜好性に及ぼす残渣破砕 と乳酸菌添加の影響
調 査 飼 料 嗜好性
野菜 ・果実屑サイ レージ(無添加) 0
野菜 ・果実屑サイレージ(酵母添加) 0
野菜 ・果実屑サイレージ(乳酸菌添加) 0
濃厚飼料 0
◎:すぐに喰いついて全量摂取 した。
○:すぐには喰いつかないが、全量摂取 した。
△:す ぐに喰いつかず、食べ残 した。
×:全 く食べない。
表6-13竪 菜 ・果実屑サイ レージのアフラ トキシン濃度(単位:ppb)
培養条件 濃度 培養条件 濃度
水分33%・10℃・乳酸菌 2.02 水 分33%・22.5℃ ・乳 酸 菌 ・窒 素 7.23
水分33%・10℃・乳酸菌 ・窒素 3.63 水分33%・22.5℃・窒素 5.83
水分33%・10℃ 5.99 水分33%・22.5℃ 5.52
水分33%・10℃ ・窒 素 6.47 水分33%・22.5℃ 5.36
水分33%・35℃ 3.69 水 分45%・35℃ ・窒素 3.51
水分33%・35℃・乳酸菌 4.62 水分45%・35℃・酵母+乳酸菌 ・窒素 3.13
水 分33%・35℃ ・窒素 2.03 水分45%・35℃・乳酸菌 ・窒素 5.11
水分33%・35℃ ・窒素 2.76 水分45%・35℃・酵母+乳酸菌 3.80
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3)考察
スーパーマーケットか ら排出される野菜 ・果実屑は比較的異物の混入が少ないと考えられるが、
試験期間を通 じて大型ホ ッチキスの針2本 とカッターナイフの小刃1枚 を高速嫌気発酵装置の取
り出し口に備え付けた磁石部で付着 ・除去した。同装置のフレコンバッグへの移送ベル トコンベ
アの最終部にも磁石を装備 しているが、その部分に異物の付着はなかった。 これ らのことから、
野菜 ・果実屑を回収する場合、異物混入防止のための排出者への徹底 した協力要請が必要である
ことがわかった。
野菜 ・果実屑は含水率が高く、排出される種類が季節的に変動する可能性が高い。また、回収
した野菜屑はキャベツの外葉や 白菜の外葉が多く、栄養的に低蛋白、低エネルギーであるので、
牛の飼料 として用いる場合、TDNで70%を確保するために本試験で用いた水分33%と44%の配合
割合では33%の方が良いと考え られる。また、畜産農家に野菜 ・果実屑サイ レージを持ち込んだ
場合、低水分の方が二次発酵の可能性が低 く、その点からも水分33%のものが良いと思われる。
野菜 ・果実屑に副資材 とともに乳酸菌を添加 して混合 した飼料を冬季に窒素下で1日加温する
ことによって発酵品質が向上することがわかった。 これは牛の嗜好1生にも同 じ結果が得 られてお
り、窒素を封入 しなかった場合はパ ッキング後給与時にヘイキューブにカビが生えることがあ り、
牛の嗜好性が低下する要因になったと考えられる。 したがって、冬季に安定した良好な発酵品質
の野菜 ・果実屑サイ レージを作製するには混合飼料の窒素封入、乳酸菌の添加および加温が欠か
せないと考えられた。
飼料安全法ではアフラ トキシンの許容基準がlppm以下、「飼料有害物質の指導規準」(畜産局
長通知)では乳牛が10ppb以下とされている。本事業で測定 したすべての野菜 ・果実屑サイレージ
中のアフラ トキシン含量が10ppb以下であったことか ら、アフラ トキシンの許容基準をクリア し
ていることがわかった。
酵母は糖からアル コールを生産する微生物で、アルコール以外に多種類のフレーバーも生産し、
牛の嗜好性を向上する可能性がある。酵母で発酵 させた豆腐粕を乳牛に給与 して乳量と乳質が調
べられている4)他、ニンジン搾汁粕に糖を添加 してアル コールを生産することを目的とした研究
もされている5)。本実験で、パン酵母を乳酸菌 と同時に添加すると野菜 ・果実屑サイレージの有
機酸が検出できない場合があった。これはパン酵母によるアルコール生産が乳酸菌による乳酸生
産に先行 して起 こったものと考えられる。酵母を添加 した野菜 ・果実屑サイ レージに対する牛の
嗜好性は酵母を添加 しなかったものと大きな差は見られなかったことと、乳牛に野菜 ・果実屑サ
イ レー ジを給与する場合、アル コールの牛乳への移行が心配 されるので、野菜 ・果実屑サイ レー
ジの調製には乳酸菌のみを用いた方が良いように思われる。
野菜 ・果実屑サイ レージ調製における高速嫌気発酵装置への資材の投入順序は乾草類、野菜 ・
果実屑、ヘイキューブ、穀類糟糠類、その他 とした。野菜 ・果実屑を先に投入すると多量の水分
が装置の下部から流出する。また、ヘイキューブを野菜 ・果実屑に先だって投入 しないと撹絆混
合初期にキャベツ、白菜、 コマツナ、チンゲンサイなど軟弱野菜が原形を留めなくなるが、ジャ
ガイモ、ニンジン、リンゴなどの根菜類や果実はなかなか破砕 されない。野菜 ・果実屑サイレー
ジを給与 した場合、野菜や果実の原型がそのまま残っていると原形を留めたものを牛が残す傾向
があり、その点からこの投入順序に従 うのが妥当と考えられる。
以上のことから、スーパーマーケット等から排出される野菜 ・果実屑は他の飼料 と混合撹絆し
て乳酸菌を添加 し、冬季に窒素下で加温 して袋詰めすることで、嗜好性 の良い牛の飼料が製造で
きることがわかった。今後 これ らを牛に給与して、牛への生理的影響や生産物の品質を検討 して
いく必要があると思われる。
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第4節 高速乳酸発酵飼料の製造コスト
高速乳酸発酵 ・飼料化システムにおいては乳酸発酵が飼料の品質を左右するため、冬季に安定
した良好な発酵品質の野菜 ・果実屑サイ レージを製造するには、水分33%の混合原料に窒素封入、
乳酸菌の添加および加温が必要であ り、プラン ト中で24時間静置培養することが望ましい。しか
し、この方法では製造コス トが高くなるため、経済性を考慮 して、窒素封入、乳酸菌添加および
加温によって発酵の初期条件を整 え、これを袋詰めして20℃に維持 して保管することによって発
酵を促進する方法をとることとした。
実験では、野菜屑の分別に1時間30分、高速乳酸発酵装置への材料投入 と調整に平均43分、
取り出 しと袋詰めに30分かかった。消費電力は35℃に設定した場合、約1.5kW、23℃に設定 した
場 合1.25kW、培養 しない場合0.64kWであった。1回 の混合量を222.1kgまたは340kgとしたの
で、稼働時間は0.65～1.0分/kgであった。従って、高速乳酸発酵実験装置で1日 に4回 の培養
が可能 とな り、1,360kgの製品を製造できることになる。
野菜・果実屑を利用 した乳酸発酵飼料(サ イ レー ジ)の原料 と消耗品のコス トは表6-14、表6-15
に示す ように水分33%では製品1kg当た り35円、水分43%では製品1kg当たり28円となった。
次に、この高速乳酸発酵 ・飼料化プラン トを1日8時 間稼動することによって製造できる飼料
のコス トを試算 した。ただ し、試算条件は以下のとお りである。
①運転条件:8時 間/日 ×25日/,月(年間300日運転)
②減価償却 残存割合:0.100、設備耐用年数10年、定額法年率:0.100
③用役単価
電気料金:基本料金:1,200円/kW×設備電力(設備電力は、定格負荷の80%とした)
電力量料金:10.96円/kWh、灯油:40円/L
④人件費 運転員一人:4,500,000円/年、補助員一人:3,000,000円/年
表6-14水 分33%の野菜 ・果実屑サイ レージの原料+消耗品費
飼料名 混合量
(kg/日)
金額
(円)
粗
飼
料
ルーサンアルファル ファ 40 1,920
ヘイ キユーブ 60 2,460
野菜屑 100 0
オー ツヘイ 40 1,640
小 計 240 6,020
濃
厚
飼
料
トウモ ロコシ圧片 20 710
大麦圧片皮付き 40 1,580
大豆(加熱処理) 20 1,200
専管フスマ 15 435
糖蜜 3 66
バイ ミル ク 1 140
塩 i 50
小 計 100 4,181
乳酸菌 200
フ レコンバ ッグ 1,350
合 計 340 11,731
製品1kg当た り 35
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表6-15水分43%の野菜 ・果実屑サイ レージの原料+消耗品費
飼料名 混合量
(kg/日)
金額
(円)
粗
飼
料
ルーサンアルファルファ 30 1,440
ヘイキューブ 45 1,845
野菜屑 150 0
オーツヘイ 30 1,230
小 計 255 4,515
濃
厚
飼
料
トウモロコシ圧片 15 533
大麦圧片皮付き 30 1,185
大豆(加熱処理) 15 900
専管フスマ 11 319
糖蜜 4.5 99
バイ ミルク 1.5 210
塩 0.9 45
小 計 78 3,291
乳酸菌 200
フ レコンバ ツグ 1,350
合 計 333 9,356
製 品1kg当た り 28
作業に要する人員を専任1人 と補助1人 とした人件費及び減価償却費、電力費の合計は表6-16
に示すように製品1kg当た り21円であり、水分33%のサイ レージ製品1kg当た りの製造コス ト
は56円、水分43%のサイ レージ製品1kg当たりの製造 コス トは49円となった。
TMRやサイ レージが販売されている事例は少なく、その価格は不明であるが、牛用の配合飼
料が40円/kg程度であることから、付加価値の高いTMRや サイ レージは配合飼料の価格を上回
ることが可能であると考えられ、野菜 ・果実屑を利用 した牛の飼料製造は、事業 として成 り立っ
可能性が高い と考えられ る。
表6-16高速乳酸発酵 ・飼料化システムの原価償却、電力、人件費
項目＼ 金額 円/年 円/日
減価償却費* 831,4112,771
電力費** 228,000 750
人件費 7,500,00025,000
小計 28,521
製品1kg当た り(円/kg)i21
*:プラン トー式:¥9,237,900
**:基本料 金+使用料金、
プ ラン ト消費:2.5kWh/日
保温用:20kWh/日(冬季 のみ)
第5節 小括
スーパーマーケットの食品売 り場か ら発生する食品残渣の内容を調査 し、1日当た り平均200kg
の食品が排出され、野菜 ・果実屑が平均70%を占めていることが分かった。これ らの野菜 ・果実
屑の排出状況や仕入れ品目を参考に分別 リス トを作成 し、飼料 として有効利用するために野菜 ・
果実屑の分別排出への協力をスーパーマーケッ トに依頼 したところ、廃棄物の混入はなくな り、
さらにごく少量の牛の飼料に不適な野菜の混入はあるものの、良好な分別状況となった。
排出される野菜 ・果実屑の うち牛の飼料に適 した野菜 ・果実屑は、秋季は平均122kg/日で、野
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菜 ・果実屑の排出量の71%程度であり、冬季は平均125kg/目、野菜 ・果実屑の排出量の84%程
度であった。秋季の曜 日変動は大きいが、平均排出量は冬季 と大差なかった。
この野菜 ・果実屑に加熱圧ペン トウモロコシ、皮付 き大麦圧ペン、専管フスマ、大麦外皮、乾
燥豆腐粕を加えて含水率を概ね50%程度に下げることでフ リー ク法の評点で95点と100点の良
質なサイ レージが作製できた。より良質のサイレージを製造するためには、野菜 ・果実屑を破砕
し、夏では3週間、その他の季節にはもっと長い保存期間、もしくは保温が必要であることが把
握できた。作製 した野菜 ・果実屑サイ レージへの牛の嗜好性は良好で、野菜 ・果実屑サイレージ
は濃厚飼料 と同等またはそれ以上の有効性があることが確認 されている。
実機規模の高速乳酸発酵装置を用いたサイ レージ化実験においては、資材の投入順序を乾草類、
野菜 ・果実屑、ヘイキューブ、穀類糟糠類、その他 として30分間混合 した場合、軟弱野菜はほと
んど原型をとどめず、ジャガイモ、リンゴ、ニンジンなどは破砕 されて細か くな り、乾牧草は10cm
程度に裁断されて十分に混合 されていた。測定 したすべての野菜 ・果実屑サイレージ中のアフラ
トキシン含量が10ppb以下であり、サイ レージに対す る牛の嗜好性 も良く、野菜 ・果実屑サイレ
ージは商品として十分に流通できるものになっていると思われた。
野菜 ・果実屑は含水率が高 く、排出され る種類が季節的に変動する可能性が高く、また、栄養
的に低蛋自、低エネルギーであるので、TDNで70%を確保す るためや、畜産農家に野菜 ・果実
屑サイ レージを持ち込んだ場合に低水分の方が二次発酵の可能性が低いことなどから、水分33%
と44%の配合割合では33%の方が良い と考えられる。
野菜 ・果実屑サイ レージの原料 と消耗品のコス トは水分33%では製品1kg当た り35円、水分
43%では製品1kg当た り28円となった。人件費 と減価償却費を含む製造コス トは水分33%のサ
イ レージ製品1kg当た り56円、水分43%のサイレージ製品1kg当た り49円となった。
TMRやサイ レージが販売されている事例は少なく、その価格は不明であるが、牛用の配合飼
料が40円/kg程度であることから、付加価値の高いTMRや サイレージは配合飼料の価格を上回
ることが可能であると考えられ、野菜 ・果実屑を利用した牛の飼料製造は、事業 として成 り立っ
可能性が高いと考えられる。
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第7章 残飯類の豚 ・鶏用乾燥飼料化システム
都市域では様々な食品が混入する残飯類が多様な排出源から多量に排出され、その大部分が廃
棄物として焼却処理 されている。本章では、第3章 で提案 した望ましい食品資源循環システムに
組み込む食品残渣の飼料化システムの一つとして、多様な残飯類を多量に回収 して成分を均質化、
安定化 し、豚や鶏用の良質な飼料 として再生利用する技術について検討 している。
大阪の養豚業は元来残飯養豚 として発展 し、昭和50年 には6万頭以上の豚が飼養 され、その
殆 どが残飯類を飼料 としていた1)。すなわち、1頭1日 当たり5kg(原物)の給与量 とすれば、1
日に300トン以上の残飯類が回収され、利用 されていたと推定されている。 しかし、高度成長期
を経て都市化が進むにつれ、残飯をボイルする際の悪臭による環境問題の発生や、過剰な残飯投
与による肉質の低下が市場のニーズに合わなくなってきたことなどによ り、都市近郊の養豚業は
徐々に衰退 してきた。大阪府下の養豚農家は昭和37年の640戸をピークに年々減 りつづけ、平成
16年現在ではわずかに9戸 となっている。現存する養豚農家のほとんどが肥育豚1000頭未満の
家内規模経営であるが、その中でも食品残渣を飼料 として利用 しつつ肉質向上への努力が続けら
れている。その努力によって残飯類を利用 した養豚技術が蓄積 され、今では生産され る豚肉への
評価は高く、配合飼料を給与 した豚肉より高く取引されるよ うになっている。
しか し都市域からの残飯類の排出量は多量で、都市近郊での利用可能量が極めて少ないことか
ら、残飯類を飼料 として有効利用するためには、残飯由来飼料利用によるメリッ トの確保 と広域
的な流通を図る必要がある。そのためには長期保存が可能で良質な乾燥飼料への処理 ・加工技術
の開発が不可欠であり、 さまざまな乾燥飼料化システムが検討され、一部稼動を始めているが、
それぞれに課題を有 している。
本章では、都市域で多量に発生 し、異物の混入がないように分別排出された残飯類を広域的な
流通を可能にする良質な乾燥飼料に加工する技術について、既存の飼料化技術等を含めてその課
題を把握するとともに、より良質な脱油乾燥飼料を製造する蒸洗クッカー ・脱油乾燥飼料化シス
テムの課題にっいて整 哩し、製造コス トを試算 している。
なお、本章の残飯類の脱油 ・乾燥技術は、(社)食品需給研究センターの平成13年 度食品リサ
イクル技術開発事業において、大阪府立食 とみどりの総合技術センターの指導を受けて、ヤンマ
ー農機株式会社、釧路技研株式会社、株式会社モ リプラン ト、株式会社 コスモ、株式会社タクマ
が共同実施 した 「食品廃棄物の高付加価値飼料化等再資源化システム技術の開発」研究事業2)の
成果であり、その事業に研究協力者 として参加 し、実験、データ解析、及び報告書の作成等の業
務を通 じて得た知見を基に残飯類の飼料化技術について検討 している。
第1節 残飯類の既存飼料化技術とその課題
残飯類は、古くから養豚用飼料 として利用されてきたが、近年では安い輸入穀物類をべ一スに
した配合飼料の利用増加に伴って、その利用は極めて少なくなった。残飯類は水分が多く腐敗が
早いこと、そのため悪臭の発生源になりやすいこと、その収集や加熱処理に手間がかかることな
どに加えて、原料の粗脂肪含量が高く軟脂になるなど肉質に問題を生ずることが利用の障害 とな
っているが、これ らの欠点を改善できれば、養豚農家にとって残飯養豚は飼料 コス トの低減につ
ながるなどのメ リットがある。
事業系一般廃棄物 として処理 される都市から発生する残飯類を対象 とし、現在実用化が試みら
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れている飼料化システムは、主 として乾燥技術 と湿式の リキッドフィーディング方式で、その他
に化学処理や灰化処理な どがある。
残飯類を豚 ・鶏の飼料 として広域的に流通させて再利用するための対策の中心は、水分を下げ
る乾燥処理技術である。また、飼料の品質を改善するために粗脂肪含量を低減 させる技術が検討
され、原料や用途に応 じて、この2種 の技術を組み合わせて飼料が製造 されている。
糊 旨肪含量を低減する方法には、残飯類に副資材を混合する方法、残飯類か ら粗脂肪分を分離
する処理や乾燥飼料を搾油する方法が試み られている。
水分の多い生残飯は擬絆などによって団子状になりやすく、効率よく均一に乾燥するための技
術が検討 され、熱風によって乾燥する乾熱乾燥法、減圧によって水分を蒸発 させる減圧乾燥法、
煮沸殺菌処理 と乾燥処理を一体化 したボイル乾燥法、微生物の発酵熱 を利用する発酵乾燥法、油
温脱水法などが開発され、実用化されている。
ここでは、都市域か ら発生する一般的な残飯類を対象 として、広域的に流通可能な良質な乾燥
飼料を製造する技術を検討するために、既存の残飯類の乾燥飼料化技術 とその課題を把握する。
1)油温脱水法による残飯類の乾燥飼料化システム
油温脱 水法は、従来か らのレンダリング(動物残澤の油脂分離)の処理法 として広く採用 されて
いる加工技術である。食用油を熱媒 として原料中の水分を蒸発 させて乾燥処理する方法で、調理
技術の応用である。大阪府では、昭和62年からこの油温脱水法による残飯類の乾燥飼料化の研究
を行っている3)。水分や澱粉質が多 く乾燥が難しい残飯類を、廃食用油を熱媒体 として乾燥 し、
から揚げ状の乾燥残飯をプレスにより搾油 し、粉砕することによって乾燥飼料 として製品化 し、
熱媒体 として利用 した廃食用油は、その酸価が5以上にならないように10～15回循環利用 した後、
加熱用燃料 として利用す るシステムである。
表7-1に乾燥飼料の成分の一例を示すが、水分約8%、粗蛋白質約21%、粗脂肪約10%、可溶
化無窒素物約61%と、高蛋白、高エネルギー飼料である。また、可消化養分総量(TDN)が約86%
と、配合飼料(約74%)と比べても消化性が高い飼料である。豚に対する嗜好 性は非常に良好であ
るが、高脂肪であるため肉質の軟脂防止のためには給与量等の調整が必要であると報告 されてい
る。
表7-1残飯類の油温脱水法による乾燥飼料の成分(%)
水分 乾物換算:粗蛋白 棚旨肪 騰 粗灰分 NFE
原料(残飯) 82.0 21.4 18.2 2.2 5.0 53.2
乾燥飼料 7.4 21.2 12.i 1.4 5.1 60.2
豚の消化率 93.9 96.9 85.1 一 93.9
このシステムをさらに発展 させた油温減圧脱水乾燥方式が札幌市の事業系一般廃棄物を対象
とした飼料化プラン トとして平成10年より稼動している。この油温減圧脱水乾燥プラン トで作 ら
れた乾燥飼料製品の成分 と豚に給与した場合の成長や肉質への効果 と影響について、次のように
報告されている4)。
乾燥飼料製品は褐色で油臭があ り、容器や袋類に起因するプラスチ ック類等が完全には除去さ
れていなかった。表7-2に示す成分は、月2回1年 問採取 した24サンプルの分析値であるが、成
分の含有率の変動幅は熱量を除いて広 く、水分は4.7%と低かったが、粗蛋白質と粗脂肪の含有
率が高かった。市販試料に30～50%の乾燥飼料製品を混合 して給与 した飼養試験では、粗蛋白質
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の消化率が47～59.9%程度で、豚産肉能力検定飼料の粗蛋白質消化率88%、生残飯で報告 されて
いる蛋白質消化率80～90%と比べて低かった。豚産肉能力検定飼料の15%、20%、30%を乾燥飼
料製品で代替 し、30kgの大 ヨークシャー豚に110kgまで給与 した飼養試験では、発育は良好で解
体成績にも有意差はなかったが、代替率を増すに従い豚体脂肪の融点が低下する傾向があった。
また、代替率を増すに従い、豚体脂肪では飽和脂肪酸の割合が減少 し、多価不飽和脂肪酸の割合
が増加 した。乾燥飼料製品の代替率を増すに従い、糊 旨肪の摂取量が増加 し、不飽和脂肪酸の摂
取量も増加、多価不飽和脂肪酸が蓄積 したものと考えられる。軟脂豚の発生を防止するためには、
乾燥飼料製品の代替率を10%程度までと考えられる。
この報告4)によれば、残飯類に多 く含まれる棚 旨肪が豚体脂肪の脂肪酸組成に大きく影響 し、
軟脂豚を発生させ る可能性が高いが、残飯類の粗脂肪含有率を下げることができれば、良好な飼
料として利用できることを示 している。なお、この乾燥飼料製品は、2000年5,月に家畜の配合飼
料用原料 として農林水産省の許可を受け、飼料原料 として日本標準飼料成分表(2001年版)にはそ
の成分が表7-3に示すよ うに記載 されている。
表7-2油温減圧脱水乾燥方式による乾燥飼料の成分2)
水分(%)
乾物換算
粗蛋白質
(%)
粗脂肪
(%)
聯
(%)
粗灰分
(%)
NFE
(%)
熱 量
(Mcal/kg)
平均 4.7 22.7 11.7 5.1 7.7 52.8 4.98
最大 7.0 26.6 14.5 7.2 10.4 56.8 5.16
最小 2.5 19.0 9.8 3.5 5.7 43.9 4.81
標準偏差 ｱ0.96 一1一1.94 ｱ1.17 ｱ0.79 ｱ1.19 ｱ3.79 ｱ0.089
表7-3日本標準飼料成分表(2001年版)による食品副産物の成分(%)
水分
(%)
粗蛋白質
(%)
棚 旨肪
(%)
NFE
(%)
灘
(%)
粗灰分
(%)
豚 ・TDN
(%)
鶏 ・ME
(Mcal/kg)
食品副産物*
4.7 22.3 9.3 52.2 4.3 7.4
23.4 9.7 54.7 4.5 7.8 83.1 3.08
*:食品副産物を油温減圧式乾燥機で脱水 し、CPが約19～25%のもの
TDN:可消化養分総量、ME:代 謝エネルギー
2)蒸煮クッカー法による乾燥飼料化システム
残飯類を良質な豚の飼料に加工す るために、残飯中の棚 旨肪含有量を低減 させ る方法として、
原料に少量の水を加 えて加熱 し、油分を遊離 させて水分 とともに分離 し、油分を分離 した残飯類
を ドラム ドライヤーによって乾燥 させて飼料原料 とす る方法が検討されているk)。この方法によ
ると、乾燥飼料中の糊 旨肪は3%程度に低下している(表7-4)。また、分離 した廃液からの回収油
分の燃料化、廃液処理などが総合的に検討され、その処理に要するコス トも試算されている。1
日15時間稼動で200t/日の残飯類を蒸煮クッカー・乾燥処理して27.2t/日の乾燥飼料を製造する
場合、排ガス脱臭処理、排水のメタン発酵 ・消化液処理 と汚泥の堆肥化処理を含む施設建設費は
3,342,000,000円で、減価償却費、人件費を含む処理経費は原料1ト ン当た り6,457円と報告 さ
れている。製品1kg当た りでは47円である。
参考までに、乾燥飼料中のアミノ酸組成を表7-5に示す。乾燥飼料①の粗蛋白質含有量が高く、
アミノ酸も高レ傾 向にあるが、いずれの必須アミノ酸においても体重60～100kgの豚 成育に必
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要とする飼料中のア ミノ酸含有量のほぼ2倍程度が含まれ、植物飼料に少ない リジンやメチオニ
ンについても十分な量が含まれていることか ら、栄養組成のバランスにおいても非常に良好な飼
料であると報告されている。なお、この飼料化技術では、ごはんが多量に含まれる残飯類の ドラ
ム ドライヤーによって乾燥す ると焦げが発生 しやすいことや、連続処理が可能なシステム化等が
課題 として残っていた。
表7-4蒸煮クッカー法による乾燥飼料の成分(%)2)
水分 粗蛋白 棚旨肪 鱗 NFE 粗灰分
乾燥飼料① 5.7 29.9 15.2 1.5 35.6 12.1
乾燥飼料② 5.4 19.2 2.8 1.4 66.8 4.4
表7-5乾燥飼料のアミノ酸組成(%)
項目 乾燥飼料① 乾燥飼料② 豚必要量*
アルギニン
リジン
ヒスチジン
フェニルアラニン
ロイシン
イ ソロイシン
メチオニン
バ リン
ス レオニ ン
アラニン
グリシン
チ ロシン
プ ロリン
セ リン
グルタミン酸
アスパ ラギン酸
1.08
1.73
1.00
1.24
2.24
1.26
0.73
1.53
1.21
1.76
1.79
0.9
1.45
1.21
4.37
2.80
1.18
1.zs
O.54
0.84
1.51
0.83
0.45
0.99
0.79
1.06
0.83
0.64
0.85
0.84
3.25
1.78
0.16
0.57
0.15
0.57
0.48
0.41
0.30
0.41
0.37
*:体重60～100kgの豚が必要 とする飼料 中のア ミノ酸含有率
第2節 蒸洗クッカー ・脱油乾燥飼料化実験
レス トラン等から排出される残飯類は、一般的に水分が75～80%、乾物当た り棚 旨肪が約18%
程度あ り、その粗脂肪や塩分は配合飼料 と比べて高い。特に、脂肪は家畜の栄養成分 として重要
な役割を果たすが、その内容は肉質に大きな影響を及ぼす。油温脱水法や油温減圧脱水乾燥方式
による乾燥飼料製品は糊 旨肪が高 く、より良質な乾燥飼料 とするためには糊 旨肪 を低下させる必
要がある。そこで、原料に少量の水を加 えて加熱 し、遊離 した油分を水 とともに分離した後乾燥
する蒸煮クッカー法による乾燥飼料化システムが検討 されたが、乾燥処理技術の改善と連続処理
システム化等が課題 として残っていた。
そこで、 「食品廃棄物の高付加価値飼料化等再資源化システム技術の開発」研究において、原料中
から脂肪分及び塩分を効率よく除去して良質の豚 ・鶏用飼料に再生利用するために、蒸洗クッカ
ー ・乾燥飼料化装置を試作 し、残飯類の乾燥飼料化実験を行い、その処理 性能 と乾燥飼料の成分、
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製品コス ト等が把握されている。以下に試作 された装置の概略を示すとともに、本装置を用いた
飼料化実験の検討結果を示す。
1)蒸洗クッカー ・薪躁 飼料化システム
蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システムは、蒸気による加熱 ・加圧、温水噴霧によって脱油するメ
ッシュバッグ付きバ'1チ式クッカー(以下、蒸洗クッカーと略す)、洗浄液の油分離装置、及び脱
油 した残飯を乾燥す る過熱蒸気循環 ・ロータリーキルン乾燥機から成る(図7-1)。主要機器の仕
様を表7-6に示す。
表7-6蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システムの機器仕様
番号 機器名称 数量 仕様、容量、動力 備 考
M-1 バ ッチ式蒸洗クッカー 1 SS、25kgSUSメッシュバ ック付
M-2 原料供給フィーダー 1
SS、50kgホ ッパ ー 、 φ125ス ク
リ ュ ー コ ンベ ア 付 、0.1kW
インバータ制御
M-3
A,B 製品振分けスク リューコンベア 1 SS,｢125,0.4kW
M-3B:イ ン
バー タ制御
M-4
フィー ドバックスクリューコンベ
ァ(破砕機付)
1
SS、 φ125、0.4kW120W(100
v)
M-5 パ ドル混合機 1 二軸型、可変羽根付0.75kW インバータ制御
M-6 過熱蒸気循環 ・ロータリーキルン
乾燥機、投入スクリューコンベア付
1 φ610×2600Lo.4kW4rpm
SS、 φ125、0.2kW
インバータ制御
G-2 サイクロン 1
SS、 φ340×1630Hチャンバー
付
G-3 コンデンサー 1 φ360*2100L伝熱面積4.0㎡
G-4 クー リングタワー 1 RCT-5LN
G-5 過熱蒸気発生器 1 φ900×1750伝 熱面積6.6㎡ バーナー付
G-6 エゼ クター ファン 1 U75-2-R313 インバータ制御
G-7 エゼクター 1
s-1 ボイラー 1 EH-500
B-2 軟水器 1 MSQ
B-3 スチー ムヘ ッダー 1
T-1 油分離タンク 1 SS400×250×790HO.067m3
ス チー ム ヒー
ター付
T-2 分離油タンク 1 SS□320×900HO.09m3
T-3 温水タンク r SUS口400×1000HO.16m3
T-4 原水、軟水タンク 1
SUS500×1500×1000各0.375
m3
T-5 灯油タンク 1 400L
P-1 メタン発酵設備移送ポンプ 1 40FVD61.5A1.5kW
P-2 温水加圧ポンプ 1 32LPD61.5A1.5kW
P-3 コンデンサー循環ポンプ 1 32LPD6.75AO.75kW
P-4 冷却水ポンプ 1 32LPD6.75AO.75kW
P-5 原水ポンプ 1 25RQF6.4B
A 制御盤 1
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2)蒸洗クッカー ・過熱蒸気乾燥実験
①実験方法
バ ッチ式蒸洗クッカーは、メッシュバ ックに一定量の原料を投入、上部 ノズルより蒸気及び温
水で加温、洗浄、加圧することにより、原料中から脂肪分、食塩分を除去する装置である。
レス トラン等か ら養豚飼料 として回収 されている残飯を25～50kgずつメッシュバ ッグに入
れ、蒸気で90QCまで加熱 ・加圧 して2分 間維持 した後、90QCの温水7.5～10Lを直接残飯に噴霧、
その後10～15分間蒸気圧を0.2MPaに維持 して、残飯からのさらなる脱油を促す ことにより蒸洗
処理 した。蒸洗終了後、蒸洗クッカーの内圧を大気圧に戻 し、油分を含む洗浄液を油分離装置に
投入 した。
過熱蒸気乾燥は、ボイラーより供給 された蒸気を過熱蒸気発生炉で再熱することにより高温の
蒸気を作 り乾燥機の熱媒体 とす るものであり、過熱蒸気の顕熱を利用 して乾燥を行い、常圧で運
転される。乾燥機内部は蒸気だけしか存在せず、製品酸化の恐れがなく、ガスの容積比熱が空気
の4～6倍となるためガス流量で決定される装置容量が小さくてよく、運転操作もきわめて安定 し
ているといった利点がある5)。実験では、蒸洗クッカー処理後の残飯類の乾燥における過熱蒸気
循環 ・ロータリーキル ン乾燥機の最適運転条件を求め、灯油、電力等の用役使用量を把握 した。
図7-2過熱蒸気循環 ・ロータリーキルン乾燥 システム構造図
②実験結果
最適蒸洗処理条件 は25kgの残飯 を90℃で2分 加熱後、90℃の熱湯 を102噴霧 し0.2MPaで10
分間維持する条件 であった。
水分73.8～74.4%、粗脂肪5.7～8.7%(乾物換算で22.3～33.2%)の残飯 が、温水量10Lの
蒸洗処理に よって重 量21.8～23kg、水分72.8～76.1%とな り、粗脂肪 が3.7～4.4%(乾物換
算 で15.4～16.2%)に低 下 した。その際 、蒸洗廃液 が16～18L発生 した。蒸洗処理によって、重
量が平均8%～13%減少 し、粗 脂肪濃度が27.4～53.6%低下 した。 なお、原料 の鮮度 が悪 くなる
と、可溶化 して廃液量が増 えた。
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原料中に脂肪分が吸収 されているレス トラン残飯では、加温及び温水噴霧による除去効果が低
く、原料中に含まれる脂肪分を効果的に除去できるような装置の改良が必要 と考えられた。
蒸洗処理後の残飯類の過熱蒸気乾燥では、 ミキサーの燈絆羽根に原料が付着 し乾燥機内部で団
子状になるため、乾燥物と原料との比率が5:1となるように循環量を設定した。
乾燥品の水分を低下させつつ熱変性を極力抑えるための運転条件は、過熱蒸気 との接触時間は
5～6分、過熱蒸気の乾燥機入 口温度が240℃～260℃、乾燥機排ガス温度が110～120℃であった。
表7-7に示す ように109の温水で蒸洗処理した原料 を乾燥処理することによって、水分8.7～
9.4%、棚 旨肪7.2～8.5%(乾物換算で7.9～9,3%)の乾燥飼料を製造できた。また、蒸洗クッカ
ー・乾燥処理によって粗脂肪が59,1～79,7%除去でき、製品の歩留まりは18.4～21,7%となった。
一方、蒸洗クッカーから発生 した油分を含む煮汁廃液からの油分分離は、廃液中に含まれる油分
量が少なく、またエマルジョン化 した廃液からの油分分離は困難であったため、油分量の定量は
できなかった。このことから油分の分離槽の改造が必要 と考えられた。
表7-7蒸洗クッカー ・乾燥処理による水分と粗脂肪の変化
項 目＼ 条件、原料
温水量:10L
レス トラン残飯 麺類混合残飯
原
料
重量(kg) 25 25
水分(%) 74.4 73.8
粗脂肪(%) 5.7 8.7
乾物換算 22.3 33.2
乾
燥
後
重量(kg) 5.4 5.2
水分(%) 9.4 8.7
粗脂肪(%) 7.2 8.5
乾物換算 7.9 9.3
減少率(%) 64.6 72.0
製品の歩留まり(%) 21.6 20.8
粗
脂
肪
量
原料 中(kg) 1.425 2.175
蒸洗後(kg) 0.959 0.850
乾燥後(kg) 0.389 0.442
除去率(%) 72.7 79.7
3)製造した飼料等の品質
蒸洗クッカー及び乾燥処理 した飼料の品質を以下の方法によって把握 した。
①分析方法
一般成分組成の水分は常圧加熱乾燥法、粗蛋白質はケルダール法、糊 旨肪はジエチルエーテル
抽出法、粗繊維はろ過法、灰分は直接灰化法による。乾燥製 品の性状は、脂質をクロロホルム ・
メタノール混液で抽出し、メチルエステル化後、ガスクロマ トグラフ法によって脂肪酸組成を求
めた。抽出油の理化学的組成は酸価、過酸化物価、ヨウ素価を基準油脂分析法(日本油化学会編)
により測定 した。食塩分及びカ ドミウム、銅、鉛を原子吸光光度法により、総水銀を還元気化原
子吸光光度法により測定 した。ヒ素をDDTC-Ag吸 光光度法、鉄 をo一 フェナン トロリン吸
光光度法により、アフラ トキシンを酵素抗体法(FASTアフラ トキシンキット:r-Biopharm社
製:ア ヅマックス(株))で測定した。
②乾燥製品の品質
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蒸洗 ・乾燥処理実験に用いた原料の性状を表7-8に、乾燥製 品の品質を表7-9に示す。処理に
よって粗脂肪を70%以上除去できた。'粗脂肪が若干高めであるが、乾燥品の品質は概ね良好であ
り、蒸洗クッカー ・乾燥処理によって塩分が56%程度に減少 した。また、抽出油の酸価、過酸化
物価が若干高かった。また、飼料のアフラ トキシン濃度は10ppb以下であった。
原料及び乾燥i品 中の油脂における脂肪酸組成を表7-10及び図7-3に示す。残飯類を原料と
する飼料には、不飽和脂肪酸、特にリノール酸(C18:2)などの多価不飽和脂肪酸が多く含まれ、
これが豚に軟脂を発生するといわれている。本実験の原料である残飯中の油脂 もオレイン酸(C
18:1)とリノール酸で60%以上を占めてお り、蒸洗クッカー ・乾燥処理 した製品でも同様の傾
向となったが、蒸洗クッカー ・乾燥処理によって低分子の脂肪酸が相対的に少なくなる傾向が伺
えた。
蒸洗クッカー・乾燥処理によって粗脂肪を70%以上除去できたが、目標である製品の粗脂肪5%
以下を達成することはできなかった。この原因は、蒸洗クッカー処理において蒸気ノズル、温水
ノズル と原料との接触不良により蒸気温度が原料の内部まで十分に伝わりにくいことにあると考
えられた。原料表面に付着する脂肪分の除去のみならず、様々な性状の原料に含まれる脂肪分を
効率良く除去するためには、原料厚を薄 くして内部温度を高めるとともに洗浄温水が内部まで行
き渡るような構造にす る必要がある。 さらに、これを連続式に改造することにより、熱損失を掬
え、人手を軽減できるなどのさまざまなメリットが生 じ、コス ト低減が実現できると考えられた。
また、洗浄廃液からの油分離を効率的に行 うためには、フィッシュミールプラン トなどで利用
されている、煮汁をスク リューデカンターで固液分離 しその煮汁を縦型三相分離機で油分、煮汁、
スラッジに分離する設備が最適であると考えられた。
食品残渣の脂肪はオレイン酸、 リノール酸等の不飽和脂肪酸が多 く、これ らは酸素、光線、温
度環境によって過酸化物を生成するため、乾燥工程において原料や製品 と空気 との接触を最小限
度にすることを考慮 して、蒸洗クッカー処理 した食品残渣の乾燥に過熱蒸気循環 ・ロータリーキ
ル ン乾燥機を採用 した。 しかし、実験によって得 られた乾燥製品の酸価、過酸化物価はかな り高
い数値を示 した。この原因 として、澱粉質が多い残飯等が乾燥機内部で団子状にならないよう乾
燥製品を循環 してパ ドル ミキサーで混合 しているが、その混合状態を確認するために点検口を開
けていたため空気が流入 し、無酸素状態がつくれなかったこと、及び循環する乾燥製品が複数回
乾燥機を通過するため製品に含まれている油分の酸化が進んだことが考えられ る。
過酸化物価は飼料中の脂質の劣化を知 る指標であり、飼料 としての基準はないが厚生省の安全
基準では人の場合、油菓子で50を超えてはならないとされている。飼料用 として流通 している動
物性油脂の過酸化物価は概ね2～30で平均15程度である。酸価は酸敗や油脂の精製度を知る指標
であり、JASの 植物油脂では約5.0以下、飼料用として流通 している動物性油脂の酸価は概ね
1～50、平均10程度である。本実験の乾燥製品は飼料として不適当と判断されるものではないが、
よりよい品質を目指 して、今後、酸価、過酸化物価を下げるための改造が必要である。乾燥工程
での酸価、過酸化物価の上昇を抑えるためには、空気の流入を遮断することと循環量を減らすた
めの改造が必要である。
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表7-8原 料の性状
項 目 分析結果
水分 73.9%
粗蛋白 6.9
粗脂肪 4.9
粗繊維 1.47%
塩分 0.52%
抽出油の酸価 8.39
抽出油の過酸化物価 6.4meq/kg
抽出油の ヨウ素価 97.4
抽出油の上昇融点 19.2ｰC
PH 5.1
乾物換算
粗蛋 白 26.4%
粗脂肪 18.8%
粗繊維 5.6%
塩分 2.0%
表7-10原 料 と乾燥製 品 中の脂 質 の
脂肪酸組 成
原料 製品
clz:o o.2
C14:0 0.5 1.2
cls:o 0.2
cls:o 19.1 1s.s5
C16:1 2 1.5
C17:0 o.z 0.25
C17:1 o.2
C18:0 6.8 6.6
C18:i 36.5 34.35
C18:2 27.4 29.3
C18:3 2.9 4.35
C18:4 o.a
C20:0 0.2 0.3
C20:1 0.3 1.05
C20:2 0.2 o.a
C20:4 0.9 0.3
C20:5 0.55
C22:0 0.1 0.3
C22:1 0.5
C22:5 0.3 0.35
C22:6 0.4 0.85
未 同定 2.2 o.s
表7-9乾 燥製 品の品質
項 目 分析結果
水分 9.07%
粗蛋 白 21.25ｰ{0
粗脂肪 9.35%
粗繊維 4.73%
灰分 3.81
塩分 1.12%
抽 出油の酸価 4.29
抽出油の過酸化物価 50.lmeq/kg
抽出油のヨウ素価 101
抽出油の上昇融点 22.4ｰC
PH 5.21
カ ドミウム 0.07ppm
ヒ素(Asと して) 0.3ppm
鉄 183mg/100g
銅 0.56mg/100g
鉛 0.43ppm
総水銀 0.Olppm
カ ビ毒(アフラ トキシン) 2.095ppb
100%
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40%
30%
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10%
o%
原料 製品
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6
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図7-3原 料及 び製品 中の抽 出油の
脂肪 酸組成
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第3節 蒸洗クッカー ・脱油乾燥処理システムの最適化 と製造コス ト
1)蒸洗クッカー ・脱油乾燥処理システムの最適化
実験によって得 られた知見を基に、連続運転できるように改造することを含め、処理性能と処
理効率を改善した最適システムを設計した。その最適蒸洗クッカー ・乾燥処理システムは、ロー
タリー キルン乾燥機1台 の最適最大処理能力を基に2t/hの処理能力 とした。機器 リス トを表
7-11に、マテ リアルバランスを図7-4に示す。
表7-11①蒸洗クッカー ・脱油乾燥飼料化最適システム機器 リス ト
機器名称 数量 仕様、容量、動力 備 考
原料受入ホッパー 1
SUS,W1.5XL3.OXH1.7,
φ300SC×2基 、2。2kW×2基
3m3
計量機付
原料移送バケットコンベア 1 SUS,WO.6XLO.9XlOm
8t/時 、2,2kW
原料保冷サイ ロ
(チラユニ ッ ト付)
1
SUS,W2.2XL4.5XH5.2
φ300SC×2基 、3.7kW×2基
38m3
No1原 料移送SC 1 SUS、 φ300×6.5m、2.2kW
NO2原料移送SC 1 SUS、φ300×5m、2.2kW
連続式蒸洗クッカー 1
SS,SUS、 φ2.3×8.7m、
3.7kW、第 一 種 圧 力 容 器
インバータ制御
No1ド ライヤー移送SC 1 SUS、 φ300×7.7m、2.2kW
No2ド ライヤー移送SC 1 SUS,｢300x7.Om,2.2kW
分散機 1 ターボ フ ァン、11kW イ ンバー タ制御
過熱蒸気乾燥機 1 SUS、φ2400×12m、7.5kWロー タ リー キル ンタイ プ
イ ンバー タ制御
ドライヤー抜出SC 1 SUS、φ250×6.Om、2.2kW
フルイ機移送SC 1 SUS、φ250×6.5m、2.2kW
振動フルイ 1 円筒縦型、三種分け、5,5kW
No1粉砕機移送SC 1 SUS、φ250×6.Om、2.2kW
No2粉砕機移送SC 1 SUS、φ250×4.5m、1.5kW
粉砕機(集塵機付) 1 ハ ンマー式 、15kW、塵機 フ ァン2.2kW
粉砕機抜出SC 1 SUS、φ250×4.5m、1.5kW
振分フィーダー移送SC 1 SUS、φ250×7.Om、2.2kW
振分 フイダー 1
SUS、φ250×3.Om、
0.75kW×2基
5m3
インバータ制御
フィー ドバ ック供給SC 1 SUS、φ250×5.5m、1.5kW
注:「SC」 はス ク リュー コ ンベ アの略
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表7-11②蒸洗クッカー ・脱油乾燥飼料化最適 システム機器 リス ト
機器名称 数量 仕様、容量、動力 備 考
クー リングタワー 1
RC-S250J,7.5kW
冷 却水 量195m3/時
ボイラー設備 1
1000kg/時・蒸発、軟 水装置、
薬注ポンプ、原水軟水 タンク、
スチームヘ ッダー他5.3kW
汚水タンク 1 SS、 φ1.5×H3.0、5m3
デカンター受 けタンク 1 SS,WO.75XL1.OXHO.750.5m3
加熱タンク 1
ss,w1.oxLl.oxxl.0
1.Om3、麗 搾 機0.75kW
オイル、スラッジ受けタンク 1
SS,WO.75XLO.75XHO.5
二 分 割 式 、 各0,14m3
抽出油タンク 1 SS、WO.35×LO.75×HO.50.13皿3
温水タンク 1 SUS、 φ1,0×H2.01.5m3
水中ポンプ 1 15m3/分、40×32、0.75kW
メタン発酵設備移送ポンプ 1 0.1m3/分 、50×40、1。5kW
デカンター供給ポンプ 1 0.1m3/分 、50×40、1.5kW
加熱タンク移送ポンプ 1 0,1m3/分 、50×40、1.5kW
油分離機供給ポンプ 1 0.1m3/分 、50×40、1.5kW
スラッジポンプ 1 0.05m3/分 、40、0.75kW
分離油移送ポンプ 1 0.01m3/分 、25、0.75kW
分離油出荷ポンプ 1 0.1m3/分 、40、1.5kW
凝縮水移送ポンプ 1 0.1m3/分 、50×40、1.5kW
冷却水循環ポンプ 1 3.Om3/分、150×125、11kW
温水ポンプ 1 0.1m3/分 、50、3.7kW
コンプレッサー 1 3.7kW、エ アー ドライ ヤー付
デカンター 1 1.5m3/時 、5.5kW
油分離磯 1 1.5m3/時 、5.5kW
注:「SC」 はス ク リュー コ ンベ アの略
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2)最適システムでの製造 コス ト試算
最適蒸洗クッカー ・乾燥処理システムは、ロータリーキルン乾燥機1台 の最適最大処理能力よ
り2t/hの処理能力 とし、1日8時 間稼動(立ち上げ、立ち下げが各1時 間)で蒸洗クッカー乾燥
処理することによって12t/日の残飯類から脱油乾燥飼料2,5t/日を製造 し、0.25t/日の油を回
収する規模 とした。なお、同 じプラン トを24時間稼動すれば48t/日を蒸洗クッカー乾燥処理す
ることによって脱油乾燥飼料10t/日を製造 し、1t/日の油を回収す ることができる。
公害防止条件は表7-12のとお りとし、蒸洗クッカー処理によって発生する廃液を下水道放流、
騒音、振動についても法規に従 うとして、製造コス トを試算した。
用役費の試算結果を表7-17に示すが、稼動時問24時間では製品1kg当たりの用役費は45円、
乾燥エネルギーが貰える場合には、製品1kg当たりの用役費は21円となった。
次に人件費を、8時間稼動では管理者1名 、運転員を1名 、補助員を1名 とし、24時間稼動で
は管理者1名 、運転員 を3名、補助員を2名 として、設備の減価償却費を加えて、製造コス トを
試算した結果を表7-20に示す。蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システムによる脱油 ・乾燥飼料の製品
コス トは、8時間稼動で138円/kg、24時間稼動では72円/kgとなった。ただし、必要な乾燥エ
ネルギーを余熱等で支援 されれば、8時間稼動で112円/kg、24時間稼動では50円/kgとな り、
乾燥用エネルギーに要するコス トが大きいことが把握できた。なお、製造コス トを原料の食品残
澄1kg当たりの処理費 としてみれば、8時間稼動で29円/kg、24時聞稼動では15円/kgで、廃棄
物の処理経費 とほぼ同程度 となった。
表7-12公害防止条件
臭気成分 処理臭気
(ppm)
アンモニア 1.0
トリメチルア ミン 0.005
硫化水素 o.oz
硫化メチル 0.01
二硫化メチル 0.009
メチルメルカプタン o.ooa
アセ トアルデ ヒ ド 0.05
表7-13電気料金:基 本料金
項 目 設備 電力
(kW)
単 価
(円/kWh)
料 金
(円/月)
料 金
(円/年)
製造設備 136.35 1,200 163,620 1,963,440
脱臭設備 164.16 1,200 196,992 2,363,904
使用料金
項 目 電力量
(kWh/日)
単 価
(円/kWh)
料 金*
(円/月)
料 金*
(円/年)
料 金**
(円/年)
製造設備 927.2 10.96 254,053 3,048,6349,145,901
脱臭設備 1116.32 10.96 305,872 3,670,46011,011,380
総 電気料 金1(円/年)i料 金*111,046,4381料 金**124,484,625
注:*は1目8時 間稼動、**は1日24時間稼動の場合
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表7-14燃 料費
使用量
(L/h)
単価
(円/L)
燃料費
(円/h)
料 金*
(円/年)
料 金**
(円/年)
重 油 280 35 9,800 20,580,00070,560,000
注:*は1日8時 間稼動、**は1目24時間稼動の場合
表7-15給 排水 費
項 目 使用量
(m3/日)
単 価
(円/m3)
料 金*
(円/日)
料 金*
(円/年)
料 金**
(円/年)
給水費(製造設備) 15 37 555 166,500 499,500
(脱臭装置) 130 37 4,alo 1,433,000 4,329,000
下水道費 130 200 26,000 7,800,000 23,400,000
繰 排績1(円/年)1料 金①9,4・9,5・1料 金②128,228,5・・
注:*は1日8時 間稼動、**は1日24時間稼動の場合
表7-16脱 臭装置薬剤費
項 目 使用量
(kg/日)
単 価
(円/kg)
料 金*
(円/日)
料 金*
(円/年)
料 金**
(円/年)
硫酸(濃度65%) 30 40 1,200 360,000 i,oso,000
次亜塩素酸ナトリウム(12%) 250 35 8,750 2,625,000 7,875,000
水酸化ナ トリウム(24%) 70 35 2,450 735,000 2,205,000
総薬剤費1(円/年)1料 金①13,720,000i料金②111,160,000
注:*は1日8時 間稼動、**は1日24時間稼動の場合
表7-17製 品1kg当た りの用役費
項 目 8時間稼動 24時間稼動
乾燥用燃料が必要な
齢
用役費合計 (円/年) 44,755,938 134,433,125
製品量 (kg/年) 750,000 3,000,000
製 品1kg当た り (円/kg) 60 45
原料量 (kg/年) 3,600,000 14,400,000
原料1kg当た り (円/kg) 12.4 9.3
乾燥用燃料が必要ない
鵬
用役費合計 (円/年) 24,175,938 63,873,125
製品量 (kg/年) 750,000 3,000,000
製品1kg当た り (円/kg) 32 21
原料量 (kg/年) 3,600,000 14,400,000
原料1kg当た り (円/kg) 6.7 4.4
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表7-18設備建設費 と減価償却費
項 目 事業費(円) 償却年 償却率 償却費(円/年)
建築設備一式 109,160,00022年 0.046 4,519,220
機械設備一式 440,840,00010年 o.i 39,675,600
合 計 550,000,000 44,194,820
表7-19人員 と人件費
職 種
単 価
(円/年 ・人)
8時間稼動 24時間稼動
人 数
(人)
金 額
(円/年)
人 数
(人)
金 額
(円/年)
管理者 8,000,000 1 8,000,000 1 8,000,000
運転員 4,500,000 1 4,500,000 6 27,000,000
補助員 3,000,000 1 3,000,000 2 6,000,000
合 計 3 15,500,000 9 41,000,000
表7-20製 品1kg当た りの製造 コス ト
項 目 8時間稼動 24時間稼動
乾燥用燃料が必要な
鵬
製造費合計 (円/年) 103,715,758 217,107,945
製品量 (kg/年) 750,000 3,000,000
製品1kg当た り (円/kg) 138 72
原料量 (kg/年) 3,600,000 14,400,000
原料1kg当た り (円/kg) 29 15
乾燥用燃料が必要ない
鵬
製造費合計 (円/年) 83,870,758 149,067,945
製品量 (kg/年) 750,000 3,000,000
製品1kg当た り (円/kg) 112 50
原料量 (kg/年) 3,600,000 14,400,000
原料lkg当た り (円/kg) 23 10
第4節 小括
残飯類を用いて高品質の飼料 を製造する上で課題 となる乾燥飼料中の粗脂肪含量を低減 させ
るために、蒸気によって加熱 ・加圧 し、温水噴霧によって脱油するバ ッチ式クッカー(以 下、蒸
洗クッカーと略す)、洗浄液の油分離装置、及び脱油 した残飯を乾燥する過熱蒸気循環 ・ロータリ
ーキルン乾燥機から成る蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システムが試作 され、残飯類の乾燥飼料化実
験が行われた。水分8%、棚 旨肪5%程度の乾燥製品に処理することを目標 としたバ ッチ式蒸洗ク
ッカー・過熱蒸気循環 ・ロータリーキル ン乾燥機による実験では、乾物べ一スで粗脂肪が20～30%、
塩分が2%程度の残飯類の粗脂肪 を70%以上除去できたが、乾燥製品の糊 旨肪含量は7～10%程
度となった。塩分が56%に減少 し、乾燥品の品質は概ね良好であったが、糊 旨肪 と抽出油の酸価、
過酸化物価が若干高かった。 この原因は、蒸洗クッカー処理において蒸気ノズル、温水 ノズルと
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原料との接触不良により蒸気温度が原料の内部まで十分に伝わりにくいこと、澱粉質が多い残飯
等が乾燥機内部で団子状にならないよう乾燥製品を循環 してパ ドル ミキサーで混合 しているが、
その混合状態を確認するために点検口を開けていたため空気が流入 し、無酸素状態がっ くれなか
ったこと、及び循環する乾燥製品が複数回乾燥機を通過するため製品に含まれている油分の酸化
が進んだことが考えられた。
そこで、実験によって得 られた知見を基に、様々な性状の原料に含まれる脂肪分を効率良く除
去するために原料厚を薄くして内部温度を高め、洗浄温水が内部まで行き渡るよ うな構造や空気
の流入を遮断 し循環量を減 らす構造 とし、熱 頃失を抑え、人手を軽減 し、コス トを低減する実機
レベルでの連続式:最適蒸洗クッカー ・乾燥処理システムを設計 した。
残飯類を2t/h、1日8時間稼動で蒸洗クッカー乾燥処理することによって、12t/日の残飯類
から脱油乾燥飼料2.5t/日を製造 し、0.25t/日の油を回収するケースと、24時間稼動 して残飯
類48t/日か ら脱油乾燥飼料10t/日を製造 し、1t/日の油を回収するケースにおける製造コス ト
を試算 した。蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システムによる脱油 ・乾燥飼料の製品コス トは、8時 間
稼動で138円/kg、24時間稼動では72円/kg、必要な乾燥エネルギーを余熱等で支援されれば18
時間稼動で112円/kg、24時間稼動では50円/kgとなった。この製造コス トを原料の食品残渣1kg
当た りの処理費 としてみれば、8時間稼動で29円/kg、24時間稼動では15円/kgで、廃棄物の処
理経費とほぼ同程度である。以上のコス ト試算によって、食品残渣の乾燥飼料化システムでは、
乾燥に要するエネルギーコス トが製造コス トの大きな部分を占めていることが把握できた。その
点から、飼料の品質に課題が残っているが、廃食用油を熱媒体 として乾燥 し、使用済み廃食用油
を燃料 として利用す る油温脱 水法による残飯類の乾燥飼料化システムは、燃料費を低減できるシ
ステムである。従って、含水率が高い食品残渣由来の飼料の製品価格には、飼料化システムにお
ける乾燥処理の必要性、すなわち燃料費の有無が大きな影響を及ぼすことになるため、安価な燃
料を検索する必要がある。
配合飼料の販売価格は製品1kg当たり40円程度 となっているが、既存の残飯乾燥飼料の引き
取 り価格は10～14円/kg程度でしかなく、飼料原料として品質が良好なものであっても引き取 り
価格が大幅に既存価格を上回ることは不可能であると考えられる。従って、残飯類の乾燥飼料化
システムの成立には、乾燥用燃料等に要するコス トの低減や、徴収できる食品残渣の処理料金が
大きな要因となることが把握できた。
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第8章 メタン発酵処理等エネルギー ・資源回収システム
食品残渣を飼料化するシステムは完全な分別によって支えられるシステムであるが、現実には
異物混入が避けられない食品残渣やカビが生えたもの、腐敗 したものなど飼料化できない食品残
渣が排出されることは避けられない。 こういった飼料化できない食品廃棄物 を対象 とするプロセ
スとして、第3章 の望ましい食品資源循環システム図3-2の下段に示すように、メタン発酵によ
るエネルギー回収 と消化液中の窒素等栄養塩類の有効利用方法が提案できる。
第2章 で考察 したようにメタン発酵処理によるエネルギー回収では消化液の利用方法によって
資源利用効率が大きく異なる。消化液を液肥として農地還元できれば資源利用効率が大きくなる
が、大都市近郊での大規模な消化液利用は困難であろう。その場合は、消化液中の栄養塩類を利
用 してバイオマスを生産 し、飼料利用するといった方向性や、消化液が都市か らの環境負荷 とし
て新たに上積みされ ることがないよう、消化液の硝化 ・脱窒素処理、凝集処理等の高度処理 と処
理によって発生す る汚泥の有効利用方法を考慮する必要があり、その可能性やコス ト面等での課
題の把握が不可欠である。
そこで、本章では、エネルギー回収効率が高いメタン発酵処理方式を検討 し、その特性を把握
するとともに、消化液の硝化 ・脱窒素処理、汚泥の堆肥化処理等について検討 し、 さらに消化液
中の栄養塩類を利用 したバイオマス生産の可能性にっいても考察 した。
なお、本章の食品残渣のメタン発酵処理システム等に関する研究は、(社)食品需給研究センタ
ーの平成13年度食品 リサイクル技術開発事業において、大阪府食 とみどりの総合技術センターの
指導を受けて、ヤンマー農機株式会社、釧路技研株式会社、株式会社モ リプラント、株式会社コ
スモ、株式会社タクマが共同実施 した 「食品廃棄物の高付加価値飼料化等再資源化システム技術
の開発」研究成果1)の一部であ り、この研究事業に研究協力者 として参加 し、実験、データ解析、
及び報告書の作成等の業務を通 じて得た研究成果を基に新たな考察を加 えたものである。
第1節 メタン発酵処理を中心 とした最適エネルギー ・資源回収システムの検討
メタン発酵による食品残渣か らのエネルギー回収では、食品残渣中の有機物が持つエネルギー
をどれだけ利用可能なエネル ギーとして回収できるか、すなわち食品残渣中の有機物が持つ炭素
をどれだけメタンに転換できるか とい う炭素転換効率に注 目しなければならない。同時に、消化
液処理などを含むメタン発酵処理システム全体での トー タル としての消費エネルギーの低減化 も
重要な課題である。
近年、生ごみ類の有効利用方法の一つとしてメタン発酵処理によるエネルギー回収が注 目され、
高負荷、高速運転が可能な高温メタン発酵処理への評価が高い。 しか し、一般に高温メタン発酵
では高い有機物負荷、短い滞留時間での運転が可能であるが、加温に要するエネルギー消費が大
きいことや、消化液の水質が悪い、安定性が悪いなどといった点や、特にアンモニアの影響を受
けやすいことなどが指摘 されている。
李 らは、鉄、ニッケル、コバル トの塩化物を添加 した人工生ごみのメタン発酵処理において、
滞留時間(HRT)が5～30日、VS容 積負荷2.95～17.6kg/m3/日の条件で、高温 と中温の処理性
能を比較 し、以下の結果を得ている2)。
(1)中温 と高温のいずれの条件においても、HRT5日 で安定運転を実現できた。
(2)HRTが15日以上 と十分長い場合、有機物の減量化 と消化ガスの生成量において中温消化
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と高温消化に顕著な差はない。
(3)HRTが10日以下では、高温消化による有機物分解率は中温のそれより10%程度高い。
(4)中温発酵ではいずれのH:RTでもVFA濃 度は180㎎/Lと低いが、高温消化では2000～
4760mg/Lの濃度である。これは高温消化での加水分解が速 く、プロピオン酸と酢酸が残存
しているためである。
(5)いずれのHRTで も高温処理の消化液の遠心上澄み水のBOD、CODは 中温の数倍高い。
一方、中温処理の消化液の遠心上澄み水のBOD、CODは 、HRTが 長いほど低濃度とな
り、HRT30日の消化液の遠心上澄み水のBOD、CODはHRT5日 の1/2程度である。
以上の結果は、高温メタン発酵処理では固形物の加水分解効率が高く、短いHRTで の運転が
可能であるが、その加水分解物が十分メタン化されずにかなりの部分が消化液中に残存すること
を示 してお り、一方中温処理は高温処理 と比べて加水分解が遅いものの、加水分解物を低濃度ま
でガス化できる利点を有 していることを示 している。
メタン発酵消化液の水質は、水処理への負荷を決定 し、処理 コス トに大きく影響するので、中
温メタン発酵の消化液のBOD、CODが 低濃度であることは優れた特性である。従って、中温
処理において、加水分解効果を高めることができれば、加水分解物を低濃度までガス化できるニ
ガス化効率が高く、消化液の水質が良く、消費エネルギーが小 さい中温処理の特1生を生かすこと
が可能であると考えられ る。
一方、生ごみのメタン発酵処理に対 して、わが国では必ず しもエネルギー回収技術 として積極
的なイメージが持たれているわけではない。 この要因の一つ として、特に夏期に生ごみが腐敗 し
て悪臭を発生することによる悪いイメージや保存面での嫌悪感があるのではないかと考えられる。
メタン発酵処理によるバイオガスプラン トが実用化 されてから100年以上の歴史を持つが、こ
の間メタン発酵処理の対象 となった食品残渣、動物糞尿、下水汚泥等が病原菌を伝達する可能性
について、特に消化液を肥料 として用いる場合の問題 として、多くの研究が進められてきた。そ
の結果、メタン発酵後の消化液が病原菌を伝達する可能性は極めて小さいことが様々な研究によ
って確認されている3)。
しかし、今後、都市域で生ごみのメタン発酵処理、すなわちバイオガス化を進めるためには、
この腐敗、悪臭のイメージや嫌悪感 を払拭 し、安全、安心なエネルギー回収技術 というイメージ
に転換することが不可欠である。
生ごみの腐敗や病原菌伝達に対する不安、不潔感を払拭 し、中温メタン発酵処理の効率向上を
実現する一つの方法 として、前処理として生ごみの高温殺菌処理が有効であると考えられる。生
ごみの高温殺菌処理=加 熱処理を行 うことによって、バイオガスシステム全体の衛生面での安全
性を高めるとともに、バイオガスシステム全体の効率向上が期待できる。
そこで、本研究では、高温処理と比較べて維持管理が容易で、消費エネルギーが小 さく、消化
液水質が良好で安定 した処理が可能な中温メタン発酵処理の特 艮を活か しつっ、処理効率を向上
させることを目的 として、前処理に余熱を利用 した食品残渣の加熱処理を加 え、エネルギー消費
を抑え汚泥滞留時間(SRT)を長 くする槽構造を持つ間欠撹絆方式による中温メタン発酵処理シス
テムを採用 し、メタン収率及び炭素転換効率から中温メタン発酵処理の有効性を検討 した。また、
消化液の脱窒素処理実験においては、脱窒素用炭素源 として廃食用油の利用の可能性を把握した。
さらに、消化液の栄養塩類を利用 したユーグレナ培養によるバイオマス生産実験を行い、その可
能性を検討 した。
本研究におけるメタン発酵 ・エネルギー ・資源回収実験システムは、加熱前処理槽 とメタン発
酵槽、発生 したメタンガスの精製 ・貯留設備からなる中温メタン発酵処理システムと、凝集処理
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槽、生物学的硝化脱窒槽、生物ろ過槽等からなる消化液浄化 システム、発生した汚泥の堆肥化設
備及びユーグレナ培養装置からなる。一連のシステムのフローシー トを図8-1に、主要設備の仕
様を表8-1、8-2に示す。
表8-1メ タン発酵実験設備機器一覧表(1)
機器名称 数量 主要材料 仕様 ・容量 備 考
加熱前処理槽 1 SUS 容量:249L
70ｰC^一120ｰC
常 圧 ～1,2MPa
投入ホッパ 1 SUS 容量:60L
メタン発酵槽 1 SS/塗装 容量:1470L、保 温施 工
付属品
超音波レベル計
鵡 示調節計及びセンサー
凝集槽 1 SUS 容量:125L
分離糟 1 ss/塗装
充填材:モ ミガラ、川砂、砂利
充填量:650L
液容量:150L
第1脱窒槽 1 PVC 容量:60L
硝化槽 i SS/塗装 容量:398L
硝化カラム 1 PVC
充填材:木 炭 、カキガ ラ
充填量:74L
第2脱窒槽 1 PVC 容量:60L
再曝気槽 1 PVC 容量:60L
沈殿槽 1 PVC 容量:38L
生物ろ過槽 1 SS/塗装
充填材:木 炭、カキガラ
充填量:158L
容量:170L
員榴 槽 1 PE 容量:20L
ユーグレナ培養槽 i アクリル製 72L×3槽
CP溶解槽 i PVC 容量:50L
CP原液貯留槽 1 HDPE 容量:20L
塩鉄貯槽 1 HDPE 容量:20L
No.1
ガスセパ レー ター
1 PVC
圧力調節槽 容量:29,4L
ガスセパ レー タ容 量:39.3L
充填材:ト リカルパッキン
充 填 材 容 量:39.3L
脱硫カラム 1 PVC
脱硫材容量:19.6L
活性炭容量:9.8L
ガスホルダー 1
本体材料:PVC
ホルダー材料:ハ イパロン+
ネオプ レンゴム引布 ×tl.2㎜
付属品
ガス流量計
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表8-1メタン発酵実験設備機器一覧表(2)
機器名称 数量 主要材料 仕様 ・容量 備 考
No.2
ガスセパ レー ター
(圧力調圧と安全装置)
1 PVC 容 量:29,4L
投入ポンプ i
55L/時～150L/時
(圧力0.2MPa)
動力:α4kWX200V×3P
イ ンバータ制御
水中 ミキサー 1
撹絆 能力:1.3m3/分
動力:0.4kW×200V×3P
イ ンバー タ制御
凝集撹搾機 1 回転数:0～60rpm
動力:α0独W×200V×2P
可変速型
移送ポンプ 1
15～145mL/分
(圧力0.17MPa)
動力:0.025kW×100V×2P
No.1脱窒 ミキサ ー 1
回転数:60rpm
動力:0.025kW×200V×3P
散水ポンプ r
120L/時～1000L/時
(圧力0.2MPa)
動力:0.4kW×200V×3P
インバータ制御
曝気プロワー 1
80L/分
(圧力0.022MPa)
動力:o.ikw×100VX2P
循環ポンプ 、 2
26～145mL/時
(圧力0.17MPa)
動力:0.025kW×100V×2P
No.2脱窒 ミキサー 1 回転 数:60rpm
動力:0.025kW×200V×3P
返送汚泥ポンプ 1
0.9L/時～4,3L/時
(圧力0.17MPa)
動力:0.025kW×100VX2P
移流ポンプ 1
15L/分～4,3L/時
(圧力0.17MPa)
動力:o.oaskw×100V×2
送気用プロワー 1
30L/分
(圧力0.013MPa)
動力:O.OZZkW×100V×2P
液温調節 ヒーター 3 SUS ヒー ター 容量:2kW
照明カラム 3 植物育成用蛍光灯
20WX100V
CP溶解撹掬幾 1 回転数:240rpm
動力:0.04kW×200V×3P
堆肥発醐曹 1 SS/塗装 容 量:230L
動力:α75kW×200V×3P
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第2節 加熱前処理 ・中温メタン発酵処理システムによるエネルギー回収
食品残渣の加熱前処理 と中温メタン発酵実験によって、中温メタン発酵の処理特性を把握 し、
加熱による前処理の効果を検討するとともに、メタン収率及び炭素転換効率から中温メタン発酵
処理の有効性を評価した。
1)実験材料及び方法
加熱溶解処理条件を決定するための2つ の予備実験 と、加熱溶解処理 した残飯 と加熱溶解処理
しない残飯を原水 とする連続メタン発酵処理実験を行った。
①生ごみ(残飯)類の調整
予備実験では、市販の弁当を同量の水 と混合、ブレンダーで破砕処理 した。李らは、生ごみの
メタン発酵に及ぼす投入濃度の影響を検討 し、エネルギー回収効率の向上 と処理の安定化を考慮
した揚合、高温発酵にとって適切な投入TS濃 度は10%程度であることを報告 している4)。また、
連続実験では、ポンプによって原水を安定的に投入できるTS濃度は10%以下であることから、
レス トランから回収 した残飯 をTS濃 度が10%以下 となるように水で希釈混合 したものを原水
とした。原水の性状を表8-2に示す。
表8-2原 水の性状
予備実験 連続実験
PH 噌
TS(kg/m3)
5.3
185 88.1
VS(kg/m3) 159 74.5
躯
VS(kg/m3)
COD(kg/m3)
65.1鉢
108.0
T-N(kg/m3) 遍
十
4.2
T-P(kg/m3) 0.85
②実験方法
予備実験(1)では①無処理、②110℃・30分加熱処理、③110℃・60分加熱処理 した原水を、透
析膜(ultraPUREDialysistubing3/4in:GIBCOBRL社製)に10gずつ充填 し、室温にて24
時間蒸留水中に浸漬後、溶出重量を測定 した。
予備実験(2)では①15℃1日静置、②80℃30分間、③100℃30分間、④120℃30分間 処理 した
原水100mlを、35℃に維持 した発酵槽(容量:8L、有効容量:6L、連続擬絆)に投入 し、ガス流
量計で1日分のガス生成量を測定した。
連続実験装置のメタン発酵槽は、間欠擬搾方式 と槽構造によって汚泥滞留時間(SRT)が水理学
的滞留時間(HRT)より大きくなっている。メタン発酵槽(有効容量1.47m3)を35℃～36℃に維持
して、原水を1日に50L、12回に分けて発酵槽に投入し、原水投入時、加温用ボイラー稼動時及
び設定時間に間欠的に撹搾 した。約1,月馴養後、生成ガス量がほぼ一定になった時点から6日間
連続で投入原水及び消化液の性状、生成ガス量及びガスの性状を測定した。食品残渣を100℃で
30分加熱処理 した原水についても同様の操作を行った。
メタン発酵汚泥は、食品残渣を中温メタン発酵処理 している実施設((有)関紀産業)の汚泥を負
荷をかけずに35℃で1週 間維持 したのち実験に供 した。
pH、化学的酸素要求量(以下、COD)、全蒸発残留物(TS)、強熱減量(VS)、浮遊物質(S
S)の分析はJIS・KO1025)に従った。生成ガス中の硫化水素(H2S)濃度は北川式ガス検知管
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(光明理化学工業(株)製)によって測定した。水分凝縮、脱硫後に北川式ガス検知管によって二酸
化炭素(CO2)濃度を測定 し、残 りをメタンガス(CH4)濃度とした。原水の固形分中の炭素、
水素は燃焼管法により、窒素はケルダール法によって分析 した6)。
実験によって求められたメタンガス収率を用いて、有効容量3,000m3の中温メタン発酵槽にお
いて食品残渣を処理する場合の冬季のエネルギー収支を試算 した。
2)実験結果及び考察
①加熱溶解処理条件 と低分子化効果
予備実験(1)の結果を表8-3に示す。①無処理の場合 と比べて②110℃・30分の加熱処理により
溶出量が10.5%、③110℃・60分処理では11.2%増加 した。実験に用いた透析膜は、分子量3～4
万以下の低分子が通過するとされており、加熱処理により有機物が低分子化 し、溶出量が増加 し
たことを示 している。反応時間30分と60分の加熱条件の違いによる溶出量の差はわずかに0.7%
であり、反応時間を長 くしても有機物の低分子化が大きく促進されることはないことが示唆 され
た。
表8-3加熱処理条件 と透析チューブからの溶出量
加熱処理条件 溶出重量 加熱処理なし
(mg)に 対する割合
加熱処理なし 119.9 1.00
110℃30分加熱処理i132.5
11。℃6・分加熱処理1133.31
1.11
i.1i
②加熱処理条件とバ ッチ式メタン発酵処理における生成ガス量
TS容積負荷3.IOkg-TS/m3・日、VS容積負荷2.65kg-VS/m3/日のバ ッチ式中温メタン発酵処理
における加熱溶解処理条件ごとのガス生成量を表8-4に示す。投入有機物当たりの生成ガス量は
加熱溶解処理によって12～22%増加 し.③の100℃30分の処理が最大となった。100℃30分間の
加熱溶解処理によって最大のガス生成量が得 られるものの、加熱溶解処理に要する熱量を考慮す
ると100℃未満での処理が適 当と考えられた。
表8-4バ ッチ式メタン発酵実験における加熱処理条件 と生成ガス量
加熱処理条件 生成ガス量
(ml/9一投入VS)
加熱処理なし
に対する割合
加熱処理なし L 730 1.00
80℃30分加熱処理 舟・
100℃30分加熱処理
唖
s15 1.12
890 i
a
1.22
120℃30分加熱処理 840 1.15
容積 負 荷:2.65kg-VS/m3/日
③連続式メタン発酵処理 におけ る加熱溶解処理の効果
HRT29.4日、VS容積 負荷2.5kg一一VS/m3/日にお ける連続 処理 実験結果 を表8-5に示すが、加
熱 溶解処理を しない原水 のVS除 去率は71%、 ガス生成量:は投入VS当 た り0.69m3/kg-VS、除
去VS当 た り0.97m3/kg-VSであった。加熱 処理 した原 水のVS除 去率は75%、ガス生成量は投
入VS当 た り0.82m3/kg-VS、除去VS当 た り1.09m3/kg-VSであった。加熱溶解処理に より、投
入VS当 た りのガス生成量が19%増加 した。生成ガス組成の メタン含有 率は平均68%で、加熱処
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理による差はなかった。
加熱処理によってVS除 去率が高くなっていることか ら、中温メタン発酵処理で加水分解 され
ない有機物が加熱処理によって低分子化され、メタン化されたと考えられた。
表8-5連 続実験におけるメタン発酵処理状況
1加鵯処即 ロ魏 処理
滞留日数(日) 29.4
容積負荷
kg-TS/m3/p 3.0
ikg-VS/m3/日 2.53
消化液pH
毒
7.8 7.8
TS除去率(%) 62 62
VS除去率(%) 75 71
SS除去率(%) 67 66
jm3/日 3.08 2.56
ガス生成量lm3/kg一投入VS o.s2 0.69
;m3/kg-1除去VS 1.09 0.97
生成ガスのメタン含有率(%) 68 68
④ メタン収率 と炭 素転換効 率
表8-6に示す よ うに、本実験の レス トラン残飯のメ タン発酵処理にお ける除去VS当 た りのメ
タン収率 は、加 熱処理 しない場合 では0.66m3/kg-VSandであ り、加熱 処理 した場合 は0.74
m3/kg一一VSであった。一方 、人工生 ごみ の高温高負荷 メタン発酵処理 では0.51～0,604m3/kg-VSと
報告 されている7)・8)。原水の有機 物 中の炭素の構成比は42.9%であった。炭素のメタンガスへの転
換効率は、加熱処理 を しない場合では51%で、加熱処理 によって59%に増加 した。一方、人工生
ごみの高温高負荷 メタン発酵処理 では43～48%であった。
表8-6本実験 と高温メタン発酵処理における生成ガス量、メタン収率及び炭素転換効率
前処理条件
本研究 Ikbalら7)1佐 々 木 ら8)
加熱前
処理あり
加熱前
処理なし 人 工 生 ごみ(+Ni2',Coz',Fez+)
発酵温度 中温 高温
発酵槽の滞留 日数(日) 29 24.6 16.4 12.3 30 15 10 7.5 5
容積負荷
(kg-TS/-D3/日) 3.0 4 6 8 3.25 6.51 9.74 14.4 19.8
(kg-VS,/m3/日) 2.53 3.83 5.74 7.66 2.95 5.91 8.83 12.5 17.6
ガス生成量 (㎡/kg一投入VS)
0.82 0.69 0.84 o.87 0.84 0。77 0.77 0.74 0.67 0.76
(㎡/kg一除去VS) 1.09 0.97 0.94 0.95 0.94 0.86 1.02
メタン収率
(m3/kg一投 入VS) 0.56 0.47 0.40 0.46 0.43 0.44 0.44 0.43 0.40 0.45
(m3/kg一除 去VS) 0.74 0.66 0.54 0.55 0.55 0.51 0.60
炭素転換効率(%)*160t51143148145143 4614413945
*炭素転換効率(%)=メタンガス中の炭素量/原水中炭素量×100
⑤ 生成ガスの性状 と化学量論的検討
佐々木らは生ごみの高温メタン発酵処理実験において、次の化学量論式が、実験結果 とほぼ一
致することを報告 した8)。
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C17H29010N十一6.5H20→9.25CH4十6.75CO2十NH4+一f-HCO3
また、奥野らは生ごみ と汚泥 を混合処理する高温メタン発酵においてはガス生成量やメタン含
有率が、次式によっておおよそ推定できることを報告 した9)。
CnH。0讃.十(n-0.25a-0.5b十1.75c)H20→(0.5n十 〇.125a-0.25b-0,375c)・CH4
十(0。5n-0.125a十 〇.25b-0.625c)・CO2十cNH4+十cHCO3一
本実験 の連続 メタ ン発酵 処理 の原水 の平均元素組成 は、C:42,9%,H:6.8%,0:30.2%,
N:4.7%で、その近似分子式はCuHz。06Nであった。上記の実験式によって擬i似分子式から計算
した生成ガス量とメタン含有率を表8-7に示すが、生成ガス量及びメタンガス含有率の実測値は
実験式による計算値 より高かった。このように生成ガス中のメタン含有率が化学量論式による計算
値より高くなった要因は、生成ガス中の二酸炭素の消化液への溶解や、溶解した炭酸の炭酸水素イオ
ンへの解離によるものではない。なぜならば、メタン発酵によって生成するとされている炭酸水素イ
オン濃度が炭酸から解離する炭酸水素イオン濃度とほぼ等 しく、二酸炭素の消化液への溶解量は生成
ガス量のわずかに1%程度でしかないためである。
加熱処理が生成ガス組成のメタン含有率に影響 しなかったことか ら、生成ガス量及びメタンガ
ス含有率の実測値 と理論値の違いは、報告されている高温高負荷メタン発酵 と本実験での中温メ
タン発酵のメタン生成プロセスの違いにあると考えられた。すなわち、本実験のHRTが 十分に
長く、SRTがHRTよ り長 くなる槽構造 と間欠麗枠方式によってメタン発酵槽内の菌叢が異なっ
ている可能性が示唆された10.)が、そのメカニズムは今後検討する必要がある。
加熱前処理による中温メタン発酵におけるガス生成量及びメタン含有率が、高温消化において
一致したと報告されている擬似分子式 と化学量論式による計算値 より十分に高くなったことは加
熱前処理による中温メタン発酵処理の有効性を示唆 している。
表8-7ガス生成量 とメタン含有率の実測値:と計算値
本研究 佐々木 ら6)
実測値
計算値
実測値
計算値
前処理条件
加熱前
処理あり
加熱前
処理なし 人 工 生 ご み(十NiZ',CoZ',Fey')
擬似分子式 C,ZHz10,N C17H2901。N
容積負荷(kg一一VS/㎡/日) 2.53 2.95 5.91 8.83 12.5 17.6
ガス生成量(㎡/kg一除去VS) 1.09 0.97 0.85 0.94 0.95 0.94 0.86 1.02 o.ss
生成ガスのメタン含有率(%) 68 68 61 57.4 57.5 58.3 59.0 59.1 57.8
6)エネルギー回収効率への加熱溶解処理の効果
冬季の中温メタン発酵処理における加熱処理ありとなしのケースでのエネルギー収支を試算
した。有効容量3000m3のメタン発酵槽で、TS容積負荷3kg/m3/日で本実験 と同 じ擬搾方法で食品
残渣をメタン発酵処理するとした。試算条件は、食品残渣の含水率を75%、VS/TS=0.85と
し、メタン発酵槽に投入する原液はTS濃 度が9.0%になるよう希釈するものとした。食品残渣
の比熱を4.184kJ/kg・℃ とし、直接蒸気による加熱処理における熱 潰失を投入熱量の50%とし
た。また、冬季の食品残渣及び希釈水の温度は8℃ 、冬季のメタン発酵槽の放熱量は槽内の汚水
が持っ熱量の3%と したu)。実験結果 と同様に、加熱処理をしない場 合のガス生成量を投入VS
当た り0.69m3/kg-VS、加熱処理をした場nの ガス生成量を投入VS当 た り0.82m3/kg-VS、生成
ガスのメタン含有率を68%、生成ガスの発熱量を24.3MJ/m3とした。ガス発電の電力生産効率を
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35%、熱回収効率を45%と仮定している。以下の2つのケースについて試算 した。
ケース(1):食品残渣を希釈 した後、直接蒸気により加熱処理 し、処理 した原液が持っ熱量を槽
の加温に利用する。
ケース(2):食品残渣を直接蒸気により加熱処理 した後希釈 し、原液が35℃になるまで可溶化処
理 した後、発酵槽に投入する。加熱処理 された原水は、35℃で槽に投入 される。
以上の試算結果を表8-8に示すが、加熱処理によって発電量が増加 し、余熱利用可能量も加熱
処理 しない場合より大きくなることが把握できた。
表8-8エ ネル ギー収支の試算結果
項 目 加熱前処理あり
iケー ス(1>ケ ー ス(2)…
…加欝 理; 備 考
メタン発醐曹有効容量(m3) 3000
TS容積負荷(kg-TS/m3/日) 3.0(2.55*')
TS投入 量(kg-TS/日) 9000(76500
一GVS/TS=0.85
原水条件
て食=品残渣(t/日) 36
希釈水(t/日) 64
STS25%
原水(t/日) 100 TS9%
原水の加熱前処理、及び加温に要する熱量の計算
原水量(t/日) 100 36
上昇温度(℃) 92 92
熱損失(%) 50 50
必要熱量(MJ/日) 5773920786
100 .i食品残渣及び希釈水27
20灘 感 比熱
13556i:4.184kJ/kg/。()
発酵槽の熱損失と加温(35℃)に要する熱量の計算
発酵槽の熱損失(MJ/日) 13180i13180
加温に要する熱量(MJ/日) 013180
1318・」発酵槽液が持つ熱
13180i量 の3%
生成ガス熱量:の計算:
投入VS当た りガス生成量(m3/kg-VS) o.sa 0.82…r…"i"
62736273
0.6gi実 験結 果
ガス生成量(m3/日)
'"Y'
5279….i.タ1ジ響肴 奉;石翫…』
生成ガスの熱量(MJ/日) 152434152434 128280iガス熱 量:24.3MJ/m3
発電可能量の計算
発電量(kWh/日) 148201482012470i生 成 ガ ス熱 量の35%
熱回収可能量と余熱利用可能量の計算
熱回収可能量(MT/日)
必要熱量
.斡 至§595-y......68595b...,57726i生成 ガ ス 熱 量 の45%
原水の加熱前処理、加温用熱量(MJ/日1, .577392078613556
発酵槽の加温に要する熱量(MJ/日) 01318013180
余熱利用可能量(NiT/日) 108563462930990
*iVS容積負荷(kg-VS/m3/日)
*2VS流入量(kg-VS/目)
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第3節 中温メタン発酵処理におけるメタン収率と炭素転換効率の向上
第2節 では、前処理 として余熱を利用 した食品残渣の加熱処理を加 え、エネルギー消費を抑え
汚泥滞留時間(SRT)を長 くす る槽構造を持つ間欠撹搾方式による中温メタン発酵処理システム
の有効性を把握 した。実験結果から、メタン発酵処理における生成ガス量とメタン含有率、すなわち
メタン収率は、生ごみの高温メタン発酵処理実験の結果によく一致すると報告されている擬似分子
式と化学量論式によって計算される理論値より高く、本研究の中温メタン発酵が高温メタン発酵より
有利である可能性が示唆された。また、生成ガス量及びメタンガス含有率の実測値 と理論値の違い
は、高温高負荷メタン発酵 と本実験での中温メタン発酵のメタン生成プロセスの違いにあると考
えられた。すなわち、槽構造 と間欠撹拝方式によってSRTが 十分に長 くなっている本実験のメ
タン発酵槽内の菌叢が高温高負荷メタン発酵 と異なっている可能性が示唆された。
一方、養豚廃水の総合的なメタン発酵処理技術確立に向け、維持管理の容易 さ、運転に要する
エネルギーの低減、消化液処理への負荷の軽減などを念頭に、中温メタン発酵処理施設、消化液
処理施設、堆肥化施設等を含む一連の養豚廃水処理施設がS養i豚場に建設 され、2000年6,月の稼
動より約4年 が経過 している。その運転において、生成ガス中のメタン含有率が高 く、廃水に含
まれる炭素のメタン転換効率が高い優れた特性を有することが明 らかとなってきた。ここでは、
第2節 の食品残渣のメタン発酵処理実験から得 られた知見にこの養豚廃水の中温メタン発酵処理
特性の把握によって得 られた知見を加え、中温メタン発酵処理におけるメタン収率と炭素転換効
率向上の可能性について考察す る。
1)養豚廃水処理施設の概要
S養豚場は、従来1万 頭規模の養豚場 として、糞尿分離方式により、尿汚水を活性汚泥処理 し、
分離糞を堆肥化処理する方式が採用されていた。 しかし、豚舎の悪臭が強く、糞尿処理の管理の
複雑さや非効率な点などか ら、平成12年に20,000頭規模の豚舎に建て替えされたことに伴い、
糞尿混合型でメタン発酵処理法を中心とした廃水処理システムが採用された。その廃水処理シス
テムの概要を図8-2に示す。排出された糞尿は、豚舎内の糞尿溜めに集められ、一定量になると
密閉系により処理施設に移送 され、原水槽に流入する。糞尿溜め、及び3日 程度滞留する原水可
溶化槽で廃水 中の有機物が酸生成細菌によって加水分解 され低分子化 される。次に、搾汁処理に
よって粗大固形物が除去 され、液分はメタン発酵槽(有効容量:3,100m3,中温)に おいて処理
され、搾汁残さは堆肥化処理 されている。また消化液は凝集 ・脱窒 ・硝化 ・凝集沈殿 ・生物ろ過
処理の工程で高度処理が行われ、発生する汚泥は搾汁残渣とともに堆肥化 されている。一方、消
化ガスは発電等により処理系内及び養豚場内で利用されてお り、省エネルギー ・環境保全型の処
理施設となっている。なお、このS養豚廃水処理施設は、平成12年6～8月試運転後、平成12(2000)
年9月1日 に本格運転が開始 され、現在、約4年 が経過 している。
メタン発酵処理の性能に関連する本廃水処理システムの特徴の一つは、メタン発酵槽での分解
効率を改善す るために、流入廃水を可溶化処理 した後、搾汁処理している点である。もう一つは、
メタン発酵処理におけるエネルギー消費を抑え、消化液処理への負荷を軽減するために中温発酵
法を採用 し、槽構造及び原水投入 と間欠擬搾をコン トロール した運転によって汚泥の流出を抑え、
汚泥滞留時間(SRT)が水理学的滞留時間(HRT)より大きくなるように している点である。
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2)メタン発酵処理に関連す る処理状況
投入水は発酵槽流入部分で、消化液はガスホルダー下部の消化液貯槽から採取 した。pH、 ニ
クロム酸カ リウムによる化学的酸素要求量(以下、COD)、全蒸発残留物(TS)、強熱減量(V
TS)、T-N、NH4-N、M一 アルカ リ度、TOC(TC、IC)の分析は下水試験 方法に従っ
た。c、H、NはJIs-M8819に従い、cHNコ ーダ 一ーMT-700H(;N(ヤナコ製)によって分析 し
た。水分凝縮、脱硫、乾燥後の生成ガスの二酸化炭素(CO2)濃度を北川式ガス検知管:光明理
化学工業(株)製 によって測定 し、残 りをメタンガス(CH4)濃度 とした。
①搾汁処理による水質変化
流入廃水は3目程度貯留する問に酸性発酵による低分子化、可溶化が進むが、この後、等ピッ
チのスクリュー脱水機によって廃水は搾汁処理 される。この搾汁処理 によりTSは30%程度、V
Sは35%程度、T-Nは5%程 度低下している。一方、BODの 除去率は10%程度、COD除 去
率は20%程度であることか ら、微生物分解 しにくい固形物や有機物が搾汁処理によって除去され
ていると考えられ る。
②メタン発酵処理状況
運転開始後か ら徐々に処理量が増加 し、1年後のメタン発酵槽への月平均投入量は190m3/日、
滞留 日数(HRT)16日で、生成ガス量が4,150m3/日、投入水lm3当たりの生成ガス量は21.8m3/m3/
日で安定 した処理が行われていた。生成ガス中のメタン濃度は72%であった。その後、給与飼料
の変化により投入水中の窒素濃度が1000ppm程度上昇 し、これに伴 って消化液のpHは7,9から
8.1に、T-N濃 度が3900ppmから5500ppm程度に、アンモニア濃度が3,300ppmから4,600ppm
程度に上昇 した。 この時期の生成ガス量は4,000m3/日、投入水1m3当たりの生成ガス量は21.4
m3/m3/目で、ガス量は従来 と同程度であったが、生成ガス中のメタン濃度が62%に低下した。
その後、原水性状に大きな変化はなく、図8-3に示 したメタン発酵槽への月平均投入量と生成
ガス量の推移に見 られるように安定 した処理状況が維持 されている。
250
束200
150
委1。。
樫…
50
a
圏 原水投入量 +一 ガス発生量
4000
1器1華
2500｣
2000
1500
1000
500
0
891011121234567891011121234
2003年2004年
図8-3処 理水 量 とバイオ ガス発 生量:の推移(2002年8月～2004年4月)
稼動後約4年 経過 した2004年3月から4月にかけての1月 間のメタン発酵槽への投入量と生
成ガス量を図8-4に示す。1日当た りの投入量は111m3から198m3まで変動 し、投入量の変動に従
って1日 当たりのガス発生量は2,140m3から3,780m3まで変動 している。一方、投入量に対する
生成ガス量の割合はほぼ一定 となっている。 このことは投入量の変動に関わらず投入水質及びメ
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タン発酵処理が安定 した状態にあることを示している。 この期間の平均投入量は16(㎞3/日、平
均生成ガス量は3,080m3/日で、投入量当たりの平均生成ガス量は、19.3m3/m3であった。
この調査期間の3週 目に採取 した投入水及び消化液の性状を表8-9に示す。 この時、メタン発
酵槽への投入水量167m3/日、HRT19日の処理条件において、バイオガス発生量は1日 当た り3,210
m3で、メタン含有率は76%であった。VS除 去率は54%、COD除去率は51%、T-C除去率は
56%であった。一方、TOCは 、86%と高い除去率を示 した。
小川 らは、豚糞尿、牛糞尿、おからを混合 したものを原水 とした中温メタン発酵処理において
VTS、COD、TCの 除去率がほぼ同じであることから、高濃度有機性廃棄物のメタン発酵処
理においてVTS、COD、T-Cを 有機物指標 として活用できることを報告 したlo)が、本養豚
廃水のメタン発酵処理においても同様の状況 となっている。
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表8-9メ タン発酵処理状況
投入量 167m3/日
滞留 日数 19日
ガス発生量 3,210m3,/日
メタン含有率 76ｰ/a
原水 処理水 除去率(%)
pH 6.7 7.8
TS % 4.45 2.63 41
vs % s.11 1.42 54
COD mg/kg-wet57,000 28,000 51
TOC %wet 1.78 0.25 86
TC %wet 1.87 o.s2 56
IC %wet 0.09 0.57
T-N mg/L 5,380 5,400
NH4+一N mg/L 3,240 3,910
M一 アルカ リ度 mg-CaCO3/L9,300 15,000
C %/TS 38.95 29.79
H %/TS 5.5 4.06
N %/TS 3.74 3.41
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3)メタン収率 と炭素転換効率
①S養 豚廃水 メタン発酵処理の特長
養豚廃水 には生物分解 し難 い有機物 が多 く含まれ てい るため、滞留 目数15～20日の中温メタン
発酵処理事例11)では、VS分 解率 は47～52%、ガス発生量は495～579m3/t一投入VS(平均530m3/t一.
投入VS)、 メタン含 有率 は65～66%(平均65%)と なっている(表8-10)。これ らとの比較 にお
いて、S養 豚場廃 水の メタン発酵処理 では投入原水 のVS濃度 とVS容積負荷が低いが、VS除去率
は54%と他事例 より高 く、投入VS当 た りバイオガス生成量 も620m3/tと他事例 の1.07～1.25倍
高 くなってい る。 この よ うにVS除去率が高 く、投入VSあ た りの生成ガス量が高い状況 は、搾汁
処理 によってメタン発酵処理 で分解 され に くい有機 物が除去 された効果であ ると考え られ る。
一方、生成ガス中のメタ ン含 有率は他事例が65～66%であるのに対 してS養 豚場 メタン発酵処
理 では76%と高 くな ってお り、投入VS当 た りのメタン収率は471m3-CH4/t-VSと他事例の1.23
～1.46倍、除去VS当 た りの メタン収率 は866m3-CH4,/t-vsと他事例 の1.18～1.30倍高 くなって
いる。 この よ うに、生成 ガス中のメタン含有率が高 く、 メタン収率が高い こ とがS養 豚廃水のメ
タン発酵処理の優れ た特長 であ る。
表8-10養豚廃水のメタン発酵処理事例
項 目 S養豚場
他 の養豚廃水処理事例12>より作成
A B C D
発酵槽温度(℃) 35 36 36 35 35
滞留目数(日) 19 20 zo 15.4 20
原水TS(%) 4.5 4.4 s.1 5.8 8.9
原水VS(%) 3.1 3.3 6.2 4.2 6.6
VS容 積負荷(kg-VS/m3/日) L7 1.6 s.1 2.7 3.3
VS除去率(%) 54 49.8 47.9 52 47.4
ガス生成量
m3/㎡一投 入 19 17 31 25 34
m3/t一投 入VS 620 510 495 579 520
m3/t一除 去VS。 1,140 1,024 1,033 1,113 1,097
発生ガスのメタン含有率(%) 76 65 65 65.9 65
メタン収率
m3-CH、/m3一投 入 14.4 10.9 20 16.1 22.4
m3-CH4/t一投 入VS 471 332 322 382 338
m3-CH9/t一除 去VS。 866 666 672 734 713
②炭素収支 と炭素転換効率
メタン発酵槽における炭素収支を表8-11に示す。投入原水中の炭素3,123kg/日の95%が有機
炭素で、5%が無機炭素であった。メタン発酵処理によって投入水中の炭素の55%がバイオガス
になり、44%が消化液に残存 していた。バイオガス中のメタン含有率が76%と高いことで、投入
水中の炭素の42%がメタンに転換 したことになる。養豚廃水にはメタン発酵処理によって分解 し
難い有機物が多いため、第2節 で示 した食品残渣の加熱前処理によるメタン発酵処理における原
水中炭素のメタンへの転換率60%と比べて低い状況となっているが、養豚廃水処理の他事例に比
べると高いものと推察され る。
一方、メタン発酵処理によって消化液中にはICと して検出される炭素が増加 し、消化液に含
まれる炭素の70%がICであった。しか し、消化液に残存 した炭素の割合は44%で、これはTC、
VS、CODの 除去率 と同程度である。また、消化液のMア ルカ リ度は15,000mg-CaCO3/L
(0.15mol/L)であり、Mアルカ リ度がすべて炭酸水素塩であるとするとHCO3一は0.30グラム
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イオン/Lで、その炭素量は600kg/日である。これはICの6割 程度で しかないことから、IC
として検出されているもののすべてが無機炭素ではなく、化学的酸化によって酸素を消費する有
機物が含まれていると考えられた。
表8-11メタン発酵槽における炭素収支
項 目 泓 ガス 流出 ガス+流出 備 考
CH4 COZ
全炭素(kg/日) 3,123 1,307 413 1,369 3,089
流入水 と流出水の
TC、ICから算出
うち有機炭素(kg/日)2,973 418
無機炭素(kg/日)150 s51
構成比(%) 100 41.9 13.2 43.8 9$.9
炭素(kg/日) 2,895 1,so7 413 1,308 3,028 TS中の炭素量から
算出構成比(%) 100 45.2 14.2 45.2 104.s
③発生ガスの性状 と化学量論的検討
第2節 で述べたように、佐々木らは生 ごみの高温メタン発酵処理実験において、次の化学量論
式によって推定 したガス生成量やメタン含有率が、実測値 とほぼ一致す ることを報告 した8)。ま
た、有機物の理論酸素要求量1g当たりのメタン生成量は0.35L-CH4/g-ThODであり、実測除去C
ODlg当た りのメタン生成量がよく一致すると報告 している。
C17H290101V-1-6.5HZO一一9.25CH4-1-6.75COZ-1-NH4+一1-HCO3一
また、奥野 らは生 ごみ と汚泥 を混合処理す る高温 メタン発酵 において次の化 学量論式 によって
推 定 したガス生成量 は実測値 の84～99%(実測値は推 定値 の119～101%)、メタン含有率は98～
101%(同様 に102～99%)、除去VS当 た りのアル カ リ度 は70～100%(同様 に142～100%)、NH
べNは90～120%(同様 に111～83%)であ り、化学量論式 による推 定値:は、実験結果 とほぼ一致
す ると報告 してい る9)。
CnHaObNc十(n-0.25a-0.5b十1.75c)H20→(0.5n十 〇。125a-o.25b-0.375c)・CH4
十(0.5n-0.125a十 〇。25b-0.625c)・CO2十cNHq÷ 十cHCO3一
S養豚廃水のメタン発酵投入水のTS中 の平均元素組成は、C:38.95%、H:5.50%、N:3.74%、
0:21,61%であり、投入水に含まれるTS中 の有機物の擬似分子式はCizHz。05Nと推定できた。
上記の式によって擬似分子式から推定 した発生ガス量 とメタン含有率、除去VS当 たりのアルカ
リ度、除去VS当 た りのNH4-N、除去理論酸素消費量当た りのメタン生成量、及びそれぞれの
実測値を表8-12に示す。
S養豚廃水のメタン発酵処理におけるガス生成量は擬似 分子式からの推定値の111%で大差な
いが、メタン含有率が、推定値64%に対 して実測値は76%で、実測値は推定値の119%になって
いる。その結果、S養 豚廃水のメタン発酵処理における除去VS当 た りのメタン収率は、推定値
605m3-CH4/t-vsに対 して866m3-CH4/t-VSと143%にまで高まっている。
また、除去VS当 た りのNH4-N生成量は推定値の74%、アルカ リ度生成量は175%であり、
実測値は推定値 と大きく異なった状況 となっている。一方、他事例の投入原水の擬似分子式は不
明であるが、S養豚場 と類似 しているとすれば、これ らの事例では上記の式によって推定 したメ
タン含有率とほぼ一致 した状態であろうと推察できる。
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表8-12ガス生成に関する実測値 と化学量論式からの推定値
S養豚廃水
実測値i計 算値
擬似分子式 CizHz。05N
ガス発生量(m3/t一除去VS) 1,140 960
発生ガスのメタン含有率(%) 76 63
メ タン収率(m3,/t一除 去VS) 866 605
Mア ル カ リ度生 成量(g-CaCO3/g一除去VS) 0.337 0.194
NH4-N生 成 量(g-N/g一除去VS) 0.040 0.053
除去COD当 た りCH4生成量(m3/kg一除去COD) 0.50 0.32
そ こで、生成ガス中のメタ ン含 有率が上記計算値 よ り高 くなってい る理 由として、消化液への
二酸化炭素の溶 存 とイオ ン解離 の可能性 について検討 した。
メタン含有率76%、 二酸化炭 素含有率24%の 気体下では、水温37℃の真水 に0。006mo1/Lの
二酸化炭素が溶 存 し、pH7.8では[HCO3一]=0.163グラムイオン/Lが解離す ることになる。
メタン発酵槽投入水 は、pH6.7、Mアルカ リ度 は9,300㎎一CaCO3/Lで、消化液のpH7.8、Mアル
カ リ度は15,000㎎一CaCO3/Lであ った。Mアルカ リ度 がすべて炭酸水素イオ ンだ とす る と、それぞ
れ0.186グラムイ オン/L、0.30グラムイオ ン/Lであ り、これ以上の炭酸水素イオ ンが解離する
ことはない。 しか し、実際には メタン発酵槽においてMア ルカ リ度が5,700tng-CaCO3/L、炭酸水
素イオ ンとすれ ば0.114グラムイオン/L増加 している。一方、メタン発酵に よって除去 され たV
S量は16.9g/Lであ り、これは擬似分子式の分子量 に対 して0.066mo1/Lで、上記化学量論式に
従えば、このVSが 分解 され るこ とに よって生成 した炭酸水素イオ ンはO。066グラムイオ ン/Lと
推計できる。 従 って、増加 したMア ルカ リ度か らVSが 分解 され る ことによって生成 した炭酸水
素イオン0.066グラムイオ ン/Lを 引いた0.048mol/Lの炭 酸水素イオ ンが消化液 に溶 存二酸化
炭素か らイオ ン解離 してい る可能性があ る。すなわち、消化液lL中 には二酸化炭素 の溶存 とそ
のイオン解離 によって0.054mol/Lの二酸化炭素が含まれ ている可能性 があ り、これは消化液1m3
中に1.2m3、167m3/日の処理水量 に対 して200m3/日の二酸化炭素が溶 存してい ることになる。 こ
れ らが3210m3/日の生成 ガス に含まれ る とすれ ば生成 ガスの メタン含有率 は72%とな る。一方、
養豚廃水 にはア ンモニア性 窒素が3,000㎎/L(0.214mo1/L)～4,000㎎/L(0.286mo1/L)程度 あ
り、さらにカル シ ウム、カ リウム、マグネシウム、リンな どがそれぞれ500～1800ppm程度含 まれ
てお り、 これ らが消化液 の炭 酸種の化学平衡 に影響 を及ぼ しているもの と推測 できる。
また、2)で述 べた よ うに、給与飼料 の変化 により投入水質が変化 し、消化液 のアンモニア濃度
とpHが上昇 した にもかかわ らず、生成ガス中の二酸化炭素濃度が上昇 しメタン含 有率が低下 した
状況 がある。 さらに、一旦低 下 したメタン含有率が70%以上に回復す るためには1年 以上の運転
期間が必要 であった。 も し二酸化炭素が消化液 に溶 存、イオ ン解 離す ることによって生成 ガス中
のメタン含有率が高 まってい るのであれば、メタン含有率の上昇 に要す る時 間はもっ と短 くな り、
また他のメタン発酵処理施設 においても同様 の現象が生 じるもの と考 えられ る。
さらに、擬似分子式 か ら求めた理論酸素要求量1g当た りのメタン生成量0.32L-CH,/g-ThODに
対 して、除去COD当 た りのメタン生成 量実測値 は0.50L-CH4/g-CODと大き く、除去VS当 た り
のNH4+一N生成量 実測値 は推定値 の74%で しかない状況があ る。 なお、 メタン発酵槽投入水の
VS当 た りのCODは 、1.833g-COD/g-VSに対 して、擬i似分子式 か ら計:算され るVS当 た りの理
論酸素要求量1.8848-ThOD/g-VSと大差ないこ とか ら、除去COD当 た りのメタン生成量が大きい
こ とが、CODの 測定方法 に問題が あるために生 じた ものではない。
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以上を総合的に考察すれば、生成ガス中のメタン含有率が高いことが、生成ガスの二酸化炭素
が消化液に溶存、イオン解離す ることなど化学反応によって生 じた現象ではない と考えられる。
一方、第1節 の残飯類からなる食品残渣の中温メタン発酵処理実験においても、生成ガス中の
メタン含有率が、擬似分子式と上記の化学量論式によって計算 した生成ガス中のメタン含有率よ
り高い状況が出現 し、それによってメタン収率 と原水中の有機物がもつ炭素のメタンへの転換効
率が高くなることを示 した。この実験では、食品残渣を加熱処理 して原水中の有機物を低分子化
した後メタン発酵処理を行った場合と加熱処理をしない場合の生成ガス中のメタン含有率が同じ
であったことなどから、生成ガス中のメタン含有率が化学量論式による計算値 より高くなった要
因は、加水分解プロセスにあるのではな く、メタン生成の機序にあると考えられたが、S養豚廃
水のメタン発酵処理においても、メタン濃度を高めうるメタン生成の機序すなわちメタン濃度を
高めうる菌叢が発現 していると推察される。
4)メタン生成プロセスのメカニズムへの考察
メタン生成の直接の基質は、大部分が酢酸またはH2+CO2であり、廃水処理過程において生
成されるメタンの70～80%は酢酸を直接の基質 として生成 されるものと考えられている。木田ら
は、酢酸ナ トリウムと酢酸か らなる合成培地を用いた完全混合型連続培養装置(1.7L、37℃)での
実験おいて、希釈率(;日供給量/槽 有効容量)を0.025から0.8まで変化 させて、ガス生成量、T
oc除去率等を測定 し、Ni2+とco2+を添加することによって、o.6日一1の高い希釈率においても
優れたTOC除 去能とガス生成能を持ち うること等を報告 した10)。同時に、酢酸資化性メタン生
成細菌及び水素資化性メタン生成細菌の両方によるメタン生成に関与するニッケル ・テ トラピロ
ールである補酵素Fagoとコバル トを含むコリノイ ド、及び水素資化性メタン生成菌によるH2-C
O2からのメタン生成に関与する補酵素Fazoの相対活性の変化を把握 した。希釈率が0.1日一1以上
においてF430とコリノイ ド濃度は一定であるが、希釈率が0.1日一i以下に低下するとともにF430
とコリノイ ド濃度が低下、一方Ni2+とCo2+の添加の有無に関わ らずF420の相対活性が希釈率の
低下とともに大きく増加 し、残存する酢酸llx:が低下したこど、Ni2+とCo2+添加でo.12日a
より高い希釈率における生成ガスのメタン濃度が62%で一定であったのに対 し、0.025日一1と
0.05日需1の低希釈率での生成ガス中のメタン濃度はNiZ+とCo2+添加の有無に関わらず65-67%
と相対的に高かったことを報告 し、酢酸を経由したメタン生成には、酢酸資化性メタン生成細菌
によってアセチルCoAか らメチルCoMを 経てメタンに還元される直接的な変換経路 と、酢酸
酸化性細菌と水素資化性 メタン生成菌による栄養共生的変換で、酢酸が酢酸酸化性細菌によって
分解され、その分解生成物である水素と二酸化炭素から水素資化性 メタン生成菌によってメタン
が生成される経路の2つ の経路があり、高い希釈率で酢酸資化性メタン生成菌による酢酸塩から
のメタン生成が支配的であり、低い希釈率においては酢酸酸化性細菌と水素資化性メタン生成菌
による栄養共生的変換がかな りの割合 を占めるか もしれないことが示唆 されたと報告 している
10)
0
また、木 田は、FISH(FluorescentInsituHybridization)法によって希釈 率0.025-1
と0.6日'1での菌叢分布 を観察 し、両培養液か ら抽 出 したDNAのクローン解析 を行 って次 のよう
に報告 してい る13,14)。i)両条件 ともアー キア に属す る細胞 が優先 していたが、バ クテ リアに属
す る細胞 が希釈率0.025日一1で比較的多 く観察 された。Il)クロー ン解析 に よれ ば、希釈率0.025
日一1の培養液 か ら得 られ たク ロー ン(103個)の構成 は、アーキア40.8%、バクテ リアが59.2%で
あった。一方、希釈 率0.6日一iの培養液 か ら得 られた クローン(112個)の構成 は、アーキア64.3%、
バ クテ リア が35.7%であ っ た。iii)培養 条 件 に よ らず 、 ア ー キ ア で は 酢 酸 資 化 性 を示 す
bfethanosarclnaseae科に 分 類 さ れ る ク ロ ー ン の み が 観 察 さ れ 、 バ ク テ リ ア で は
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Bacillus/Clostridiumグループに分類 されるクローンが優先 していた。なかでも、酢酸を酸化分
解する能力を持っものが報告 されているClostridiaceaeに属するクローンが多く、希釈0.025
日一1では全クローンの18.4%を、希釈率0.6日一1では全クローンの10.7%を占めていた。なお、
酢酸酸分解菌の平均世代時間は20-40日と報告 されている。
一方、Schnurerらは酢酸酸化性バクテ リアの培養において、約1ヶAの 培養後に小さなコロ
ニーが出現 したこと、酢酸酸化性細菌 と水素資化性メタン生成菌が結合された時に酢酸塩の分解
が始まり、メタンはその約2ヶ 月後に作 り出されたことを報告 している15)。
木田らの実験においてメタン濃度が高くなった希釈率0.025日幽1と0.05日一iはHRT40日と20
日にあたる。S養 豚廃水のメタン発酵処理における調査期間中のHRTは15～25日、平均19日
であるが、槽の構造と、原水の投入と間欠撹絆とが連動 した運転方法な どによって、メタン生成
細菌類が発酵槽に長く滞留できる状況を意図的に作 り出 している。発酵槽SSと 消化液SSか ら
推定 したSRTは40～50日になってお り、これによって、酢酸酸化性バクテ リアが集積 し、酢酸
がアセチルーCoAからメチルーCoMを経てメタンに分解されるプロセスに加 えて、酢酸酸イヒ性
バクテ リアと水素資化性 メタン生成菌の栄養共生的変換経路によるメタン生成が高い割合で発現
し、生成ガス中のメタン濃度が高 くなった可能性があると推察している。
メタン含有率を高めるメタン生成の化学量論的検討は現時点で不十分であるが、除去VS当 た
りのアルカリ度が化学量論式による推定値 より大幅に大きいことなどから、S養豚廃水のメタン
発酵処理においては、例 えば9CO2+6H20→CH4+8HCO3一といった反応が一部に生 じ、前述の化学量論
式で示された以上の炭酸水素体や炭酸体が消化液中に排出されている可能性が考えられる。また、
除去VS当 た りのNH4-N生 成量が化学量論式による推定値 より低いことから、窒素を含む有
機物が生成 されて消化液中に排出されている可能性が考えられる。例えばメタン生成細菌の培養
終期に補酵素F42。の部分構造物であるFO(7,8-didemethyl-8-hydro-5-deazariboflavin)が培地中
に蓄積する16)ことが知 られてお り、S養豚廃水のメタン発酵処理においてもこのような現象が生
じている可能性が考えられる。 しか し、現時点では以上の考察を裏付ける微生物学的な調査、研
究が不十分であり、今後の課題である。
第4節 消化液の浄化処理
第1節 の食品残渣を加熱前処理してメタン発酵処理した消化液を対象として、凝集処理、生物
学的硝化脱窒素処理実験 を行 った。
1)消化液の凝集処理実験
①実験方法
メタン発酵消化液 を対象 として、①カチオン系高分子凝集剤のみ、②カチオン系高分子凝集剤
とポ リ硫酸第二鉄の併用、による凝集処理実験を行い、ランニングコス トの削減効果 と処理水の
性状確認を行った。
②実験結果
消化液の凝集処理において、高分子凝集剤のみの場合の添加量は800ppmとSS濃度の3.7%必
要であったが、ポリ硫酸第二鉄 と高分子凝集剤を併用する場合はポ リ硫酸第二鉄2,000ppm添加に
おいて高分子凝集剤は450ppm(SS濃度の2.1%)必要であった。この添加量での凝集処理水の性
状を表8-13に示すが、高分子凝集剤単独 よりポリ硫酸第二鉄 と高分子凝集剤を併用する方がCOD
とT-Pの除去が良好であった。 これはポリ硫酸第二鉄のFe2+イオンとPO42一イオンとが凝集 し
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た結果 と考え られ る。一方、薬剤費はCP高 分子凝集剤(25%濃度、比重1.19):300円/kg、ポ
リ硫酸第二鉄(比 重:1.45):50円/kgとす ると、高分子凝集剤 単独では1,142円/m3、ポ リ硫
酸第二鉄 と高分子凝集剤 を併用 した場 合は759円/m3とな り、約34%の コス ト削減 となった。
表8-13消化液の凝集処理状況
メタン発酵
消化液
凝集処理水
高分子凝集剤のみ ポリ硫酸第二鉄+高分子凝集剤
濃度(㎎/L) 濃度(mg/L) 除去率(%) 濃度(mg/L) 除去率(%)
pH 7.79 7.94 一 7.05 一
EC 30.2 30.7 } 31.2 一
BOD 4,270 1,120 73.8 1,090 74.5
COD 7,850 1,590 79.7 1,130 85.6
SS 21,400 150 99.3 150 99.3
T-N 4,820 2,650 45.0 2,630 45.4
T-P 880 85 90.3 40 95.5
TS 33,900 12,800 62.2 12,600 62.8
vs 18,600 6,510 65.0 6,370 65.8
2)消化液の凝集処理水の生物学的硝化脱窒処理実験
ポリ硫酸第二鉄+高 分子凝集剤で処理 した消化液の凝集処理水を、図8-5に示すフローで生物
学的硝化 ・脱窒処理を行った。メタン発酵消化液及びその凝集処理水は、窒素過剰でBOD/N
が低く、生物学的硝化脱窒素処理 しにくい性状になっている。生物学的硝化脱窒処理の効率化の
ために、一般にはメタノール等の脱窒用炭素源を添加するが、これがメタン発酵処理のコス ト増
に繋がっている。本実験では、このコス ト削減のため、食品残渣の蒸洗処理プロセスか ら排出さ
れる油分や廃食用油を脱窒処理の炭素源 として利用する方法を検討 した。
①実験方法
実験では、実験においては、通水量57.6L/日、硝化脱窒槽の循環比を100%、返送汚泥率を
廃油添加
8
処理水
図8-5消化液凝集処理水の生物学的硝化脱窒素処理基礎実験フローシー ト
一121一
100%として、炭素源を無添加で硝化脱窒素処理をおこなった。続いて、生物学的硝化脱窒処理工
程内の活1生汚泥濃度を高めるために、BOD/Nが20程度となるよ う第2脱 窒槽に廃油を添加 し
た。その2つのケースでの処理水質を測定した。
②実験結果
通水量57.6L/日、硝化脱窒槽の循環比を100%、返送汚泥率を100%として、MLSS濃 度
を3,000ppmに維持 した実験で、廃油無添加の場合の処理水質、及び廃油をBOD/N比 が20程
度になるように添加 した場合の処理水質を表8-14に示す。廃油無添加においても、窒素が除去さ
れているが、廃油添加では無添加に比べてBOD、COD、T-N、T-Pの 除去能力が高くな
り、特にT-Nの 除去率が2.8倍となった。 しか し、廃油の添加量が脱窒素に必要な量よりはる
かに多いことから、この処理において どの程度の窒素が脱窒素 されたかが不明であった。ただ廃
油が菌体の増殖のための炭素源 として利用されたことは確認できた。一方、廃油無添加において
はBOD/N=0.4しかないにもかかわらず窒素が除去 されていることから、消化液の凝集処理水
に残存 しているBODが脱窒素に利用 された可能性があると考えられる。
メタン発酵から生物学的硝化脱窒処理に至る一連の処理システムにおいて、処理性能が安定す
るためには長期に亘る微生物の馴養期間が必要であり、実験期間はメタン発酵処理性能が安定 し
た後硝化脱窒素処理性能が安定するには不十分であった。このため、本実験では廃油が微生物処
理されて菌体の増殖に利用されることは確認できたが、メタン発酵消化液の凝集処理水の生物学
的硝化脱窒処理における廃油添加量等の運転条件を確定するまでには至らなかった。
表8-14廃食:用油添加による生物学的硝化脱窒処理状況
＼ 消化液凝集処理水 廃油無添加での処理状況 廃油添加での処理状況濃度(mg/L) 濃度(mg/L) 除去率(%) 濃度(mg/L) 除去率(%)
pH 7.05 6.73 一 6.59 一
EC 31.2 10.8 一 11.7 一
BOD 1,090 40 96.3 15 98.6
COD 1,130 r50 86.7 82 92.7
SS 150 20 86.7 10 93.3
T-N 2,630 270 89.7 95 96.4
T-P 40 19 52.5 3 92.5
3)凝集処理汚泥の堆肥化実験
20Lの凝集汚泥に種堆肥100Lを添加 し、含水率65%の状態か ら20日間発酵試験を行った。図
8-6に示すように、開始から3日 目までは温度50℃以上を維持、6日目から32℃程度 となった。
20日経過後の顕微鏡観察では放線菌が多 く認められ、土壌臭のする堆肥 となった。
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図8-6堆肥化実験の経 日変化
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第5節 ユーグレナ培養による消化液を利用したバイオマス生産の可能性
メタン発酵処理において発生する消化液中の栄養塩類の利用方法として、液肥 としての農地還
元が最 も望ましい方法である。 しか し、多くは液肥の農地還元が困難な場合が予想 されることか
ら、液肥を利用 してバイオマスを生産 し、飼料利用する方法の可能性を検討 した。
1)実験材料及び方法
①予備実験
メタン発酵消化液やその浄化処理水によるユーグレナの培養実績はなく、培養条件などが不明
であったため、培養条件 を求める予備実験を行った。予備実験は100m1の振 とうフラスコに調整
試料とユーグレナ原液を入れ、26℃±1℃に維持 した電気定温器中で40Wの蛍光灯を光源 として
ユーグレナの沈殿が生 じないように振 とう器の回転数を調節 して振猛培養 し、2日毎に目視によ
る色相の変化 と顕微鏡によるユーグレナの活動状況を観察 した。
メタン発酵消化液は、TS、VS、SS濃 度が高いため、凝 集処理水及び硝化脱窒素処理水を
さまざまに調製 して培養実験をおこなった。
②連続培養実験
本実験装置は72Lの透明容器で、光源は20Wの蛍光灯 と太陽光の併用で、常時エア レーション
する構造である。本実験では予備実験の結果を基に調整 した試料50Lにユーグレナ原液10L添加
して培養 し、CODとNH4N、SSの 変化によってユーグレナの増殖状況等を把握 した。
2)実験結果及び考察
①予備実験結果
凝集処理水、凝集処理水をオー トクレープで滅菌 した場合、凝集処理水をアンモニアス トリッ
ピングしpHを6.5に調整 した場合、凝集処理水を活性炭処理 してpHを6.5に調整 した場合のい
ずれにおいてもユーグレナが死滅した。凝集処理水を2倍希釈 した場合には培養直後から徐々に
褐色に変化 したが、凝集処理 水を4倍 以上に希釈 しリン酸カリウムをo.i%添加 した場合にはユ
ーグレナは活発に活動 した。
4倍希釈の凝集処理水に リン、マグネシウム、鉄等 ミネラル分を添加 し、ユーグレナ濃度を高
めた原液と1:1で混合 して振盤培養 した予備実験において測定した水質の15日後の測定結果を
表8-15に示す。消化液凝集処理水4倍希釈水だけで振塗培養 したものは10日で1.6倍に増殖 し
たのに対 し、ミネラル添加を行ったものは、10日で2倍 に増殖 した。消化液凝集処理水にミネラ
ルの添加を行った試料が培養に効果的であることがわかった。
表8-15ユー グレナ培養予備実験③)の培養結果
調
No.
実験条件 実験結果
凝集処理水の調整内容 培養開始
10日目
COD NH4N SS COD NH4N SS
1 4倍希釈液をpH6.5に調整 300 210 2000 240 160 3200
2
4倍希釈液にリン酸カ リウム0.1%添
加後pH6.5に調整 300 210 2000 185 100 4000
3
4倍希釈液に リン酸カ リウム0.1、
硫酸マグネ シウム200ppm、硫酸第1
鉄200ppm添加後pH6.5に調整 300 210 2000 175 110 4200
注:調 整 した試料 とユーグレナ原液を1:1で混合 して培養。
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②本実験結果
消化液凝集処理水を50倍に希釈 し本装置で培養 した結果を表8-16と図8-7に示すが、消化液
凝集処理水だけのものが5日 で1.4倍に増殖 したのに対し、ミネラル添加では2倍 の増殖を示 し
た。また、本装置における5日 後の水質の性状変化では、消化液凝集処理水だけの培養でのCOD
及びM4-Nの除去率がそれぞれ20%、49%であるが、ミネラル添加の場合はCODで43%、M4-
Nで75%程度 となり、 さらに15日後には100%近くを示 した。
凝集処理水を3倍希釈 し、同量のユーグレナ原液 と混合 して本装置で培養 した実験No.4では、
培養開始後6日 間ユーグ レナは順調に増殖 した。6日 目以降に停電により撹搾等が停止、培養を
中止 したものであり、6日 目までのユーグレナ増殖のデータは十分信頼できるものである。No.4
では培養開始時NH4-N濃度408ppm、SS濃度2,120ppmが6日間の培養によってNH4-N濃度
171ppmに減少、SS濃 度が6,794ppmに増加 した。
表8-16本装置でのユーグレナ培養実験結果
試 料
No.
実験条件 実験結果
凝集処理水の調整内容
培養開始 5日 冒
COD NH4N SS COD NH4N SS
1pH6.5に調整 したもの1Lを50Lに希釈 150 49 700 120 25 1000
リン酸カ リウム0.4%添加後pH6.5に調2
整、50倍希釈
150 49 700 99 14 1350
リン酸カリウム0.4%、硫酸マグネシウム
3800ppm、硫酸第1鉄800ppm添加後pH6.5
に調整、50倍希釈
150 49 700 85 11 1450
リン酸カ リウム0.4%、硫酸マグネシ ウム
4$OOppm,硫酸第1鉄800ppm添加後pH6.5
に調整、3倍希釈
一 408 Zlao 一 171 6794
注:No.4は 培養開始6日 目の測定値
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図8-7本 実験装置によるユーグレナ培養の経 日変化
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4倍希釈の凝集処理 水に ミネ ラル分 を添加 し、ユー グ レナ原 液 と1:1で混合 して振塑培養 した
予備実験及び本装置実験の5日 間の変化 をま とめて表8-17に示す。 予備実験、本装置実験 とも
No。1とNo.2、No.3の窒素除去速度、比増殖速度及 び収率には明 らかな差が あ り、 ミネ ラル分の
添加が効果 的であるこ とを示 している。 また、予備 実験 と比べ本装置 実験 の窒素除去速度 、比増
殖速度及び収 率が大 きい こ とは人工光 と人工光+太 陽光 の光量の違 い と考 え られ る。
本装置実験No.3とNo.4の 培養 開始時 のユー グ レナ に対す るNHべNの 負荷 量は、0,07g
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4-N/g-SSと0.19g-NH4N/g-SSと3倍近い差があるが、ユー グレナ の1日 窒素除去量 は0.007
g-NH4-N/g-SS・目と0.009g_NH4N/g-SS・日でその差 は3割 増程度 であった。一方、負荷 の大
小によって収率=単 位 窒素除去量:当た りのユー グレナ増殖量には差 がな く、19～20g-SS/g-Nで
あった。予備実験におけ る状況 を考慮す ると、窒素負荷 を0.19g-NH4N/g-SS以上 に して もユー
グ レナの増殖速度や窒素除去速度はあま り大 きくな らない と考え られ る。
以上の実験結果か ら、メ タン発酵消化液 の凝集処理水 によるユーグ レナ培養 においては、適切
に ミネラル分 を添加 す るな ど生育環境 を整 えるこ とに よって、NHべNを 指標 とす るユー グ レ
ナ ・窒素負荷量0,2g-NH4-N/g-SS程度で培養可能であ り、収率20g-SS/g-NH4-N程度のユー グ
レナ回収が可能で ある と推定で きる。
表8-17ユー グレナの水処理特性 と増加特性
経過
日数
予備実験 本実験
No.1 No.2 No.3 No.1 No.2 No.3 No.4
COD
(ppm)
0 300 300 300 150 150 150
5 245 210 199 120 99 85
NH4N
(ppm)
0 210 210 210 49 49 49 408
5 170 130 120 25 14 11 171
SS
(Ply)
0 2,0002,0002,000 700 700 700 2,120
5 2,600 3,4003,600 1,000 1,350 1,450 6,794
培養開始から5日目までの変化から算出した指標
NH,一N/SS負 荷(g-N/g-SS) o.1i o.ii 0.11 0.07 o.07 o.07 0.19
NHｧN除 去 速 度(g-N/g-SS・日) 0.00340.00600.00640.00560.0068o.007 0.009
比増殖 速度(g-SS/g-SS・日) 0.05 o.io 0.11 o.07 0.13 0.14 0.17
収率(9-SS/9-N) 14.29 16.95 17.1912.5 19.12 1s.7a 19.32
3)メタン発酵消化液の利用方法への考察
メタン発酵では食晶残渣の成分のうち炭素と水素だけが利用 され、消化液には窒素、リン、そ
の他のミネラル成分がすべて残存 していることになる。この残存する成分を利用 して、もう一度
有機物を生産できれば望ま しい循環であり、特に消化液の液肥利用では残存する有機物をも利用
できることから、最適な循環利用である。
しか し、ユーグレナ培養実験では、生産物にとって不純物である消化液中に残存する有機物を
除去する必要があり、消化液を凝集処理 して培養に利用することになった。消化液の凝集処理に
よって消化液中のリンや ミネラル分が除去され、ユーグレナを培養するために新たなリンや ミネ
ラルの添加が必要 となり、窒素分のみを利用 したことになった。
一方、凝集処理水での培養は、ユーグレナの増殖を阻害す ることが明 らか となった。凝集処理
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水を4倍希釈すればユーグレナが増殖できたことから、その原因として、BOD、CODで250ppm
以上の有機性汚濁物質が高濃度に存在する環境はユーグレナの生育環境 として不適である可能性
や、消化液や凝集処理水に増殖を阻害する物質が含まれている可能性などが考えられるが、今回
の実験ではその原因を特定できなかった。
消化液中の窒素、 リンやその他の ミネラルを利用するためにユーグレナを培養するのであれば、
凝集処理せずに直接、好気性微生物処理などによって消化液中の有機物を分解 した後の処理水で
培養するべきであり、メタン発酵消化液の好気性微生物処理特性の把握 とユーグレナ培養の可能
性の検討が今後の課題である。
一方、消化液中の窒素、リンやその他の ミネラルを利用 してユーグレナを培養できる場合には、
ユーグレナの利用方法を確立する必要がある。生産 したユーグレナを脱水処理 しても含水率は
75%程度 と考えられ、これを飼料利用するためには食品残渣の飼料化 と同 じ課題が残 る。すなわち、
乾燥、サイ レージ化等の処理加工が必要 となる。
乾燥処理に要するエネルギーをメタン発酵によって回収できるエネルギーで賄 うことは、メタ
ン発酵のエネルギー回収効率を低下させることになる。消化液を利用 してバイオマスを生産する
場合は、乾燥を必要としないバイオマス(野菜、果実)を生産す るか、生産 したユーグレナ等のバ
イオマスをサイ レージ化するなどの保存、利用方法の確立が不可欠であろう。
なお、食品残渣に含まれ るリンはメタン発酵処理によってリン酸にまで分解されていると考え
られ、これをリン酸マグネシウムアンモニウム(MAP)やヒ ドロキシアパタイ ト(HAP)として
結晶化 し回収できれば、飼料添加物として再利用できる可能性がある。消化液の硝化 ・脱窒素処
理、及び発生汚泥の堆肥化 と組み合わせることによって、環境負荷の低減 と資源利用効率の向上
を図る方策 として検討することが今後の課題である。
第6節 メタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システムの処理コス ト
第2節6)で冬季の熱収支を検討 したケース②のモデルプラン トでの処理 コス トを試算す る。
1)試算条件
処理システムは、加熱前処理、中温メタン発酵処理、消化液の凝集、硝化脱窒素処理及び汚泥
の堆肥化処理からなる。第2節6)のケース②では、加熱処理条件を100℃・30分としているが、
多量の食品残渣の内部温度を確実に上昇 し100℃を30分間維持すること、メタン発酵槽への投入
量のコン トロール機能を持たせることを考慮 して、90℃以上100℃未満で2時 間維持できるよう
に処理槽容量及び必要熱量を算出 している。メタン発酵処理では、VS負 荷2.55kg-VS/m3・
日、HRT30日で、ガス発生量を0.81L/g-VS、発生ガスの熱量を24.3MJ/m3としている。排
水は下水道放流 とし、施設からは発生する臭気、振動、騒音については法規に従 うものとしてい
る。メタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化施設の概略仕様を表8-19に示す。
表8-18処理残渣量 と処理残渣の理化学的性状
項 目 水 質
処理量 食品残渣136t/目
TS
250,000mg/L
9,000kg-TS/日
vs
212,500mg/L
7,650kg-VS/日
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表8-19メタン発酵によるエネルギー回収システムの主要設備 リス ト
機 器 名 称 主 仕 様 数 量
受入槽 構 造:鉄 筋 コンク リー ト
容 量:200m3
付 属 品:撹 控機 ・ポンプ ・破砕機他
1式
加熱前処理槽 構 造:SUS304
容 量:4m3
付 属 品:撹 絆機 ・ポンプ他
固液分離機 構 造:ス ク リx一 プ レス型 、動 力:2.2kW 1
中継槽 構 造:鉄 筋 コンク リー ト
容 量:50m3、付 属 品:撹 搾機 ・ポンプ他
1式
メタン発酵槽 構 造:グ ラスライニング鋼板+外 断熱
容 量:3000m3
付 属 品:撹 絆機 ・熱交換器他
1式
ガスホルダー
消化液槽
構 造:グ ラスライニング鋼板+ハ イパロンゴム
容 量:ガ スホルダー800m3、消化液槽300m3
付 属 品:撹 絆機 ・ポンプ他
1式
遠心分離脱水機 材 質:SUS304、動 力:22kW、
付 属 品:凝 集槽 ・薬剤 ユニ ッ ト他
1式
第一脱窒素槽 構 造:グ ラスライニング鋼板
容:量:400m3
付 属 品:撹 搾機 ・ポンプ ・薬剤ユニッ ト他
1式
硝化槽 構 造:グ ラスライニング鋼板
容 量:800m3×2槽
付 属 品:曝 気用プロワ ・ポンプ ・薬剤ユニッ ト他
1式
第二脱窒素槽 構 造:グ ラスライニング鋼板
容 量:400m3、付 属 品:撹 摺 幾 ・ポンプ ・薬剤ユニ ッ ト他
再曝気槽 構 造:グ ラスライニング鋼板
容 量:400m3
付 属 品:曝 気用プロワ ・ポンプ ・薬剤ユニ ッ ト他燃 構 造:SUS304
容 量:33m3、 付 属 品:ポ ンプ他
1式
生物ろ過槽 構 造:SUS304
容 量:200m3、 付 属 品:曝 気 装置 ・充填剤 他
1式
放流沈殿槽 構 造:SUS304
容 量:20m3、 付 属 品:ポ ンプ ・薬剤ユ ニ ッ ト他
1式
ガス精製ユニ ッ ト 形 式:ミ ス トセパ レー タ、乾式脱硫(吸着式)、ガス ドライヤー
処理能力:250Nm3/時
1式
ガスプロワー 能 力:160Nm3/時、動 力:1.5kW 2式
フレアー(余剰ガス
燃焼装置)
形 式:自 然通風式、能 力:230Nm3/時
付 属 品:ガ スバーナー他
1式
蒸気ボイラー 形 式:貫 流ボイラー、熱 出力:1800MJ/時
燃 料:バ イオガス、プロパン切替え方式、
付 属 品:給 水装置他
1式
発電機 形 式:燃 料電池、設 備 容 量:350kW、発 電 効 率:40%
付 属 品:廃 熱回収ボイラー他
2式
堆肥化処理設備 処 理 能 力:12t/日(WET76.4%)
一次発酵処理方式:ス クープ式発酵処理
二次発酵処理方式:堆 積方式発酵処理
付 属 品:袋 詰設備、脱臭設備
1式
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2)試算結果
管理者1名 、運転員2名 とした人件費、用役費と減価償却費を加えた処理コス トの試算結果を
表8-21に示す。本システムによって食品廃棄物をメタン発酵処理す る場合の食品廃棄物1kg当た
りの処理単価は13円となった。
本システムでの発電可能量14,820kWh/目の うち、場内消費電 力6,220kWh/日を除いた残 り8,600
kWh/日を売電するとした場合、売電価格を5円/kWhとすると、年間15,695,000円が収入になる。
この収入を考慮 した場合の食品廃棄物の処理単価は12円/kgとなった。この試算結果は、売電収
入が処理費全体の1割程度にしかならないことを示 している。
表8-20① 償却 費
項 目 事業費(円) 償却年 償却率 償却費(円/年)
建築設備一式 654,060,00022年 0.046 27,078,000
機械設備一式 981,770,00010年 o.i 88,359,000
合 計 1,635,830,000 115,437,000
表8-20② 薬剤 費
薬 剤 名 使用量
(kg/日)
単 価
(円/kg)
料 金
(円/日)
料 金
(円/年)
CP高分子凝集剤 181 300 54,300 19,819,500
ポリ硫酸第二鉄 230 50 11,500 4,197,500
脱硫剤 41 250 10,250 3,741,250
硫酸(65%) 12 50 600 219,000
水酸化ナ トリウム(24%) 6.5 35 228 83,038
次亜塩素酸ナ トリウム 15 35 525 191,625
合 計 28,251,913
表8-20③ 上、下水道費
項 目
使用量
(m3/日)
単 価
(円/m3)
料 金
(円/口)
料 金
(円/年)
上水道費 60 180 10,800 3,942,000
下水道費 90 200 18,000 6,570,000
合 計 10,512,000
表8-20④ 人件 費
職 種 人 数 単価(円/年 ・人) 金 額(円/年 ・人)
管 理 者 i 8,000,000 8,000,000
運 転 員 2 4,500,000 9,000,000
合 計 17,000,000
表8-21食 品残渣1t当 りの処理 コス ト
総処理費(円/年) 170,762,913売電収入(円/年) 15,695,000
食品残渣処理量(t/年) 13,140総処理費一売電収入(円/年) 155,067,913
処理単価(円/t) 12,996売電を考慮 した処理単価(円/t) 11,800
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第6節 小括
異物分離が困難な食品残渣 や飼料原料に適さない食品残渣を対象 として、メタン発酵によるエ
ネルギー回収 と消化液 中の窒素等栄養塩類の有効利用、消化液の処理 方法等を検討 した。
メタン発酵処理では、高温処理 と比べて維持管理が容易で、消費エネルギーが小さく、消化液
水質が良好で安定 した処理が可能な中温メタン発酵処理の特長を活かしつっ、処理効率と衛生面
での機能を向上させることを目的として、余熱を利用 した食品残渣の加熱前処理を加え、汚泥滞
留時間(SRT)を長くする槽構造と間欠擬絆方式による中温メタン発酵処理システムを採用 した。
食品残渣の加熱前処理は、VS除去率を高め、投入VS当 たりのガス生成量を19%増加 させた
が、生成ガス中のメタン濃度 には差がなかった。 これ らの結果から、中温メタン発酵処理で加水
分解できない分子量の大きな有機物が加熱処理によって低分子化 され、ガス生成量が増加 したと
考えられた。メタン収率は、加熱前処理によって十分に高められ、生ごみの高温メタン発酵処理
実験の結果によく一致すると報告 されている擬似分子式 と化学量論式による計算値より十分に高
かったことから、食品残渣の加熱前処理による中温メタン発酵処理は、メタン収率 と炭素転換効
率の面において、高温メタン発酵処理より効果的な処理方式である可能性が示唆 された。
また、エネルギー収支の試算によって、加熱処理によって発電量 と余熱利用量が増加す ること
が明らかとなった。従って、加熱前処理による中温メタン発酵処理はエネルギー回収技術 として
優れた特性を持ち、さらに二酸化炭素の排出量低減化にも繋がることが確認できた。
一方、エネルギー消費を抑 え、消化液処理への負荷を軽減す るために中温発酵法を採用 し、槽
構造及び原水投入 と間欠麗絆をコントロール した運転によって汚泥の流出を抑え、汚泥滞留時間
(SRT)が水理学的滞留時間(HRT)より大きくなるよ うに運転している養豚廃水の中温メタン
発酵処理においては、生成ガスのメタン含有率が高まり、高温メタン発酵処理の結果 とよく一致
すると報告されている化学量論式によって推計 したメタン収率の1.43倍、除去COD当 た りのメ
タン生成量は1.56倍と高い状況が出現 している。すなわち、食晶残渣のメタン発酵処理において
も、養豚廃水のメタン発酵処理においても、メタン生成細菌類が発酵槽に長 く滞留できる中温メ
タン発酵処理では、生成ガス中のメタン含有率を高め、メタン収率及び原水中の炭素のメタンへ
の転換率を高め うることが示唆 された。
消化液の凝集処理水の脱窒素処理実験においては、残存 しているBODや 廃食用油が脱窒素に
利用できる可能性が示唆 された。また、消化液の凝集処理によって発生する汚泥を堆肥化できる
ことが実験によって確認できた。消化液中の栄養塩類の利用方法 として、ユーグレナ生産による
飼料利用を検討 したが、生産物にとって不純物である消化液中の有機物を凝集処理によって除去
したため、ユーグレナ培養に新たなリンや ミネラルの添加が必要 となった。メタン発酵消化液の
好気性微生物処理特性 とユーグレナ培養の可能性の検討が今後の課題である。なお、食品残渣に
含まれるリンはメタン発酵処理によって リン酸にまで分解されていると考えられ、これをリン酸
マグネシウムアンモニウム(MAP)やヒ ドロキシアパタイ ト(HAP)として結晶化 し回収できれ
ば、飼料添加物 として再利用できる可能性がある。環境負荷の低減 と資源利用効率の向上を図る
方策として リンの回収方法の検討が今後の課題である。
加熱前処理 ・中温メタン発酵、消化液の凝集、硝化脱窒素処理及び汚泥の堆肥化処理からなる
一連のシステムの処理 コス トは食品廃棄物1kg当たり12円と試算 された。これは廃棄物の処理 コ
ス トとしては安価であるが、売電価格を5円/kWhとすると売電収入は処理費全体の1割程度にし
かならないことが把握できた。
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望ましい食品資源循環システムを構成する
再生利用システム実現における課題
第9章 食品資源循環事業モデル
第10章 食品廃棄物から食品循環資源への転換のために
第9章 食品資源循環事業モデル
本章では、第4章 か ら第8章 で検討 した、す し残渣やおから等高蛋白質の食品残渣を乾燥 し、
副資材を混合 して養魚用ペ レッ ト飼料を製造するシステム、食品小売業、卸売市場等から排出さ
れる野菜 ・果実屑を高速嫌気発酵 ・飼料化するシステム、野菜 ・果実屑以外の惣菜類の売れ残 り、
調理屑や、 レス トラン ・給食産業等か ら排出される残飯類を脱油 ・乾燥 して飼料化する蒸洗クッ
カー ・乾燥飼料化システム、及び異物混入が避けられない食品残渣 や生ごみを対象とするメタン
発酵によるエネルギー ・資源回収システムを有機的に結合 し、多様な食品残渣の排出特性に応 じ
て資源利用効率を高めた食品資源循環事業モデルを具体的に提案 し、その事業採算性を把握する
ことによって望ましい食品資源循環事業実現に向けての課題を考察 している。
第1節 大阪府内で発生する飼料化可能な食品残渣量:の推計
第1章 では、大阪府内では1日 に3,400トンの食品残渣 が発生 し、その うちの3,200トン/日
が一般廃棄物 して焼却処理 され ていると推計 した(表9-1)。
表9-1大阪府内の食品残渣発生処理状況の推計結果
発生量 回収量 焼却処理量
家庭系 1,620 『 1,620
事業系 廃食用油 60 40 20
魚あら 360 14a 220
その他の残渣 1,360 20 1,340
小計 1,780 200 1,580
合 計 3,400 200 3,200
注:製造業から発生する食品残渣を除く。
本章では、一般廃棄物 として焼却処理 されている食品残渣3,200トン/日のうち、既存の再生
利用ルー トが存在す る魚あらや廃食用油は既存ルー トでの回収をさらに拡大するものとして、そ
の他の食品残渣の うち再生利用 されずに焼却処理 されている1,340トン/日と、家庭系一般廃棄物
として処理されている1,620トン/日を対象として循環再資源化システムを検討する。
4～8章において検討 してきた食品残渣の飼料化、メタン発酵によるエネルギー回収技術によっ
て再生利用できる量を以下の方法によって推計する。なお、平成11年度時点で養豚農家によって
回収されている食品残渣は、すべてレス トラン残飯 と仮定している。
・2章に示 したスーパーマーケットの食品残渣の発生状況を基に、総合スーパー、食料品スーパ
ー、百貨店から発生するその他の食品残渣のうち、70%を野菜 ・果実屑とし、30%を惣菜、残
飯類 と推定 した。また、野菜 ・果実屑の75%を牛の飼料に適 したものとした。惣菜、残飯類の
うち、70%を豚鶏用飼料原料に適したものとし、いずれの飼料原料にも適さないものをメタン
発酵によるエネルギー ・資源回収処理の対象 とした。
・青果卸売業から発生する野菜 ・果実屑の75%を牛の飼料に適 したものとし、残 りをメタン発酵
によるエネルギー ・資源回収処理の対象 とした。
・す し店か ら発生する食品残渣の うち、府下の回転す しチェーン店から排出される残渣の合計5t
/日 を養魚用飼料の原料に適 したものとした。残 りの70%を豚鶏用飼料原料に適 したものとし、
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いずれの飼料原料にも適 さないものをメタン発酵処理によるエネルギー ・資源回収処理の対象
とした。
・ホテルか ら発生する残飯類は、質と量の変動が大きいなどから、メタン発酵処理によるエネル
ギ`.・資源回収処理の対象 とした。
・以上の業種以外の病院、レス トラン等から発生す る残飯類の うち70%を豚鶏用飼料原料に適 し
たものとし、残 りをメタン発酵によるエネルギー ・資源回収処理の対象 とした。
以上の条件を適用 して推計 した内訳を表9-2に示す。 ここで、牛用飼料に適 したものが、222
トン/日、養魚用飼料に適 したものが5ト ン/日、鶏・豚用飼料に適 したものが697トン/日となり、
メタン発酵処理対象が416トン/日となった。なお、家庭系一般廃棄物である1620トン/日を加え
ると、メタン発酵処理対象量は2,036トン/日となる。
表9-2大阪府内で新たな食品資源循環事業の対象となる食品残渣
その他
の残渣
発生量内訳 用途別内訳
野菜 ・
果実屑
惣菜 ・
残飯類
牛用
飼料
,,,
飼料
豚鶏用
飼料
メタン
発酵
総合スーパー 50 35 15 26 0 11 13
食料品スーパー 249 174 75 131 0 53 65
百貨店 9 6 3 5 0 2 2
料理品小売業 250 0 250 0 0 175 75
レス トラン等 620 0 620 0 5 422 193
病院 33 0 33 0 0 0 33
ホテル 49 0 49 0 0 34 15
青果卸売業 80 80 0 60 0 0 20
合 計 1,340 295 1,045 222 5 697 416
第2節 食品資源循環センター構想
大阪府下において一般廃棄物として焼却処理されている食品廃棄物を対象とする食品資源循
環事業を遂行するためのセンター構想を検討した。
1)食品資源循環センターの概要
回収 される食品残渣の良好な分別状況を前提 として、食品資源循環センターの処理加工システ
ムを以下のように設定した。
①す し残渣、おから等高蛋 白質な食品残渣を回収 して乾燥 し、これにフィッシュミール等の副
資材を混合 し、ペ レット飼料を製造する(第5章参照)。
②牛の飼料に適 した野菜 ・果実屑に、牛に必要な栄養成分をすべて配合するように副資材を添
加 し、高速嫌気発酵 ・飼料(TMR)化する(第6章参照)。
③売れ残 り、残飯類を蒸洗クッカー ・乾燥システムによって脱油 ・乾燥処理 し、豚 ・鶏の飼料
を製造する(第7章参照)。
④以上の飼料化システムに燃料や熱エネルギー、及び電力を供給できるメタン発酵 ・消化液処
理 ・汚泥堆肥化システムとする(第8章参照)。
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提案する食品資源循環センターの最適システム全体の処理フローを図9-1に示すが、本センタ
ーでは、食品残渣及び食品廃棄物を1日に300t程度を処理 ・加工する施設と設定 した。
蒸洗クッカー ・乾燥システムは、1系列での安定処理量が2t/hの規模であることから、食品
資源循環センターでは、24時間稼動で食品残渣48t/目を乾燥飼料化する規模 とする。これは府
下の売れ残 り、残飯類の発生量の7%に相当する。
府下の牛の飼料に適 した野菜 ・果実屑の発生:量の7%である野菜 ・果実屑15t/日に副資材36
t/日を加えて高速嫌気発酵処理 し、TMR(TotalMixedRation:必要な栄養成分がすべて配合さ
れている飼料)51t/日を生産す るものとする。さらに、す し残渣、おから等を日量5ト ン程度回
収して乾燥 し、これにフィッシュミール等の副資材を混合 し、ペレット飼料を6t/日製造する。
メタン発酵処理施設では、蒸洗クッカー乾燥処理から発生す る廃液35m3/日及び異物混入が避
けられない食品残渣や生ごみ230t/日(含水率75%)を発酵処理 し、850GJ/日の熱量を持っメタン
ガスを産出し、センター内で消費する電;j747MR'h/日と、冬季にセンター内で消費するガス及び熱
エネルギーの合計550GJ/日を供給する。またその消化液の消化 ・脱窒素、凝集処理によって発生
する汚泥を堆肥化 し、13t/日の堆肥を製造することになる。
1排出源において異物が分離された食品残渣ll異 物の混入が避けられない食品残
6t/日 51t/日 10t/日 1t/日 発 電13t/日
47MWh/日(水 分3490)
図9-1食 品資源 循環センター システムフ ロー 図
2)食品資源循環センターを構成す る個々のシステムの概要
①マダイ用飼料化システム
す し残渣、おか ら等を日量5ト ン回収 して乾燥し、これにフィッシュミール等の副資材を混合
してペ レッ ト飼料を6t/日製造する場合の主要設備の機器付様 を表9-3に示す。
マダイ用飼料化システムにおいて必要な電力量は、1日 あた り890kWhであり、乾燥に必要な
熱エネルギーは1日 あたり30GJであった
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表9-3マ ダイ用飼料化システム機器 リス ト
機器名称 数:量 仕様、容量、動力
一fit機付き気流乾燥機 3 第4章 、表4-8に示す 。
撹搾混合機 1 最 大撹絆 混合容 量:2m3,材質:SS400
回転数:8RPM,動力:5,5kW×60hz×200V
ペ レッター 1 ホ ッパ ー及び フィーダ供 給2軸 圧縮 方式
成 形能力:1.5t/時
動 力:供 給モ ー タ,0。75kW×60hz×200V
駆 動モ ー タ,15kW×60hz×200V
平板型ペレット乾燥機 3
②高速嫌気発酵飼料化システム
食品資源循環センターでは牛の飼料に適 した野菜 ・果実屑15t/日に副資材36t/日を加 えて
高速嫌気発酵 ・飼料化 し、TMR製 品51t/日を製造することとした。なお、牛1頭 は、1日に乾
燥重量で約28kgのエサを食べるので、これをTMRに おきかえると1頭あた り1日に約45kg
食べることになる。大阪府下の牛の飼養頭数は3000頭程度であ り、すべてをTMRで 賄 うと日量
135トン必要となることから、TMR製 品51t/日は十分府下で消費できると考えられる。
食:品資源循環センターの高速嫌気発酵 ・飼料化システムを構成する各機器類の仕様を表9-4に
示す。この飼料化システムにおいて必要な電力量は、1日 あたり483kWhであった。
表9-4高速嫌気発酵 ・飼料化システム機器 リス ト
機器名称 数量 仕様、容量、動力
擬搾混合装置 15 横型10m3機、所要動力200V/15kW
搬送ベル トコンベ アー
15 投入 用:200V/1.OkW400mm45m/分
移送 用:200V/1.5kW500mm53m/分
パッキング装置 15 送風 機:200V/400W346rpm20m3/分
吸引装置 15
バ キ ュー ムク リー ナー:200V/1.OkW2.4㎞3/分
タン ク容量50L
窒素発生装置 15 200V/0.75kW発生量1,3m3/時、
ガ ス圧0.6MPa
保温装置付き倉庫 1 灯 油 ヒー ター付 き、500m2
③蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システム
24時間稼動で食品残渣48t/日を蒸洗クッカー乾燥処理 し、脱油乾燥飼料10t/日を製造、1
t/日の油を回収するシステムとしたが、その機器 リス トは第7章 、表7-11に示 したものに、レ
ーザー切断機1寸き圧縮式袋除去機1台 を加えたものとなる。
蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システムにおいて必要な電力量は、1日 あた り6,130kWhであり、
乾燥に必要な熱エネルギーは293GJであった。
④メタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システム
メタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システムでは、飼料化に適 さない食品残渣や飼料化工程
から発生する廃液の処理 を行 うとともに、食品資源循環センターにおいて冬季に必要な燃料、熱
エネルギー、及び電 力をメタン発酵処理から発生す るメタンガスとガス発電によって賄 うものと
し、第8章 のメタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システムについての検討を基に設備の概略仕
様を検討 した。この揚合のメタン発酵処理対象残渣の性状を表9-5に、メタン発酵処理条件を表
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9-6に、メタン発酵処理及び消化液処理設備の概略仕様を表9-7に、マテ リアルバランスシー ト
を図9-2に示す。
メタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システムは、加熱前処理を付加 した間欠撹絆方式の中温
メタン発酵方式 とし、消化液処理 と発生汚泥の堆肥化処理を行 うものとした。また、生ごみを対
象としていることから、加熱前処理後に希釈水と混合 した後、破砕、搾汁処理によって固液分離
を行 うシステムとした。その固液分離処理によって、TSが15%除去 され、VS/TSが0.85から
0.88に改善されるものとした。なお、分離された固形物を堆肥化するもの とした。メタン発酵処
理におけるガス生成量等の条件は、第7章 の実験結果を用いた。また、加熱前処理は、100℃30
分であるが、処理槽の容量は2時間分を見込んだ。
表9-5メ タン発酵処理対象残渣の性状
項 目
処理残渣量
TS
vs
水 質
蒸洗廃液
食品残渣
35m3/日
230t/日
218,300mg/L
57,850kg-TS/p
185,600mg/L
49,170kg-VS/日
表9-6メ タン発酵処理条件
有機物投入量 44,800kg-VS/目
有機物負荷 2.55kg-VS/m3/日以 下
滞留 日数 25日以上
発酵槽必要容量 17,600m3以上
生成ガス量と性状
ガス発生量 36,280Nm3/日(0.81L/gVS)
ガス熱量 24,3MJ/Nm3(メタン含 有率:68%)
ガス発熱量 881,600M∫/日
メタン発酵処理によって生産できるエネルギーは850GJ/日であ り、これによって蒸洗クッカ
ー ・乾燥飼料化システムの必要熱量290GJ/日と、本システムの加熱溶解処理及び保温に要する
熱量220GJ/日、マダイ用飼料製造の必要熱量30GJ/日を賄い、50MWh/日発電することができる。
すなわち、蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システムの必要電力6,130kWh/日、高速嫌気発酵 ・飼料化
システムの必要電力483kWh/日、マダイ用飼料化システムにおいて必要な電力量は、1日 あたり
890kWh/日、及び メタン発酵 、消化液処理、堆肥化施設での必要電力40,400kWh/日の合計
47,020kWh/日となるセンターでの必要電力を賄えることになる。
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表9-7メタン発酵、消化液処理、汚泥堆肥化システムの主要設備 リス ト
機 器 名 称 主 仕 様 数 量
受入槽 構 造:鉄 筋コンクリー ト
容 量:700m3
付 属 品:撹 搾機 ・ポンプ
1式
加熱前処理槽 構 造:SUS304
容 量:35m3
付 属 品:撹 絆機 ・ポンプ他 ・破砕機他
4式
固液分離機 構 造:ス クリュープレス型 動 力:2.2kW 6式
中継槽 構 造:鉄 筋 コンクリー ト
容 量:400m3
付 属 品:撹 絆機 ・ポンプ他
1式
メタン発酵槽 構 造:グ ラスライニング鋼板+外 断熱
容 量:3000m3
付 属 品:撹 幽幾 ・熱交換 器他
6式
ガスホルダー
消化液槽
構 造:グ ラスライニング鋼板+ハ イパ ロンゴム
容 量:ガ スホルダー1600m3、消化液槽1000m3
付 属 品:撹 搾機 ・ポンプ他
2式
遠心分離脱水機 材 質:SUS304、動 力:22kW
付 属 品:凝 集槽 ・薬剤ユニッ ト他
6式
第一脱窒素槽 構 造:グ ラスライニング鋼板
容 量:2500m3(50(hn3×5槽)
付 属 品:撹 摺 幾 ・ポンプ ・薬剤ユニット他
1式
硝化槽 構 造:グ ラスライニング鋼板
容 量:7500m3(150(㎞3×5槽)
付 属 品:曝 気用プロワ ・ポンプ ・薬剤ユニ ット他
1式
第二脱窒素槽 構 造1グ ラスライニング鋼板
容 量:2500m3(500m3×5槽)
付 属 品:撹 搾機 ・ポンプ ・薬剤ユニ ット他
1式
再曝気槽 構 造:グ ラスライニング鋼板
容 量:2500m3(500m3×5槽)
付 属 品:曝 気用プロワ ・ポンプ ・薬剤ユニッ ト他
騰 構 造:SUS304
容 量:300m3、 付 属 品:ポ ンプ他
1式
生物ろ過槽 構i造:SUS304
容 量:700m3、 付 属 品:曝 気装置 ・充填剤 他
1式
鞭 構 造:SUS304
容 量:20(㎞3、 付 属 品:ポ ンプ ・薬剤 ユニ ッ ト他
1式
ガス精製ユニ ッ ト 形 式:ミ ス トセパ レータ、乾式脱硫(吸 着式)、 ガス ドライヤー
処理能力:1650Nm3/時
1式
ガスプロワー 能 力:160Nm3/時、動 力:1.5kW 1式
フレアー(余剰ガス
燃焼装置)
形 式:自 然通風式、能 力:500Nm3/時
付 属 品:ガ スバーナー他
1式
蒸気ボイラー 形 式:貫 流ボイラー、熱 出 力:5800MJ/時
燃 料:バ イオガス、プロパン切替え方式、付 属 品:給 水装置他
1式
発電機 形 式:燃 料電池、設備容量:300kW、発 電 効 率:40%
付 属 品:廃 熱回収ボイラー他
8式
堆肥化処理設備 処 理 能 力:72.2t/日(㎜76.4%)
一次発酵処理方式:ス クープ式発酵処理
二次発酵処理方式:堆 積方式発酵処理
付 属 品:袋 詰設備、脱臭設備
1式
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食品残渣230t/日TS:25%
受 入 槽
.
蒸気
熱量
58皿3/日
133GJ/日
蒸洗廃液35m3/日TS:1%
v
搾汁残渣
35t/日
TS:25%
加熱処理槽
1希釈水1340・3/日i
破 砕 機 645t/日
TS:9%
固液分離機 slot/日
TS:8%
中 継 槽
v
メタン発酵槽 バイオ ガス量35,050m3/日
熱 早 850GJ/日
ガスホルダー
消化液分離槽
60t/日
TS:22%
一次発酵槽
二次発酵槽
圏
堆肥出荷
製品重量
水分率
18t/目
35%
v
余剰汚泥 凝集槽
iガ備 馳 二・トi
v
返送汚泥
遠心分離機
巨 スブ・ワーi
r
第一脱窒素槽
硝化槽
第二脱窒素槽
循環
蒸気ボイラ づ〉
v囲 率 ト
各施設へ
電力供給
再曝気槽
飼料化設備へ 匡 電剥5・MWh/p
沈殿槽
生物ろ過槽
燃料用ガス
ガス量
熱 量
13,300m3/日
323GJ/日
放流沈殿槽
公共下水道へ
図9-2メタン発酵、消化液処理 汚泥堆肥化システムのマテ リアルバランス
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第3節 食品資源循環事業の事業採算性
ここでは、飼料化システムを個々に事業化するとした場合と、第2節 の食品資源循環センター
を事業として推進する場合の事業採算性について検討する。
設備投資においてその投資案 を評価する方法には、貨幣の時間価値を考慮 しない回収期間法、
投資利益率法、時間価値を考慮する正味現在価値法、内部収益率法などがある。 日本においては
実務上、計算方法の簡便 さ等の理由から 「回収期間法」が多 く用い られているが、回収期間法、
投資利益率法では、時間価値概念を考慮 しないために収益性の判定基準とならず、欧米では 「正
味現在価値法」や 「内部利益率法」が多く用いられている1)。
ここでは、資金の時間価値を考慮 して設備投資の採算性、安全性、有利性等を判定す る場合の
代表的な手法である内部利益率法2)用い、15年間の内部収益率(IRR:InternalRateofReturn)
を把握することによって事業採算性を評価 した。
食品資源循環事業における売 り上げは、飼料製品の販売と食品残渣の処理料金、メタン発酵 ・
エネルギー資源回収システムでは食品残渣の処理料金 と売電がある。食品残渣が一般廃棄物 とし
て処理 される場合に、排出者が市町村の処理施設に搬入 して支払 う処理手数料は市町村によって
大きな幅があるが、平成11年 度の大阪府下の事業系廃棄物の処理手数料は概ね3円 ～15円/kg
となってお り3).これより試算の目的に応 じて徴収できる処理料金を設定 し、余熱利用やエネル
ギー回収による発電事業の事例を参考に売電価格を設定した。
以上の売上げと製造 ・処理に係る人件費、用役費、減価償却費、借入金の利息等を含む損益計
算書を作成し、経常利益から算出した法人税を差 し引いて当期利益 とした。次に資金繰 り表を作
成 してキャッシュフローを把握 し、設備投資額 と剰余金から算出したIRRが0%,10%となる
製品価格を求めた。 ここで、IRRニ0%とは事業は破綻 しないが採算性は良くない公益事業 レベ
ルであり、IRR=10%とは株主への配当が期待 されている民間事業の採算性 として最低 レベル
の条件である。
なお、試算においては,土 地に関わる費用,事 業登録税,資本金,短 期借入等は含まず,建設
費は借入れ(所 定金利,据 置期間なし,10年間の元利均等返済)と した。減価償却は,残存価格
10%で,建屋(鉄骨スレー ト造)22年,設備10年とした。施設の点検 ・修理費を施設建設費の5%
とした。各施設において必要な人員に対 して,管理者を8,000,000円/人・年、運転員を4,500,000
円/人・年、補助員を3,000,000円/人・年 として人件費を見込み、飼料化プラン トの稼動日数を
月25日,年300日としている。IRRは 、資金繰 り表で,倒産しない条件で計算 している。
1)マダイ用ペ レット飼料の事業採算性
す し残渣、おか ら等を乾燥 し、フィッシュミール等の副資材を混合 して第4章 で検討 した1区、
1【区平均成分のペ レット飼料を6.3t/日(4章の3倍規模)製造する場合に、以下の3つ のケースに
おいてIRRが0%、10%となる製品価格を試算す る。
ケース①:公害防止条件を満足する脱臭設備 を設置 し,脱臭排水を下水道放流する。
ケース②:他工揚等の余剰蒸気 と脱臭設備を利用する。
ケース③:ケ ース②に加 えて、電力が供給 される。
第4章 で試算 したように、用役費は、ケース①ではペ レット飼料1kg当た り62円、ケース②
では57円、ケース③では55円となった。必要人員はケース①では管理者1名 、運転員6名 、補
助員2名 、ケースo.③ では管理者1名 、運転員5名 、補助員2名 としている。施設の建設費の
試算結果を表9-8に示す。
一138一
以上の条件によ り,処理料金収入を設定 して試算 した製品価格を表9-9に示す。
処理料金収入がない場合,採算性のある事業(IRR=10%)として継続す るための製品価格は,
ケース①では141円/kg,食品残渣の処理料金 として5円/kgを徴収すれば,137円/kg,15円/kg
では128円/kgとなった。ケース②の他施設等の余剰蒸気 と脱臭設備 を利用す ることができれば,
処理料金を徴収しない場合でも123円/kg,処理料金5円/kgでは118円/kg,15円/kgでは110
円/kgとなった。
様々な飼料の中でも養魚用ペ レット飼料の市販価格は概ね140円/kg程度と高価であり,本シ
ステムはこれと同程度の製品価格設定で,事業 としての採算が取れる(IRR=10%)可能性が
あることが明らかとなった。 しかし、食品残渣由来の再生飼料を流通させ るためには、従来から
流通している養魚用ペ レッ ト飼料より低価格に設定することが望ましく、そのためにはケース②、
③のようにエネルギーや電 力が無償で供給される必要がある。
表9-8施設建設費(単位:千 円)
ケース番号1機 械設備費1土 木 ・建築費1合 計
O 89,63?
　
151,678 241,315
o,o 66,484 131,169 197,653
表9-9ペ レッ ト飼料の製品価格の試算結果(単位:円/kg)
徴収する処理料金 ケース IRR=0% IRR=10%
食品残渣1kg当た り
0円
0 124 141
0 109 123
0 106 121
食品残渣1kg当た り
5円
0 120 137
② 104 118
0 101 116
食品残渣1kg当た り
15円
0 i11 1as
② 96 iio
0 93 108
2)高速乳酸発酵 ・TMR化システムの事業採算性
牛の飼料に適 した野菜 ・果実屑に副資材 を加えて高速乳酸発酵 ・TMR化する場合に、IRR
が0%、10%となる製品価格を試算する。製造するTMRは 第6章第3節 の表6-9、表6-10と同
じ構成のTMRを 製造す るとした2ケースについて製品価格を試算 している。
ケース①:含 水率が33%となるように15トン/日の野菜 ・果実屑に、36トン/日の副資材を添
加 し、1日に51トンのTMRを 製造する場合。
ケース②:含水率が44%となるように22トン/日の野菜 ・果実屑に、副資材28トン/日を添加
し、1日に50トンのTMRを 製造する場合。
高速乳酸発酵 ・飼料化システムの材料 ・消耗費を表s-10～表9-11に示す。また、高速乳酸発
酵 ・飼料化における電 力費を表9-12に、施設建設費を表9-13に示す。
この施設建設費、及び用役費、及び人員を管理者1名 、運転員18名、補助員9名 として15年
間の事業採算性においてIRRが0%,10%となる製品価格 を試算 した。
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表9-10材料、消耗品費(ケー ス①:含水率33%の場合)
使用量
(kg/日)
単 価
(円/kg)
金 額
(円/日)
金 額
(円/年)
ルーサンアル ファル ファ 6,000 48 288,000 86,400,000
ヘイキューブ 9,000 41 369,000 110,700,000
野菜 ・果実屑 15,000 0 0 0
オーツヘイ 6,000 41 246,000 73,800,000
トウモ ロコシ圧片 3,000 35.5 106,500 31,950,000
大麦圧片皮付き 6,000 39.5 237,000 71,100,000
大豆(加熱処理) 3,000 60 180,000 54,000,000
専管フスマ 2,250 29 65,250 19,575,000
糖蜜 450 22 9,900 2,970,000
バイ ミルク 150 140 21,000 6,300,000
塩 150 50 7,500 2,250,000
乳酸菌 0 200,000 29,000 8,700,000
小 計 51,000 1,559,150 467,745,000
フレコンバ ッグ
保温用灯油(L/年)
150
9000
550
40
82,500
360,000
24,750,000
4,320,000
合 計 32 1,656,050496,815,000
表9-11材 料 、消耗 品費(ケース②:含水率44%の場 合)
使用量
(kg/日)
単 価
(円/kg)
金 額
(円/日)
金 額
(円/年)
ルーサンアル ファルフ ァ 4,500 48 z16,000 64,800,000
ヘイキューブ 6,750 41 276,750 83,025,000
野菜 ・果実屑 22,500 0 0 0
オーツヘイ 4,500 41 ユ84,500 55,350,000
トウモロコシ圧片 2,250 35.5 79,875 23,962,500
大麦圧片皮付き 4,500 39.5 177,750 53,325,000
大豆(加熱処理) 2,250 60 135,000 40,500,000
専管フスマ 1,688 29 48,938 14,681,250
糖蜜 675 22 14,850 4,455,000
バイ ミルク 225 140 sr,500 9,450,000
塩 135 50 6,750 2,025,000
乳酸菌 0.145 200,000 29,000 8,700,000
小 計 49,973 1,200,913360,273,750
フ レコンバ ッグ
保温用灯油(L/年)
147
9000
550
40
80,850
360,000
24,255,000
4,320,000
合 計 26 1,296,163388,848,750
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表9-12電 気料金
設備電力
(kW)
単 価
(円/kWh)
料 金
(円/月)
料 金
(円/年)
238 1,200 285,600 3,427,200
使用料金
電力量
(kWh/日)
単 価
(円/kWh)
料 金
(円/月)
料 金
(円/年)
483 10.96 132,342 1,588,104
1総電気料釧(円/年)5,015,304
表9-13高速乳酸発酵 ・飼料化システムの施設建設費(単位:千 円)
施設建設費
機械設備費
302,612
土木 ・建築費
381,462
合 計
684,074
試算結果を表9-14に示すが、野菜 ・果実屑の割合が高いケース②のTMRでIRRが10%と
なる製品価格は、食品残渣の処理料金として5円/kgを徴収すれば51円/kg,15円/kgを徴収す
,れば47円/kgとなった。野菜 ・果実屑の割合が低いケース①のTMRで は、食晶残渣の処理料金
として5円/kgを徴収すれば58円/kg,15円/kgを徴収すれば55円/kgとなった。なお、電力、
熱が他施設等から供給 される場合の製品価格は、表9-14と差がなかった。これは、本システムの
電力や熱の消費量が少ないことや、添加する副資材の割合が高 く、副資材のコス トが製造コス ト
大きな影響を与えるためである。従って、野菜 ・果実屑の割合が高ければ副資材の割合が低下し
て用役費が安 くな り、その上処理料金収入も増えることになる。本システムでは、TMRの 成分
と需要家が求める品質を前提 として、経済的な野菜 ・果実屑の割合を考慮する必要がある。
TMRが販売されている事例は少なくTMRの 価格は不明であるが、牛用の配合飼料が40円
/kg程度であることか ら、付加価値の高いTMRは 配合飼料の価格を上回ることが可能であると
考えられ、野菜 ・果実屑 を利用した牛のTMR製 造事業は、十分に採算性があると考えられる。
表9-14TMRの製品価格の試算結果(単位:円/kg)
徴収する処理料金 ケース IRR=0% IRR=10%
食品残渣1kg当た り
0円
0 53 59
OO 47 53
食品残渣1kg当た り
5円
0 52 58
0 45 51
食 品残渣1kg当た り
15円
0 49 55
0 41 47
食品残渣1㎏当たり
20円
0 4? 53
0 38 44
3)蒸洗クッカー ・乾燥飼料化システム
第7章第2節 で検討 した蒸洗クッカー ・乾燥処理システムによって、廃棄物 として処理 されて
いる多量:の残飯類や売れ残 り食品など24時間稼動で48t/日から脱油乾燥飼料10t/日を製造 し、
1t/日の油を回収する場合に、IRRが0%、10%となる製品価格を以下の3ケ ースにっいて試
算する。なお、この試算における用役費は、第7章第3節 、蒸洗 クッカー ・乾燥処理システムの
最適化 と製造コス トの項における表7-17に、施設建設費は表7-18に、人員は表7-19に示したも
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のである。
ケース①:公害防止条件 を満足す る脱臭設備を設置 し,脱臭排水を下水道放流する。
ケース②:ケー ス①に燃料が支援 される。
ケース③:ケー ス①に燃料 と電 力が支援 される。
試算結果を表9-15に示す。IRRが10%となる製品価格は処理料金として15円/kgを徴収 し
ても59円/kg程度 となった。燃料 と電力が支援 されれば、IRRが10%となる製品価格は27円
/kgとなった。以上の試 算:によって、本システムのように副資材を添加せずに残飯類 を乾燥 して
飼料化する場合には、徴収できる食品残澄の処理料金や乾燥用熱エネルギーや電力の支援の有無
によって事業採算性が大きく左右されることが明らかとなった。
残飯類の乾燥飼料を商社が引き取る価格は、製造する脱油乾燥飼料の品質 と製造量の安定性等
によって決まると考えられるが、既存の残飯乾燥飼料の引き取 り価格は10～14円/kg程度である。
本システムで製造 した脱油乾燥飼料が15円/kgで引き取 られるとすれば、民間べ一スで採算:が取
れる事業であるIRRが10%となるためには、燃料や蒸気等乾燥用エネルギーの支援があっても、
処理料金18円/kgを徴収する必要があることが分かった。
表9-15豚・鶏用脱油乾燥飼料の製品価格の試算結果(単位:円/kg)
徴収する処理料金 ケース IRR=0% IRR=10%
食品残渣1kg当た り
0円
0 108 is1
0 84 107
0 76 99
食品残渣1kg当た り
5円
0 84 107
0 60 83
0 52 75
食品残渣1kg当た り
10円
O 60 83
0 36 59
0 2$ 51
食品残渣1kg当た り
15円
0 36 59
0 is 35
0 4 27
食品残渣1kg当た り
18円
0 一 15
4)メタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システムによるエネルギー ・資源回収
食品残渣を230t/日処理 し、850GJ/日のガスを生産するメタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥
化システムの施設建設費 と減価償却費を表9-16に、薬剤費を表9-17に、上 ・下水道費を表9-18
に示す。このメタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システムで、食品残渣1tの処理に要する用役
費は2,531円となった(表9-19)。
本システムで生成するガスをすべて発電に利用すると96MWh/日の電力が得 られ、施設での消費
電力40MWh./日を除いた56MWh,/日を売電するものとして、メタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化シ
ステムを事業として実施する場合の採算性を試算する。なお、本システムは365日稼動とし、人
員を管理者2名 、運転員5名 、収入を売電 と処理料金徴収 として、売電単価 と処理料金単価を変
化させて、IRRが0%、10%となる条件を求めている。
試算結果を表9-20に示すが、IRRが0%と なるためには電力を12円/kWhで売却 しても食
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品残渣1kg当た りの処理料金を27円/kg、電力が5円/kWhでしか売却できない と処理料金を29
円/残漬kg徴収しなければならないことが明らか となった。また、補助金などによって施設建設
費の負担が50%となれば、IRRが0%の事業とするには電力を12円/kWhで売却 しても処理料
金を15円/残渣kg、売電価格5円/kWhでは処理料金17円/残渣kgを徴収する必要があること
が把握できた。以上の結果は、環境負荷の低減を考慮したメタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化
システム単独での発電事業が現状では民間事業 として成 り立ち難いことを示 している。
表9-16償 却費
項 目 事業費(円) 償却年数 償却率 償却費(円/年)
建築設備一式 3,335,706,00022年 0.046 138,098,228
機械設備一式 5,494,150,00010年 0.100 494,473,500
合計 8,829,856,000 632,571,728
表9-17薬 剤費
薬 剤 名 使用量(kg/日)
単 価
(円/kg)
料 金
(円/目)
料 金
(円/年)
(;P高分子凝集剤 985 300 295,500 107,857,500
ポリ硫酸第二鉄 1425 50 71,250 26,006,250
脱硫剤 235 250 58,750 21,443,750
硫酸(65%) 84 50 4,200 1,533,000
水酸化ナ トリウム(24%) 46 35 i,slo 587,650
次亜塩素酸ナ トリウム 105 35 3,675 1,341,375
合 計 158,769,525
表9-18上 、下水道費
項 目
使用量
(m3/目)
単 価
(円/m3)
料 金
(円/日)
料 金
(円/年)
上水道費 300 180 54,000 19,710,000
下水道費 466 200 93,200 34,018,000
合 計 53,728,000
表9-19処理残渣1t当た りの用役費
用役費 (円/年) 212,497,525
処理量 (t/年) 83,950
処理コス ト (円/t) 2,531
表9-20メタン発酵、消化液処理、堆肥化システムの事業採算性
施設建設費
負担割合
処理料金
(円/残渣kg)
売電価格
(円/kW)
IRR
(%)
100%
27 12 0
29 5 0
50%
15 12 0
17 5 0
33% 15 5 5
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5)食品資源循環センターの事業採算性
ここまで個別に検討 してきた食品資源循環事業を第2節 で検討 したように有機的に結合 し食品
資源循環センターとした場合の事業採算性について試算する。
各システムの施設建設費のうち機械設備費は各システムの合計とし、土木 ・建築費は3つ の飼
料化施設の土木 ・建築費合計の80%にメタン発酵等システムの土木 ・建築費を加えたもの とした。
人員は、兼務できるものを想定し、4システム合計より運転員を4名 減 とし、燃料費、電力費を
除く用役費は4シ ステムの合計 とした。試算に用いた施設建設費を表9-21に、センターの人員配
置を表9-22、センターの処理量と燃料費、電力費を除 く用役費を表9-23に示す。
表9-21食品資源循環センターの施設建設費(単位:千 円)
システム 機械設備費 土木 ・建築費 合 計
マダイペ レッ ト飼料化システム 66,484 131,169 197,653
高速乳酸発酵 ・飼料化システム 302,612 381,462 684,074
蒸洗 クッカー ・乾燥飼料化システム 440,840 109,160 550,0000
メ タ ン発 酵 ・消 化 液 処 理 ・堆 肥 化 シ ス テ ム 5,494,150 3,335,706 8,829,856
合 計 6,304,086 3,957,497 10,261,583
試算条件 6,304,08613,833,139110,137,225
表9-22食品資源循環センターの人員配置(単位:人)
職 種
マダイ
飼料化
乳酸発酵
飼料化
蒸洗 ・乾燥
飼料化
メタン発酵等 合計 試算条件
管理者 1 1 1 2 5 5
運転員 5 15 6 5 31 27
補助員 2 9 3 14 14
合 計 8 28 10 7 50 46
表9-23食品資源循環センターでの処理量 と燃料費、電 力費を除く用役費
システム 食品残渣量 製品量 用役費
(円/年)(t/日) (t/年)(t/日) (t/年)
マダイ飼料化 5.0 1,500 6.0 1,800103,950,000
高速乳酸発酵 ・飼料化システム 15.0 4,500 50.0 15,000442,831,875
蒸洗クッカー ・乾燥飼料化 システム 48.0 14,400 10.0 3,000 39,388,500
メタン発酵 ・消化液処理 ・堆肥化 システ ム 230.0 83,950 } } 212,497,525
合 計 298.0104,360 66.0 19,800798,667,900
食品残渣由来の飼料製品の販売、流通が可能で大きな支障とならない製品価格 に設定した場合
に、徴収する処理料金ごとのIRRの 試算結果を表9-24に示すが、食品循環資源センターの事業
採算性は飼料製品の価格 よりも徴収できる食品残渣の処理料金によって大きく左右 され ることが
把握できた。また、施設建設費の全額を負担する場合では、食品残渣の処理料金を19円/kg徴収
しなければIRR:10%程度の事業とならないことや、食品残渣の処理料金を13円/kg徴収 しな
ければ、IRR:0%の事業 としても成 り立たないことが明 らか となった。一方、補助金などによ
って施設建設費の負担が50%になれば、食品残渣の処理料金を 玉0円/kg徴収すれば、IRR:10%
程度の事業 として成 り立つことが明らかとなった。
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表9-24試算結果
施設建設費
負担割合
処理料金
(円/kg)
製品価格(円/kg) IRR
(%)マダイ飼料 TMR 脱油乾燥飼料
100%
1s 100 50 Y5 0
15 100 50 15 4
19 100 50 15 10
18 110 55 20 10
50%
7 100 50 15 0
10 100 50 15 10
15 100 50 15 26
第4節 ノ」・括一食 品資源循環事業実現への課題
本章では、大阪府下における食品残渣の排出特性を基に、第4章 から第8章 で検討 した養魚用
ペ レット飼料製造システム、野菜 ・果実屑の高速乳酸発酵 ・飼料化システム、残飯類の脱油 ・乾
燥飼料化システム、及び異物混入が避けられない食品残渣や生ごみを対象 とするメタン発酵によ
るエネルギー ・資源回収システムを有機的に結合 し資源利用効率を高めた食品資源循環センター
構想を提案 した。
個々の飼料化システムの事業採算性の検討によって、マダイ用ペ レット飼料のように流通価格
が高い飼料や、牛のTMR化 のように副資材を添加 して付加価値が高い飼料 を製造するシステム
では、処理料金として15円/kgを徴収できれば、概ね採算がとれる事業であることが把握できた。
一方、食品残渣から良好な品質の飼料を製造することを目的とした蒸洗クッカー ・乾燥飼料化
システムでは燃料費の有無によって製品価格が製品1kg当たり24円変化することから、含水率が
高い食品残渣由来の飼料の製品価格には、飼料化システムにおける乾燥処理=燃 料の必要性の有
無が大きな影響を及ぼすことが明らかとなった。同時に、乾燥用エネルギーが支援されても、製
品価格が15円/kgであれば、IRRが10%の事業 とするためには、処理料金を食品残渣1kg当た
り18円徴収する必要があることが把握できた。
食品残渣 を230t/日処理 し、870GJ/目のガスを生産するメタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥
化システムでの食品廃棄物1kgあた りの処理原価は10円程度であり、一般廃棄物処理システムと
して見ればコス トの安い処理システムであるが、IRRが0%と なるためには電力を12円/kWh
で売却できても食品残渣1kg当たりの処理料金を27円/kg徴収 しなければならず、後述するよ
うに、現在の社会経済情勢において廃棄物処理とエネルギー生産による発電事業単独では民間事
業として成 り立ち難いことが把握できた。
本章で提案 した必要なエネルギー ・電力 をメタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥化システムによ
って賄 う食品資源循環センター全体の事業収支では、施設建設費をすべて負担する場合でも食品
残渣1kg当た り19円、施設建設費が半額であれば食品残渣1kg当た り10円の処理料金を徴収す
れば民間事業として成 り立つことから、各システムを個々に事業化するよりも、センター事業で
は採算性が良くなることが明 らかとなった。
しかし、平成11年度の大阪府下の市町村の事業系廃棄i物の処理手数料は概ね3円 ～15円/kg
となっていることから、食品資源循環センターが処理料金19円/kgを徴収することは難 しいと考
えられ る。こういった状況は、望ましい食品残渣の資源循環システムである飼料化コス トが、廃
棄物処理コス トより高いことによって生 じたものではない。平成11年度の大阪府下の市町村や一
一145一
般廃棄物処理施設組合の廃棄物処理事業の歳出の状況1)から一般廃棄物の処理コス トを推算する
と、大阪府下の市町村や一般廃棄物処理施設組合のごみ処理における 「処理及び維持管理費」の
うち、「中間処理費」と 「最終処分費」の合計を排出総量で除 した排出されたごみ1ト ン当たりの
処理費は5,400円程度 となる。ただし、「処理及び維持管理費」と別に人件費や委託費が記載 され
ていることか ら、中間処理 と最終処分に要する人件費や委託費はこの金額に含まれていないと推
察 される。一方、建設改良費が別の項目として記載 されている。廃棄物行政の処理ロス トの算出
方法については改めて議論が必要であるが、中間処理施設と最終処分場に要 した建設改良費を排
出総量で除した排出されたごみ1ト ン当た りの建設改良費は14,600円/tとなる。 この両方の合
計のみで20,000円/t、すなわち20円/kgである。京都市は、持ち込み可燃ごみの焼却、埋立処
分の処理原価は、ごみ1t当た り24,899円と示 している4)。また、山川 らは、事業系一般廃棄物
の処理手数料の設定に関する議論はほとんどなされていないことや、全国のごみ処理事業費の歳
入に占める手数料収入の割合は4.4%にすぎず事業系一般廃棄物の処理費用の大半は自治体が負
担 しているとい う報告等を示 して、事業系一般廃棄物の処理手数料による廃棄物処理経費の負担
率は多 くの自治体でかな り低いものと考えられると報告 している5)。
このように、大阪府下のみな らず全国的な傾向として、排出者が市町村の処理施設に搬 入して
支払 う処理手数料が実際の処理に要す る費用より安く設定されていることが、食品残渣の飼料化
システムを中心 とした食品資源循環事業の実現への大きな障害 となっていることが明らか と成っ
た。
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第10章 食品廃棄物から食品循環資源への転換のために
前章までに検討 してきた望ま しい食品資源循環システムに組み込む食品残渣の飼料化システ
ムの構築には、排出源における分別が前提であ り、分別する市民、事業者の積極的な関与が不可
欠である。
食品残渣の分別排出へのインセンティブの一つとして、排出者が負担する食品残渣の処理費用
の軽減が考えられるが、食品資源循環事業が成 り立っ状況が政策的に実現すれば、分別排出する
市民や事業者が自然に増加するとの期待は楽観的すぎよう。
ごみ処理の有料化や処理手数料の改正がごみの発生抑制に効果があると考えられるものの、事
業系ごみの処理手数料がその処理原価に近 く設定されていない自治体が多いことなどが報告 され
ている1)。また、大阪府の調査2)によると、食品廃棄物を排出する事業者がリサイクルに反対す
る理由として、「手間がかかる」が54%で 「コス ト高」の24%を大きく上回っている。
このような社会状況において、市民、事業者が食品残渣の分別排出を意識 し、行動するために
は、経済的インセンティブのみではなく、もっと直接的に市民、事業者の共感 と実践に結びつ く
働きかけや しくみが必要である。本章では、市民、事業者が食品残渣 をは じめとす る廃棄物/資源
の分別排出や循環利用を意識 し、実践するきっかけとなるしくみづくりや働きかけにっいて、市
民コンサル タン トとしての活動等を通 じて得た経験から考察 している。
第1節 廃棄物管理/資源循環型社会形成に求められる市民像
1)資源循環型社会形成 と市民の活動
資源が国内での調達に限 られていた江戸期においては、ものが大切に使われ、様々なリサイク
ルが行われていた3)。リサイクル活動は、市民の生活そのものであったろう。明治、大正初期に
おける廃棄物処理の姿は江戸期 と大きく変らず、有価物は リサイクル されてお り、明治以降、高
度経済成長が始まるまでの日本は基本的にリサイクル社会であったとい う
第二次大戦後、農地改革を契機 とする農村の大きな変化 と化学肥料の普及により、農村がし尿
を肥料として利用 しなくなると、それまでの有機物循環がまず破綻することになった。
戦後の復興期を経て高度経済成長が始まると、大量消費は美徳であるとされ、 日本は消費社会
へ移行 した。その結果としての都市域か ら排出される大量の廃 棄物をごみ行政がひたす ら処理す
ることとなった。食品の残 りである食品残渣をも生ごみ と呼び、腐敗 しやすい不衛生な生ごみを
できるだけ速やかに人々の生活環境か ら遠ざけ、衛生的に処理するために焼却処理が導入 され、
都市と農村の循環はまったく途絶えてしまうことになった。その上、ごみ処理費用の大半が税金
によって賄われてきたために、ごみを排出する消費者にも使い捨て製品を製造する事業者にも、
ごみ処理の現実は忘れ去 られてきた。
この流れの中で、1972年(昭和47年)のローマクラブの報告や73年(昭和48年)の石油ショッ
クをきっかけに、限りある資源の有効利用の必要性が認識 され、市民団体や婦人団体による資源
有効利用への取組が始まった。その市民活動ではリフユーズ(refuse)、リデュース(reduce)、リ
ユース(reuse)、リサイクル(recycle)の「4つのR」が活動の理念 とされ、人々は個々の暮らし
の中での実践に取 り組みつつ、社会システムの構築が不可欠な リサイクル活動に力を注いできた。
1991年(平成3年)の廃棄物処理法の改正、1995年(平成7年)の容器包装 リサイクル法成立、
その後2001年(平成13年)までの環境基本法やリサイクル関連法の成立によって、市民や事業者
の責務 として排出抑制や リサイクルへの協力が明確化 されたが、こういった法制度の整備を求め、
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実効性のある環境 ・リサイクル各法の成立を後押 ししてきたのは、廃棄物の発生抑制と資源循環
の重要性を認識 し、実践 し活動 してきた多くの市民である。
さらに、平成15年7月 に環境教育推進法がNPOの イニシアティブで議員立法によって成立
した4)ことは、こういった市民活動の集大成の一っと言える。
このように、市民意識は社会変化 とともに大きく変化 し、今や活動す る市民が廃棄物管理/資
源循環 ・共生型社会の形成に向けてのイニシアティブをとる時代になってきている。
2)活動する市民と"Silentmajority"
市民の活動が後押 しして法整備が進んでも、実際の社会が循環型社会に変化 したわけではない。
それは、意識が高く活動する市民はごく一部に限られていて、大部分の市民は循環や環境を考え
て暮らしているわけではないか らである。すなわち、循環や環 境に配慮 して暮 らす市民を確実に
増やすことが廃棄物管理/資源循o生 型社会の形成に向けての最大の課題である。
環境教育推進法によって、学校や職場での環境教育があるレベルまでは進められることになっ
た。そのスター トにはたった ものの、これから環壌教育のあり方を具体的に議論 しつつ、試行錯
誤を重ね、実効性のある環境教育を推進することになる。また、学校や職場での環境教育が重要
かっ有効であることは間違いないが、廃棄物管理/資源循環 ・共生型社会の形成には地域での実践
的な活動 こそが求められるのであり、地域での環境教育こそが大きな課題である。
廃棄物管理/資 源循環システムの実現は、"もの=資源"の 利用を抑制 し、資源を循環に載せ
る行動を実践す る市民="廃 棄物管理/資源循環システムの担い手f9をどれだけ多 く生み出せる
かにかかっている。例えば 「指定ごみ袋排出制」や 「有料化」、「処理手数料の見直 し」などの施
策は、"ごみ"を 出す時に"ご み"や"も の=資源"を 意識するきっかけにな り、「ごみを減 らそ
う」とい う意識を創 ることや、さらにはごみを排出する人が 「なぜごみ減量や分別が必要なのか」
を考え、自らそのための工夫や行動を考えるきっかけになることなどを期待できるが、現実には
必ずしもそ ういった効果をもた らす とは言えない不明確な部分が大きい。確かに、経済的な負担
が大きくなればなるほど、ごみを減量することが利益に繋がると判断する市民や事業者が増える
であろうが、環境保全を目指 した資源循環システムを支える担い手づくりにとって本質的に必要
なことは、損得や 自分の都合だけを判断基準にするのではなく、例 えば次世代のために自分の欲
望を抑制しよ うという気持ちを持つ人や実践する人を増やすこと、事業として実際に稼動する循
環システムを形成するために努力する事業者を増やすことなどであろう。そこで、廃棄物管理/
資源循環システムの担い手を増やすことを念頭に、市民の姿を考察 してみる。
市民活動への参加や実践への意識
という視点から市民を見ると、第一
に廃棄物問題に関心があって積極的に
1嘉購 欝繋羅
その一方 で、具体的 に声 を上 げない
"Sil
entmajority"の存在 に気付 く。
この"silentmajority"に}ま「環境
問題 に関心が あるけれ ど特 に前 に出て
発言は しないが実践す る人」が多 くい る。
ここでは、 この人々を"無言 ・実践派"と 呼ぶ。廃棄物管理/資源循環システムの担い手とは、
活動派と"無言 ・実践派"か らなる"活動主体"で ある。
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一方 、活動 主体 で はない"silentmajority"を"silentmajority(?)"と呼ぶ と、 この中に
は 「廃棄物問題 に特 に関心はないが、みんながや ってい ることはや る人」か ら 「地域や周辺住 民
にもまった く関心がな く、ルール さえ守 らない人」まで、実 に様 々な人がい る。 この ような個 々
に様 々な事情や感 晴を持 つ"Silentmajority(?)"を廃棄 物/循 環資源管理 の"担 い手"に 変化
させ 、あるいは"担 いギ'と して持続 させ ることが、廃 棄物管理/資 源循環 システムの実現 には
不可欠 である。
第2節 先進的な市民活動が創り上げた地域文化
より多くの市民が実践 し、参加するためには、地域全体で高い レベルの環境への意識が醸成 さ
れていることがまず必要である。ここで、より多くの市民が実践し、参加する活動 とその基盤は、
どのような経緯によって醸成 されるのかにっいて先進的な事例から考察する。
廃棄物問題に限 らず、環境に関連す る様々な活動が地道に実践 されている地域の筆頭に滋賀県
を挙げることができる。 「環魔立県 ・滋賀」、「環境先進県 ・滋賀」、「環境熱心県 ・滋賀」と行政 と
住民で滋賀県への愛称は異なるものの、多くの人びとが環境問題に高い意識 をもち、行動する地
域である。こ ういった状況に至った経緯には、県行政自身が様々な施策を推進 していることもあ
るが、特に昭和40年代半ばか らの 「合成洗剤追放 ・せっけん使用運動」の影響が大きい と考えて
いる。ここでは"石 けん運動"と その後をふ り返 り、市民意識を醸成する要因を検討する。
1)石けん運動の経緯 と 「富栄養化防止条例」5)
琵琶湖は、昭和30年代半ばころから始まった著 しい都市化現象 と高度経済成長による生活水準
の向上に伴って急速に汚染 されていったが、昭和44年に京都市の水道水がかび臭くなり市民の苦
情が殺到、その後活性炭処理が始まるまで京阪神地区では毎年かび臭問題が発生し、琵琶湖の富
栄養化現象が一般に認識 されるようになった。
昭和45年、滋賀県地域団体連合会などの婦人団体が各河川で合成洗剤による泡公害が見 られる
ことに問題意識を持ち、飲み水の安全性、水質汚濁防止の面などか ら合成洗剤に関する学習活動
を開始、昭和46年秋には地評主婦の会が 「合成洗剤の追放」と 「石けんの協同購入」に取 り組む
ことを決定、昭和47年には滋賀県地評主婦の会が各労働組合、県地婦連、農協婦人部、漁連、生
協に呼掛け、石けんの協同購入 と合成洗剤の学習会を組織、各地にグループがつくられ 日本婦人
会議 や各地の消費研究グループ、生活改善グループ、自治会婦人部、母親連絡会などにも運動の
輪が広がっていった。
琵琶湖の豊かな生態系を含む 自然環境を日々認識 した生活文化を持つ人び とは、その変化に強
い危機感を持ち、"病める琵琶湖"の回復を願って、自らを加害者 と位置づけ、自らの生活の中で
できる様々な汚濁負荷軽減への努力を実践 し、特に高度経済成長 と歩調を合わせるように身近な
生活で多種多様に使われるようになってきた合成化学物質の象徴でもある合成洗剤が、琵琶湖の
生態系に直接及ぼす影響 と合成洗剤に含まれるリンが富栄養化の大きな要因になっていることを
危倶 し、生態系の一員である"人"と して、琵琶湖からその下流へ、海から地球へ と視野を広げ
っっ、すべての生物にとっての健全な自然環境の保全を念頭に 「琵琶湖の水 といのちを守る合成
洗剤追放運動」へ と発展 させていった。私自身、昭和48年4月から昭和51年12月まで大津市に
居住 し、近所の主婦から 「粉 せっけん使ってる?Jと声をかけられ るなど、地域の多くの人び と
が持った危機感 と運動への連帯感や盛 り上が りを実際に体験することができた。
これに呼応する形で、滋賀県は 「琵琶湖環境保全対策」 として基本方針を策定、産業排水に上
乗せ基準による排水規制を実施 し、家庭系も含むすべての発生源に対する施策としてリンを含む
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合成洗剤の使用削減を打ち出 した。
昭和49年 の滋賀県知事選では、地評主婦の会が候補者に 「合成洗剤対策、琵琶湖水質保全対
策」に関する公開質問状 を提出 した。
知事に就任 した武村氏は琵琶湖の汚濁防止に強い意欲を持ち、合成洗剤追放の住民運動を 「琵
琶湖を愛する運動、ふる里をよくしようとする運動」と捉えてこの運動 を支援、琵琶湖の富栄養
化を防止するための施策を推進 した。
昭和52年 か ら有機汚濁の危険信号 ともい うべき淡水赤潮が大量発生 したが、この赤潮発生を
契機として、滋賀県の人びとは、自分たちの財産 としてのみではな く近畿1,300万人の貴重な 「水
がめ」である琵琶湖に起きたこの深刻な状況をなん とか食:い止めるために、抜本的な対策 と個々
になされていた具体の行動をさらに県下全体へと展開する必要性を認識 し、同様の認識を持つ行
政とともに 「びわ湖を守る粉 せっけん使用推進県民運動連絡会議」を発足 させた(昭和53年(1978
年))。昭和54年(1979年)、県民運動を背景 とした行政の リーダーシップにより様々な難航をへ
て 「滋賀県琵琶湖の富栄養化の防止に関する条例」が制定された。
2)せっけん運動からの展開
せっけん使用運動で醸成された県民運動は、やがて石けん問題だけでなく水環境全般に取り組
む 「びわ湖を守る水環境保全県民運動」県連絡会議(通 称:び わ湖会議)と して内容を充実し、
現在まで河川を含む身近な水環境の継続的調査や各種研究会、地域における リー ダー等 としての
ア ドバイザー制度の創設、機関誌の発行等々の多様な幅広い活動へと展開されている。
また、県民の環境への意識 と県行政の取 り組みの姿勢は、昭和62年に策定 された 「湖国環境プ
ラン」に21世紀の望ま しい環境像を 「自然 と人 との共生」として引き継がれ、さらには 「新しい
淡海文化の創造」の理念へ とつながっている。
一方、琵琶湖の環境保全のために家庭か ら地域へと広がった活動 は、「びわ湖を美 しくする運
動」として様々な活動主体による地城清掃 ・美化活動や自主的なリサイクル運動(集 団回収、資
源 ごみの分別、牛乳パ ックの回収運動等)に も継承 されてきた。そして、これ らの活動が、平成
4年度施行の 「滋賀県琵琶湖のヨシ群落の保全に関する条例」や 「滋賀県ごみの散乱防止に関す
る条例」による取 り組みへと展開されている。
また、琵琶湖の自然環境保全のために自発的に取 り組まれた活動は、全国で初めて環境保全を
テーマ ・事業内容 とした 「滋賀県環境生活-協同組合:エ コロジー ・コープびわ湖」の発足の土台
ともなっている。 「滋賀県環境生活協同組合」では、生態系の一員 として自らの廃物を自然の循環
に戻すシステムの構築を念頭に、新 しい資源 ・エネルギーの投入量を可能なかぎ り抑制するため
の自己完結型 リサイクルシステム(廃食用油の回収と再生せっけんや燃料への利用、牛乳パック
回収 と再生紙の利用等)の 事業化が行われている。
地域清掃 ・美化活動では、県民と行政、事業者等が連携 して 「びわ湖一斉清掃」、「びわ湖をき
れいにする運動」、「湖岸ク リーンアップ事業J、「漁場クリーンアップ事 業」など複数の活動が多
様に推進 されている。 こういった地域清掃 ・美化活動は、地域によって異なった活動形態となっ
ているが、様々な団体(自治会、婦人会、老人会、子供会な どの地域団体、小 ・中学校、PTA、
ボーイスカウ ト、スポーツ少年団、漁協、ロータリー ・ライオンズクラブ、生活改善グループ、
商工会、企業、等々)が 積極的に参加 している。
特に自治会、婦人会、老人会、子供会などの地域団体を中心 として多数の市民が 目常的、定期
的に地域環境保全のための活動に参加 している。こういった習慣は旧くから地域の文化 として継
承されてきたものであろ うが、これを事業者、行政等が連携 した 「びわ湖一斉清掃」などのイベ
ン ト性をもつ広域的な活動へ と展開してきたことが大きな特徴であろう。
一150一
このような地域団体を中心 として多数の市民が 日常的、定期的に地域環境保全 のための活動に
参加する場合、地域では活動の意義を認識 しボランティア精神を持つ自発的、自立的住民と無関
心、無頓着、なるべ く参加 したくないと考えている住民等 との間で常に対立、反 目と説得、和解
等々が繰 り返されている。その長い時間の経過の中で多くの市民が無関心、無頓着派から、ボラ
ンティア精神を持つ自発性、自立性ある市民へと育てられ、地域環境保全のための活動が継続さ
れているのであろ う。
また、せっけん運動における市民参加(主導)型施策づくりの経験が、市民、行政の両方にその
後の市民参加型町づくりへの意欲、ひいては地域文化 として継承されている。例えば大津市では、
「ごみ減量 と資源再利用推進会議」(昭和56年(1981年)設立)での市民か らの施策提言を尊重す
る形で清掃行政が展開されてきた。
3)滋賀県のせっけん運動の特長
滋賀県のせっけん運動 とその後の特長をまとめると以下のとお りである。
①自主的な活動を進める意識の高い市民の存在(すべての市民活動に当てはまる。)
②具体的な活動 目標(目 に見える姿)の存在(琵琶湖の水質悪化→赤潮発生→生態系の変化)
③活動の意義認識の深まり(地域環境→琵琶湖の生態系→近畿の水がめ→地球規模の生態系〉
④行政の強力なリーダーシップによる市民活動への支援
⑤行政に支持され 自信を持った市民相互の声かけによるきめ細かな運動の拡が り
・合成洗剤の使用禁止に85.2%の県民が賛成(昭和53年11,月アンケー ト調査結果)
⑥継続的な活動への展開(行政の先見的な認識 と活動基盤づくり)
→ 「びわ湖を守る水環境保全県民運動」県連絡会議(通 称:び わ湖会議)
・身近な水環境の継続的調査、各種研究会、ア ドバイザー制度創設、機関誌の発行等
⑦ 日常的な環境保全活動の展開、定着、継続→市民相互の対立、理解による育ちあい
→地域清掃 ・美化活動の展開:県 民、行政、事業者等が連携 した多様な活動
→ごみ処理への市民参加(分 別排出)
→自主的なリサイクル運動(集 団回収、牛乳パ ックの回収活動、環境生協)の 展開
⑧人びとの活動を支援するイベン トへの展開(マスコミの応援)
⑨活動の成果のルール化
・昭和54年(1979年)「滋賀県琵琶湖の富栄養化の防止に関する条例」制定
・昭和62年(1987年)「湖国環境プラン」策定
21世紀の望ましい環境像 「自然 と人 との共生」→ 「新 しい淡海文化の創造」理念
・平成4年 「滋賀県琵琶湖のヨシ群落の保全に関する条例J、「滋賀県ごみの散乱防止に関す
る条例」施行
様々な環境問題に係わる市民運動の優れた リーダーが存在 しても、活動が充分に地域全体に浸
透 しないという多 くの現実と比べて、せっけん運動の優れた点は地域の多くの人び とに活動の意
義が伝わ り、実践者、支援者が多かった(例 えば85.2%もある)こ とである。他の地域では見ら
れないこうい う状況を生み出した最 も大きな要因は、「⑤行政に支持 され 自信 を持った市民によ
る活動の地域への浸透」にある。すなわち地域の人び とに声かけできるまでの自信 と認識を育て
たものは 「④行政の強力なリーダーシップ と支援」である。
また、せっけん運動が一時の活性を失いながらも今 日に至るまで滋賀県が環境先進県たりえた
のは、行政の リーダーシップによる市民活動への支援の年月に加えて、一般の人々を巻き込む地
域清掃 ・美化活動の継続の効果が大きい と考えている。
一151一
第3節 牛乳パックの回収やリサイクル活動に見る市民意識
昭和50年 代後半から主婦の自主的な活動 として始められた牛乳パ ックの回収運動が、せっけ
ん運動 とよく似た、しかしそれ以上の共感 とひろが りを見せてきた。
市民の自主的な活動であるにもかかわらず、平成3年 時点で全国平均16%、大阪府下では20%
程度の牛乳バ ックが回収 されていた6)。地域によっては40%以上のパックが回収 されているとも
言われていた。洗って、乾か して、開いて、保管 して、回収拠点まで持って行く、などの手間の
かかる仕事を自発的に実践す る人びとが20～25%以上も存在するのである。
牛乳パ ックの回収運動がここまでの成果を挙げてきたのは、3)で述べた 「①自主的な活動を進
める意識の高い市民の存在」が大きい。そ して回収は"ものを大切にする心を育てる"ことや"緑
の地球を守る"こ とにつながるという 「②具体的な活動目標」への認識もある。牛乳パ ックを集
めて再生品を使 うことによって循環型の経済活動を支え、使い捨て社会を変えていこうとする意
識、あるいは地球環境問題の解決にも寄与するといった 「③活動の意義認識の深ま り」も市民に
よって形成 されてきた。パ ックの回収活動は、市民自らが育てた共通認識に見られるように、啓
発活動として大きな意義を持つようになっている。
そ して、容器包装 リサイクル法によって飲料用紙パ ックが分別収集計画の対象 となった。 「⑨
活動の成果のルール化」に位置づけられる。
その後の家庭か らの牛乳パ ックの リサイクル率は、平成8年度で18.5%、行政による回収が本
格化するに従って、平成14年度で23.2%と着実に増加 している。なお、製造工程まで含めた全
体の紙パックリサイクル率(損紙を含む)は 、31.1%となっている7)。
省資源 ・資源循環型社会構築への担い手づくりには、こういった高い意識を持っ市民相互の声
かけによるきめ細かな運動の拡が りが必要不可欠である。パ ック回収活動などに自主的に参加 し
てきた人び とが、活動へのさらなる意欲を持って、地域の他の人び とに活動の意義を語 りかけ、
参加を求めて行 くことができれば、さらなる担い手の誕生が期待できる。
こういった活動に自発的に参加 してきた人々がそれぞれの地域で資源回収や環境保全の担い
手 として活動 しやすい しくみ二大勢の市民との接点をっ くることが、一般の市民に資源の大切 さ
や地球環境への認識を醸成するキッカケとして働 くことになり、「省資源 ・資源循環型社会構築へ
の担い手づくり」につながると考えている。
第4節 女子大生の食への意識と行動に見る環境教育の効果
地域における実践活動は、中高年の主婦層が中心 となって進められている傾向がある。昭和50
年代のせっけん運動を支えたのは40代女性たちが中心であったが、既婚女性を対象にした環境 と
食行動の実態調査8)によると、若年の主婦は高齢の主婦に比べ環境問題に対す る関心が低 く、環
境:負荷低減化の食行動の実践状況も劣ることが報告されている。
そこで、近い将来 「食」の担い手になるであろ う女子学生(兵庫県および大阪府に所在の女子
大学および女子短期大学の在学生)817,を対象として、平成14年io,月～12,月に以下に示す内容の
アンケー ト調査を実施 し、環境問題全般に対す る意識 と食行動の実態 との関係を分析し、あわせ
て環境教育の効果について検討 している。環境保全の意欲を持って 「食」を考え行動する学生を
育てるために、どのような取 り組みが必要であるかについて、実施 したアンケー ト調査結果を基
に具体的に考察する。
調査内容は①環境問題 に対する関心の程度、関心を持っている環境問題。環境汚染物質が健康
一152一
に与える影響の認識,② 食事作 りの程度、食事構成の基準 ③食品の購入、食品の保存、調理、
食べ方における諸行動に対す る環境負荷低減化の認識 と実践状況,④ 食行動に伴って生じるごみ
の処理方法。⑤環境負荷低減化行動に対する実践意欲。⑥回答者の属性(所 属分野、居住地、居
住形態、祖父母 との同居、年齢)な どである。
1)食行動における実践と認識
食:品の購入、保存、調理、食べ方の4分 類において、それぞれについて環境負荷が低いと考え
られる行動を10項目ずつ列挙 し、実践 している項 目、および環境負荷が低いと思 う項目を尋ねた
(複数回答)と ころ、全項 目の平均の実践率は41.5%、平均の認識率(環境負荷が低いと思 う者
の割合)は48.8%であ り、認識率が実践率より高かった。
食品の購入に関す る行動においては、「スプーンや箸はもらわない」 「容器が使い捨てのもの
は避ける」 噴 い物袋を持参」および 「過剰包装を避ける」を環境負荷が低い行動であると認識 し
ている者がいずれも認識率70%以上 と多かったが、実践率が低いのが特徴であった。
一方、「旬の食材を選ぶJ「地元 ・国産のものを選ぶ」は、約40%の者が実践 しているが、環境
負荷低減化に寄与するとい う認識率は約10%と極めて低かった。これらを実践している場合の基
準は、食品のおい しさや安全性であると考えられ、環境負荷 とのつなが りが理解されていないも
のと思われる。
食品の保存に関する行動においては、「食品表示に気を配 り、期限内に食べる」 「各食品に適 し
た保存方法をとる」 「残った食材は適切な方法で保存す る」はいずれも実践率が65%以上 と高か
った。しか し、それ らの行動が環境負荷低減化に寄与するとい う認識率は実践率よりも低かった。
期限内に消費することや適正に保存することは食味上、食品衛生上必要であり、経済性において
も必要であるために実践 されているが、食品を廃棄することがエネルギーの損失とごみの増量を
きたし、環境負荷を高めるとい うことはあま り認識 されていないと考えられる。「ラップフィルム
を使わない」は非常に認識率が高いにも関わらず実践率が極めて低 く、利便性を優先した行動が
とられていることを象徴的に現わ していた。
調理に関する行動では、環境負荷低減化に寄与するとい う認識率が高い項 目が多かった。 しか
し、認識率に対 して実践率は概ね低く、特に水やエネルギーの節約に直結する行動や使用済み油
の取 り扱いに関する行動において、認識 と実践 とのギャップが大きかった。 これ らの項目は自己
の経済的損失になることが明 らかであ り、支出を抑えることよりも利便性を優先 した行動をとる
者が多いことを示 している。
食べ方に関する行動においては概ね認識率 と実践率 との差が小 さかった。 これは、食べる行為
は女子学生が主体的に行 うことができるか らであると思われる。ただ し、r外食の残 りを持ち帰
る」は実践率が4.9%と極めて低 く、社会システムの問題であると思われる。
上記の40項 目個々について、環境負荷が低いと認識 しているかどうか と実践 しているかどう
か とにっいて、クロス集計を行った結果、認識 している者の方が実践 しているといえた項 目は、
食べ方における 「家族が一緒に食卓を囲む機会を多 くする」のみであった(p<0.05)。その他の
項 目にっいては、認識の有無と実践の有無 とに有意な関係はな し(20項目)、あるいは認識 して
いる者の方が実践 している割合が少ない(19項目)であった。つまり、項目ごとに見た場合には、
女子学生の食行動は環境負荷 との関係 よりも、その他の要因との関係に起因 していることが多い
と考えられた。
2)環境問題に対する関心 と環境負荷低減化食行動
環境悶題への関心は、「大いにある」が16.6%、「少 しある」は60.9%であった。一方、「ほと
んど関心がない」は1.9%と少なかった。
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1)で述べた40項 目について、実践項 目数を基準にして、回答者を実践度合い別の3群 に分類
し、環境問題への関心の強さと環境負荷が低い食行動の実践状況 との関係を検討 した。 ここで、
40項目中の実践項 目数が 「平均値±標準偏差」の範囲内の個数の者を平均的に実践 している群(以
後中群 とする)と し、項 目数がそれ以下の者を実践度合いが極めて低い群(以後低群 とする)、項
目数がそれ以上の者 を実践度合いの極めて高い群(以後高群 とする)としたところ、低群は18,6%、
中群は66.3%、高群は15.1%であった。環境負荷が低い との認識についても実践の場合と同様の
処理をして認識度合い別の3群 に分類 し、環境問題への関心の強さと環境負荷が低い食行動の実
践度および認調渡 とのクロス集計を行った。
その結果、環境問題への関心が強いほど実践度が高く、関心が強いほど認識度も高いといえた。
従って、環境問題に対する関心を高めることが認識を深め、実践につながることが確認できた。
女子学生が最も関心を持っている環境問題は 「地球の温暖化」であり、81.3%の者が関心を持
っていると答えた。次いで 「オゾン層の破壊」 「家庭ごみ」「水質の汚染」 「ダイオキシン」「飲み
水の汚染」「大気の汚染」であり、女子学生が関心を持っている 「環境負荷低減化のための行動 ・
制度」では、「リサイクル」が58.4%と最も多く、次いで 「容器の回収」、 「ごみの分別」であっ
た。このことから、女子学生は 日常生活の中で実践 しやすいリサイクルやごみの分別に関心を持
っていることが示 された。
環境汚染物質が、自らの健康、および次世代の健康に影響を与えると考えている割合は、自ら
の健康に対して 「大いに影響 を与える」60,8%、「少 し影響を与える」35.1%であり、「あまり影
響を与えない」「まったく影響を与えない」は合わせても4.1%と少なかった。次世代の健康に対
しては、「大いに影響を与える」が71.3%であり、環境汚染物質が自身への影響よりも次世代へ
与える影響が大きいと受け止めている結果 となった。
環境問題に注意を払 うきっかけになった媒体 として「学校の授業」をあげたものは58.5%と多 く、
その時期 としては 「大学」が、科 目としては 「環境の専門科 目」が最も多かった。
本調査の回答者の中には、私が担当する 「地球環境論」の受講者が31,9%(256名)含まれてい
る。そこで、「地球環境論」受講の有無による比較を行った ところ、「地球環境論」を受講 してい
る群の方が環境問題に強い関心を持っていた(有意確率:p〈0,001)。また、受講 している群の方
が、環境汚染物質が自らの健康に及ぼす影響が大きいと受け止める(p〈oai)とともに、次世代の
健康に及ぼす影響 も大きいと受け止めていた(p<0,001)。
表10-1環境問題に関する関心の強さと 「地球環境論」受講の有無
地球環境論受講***
していない している
環境問題 に対す る関心の強 さ(nニ542)(n=253)
回A者
全体
(n=795)
大いに関心がある
少し関心がある
あまり関心がない
ほとんど(全く)関心がない
11.6
59.2
26.6
2.6
27.3
64.4
7.9
0.4
16.6
60.9
20.6
1.9
***:pく0
.001
「地球環境論」受講の有無 と環境負荷低減化食行動の実践度および認識度との関係は表10-2
に示すように、認識度(p<0.05)、実践度(p<0,01)のいずれにおいても、受aし ている群の
方が高かった。また、本調査の回答者のうち所属分野が 「食」の者は、全員が地球環境論を受講
していなかった。そのため、食に関する興味は強いはずにもかかわらず、他の所属分野の者に比
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べて環境問題への関心度、環境負荷低減化食行動の実践度、認識度が高いとはいえなかった。す
なわち、環境問題に関する専門科 目を受講することが、学生に環境問題 に対する関心を持たせる
機会として寄与し、実際の食生活面における環境負荷低減化行動に良い影響を与えたことが確認
できた。しかし、「地球環境論」受講による実践度や認識度の差は大きなものとは言えず、学校に
おける環境教育だけでは、不十分であることが把握できた。
表10-2「地球環境論」受講の有無 と環境負荷低減化食行動の実践度および認識度
「地球環境論」
受講の有無
実践度** 認識度*
低 群 中 群 高 群 低 群 中 群
(n=148)(n=526)(n=120)(n=129)(n=527)
回答者
高 群 全体
(n=139)(n=802)
受講している
受講していない
25.531.043.823.532.637.4
74.569.056.276.567.462.6
sr.9
68.1
受講 している(n=254)
受講 していない(n=541)
15.064.120.911.867.720.5100
20.467.212.418.365.616.1100
*:p〈0
.05、**:p〈0.01
3)ごみ分別、 リサイクル活動への協力
暮らしの中で不用になった 「調理屑 ・残飯類」、「かん ・びん類」、「食品 トレー」、「ペ ットボ ト
ル」、「牛乳パ ック」、「卵パ ック」の排出方法を尋ねた。 「調理屑 ・残飯類」の分別収集や回収ルー
トはほぼ皆無であり、堆肥化する、庭に埋めるといった個人的な有効利用方法に限られるが、回
答者では9.5%がそ ういった方法によってリサイクルを行っていた。 「かん ・びん類」は地域のご
みの分別方法によって排出方法が決まっている状況が見られた。その他の品 目では 「回収拠点等
に持参」「他の用途に利用」「資源ごみ収集に出す」を協力していると分類すると、「ペッ トボ ト
ル」、「牛乳パック」は協力率が60%以上 と高く、「卵パ ック」は協力率が26.3%と低かった。卵
パックにっいては回収ルー トが確立されていない地域が多いことを反映 していると考えられる。
環境問題に対する関心の強さとリサイクル協力率 との関係は、すべての品目において、関心が
強いほど協力率が高い傾向が認められた。 この意味で、環境問題への関心を高める教育は、学生
の実践行動に影響を与えることが期待できる。
女子大は神戸市 と富田林市に立地 しているが、「かん ・びん類」以外の容器包装類である 「食
品 トレー」、「ペ ッ トボ トル」、「牛乳パック」、「卵パ ック」については、富田林市にある女子大で
は 「回収拠点へ持 っていく」人の割合が平均より3～8%高かった。大学の位置が居住地 と一致す
るものではないが、周辺地域でのリサイクルの受け皿の存在や リサイクルへの意識の高さが反映
された結果であると推察 された。また、居住形態において、 「家族 と同居」の者は、「一人住まい」
「寮」の者に比べて リサイクル協力率が1.5～2倍程度高かった。このことは、家庭や地域におい
て実践 されている分別や リサイクル活動を目常的に意識する機会や活動 との接点の有無が、女子
大生の意識と行動に大きな影響を与えていることを示 している。
4)環境教育のあり方
環境専門科目の受講は、環境問題への関心を高める効果があり、環境問題への関心を高めるこ
とが、女子大生の環境負荷低減化食行動の実践度、認識度を高めることに繋がると期待できる。
しかし、食行動に伴って生 じるごみの処理方法においては受講の有無 との関係は認められず、市
町村ごとの分別方法や、リサイクルの受け皿 と地域や家庭での リサイクル活動の有無などが大き
く影響することが把握できた。すなわち、地域や家庭での実践的な分別 ・リサイクル活動を認識
することが有効な環境教育になっていることが示 された。 この点か ら、女子大生の廃棄物管理/
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資源循環への意識を高めるためには、学校などの教育の場の日常生活おいても、 リサイクルや分
別 ・処理方法を体験 し実行する機会を与えることが重要であると考えられた。
近年、市民や学生によって自発的に進められている 「お祭 りのエコロジー化」、すなわち大学
祭や地域のお祭 りなどのイベン トで、ごみの分別、回収ステーションをつ くり、多くの人びとに
声をかけなが ら分別、 リサイクルやリユースの実践行動を求めてい く取 り組みは、楽 しく実効性
のある環境教育、環境学習の場 となっている9)・10),11)。
大学祭において、使用済み使い捨て容器などを洗浄 して分別するリサイクルステーションを設
置 したところ、多くの女子大生の共感 と協力を得ることができた。"Silentmajority"予備軍を
実践する活動主体へと変える効果があったと考えている。
第5節 廃棄物管理/資源循環システム形成への市民と行政の関係性
近年、循環型社会形成推進基本法が成立 し、廃棄物管理/資源循環型社会の形成が推進 される
中で、活動主体である市民と自治体 ・行政が どのように協働をすすめるべきかが課題 となってい
る。山本 ら12)は、廃棄物計画における市民参加では、よりいっそう市民 と自治体が協力する必要
が生じていることを指摘すると同時に以下のような課題を示 している。
『シェリー ・アーンスタインは、市民参加のレ
ベルを1:世論操作、2:セラピー(住民の不満を
そらす操作)、3:情報提供(一方通行)、4:意見聴
取、5:懐柔(形式的参加)、6:パー トナーシップ、
7:(一部)権限委譲、8:住民によるコン トロール、
の8つ の段階として示 したが、廃棄物処理計画策
定における市民参加 とは、どの段階の参加である
かが問われるようになっている。形式的な住民参
加 と住民の権利 としての参加は区分 され、今自治
体が市民参加 といっている場 合、どの段階の参加 図
10-2マズローの欲求階層.であるのかを明確に意識する必要がある。市民参(文 献12より引用)
加への批判は、もう一方で、市民の欲求の レベル
が上がってきていることも関係 している。マズローが唱えた欲求階層説では、図10-2に示すよう
に人の欲求は階層構造となってお り、下位の欲求が満足 されると上位の欲求へ と高度化 していく
としている。今 日の 日本のように成熟 しつっある社会では、人びとはより高度な欲求の充足を求
めていると見ることができる。 しかも、価値観が多様化するとともに自由に使用できる時間が増
加することにより、人々はい くっかの集団に帰属 し、その中で自己実現の欲求を満たすことを目
指 している。このような人々の一部が廃棄物問題に興味を持ち、市民団体や 自治体が組織する団
体の中で自己実現を果た していこうとしているのであり、その人たちが図10-1の「活動主体」に
該当すると考えられる。このような人々にとっての市民参加 とはアーンスタインの参加 の階梯で
言えば、6の段階を越え7か ら8の 段階を目指そ うとしているのである。今後の市民参加におけ
る課題は、自治体等が市民参加 とい う場合、どの段階の参加であるのかを明確に意識する必要が
あることである。』
以上の山本 らの指摘は、廃棄物計画の策定における市民参加における課題を示 したものである
が、具体的な廃棄物管理/資源循環システムの構築やその運用における市民の活動 と環境 ・ごみ行
政の関係においても、同様の課題があると考えている。
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本章では、廃棄物管理/資源循環システムが多 くの市民によって形成されてきた状況 と、市民
主導によって形成 されたシステムが行政の支援や協働によって飛躍的に実効性を高め、社会シス
テムとして確立されてきたことを示した。その意味で、様々な法整備も含めて、廃棄物管理/資源
循環型社会形成への転換は、活動主体である多くの市民 と環境 ・ごみ行政の連携によって進めら
れてきたものである。
市民の活動は、その多くが次世代に健全な生活環境を遺すといった高潔な意識 と自己実現の欲
求とに支えられている。一方、環境 ・ごみ行政は、ごみの適正処理や社会経済活動 との調和など、
活動する市民 とはまった く異種の課題を眼前に抱えていて、その課題 を克服することが、行政 と
しての責務であると考えている。このよ うに、活動する市民 と環境 ・ごみ行政を担 う人びととの
状況や課題への認識には大きな違いがある。だか らこそ、お互いの違いを尊重した協働が大きな
カに成 りうるのであるが、その協働が成 り立つまでには対立が生 じやすい。本来、対立は相互理
解を深めてくれるが、市民 と行政 との対立は市民の活動意欲の喪失に繋が りかねず、行政の配慮
が最も求められるところである。
今後、より実効性のある多様な廃棄物管理/資源循環システムを構築す るためには、次世代に
健全な生活環境を遺す とい う意識を持つ活動主体 としての市民を尊重 しつつ、 リー ダーシップを
発揮 して、市民、事業者の活動を支援 し、協働する姿勢が環境 ・ごみ行政が求められる。
第6章 小括
望ま しい食品資源循環システムの構築に不可欠な排出源 における分別 を実践す る市民や事業
者が増えるためには、経済的インセンティブのみではなく、もっと直接的に市民、事業者の共感
と実践に結びっく働きかけや しくみが必要である。
1991年の廃棄物処理法の改正、1995年の容器包装 リサイクル法成立、その後2001年までの環
境基本法やリサイクル関連法の成立の背景には、こういった法制度の整備を求め、実効性のある
環境 ・リサイクル各法の成立を後押ししてきた活動派の市民の存在がある。
その一方で、具体的に声を上げないものの、ごみ処理や リサイクルのための分別を実践する多
くの人びと;活動主体が存在する。こういった実践する多くの人び とが廃棄物管理/資源循環シ
ステムの担い手であり、関心がなく実践をしない人びとを一人でも多く活動主体に変えるしくみ
が求められている。
環境先進県 として、地域全体で高い レベルの意識や活動が醸成 されている滋賀県においては、
昭和40年代から始まった主婦たちを中心とした 「石けん使用運動」が、行政に支援 されて地域で
の活動をより充実させ、多くの意識の高い市民を醸成 してきた。そして今でも環境を守るための
多 くの活動 として地域の人びとに継承 されている。
また、1980年頃か ら主婦の自主的な活動 として始められた牛乳パ ックの回収運動は、大きな共
感 とひろがりを見せ、牛乳パ ックを集めて再生品を使 うことによって循環型の経済活動を支え、
使い捨て社会を変えていこうとする意識や、地球環境問題の解決にも寄与す るといった活動の意
義認識の深まりが市民によって形成され、啓発活動として大きな意義を持っようになった。容器
包装 リサイクル法によって飲料用紙パックが分別収集計画の対象 となったように、市民の活動が
廃棄物管理/資源循環システムを作 り上げてきた。
一方、多くの若年の主婦や大学生は、廃棄物管理/資源循環システムを作る活動や環境に配慮
した暮 らしへの関心が低いとい う指摘があり、担い手づくりの大きな課題 となっている。近い将
来 「食」の担い手になるであろう女子学生を対象としたアンケー ト調査によると、多くの女子学
一157一
生が関心を持っている 「環境負荷低減化のための行動 ・制度」は、「リサイクル」が最も多く、次
いで 「容器の回収」、 「ごみの分別」であった。環境問題への関心が強いほど環境負荷を低減する
食行動の実践度が高い といえた。環境問題に関する専門科 目を受講することが、学生に環境問題
に対する関心を持たせ、実際の食生活面での環境負荷低減化行動に良い影響を与えていることが
分かった。 しかし、食行動に伴って生 じるごみの処理方法においては受講の有無 との関係は認め
られず、市町村 ごとの分別方法や リサイクルの受け皿、地域や家庭での リサイクル活動が女子大
生にとって有効な環境教育になっていることが示唆された。
近年、市民や学生によって自発的に進められている 「お祭 りのエコロジー化」、すなわち大学
祭や地域のお祭 りなどのイベ ン トで、ごみの分別、回収ステーションをつ くり、多くの人びとに
声をかけながら分別、 リサイ クルや リユースの実践行動を求めてい く取 り組みは、楽 しく実効性
のある環境教育、環境学習 として大きな期待を感 じさせてくれる。
廃棄物管理/資源循環 システムの成立に不可欠な市民意識の醸成を担ってきた市民の活動は、
その多くが次世代に健全な生活環境を遺す といった高潔な意識 と自己実現の欲求 とに支えられて
いる。一方、環境 ・ごみ行政は、ごみの適正処理や社会経済活動 との調和など、活動する市民 と
はまったく異種の課題を眼前に抱えているため、協働が成 り立つまでに対立が生 じやすく、行政
の配慮が最も求められるところである。今後、より実効性のある多様な廃棄物管理/資源循環シス
テムを構築するためには、次世代に健全な生活環境を遺すとい う意識を持つ活動主体としての市
民を尊重 しっつ、市民、事業者の活動を支援 し、協働する姿勢が環境 ・ごみ行政に求められる。
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総括ならびに結論
本論文では、都市域か ら多量に発生する食品残渣の中でも、再生利用が遅れ一般廃棄物 として
処理されている食品廃棄物の望ま しい資源循環システムの構築に向けて、多様な視点からそのあ
り方を考察 し、資源利用効率が高く環境負荷が小さい食品残渣の飼料への再生利用を組み込んだ
食品資源循環システムを提案 した。また、飼料化できない食品残渣については、これをメタン発
酵によってエネルギーに変換 し、できる限 り資源回収を図ることを提案 し、システム全体のコン
セプ トを示 した。同時に、飼料化することが比較的容易 と考えられた重要な食品残渣の飼料化技
術について、種々の開発研究の成果をとりまとめ、個々の要素技術の特徴を明らかにす るととも
に、その経済性についても評価 した。同様に、飼料化しにくい食品残渣のメタン発酵と周辺技術
についても検討 し、これ らを組み合わせた トー タルな資源循環システムの事業モデルの提案 とそ
の採算性について検討 した うえで、望ましい食品残渣の資源循環システムを実現するために克服
すべき社会的 ・経済的課題についても検討 した。
第1章 では、わが国 と大阪府下における食品残渣の発生状況を把握 した。
平成8年度のわが国の一般廃棄物5,300万トンの うち、家庭系1,000万トン及び事業系600万
トンが食品廃棄物であり、産業廃棄物340万トンを加えた合R)1,940万トンの食品廃棄物が排出
されていた。 このうち、食品製造業から排出された産業廃棄物の48%は再資源化 されているが、
一般廃棄物中の食品残渣の再資源化率はわずかに0.3%にとどまっていた。また、平成14年度で
は、食品産業全体から平成8年 度の120%に当たる1,131万トンの食品廃棄物が発生してお り、
その量が増加 し続けていることが示されている。一方、平成14年度の食品産業における再生利用
率は45%となり、平成8年 度の17%からは大きく増加 したものの、事業系一般廃棄物に分類され
る外食産業、食品卸売業、食品小売業などから排出される食品残渣の再生利用率は24%にとどま
り、再生利用の用途は肥料化の割合が最も高くなっている。
平成11年度の大阪府下では、比較的大規模;な事:業所等か らの食:品残渣の発生量は1,540トン
/日で、廃食用油、魚あら、残飯の合計230トン/日が回収 ・再生利用される一方、事業系一般廃
棄物として1,310トン/日、さらに家庭か ら1,900トン/日の合計3,200トン/日の食品残渣が
一般廃棄物 として焼却処理 されていた。特に、事業系一般廃棄物 として焼却処理されている食品
小売業、外食産業等の事業所から排出される食品残渣は、売れ残 り、調理屑、残飯等さまざまな
食品が混合 して排出され るためにその再生利用が遅れてお り、これ らの食品残渣の再生利用方法
の確立が喫緊の課題であることが明示 された。
第2章 では、食品残渣の望ま しい資源循環システムを検討する上で考慮すべき課題として、地
球規模の資源循環の適正化、及び環境負荷を低減する持続的な循環型農業の実現に寄与すると考
えられる窒素、 リン循環の適正化に着目し、窒素、 リン及び炭素循環における資源利用効率の向
上とい う視点から食品残渣の再生利用システムを評価するとともに、その課題を把握 した。
輸入農産物に多くの食:料、飼料を依存 し、食料自給率が主要先進国の中で最低の水準 となって
いるわが国では、畜産糞尿から発生する窒素、 リン量が、収穫 される作物 と飼料が持っ窒素、 リ
ン量の2倍以上もあり、多量に投入される化学肥料 とともに農地は環境汚染源 となっている。畜
産糞尿の循環利用方法がほぼ堆肥化、肥料化 に限定 されることから、さらに食品残渣を肥料 とし
て農地に投入することは農地への窒素、 リンの過剰投入につながるものと考えられた。一方、わ
が国への窒素、 リンの投入量を低減するとい う点において、食料や飼料の自給による輸入量低減
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は有効な方策であ り、都市域で発生する食品残渣の飼料利用は、この方策を推進するために大き
く貢献するものといえる。また、食品残渣 中の有機物に含まれる炭素や窒素、 リン、その他 ミネ
ラル分の利用効率によって資源化法を評価 した場合には、食品化≧飼料化〉メタン回収(液肥利
用)〉堆肥化〉メタン回収(水処理)となることから、食品残渣の飼料利用はこのような視点からも
優れた方策であると考えられた。従って、地球規模の資源循環の適正化、環境 負荷を低減する持
続的な循環型農業の実現とい う面から、都市域で多量に発生する食品残渣 を飼料 として再生利用
することが最も望ま しい方向であると考えられた。
一方、食品残渣の飼料化システムの確立においては、発生源において異物混入のない食品残渣
が分別排出されることが不可欠であり、重要な前提条件 といえるが、市民の分別排出への意識は、
身近なリサイクル活動によって醸成されるものであり、家庭や地域における食品残渣の堆肥化、
農業利用等の活動は、循環共生農業への意識の醸成や新 しい循環型食文化や廃棄物管理/資源循環
型コミュニティの実現を可能にする活動 として積極的に持続すべき方向性であるとも考えられた。
以上の検討か ら、都市域か ら発生する食品残渣にっいては、飼料化を中心としなが ら、堆肥化
と食料生産を結ぶ地域循環を組み込んだ多様な循環システムを確立することが望ましい方向性で
あると結論 した。
第3章 では、現状の食品残渣由来再生飼料への需要についての調査と、飼料化において考慮す
べき安全性や栄養価値等にっいての考察、食:品残渣の成分や栄養価値等にっいての調査結果に基
づいて、飼料化を中心 とした各種食品残渣の再生システムを検討 し、食品残渣の再生飼料を利用
した畜産 と水産、畜産糞尿を利用した農業から生産 される食料供給システムからなる循環システ
ムを望ましい食品資源循環システムとして提案した。
現在、都市域で発生 し事業系一般廃棄物 として焼却処理されている多 くの食品残渣の排出特性、
収集形態などを調査 した結果によれば、栄養成分から見てその多くは飼料化するうえで十分有用
であり、排出者の意識の醸成 と合理的な収集ルールの設定により安全性にかかわる異物の混入を
さけるための分別収集 も可能 となるものと考えられたことから、それぞれの特性に応 じて飼料 と
して有効利用することができるものと結論 した。また、魚あら、廃食用油、残飯等についての既
存の食品残渣のリサイクルシステムを参考事例 として解析 し、事業系一般廃棄物 として処理され
ている各種食品残渣の飼料化等再生利用システムを具体的に提案することができた。
すなわち、①従来より分別回収、再生利用 されている魚あら、廃食用油の回収システムの維持、
②食パンや麺類、おからやす しレス トランの残渣など成分が安定 した食品残渣の流通価格が高価
な養魚用飼料原料への再生利用、③食品小売業や卸売市場などからまとまった量が排出される野
菜 ・果実屑の牛の飼料への再生利用、④数多く存在する食堂、学校給食などから排出される残飯
類の多量回収による成分の均質化、安定化と、脱油 ・乾燥処理による豚 ・鶏の飼料へ の再生利用、
さらに⑤カビが生えたものや異物分離が困難な生ごみ等のメタン発酵処理を中心としたエネルギ
ー ・資源回収システムか らなる再生利用システムである。
以上の食品残渣の飼料化システムを軸として、家庭や地域における食品残渣の堆肥化、メタン
発酵処理によるエネルギー回収 と液肥の農業利用を加 え、食品残渣の再生飼料を利用した畜産、
水産と、畜産糞尿等を利用 した農業か ら生産される農産物の食料供給システムからなる循環シス
テムを望ま しい食品資源循環システムとしている。
第4章 では、スーパーマーケ ット等から排出 される容器包装類に入った食品残渣か ら、異物が
まったく混 入しない精度で容器包装類を分離するための袋除去技術開発のための実験結果を基に
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選定 した最適システムを適用 した際の処理コス トを試算 した。
圧縮式袋除去機は、分離 した食品残渣に異物の混入はまったくなく、特に弁当 ・す しなど容器
の上にラップフィルムで包装されたものや串に刺さった焼き鳥など、従来、分離に困難を極めた
ものにも優れた除去性能を示 した。また、パン類や麺類のように袋 と内容物が分離 しにくい残渣
にはCO2レーザーによって切 り目を入れた後、圧縮式袋除去機で分離することによって、スー
パーのみならず一般に流通、販売 されているプラスチック製や紙製の容器包装に入った食品残渣
が、ほぼ全て高速で分離できることが示 された。本システムについて、人件費、機械の減価償却
費、電力費を含む袋除去工程のみの処理コス トを試算すると、圧縮式袋除去機で分離可能なもの
は高く見積もっても0.53～4.15円/kg、CO2レーザーによって切 り目を入れ、圧縮式袋除去機
で分離するものでは、1.9～4.1円/kgとなり、十分に実用可能な試算 となった。
第5章 では、養魚用飼料に適 した食品残渣として、排出特性や成分を基に食:品製造業から排出
される練 り製品残渣 と、事業系一般廃棄物 として処理 されている寿司残渣 とおからを選択 し、こ
れ らを乾燥 し、回収 した魚アラから再生 されているフィッシュミール等を加えて養魚用ペ レット
飼料を製造する技術 を検討するとともに、製造 したペ レット飼料の有効性をマダイへの給餌試験
から確認 した上で、本飼料化事業におけるペ レッ ト飼料の製造コス トを試算 した。
"ごはん"を多く含む食品残渣 を含水率が充分に低 く蛋白質変性等が少ない状態に乾燥するた
めに、汚泥乾燥に利用されている解砕機付き気流乾燥機による食品残渣の乾燥特性を伝熱解析に
よって把握 し、"ごはん"を多く含む食品残渣や練 り製品残渣の乾燥に適 した気流乾燥機の設計諸
元を得て、これを基に重油ボイラ利用の熱風乾燥方式の解砕機1寸き気流乾燥機を設計 した。乾燥
した食品残渣等から養魚用ペ レット飼料を製造する場合の用役費、施設建設費の減価償却費と人
件費を含む製造コス トは、製品1kg当たり115円とな り、熱や脱臭設備などの支援があれば製品
1kg当たり96円となった。養魚用ペ レッ ト飼料は比較的高価で、市販価格は1kgあた り140円程
度 となっていることか ら、食品残渣を原料 とする養魚用ペ レット飼料が流通する可能性は十分に
あることが明らか となった。
第6章 では、スーパーマーケ ットや卸売市場か ら発生する野菜 ・果実屑から牛の飼料に適 した
野菜 ・果実屑を選別 し、トウモ ロコシ、フスマや乾燥豆腐粕等の副資材を加えて含水率を調整 し、
乳酸発酵によって良質なサイ レージやTMR(TotalMixedRation:必要な栄養成分がすべて配合
されている飼料)を製造する技術について検討 し、製造コス トを試算 した。
実機規模での高速嫌気発酵装置を用いたサイ レージ化実験によって、製造された野菜 ・果実屑
サイレージ中のアフラ トキシン含量はlOppb以下で安全性も高く、牛の嗜好性 も良く、野菜 ・果
実屑サイ レージは商品として十分に流通できるものであることが把握できた。また、水分33%の
野菜 ・果実屑サイレージの原料 と消耗品のコス トは製品1kg当たり35円となった。人件費 と減
価償却費を含む製造コス トはサイレージ製品1kg当たり56円となった。TMRや サイ レー ジが
販売されている事例は少なく、その市場価格は不明であるが、牛用の配合飼料が40円/kg程度で
あり、付加価値の高いTMRや サイレージは配合飼料の価格を上回ることが可能であると考えれ
ば、野菜 ・果実屑を利用 した牛の飼料製造は、事業 として成 り立っ可能性があると考察 した。
第7章では、古くは養豚用飼料として利用されていた都市域で多量に発生する残飯類を鶏 ・豚
用飼料として再生利用するために、広域的な流通を可能にする乾燥処理や脱油処理の既存技術と
その課題を把握した。さらに、棚 旨肪含量が高い残飯類を脱油 ・乾燥して良質な飼料を製造する
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ために試作されたバ ッチ式蒸洗クッカー処理及び過熱蒸気循環ロータ リーキルン乾燥機による乾
燥飼料化実験から得 られた知見をもとに、残飯類の最適脱油 ・乾燥飼料化システムを設計し、製
造コス トを試算 した。
バッチ式蒸洗 クッカー ・過熱蒸気乾燥処理によって、乾物ベースで粗脂肪が20～30%程度の残
飯類の糊 旨肪を70%以上除去できたが、乾燥製品の糊 旨肪含量は7～10%程度 となった。このよ
うに粗脂肪が若干高めであるが、乾燥品の品質は概ね良好であった。実験によって得 られた知見
を基に、粗脂肪含量をさらに低下させるとともに、熱損失を抑え、人手を軽減 し、コス トを低減
する実機 レベルでの最適蒸洗 クッカー ・乾燥処理システムを設計 した。残飯類を2t/時、1日24
時間稼動 して残飯類48t/日から脱油乾燥飼料10t/日を製造 し、1t/日の油を回収するケースに
おける製造コス トは乾燥飼料1kg当たり72円、必要な乾燥エネルギーを余熱等で支援されれば
50円/kgとなった。また製造コス トを原料の食品残渣1kg当た りの処理費 としてみれば15円/kg
で、廃棄物の処理費とすれば安価であることが把握できた。配合飼料の販売価格は製品1kg当た
り40円程度 となっているが、既存の残飯乾燥飼料の引き取 り価格は10～14円/kg程度でしかな
く、残飯類の乾燥飼料化システムの成立には乾燥用燃料 コス トの低減や、徴収できる食品残渣の
処理料金が大きな要因 となることが明 らかとなった。
第8章 では、異物分離が困難な食品残渣や飼料原料に適 さない食品残渣 を対象 として、メタン
発酵によるエネルギー回収技術 と消化液中の栄養塩類の有効利用方法や処理方法等を検討 し、総
合的な処理コス トを試算 した。
メタン発酵処理では、高温処理 と比較べて維持管理が容易で、消費エネルギーが小 さく、消化
液水質が良好で安定した処理が可能な中温メタン発酵処理の特長を活か しつつ、処理効率 と衛生
面での機能を向上させることを 目的 として、前処理に余熱を利用 した食品残渣の加熱処理を加 え、
汚泥滞留時間(SRT)を長 くする槽構造を持つ間欠擬絆方式による中温メタン発酵処理システム
の性能を実験によって把握 した。食品残渣の加熱処理は、VS除 去率を高め、投入VS当 たりの
ガス生成量を19%増加 させた。ガス生成量 とメタン含有率から計算 され るメタン収率と炭素のメ
タンガスへの転換効率は、生ごみの高温メタン発酵処理実験の結果によく一致すると報告されて
いる擬似分子式と化学量論式による計算値より十分に高 く、エネルギー収支の試算によると加熱
処理によって発電量 と余熱利用量が増加することから、食品残渣の加熱前処理による中温メタン
発酵処理は衛生的なエネルギー回収技術として優れた特性を持っことが明らかとなった。なお、
SRTを長 くする槽構造を持つ間欠擬絆方式による養豚廃水の中温メタン発酵処理においても、
メタン収率と炭素のメタンガスへの転換効率を向上 させ うることを明 らかに している。
消化液の凝集処理水の脱窒素処理実験においては、残存 しているBODや 廃食用油が脱窒素に
利用できる可能性が示唆 された。また、消化液の凝集処理によって発生する汚泥を堆肥化できる
ことが実験によって確認できた。消化液中の栄養塩類の利用方法 として、ユーグレナ生産による
飼料利用を検討 したが、生産物にとって不純物である消化液中の有機物を凝集処理によって除去
したため、ユーグレナ培養 に新たな リンや ミネラルの添加が必要となった。メタン発酵消化液の
好気性微生物処理特性とユーグレナ培養の可能性の検討が今後の課題である。また、食品残渣に
含まれるリンはメタン発酵処理によって リン酸にまで分解 されていると考えられ、これをリン酸
マグネシウムアンモニウム(MAP)やヒ ドロキシアパタイ ト(HAP)として結晶化 し回収できれ
ば、飼料添加物 として再利用できる可能性がある。環境負荷の低減 と資源利用効率の向上を図る
方策としてリンの回収方法の検討が今後の課題である。
加熱前処理 ・中温メタン発酵、消化液の凝集、硝化脱窒素処理及び汚泥の堆肥化処理からなる
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一連のシステムの処理コス トは食品廃棄物1kg当たり12円と試算 され、廃棄物の処理 コス トとし
ては安価であるが、売電価格を5円/kWhとすると売電収入は処理費全体の1割 程度にしかならな
いことが把握できた。
第9章 では、大阪府下における食品残渣の排出特性に基づいて、第4章 か ら第8章 で検討 した
養魚用ペ レット飼料製造システム、野菜 ・果実屑の高速乳酸発酵 ・飼料化システム、残飯類の脱
油 ・乾燥飼料化システム、及び異物混 入が避けられない食品残渣や生ごみを対象 とするメタン発
酵によるエネルギー ・資源回収システムを有機的に結合 し資源利用効率を高めた食:品資源循環事
業モデルを提案 した。
個々の飼料化システム及び食品資源循環センターの事業採算性についてIRRを 指標 として
検討 したところ、マダイ用ペ レット飼料のように流通価格が高い飼料や、牛のTMR化 のように
副資材を添加 して付加価値が高い飼料を製造するシステムでは、処理料金として15円/kgを徴収
できれば、概ね採算が とれる事業であることが把握できた。一方、残飯類の脱油 ・乾燥飼料化シ
ステムのように含水率が高い食品残渣の乾燥飼料化においては、徴収できる処理料金 と乾燥用燃
料コス トが製品価格に大きな影響を及ぼす ことが明 らかとなり、安価な燃料の検索が一っの課題
であることが把握できた。また、乾燥用エネルギーが支援 されても、製品価格を15円/kgとして
IRR10%の事業 とするためには、処理料金を食品残渣1kg当た り18円徴収する必要があること
が把握できた。
食品残渣を230t/目処理 し、870GJ/日のガスを生産するメタン発酵 ・消化液処理 ・汚泥堆肥
化システムの事業化においても、IRRが0%と なるためには電力を12円/kWhで売却できても
食品残渣1kg当た りの処理料金を27円/kg徴収しなければならないことが把握できた。
一方、メタン発酵処理等のシステムによってエネルギーと電力を供給する食品資源循環センタ
ーでは、施設建設費をすべて負担する場合でも、食品残渣1kg当た り19円の処理料金を徴収で
きれば民間事業として成 り立つことか ら、個々のシステムを事業化するよりも、事業採算性が良
くなることが把握できた。 しかし、大阪府下や京都市におけるごみ処理原価は少なくとも1kg当
たり20円以上であるにもかかわらず、平成11年度の大阪府下の市町村の事業系廃棄物の処理手
数料は概ね3円 ～15円/kgとなってお り、食品資源循環センターが処理料金19円/kgを徴収する
ことは難 しい と考えられた。
このよ うに排出者が市町村の処理施設に搬入 して支払 う事業系廃棄物の処理手数料が実際の
処理に要する費用より安 く設定されている状況は、大阪府下のみならず全国的な傾向であり、こ
のことが食品残渣の飼料化システムを中心 とした望ましい食品資源循環事業の実現への大きな障
害となっていることを明 らかに した。
第10章 では、飼料化を組み込んだ望ましい食品資源循環システムの成立にとって不可欠な、
排出源において分別する市民や事業者、すなわち廃棄物管理/資源循環システムの担い手を増や
す働きかけや しくみについて考察 した。
廃棄物処理法改正、環境基本法や リサイクル関連各法成立の背景には、法制度の整 備を求め、
実効性のある環境 ・リサイクル各法の成立を後押 ししてきた活動派の市民が存在 し、地域や家庭
において実践活動に取 り組む市民 とともに、廃棄物管理/資源循環システムを作 り上げてきた。
一方、多くの若年の主婦や大学生は、リサイクル活動や環境に配慮 した暮 らしへの関心が低い
とい う指摘があるが、環境問題に関心を持つことが女子大生の食行動における実践にっながるこ
とを把握 した。また食行動に伴って生 じるごみの処理においては地域や家庭での実践的な分別 ・
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リサイクル活動が有効な環境教育になっていると考えられた。近年、市民や学生によって自発的
に進められている 「お祭 りのエコロジー化」、すなわち大学祭や地域のお祭 りなどのイベン トで、
ごみの分別、回収ステーションをつくり、多くの人び とに声をかけながら分別、 リサイクルや リ
ユースの実践行動を求めてい く取 り組みは、楽しく実効性のある環境教育、環境学習 として有効
であ り、その拡がりに大きな期待が持てると考えられた。
廃棄物管理/資源循環システムの成立に不可欠な市民意識の醸成を担ってきた市民の活動は、
その多くが次世代に健全な生活環境 を遺す といった高潔な意識 と自己実現の欲求 とに支えられて
お り、今後より実効性のある多様な廃棄物管理/資源循環システムを構築するためには、活動主体
としての市民を尊:重しつつ、市民、事業者の活動 を支援 し、協働する姿勢が環境 ・ごみ行政に求
められることを示 した。
本研究では、食品残渣の飼料化を組み込んだ望ま しい食品資源循環システムを具体的に提案 し、
飼料等への再生利用技術 とその課題を明 らかにするとともに、食品資源循環システムの実現に不
可欠な分別や リサイクル活動を実践する担い手づくりのための働きかけや しくみ作 りについて考
察 した。
食品残渣を食品循環資源 として再生利用するためには、最も重要な前提条件である排出源での
分別排出を実現 しなければならない。排出者が分別排出する意思を持つか否かを決める要因とし
て、環境保全、資源の有効利用などへの意識 とともに、多くの事業者にとってはその処理に要す
る費用負担が大きい。従って、意識の醸成 とともに、処理費用負担の軽減が、排出事業者による
分別排出実現への大きなインセンティブとなる。
一方、本研究で明らかになったように、食品資源循環事業は、徴収できる食品残渣の処理料金
によってその採算性が大きく影響 されるが、大阪府下のみならず全国的な傾向として、食品残渣
が一般廃棄物 として処理 される場合に、排出者が市町村の処理+J設に搬入 して支払 う処理手数料
が実際の処理に要する費用 より安 く設定されている状況、すなわち事業系一般廃棄物の処理費用
の大半を自治体=税金で負担 している状況が、食品資源循環事業の成 り立ちを困難にしている。
これは、廃棄物処理が都市の公衆衛生対策の一っに位置づけられてきた過去の経緯の中で生 じ,
た状況であろうが、近年の資源使い捨て社会にあっては、その主旨と現実が大きく解離 し、食品
残渣のみならず、資源循環のための再生に関連する様々な事業の実現における障害 となっている。
この障害を取 り除 くには、廃棄物処理手数料の見直 しが必要であるが、事業系一般廃棄物の処
理手数料の設定等に関する議論は未だ不十分であり、市町村における廃棄物処理手数料を処理原
価 とす ることは前途多難な状況にある。
このような社会状況において、持続可能な資源循環共生社会の構築に不可欠な望ましい食品資
源循環事業が遂行 されるためには、公衆衛生確保のために廃棄物処理事業を政策的に進めてきた
ように、望ま しい資源循環事業が成立し、かつ排出者による分別排出実現へのインセンティブと
なるような支援策が、持続可能な資源循環共生社会の形成に寄与す るとい う趣旨を明確にしつっ、
政策的に進め られ ることが必要不可欠である。
環境負荷を低減 し、資源利用効率を高め、食料安全保障にも寄与する飼料化を組み込んだ望ま
しい食品資源循環システム形成に向けて、廃棄物/資源管理分野における適切な政策決定とその遂
行が求められている。
本論文が、子 どもたちの未来に健全な生活環境と食料生産システムを遺すための食品資源循環
システムの構築に寄与することを願っています。
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